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― 午前１０時 ０分 開会 ― 

〇議長(溝口芙美雄君） 皆さん、おはようござ

います。 

ただいまから、平成31年2月定例会を開会い

たします。 

 これより、本日の会議を開きます。 

 この際、知事より、新任の教育委員会委員及

び公安委員会委員の紹介をいたしたい旨、申し

出があっておりますので、これを受けることに

いたします―知事。 

〇知事(中村法道君） さきの平成30年11月定例

県議会以降におきまして、ご同意をいただき、

任命いたしました特別職をご紹介いたします。 

 教育委員会委員 黒田隆雄君でございます。

（拍手）公安委員会委員 川口博樹君でござい

ます。（拍手） 

どうぞ、よろしくお願いいたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 次に、会期の決定をい

たします。 

 本定例会の会期は、本日より3月15日までの

24日間とすることにご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

〇議長(溝口芙美雄君）ご異議なしと認めます。 

 よって、会期は、24日間と決定されました。 

 次に、会議録署名議員の指名をいたします。 

 本定例会の会議録署名議員につきましては、

小林克敏議員及び瀬川光之議員を指名いたしま

す。 

 次に、知事より、知事専決事項報告書が、先

に配付いたしましたとおり提出されております

ので、ご報告いたします。 

 次に、現在設置いたしております「離島・半

島地域振興特別委員会」、「観光振興等対策特別

委員会」、「総合交通対策特別委員会」、「九州新

幹線西九州ルート整備特別委員会」の付議事件

の調査に関する経過等について、順次、報告を

求めることにいたします。 

 まず、離島・半島地域振興特別委員長に報告

を求めます。 

 宅島委員長－8番。 

〇離島・半島地域振興特別委員長(宅島寿一君）

（拍手）〔登壇〕 おはようございます。 
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 離島・半島地域振興特別委員会の審査結果に

ついて、ご報告申し上げます。 

 本委員会の付議事件は、「離島・半島地域振

興対策」及び「有人国境離島法対策」でありま

す。 

 昨年3月以降、これまでに、委員会を7回実施

いたしました。また、県内及び県外現地調査を

それぞれ1回実施いたしました。その中で、有

人国境離島法の雇用機会拡充事業採択事業者の

皆様などから貴重なご意見を頂戴し、その後の

委員会審査に反映させております。 

 それでは、各付議事件に対しての調査結果及

び主な論議事項について、ご報告申し上げます。 

 はじめに、「離島・半島地域振興対策」につ

いてであります。 

 離島・半島地域は、豊かな自然と独自の歴

史・文化を有し、食料の安定的な供給、国土や

自然環境の保全など国民の利益を増進する重要

な役割を担っています。 

 加えて、近年の田園回帰志向の高まりや働き

方改革の流れの中、豊かな自然環境や文化資源

を有する離島・半島地域は、都市住民に対して

魅力的な余暇生活や移住・定住の場を提供でき

る地域であります。 

 まず、離島・半島地域においては、第一次産

業が重要な役割を果たしてきたことは言うまで

もなく、今後も維持・発展させていくためには、

各地域の特産品のブランド化や、それぞれの特

性を活かした産地づくりに努めることとの意見

がありました。 

 企業誘致や移住、若者定着については、それ

ぞれの情報を庁内担当部局間で共有するととも

に、より大きな相乗効果を生み出すよう、関係

施策を連携して推進することとの意見がありま

した。 

 また、企業誘致に際しては、都市部の企業の

サテライトオフィス等の誘致を推進することと

の意見がありました。 

 医療・介護分野では、人材確保が難しい状況

であるからこそ、ＩＴ化が重要であることを認

識し、各事業者への導入支援等を進めること、

また、看護師確保対策として、看護情報誌を県

内高校等にも配布するなど、看護師を志す学生

が増えるような取組にも努めることとの意見が

ありました。 

 本県の代表的な温泉地である雲仙・小浜は、

熊本地震以降、他県の温泉地と比べ宿泊客の回

復が遅れている状況にあるため、観光県「長崎」

であることを認識したうえで、観光関係者と連

携して宿泊客回復に全力を尽くすこととの意見

がありました。 

 離島航路においては、今年度、観光客の延泊

費用を補償する欠航補償制度が導入され、旅行

者の安心感に寄与しているところであるが、こ

れを一過性とすることなく、来年度以降も継続

して実施されるよう予算確保及びＰＲ等に最大

限努めることとの意見がありました。 

 また、株式会社五島産業汽船の航路休廃止問

題についても、離島住民の生活に大きな影響を

与える点を考慮し、本委員会としても、県から

必要な報告を求め、対応等について審査を行っ

たところであります。 

 次に、「有人国境離島法対策」についてであ

ります。 

 特定有人国境離地域においては、平成29年4

月の「有人国境離島法」の施行を受け、雇用機

会の拡充、航路・航空路の運賃低廉化、滞在型

観光の促進等に取り組んだ結果、雇用の創出や

交流人口の拡大に結びつくなど、人口の社会減

抑制が図られているところですが、これを一過
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性とすることなく、継続し、定着させていくこ

とが必要であります。 

 雇用機会拡充事業については、平成30年度に

採択された事業の雇用計画人数は310人である

が、12月1日現在の新規高校卒業予定者の採用

人数は1人にとどまっている。そこで、若者の

島外流出の抑制に効果的な新規高校卒業者の雇

用にもつながるよう必要な対策を講じること。

また、島外、特に県外からの事業者をさらに引

き込むため、情報収集や掘り起こし、各市町と

の情報共有等に努めることとの意見がありまし

た。 

 地域商社のストック機能を持つ本土の物流拠

点整備については、各地域商社や専門業者の意

見を取り入れ、スピード感を持って、機能的な

仕組みづくりに努めることとの意見がありまし

た。 

 各地域商社の体制については、人材の育成及

び民間人材の活用が重要であるため、県におい

ても積極的に支援すること。また、地域商社の

販路拡大についても、各地域商社にまたがる横

断的な分野を中心に、県も主体性を持って取り

組むこととの意見がありました。 

 本県観光の大きな特徴の一つである修学旅行

が「しま旅滞在促進事業」の対象となったとこ

ろであるが、修学旅行客の増加につながるよう

関係市町と連携して施策を立案し、制度拡充に

向けて国へ要望を行うこととの意見がありまし

た。 

 航路・航空路の運賃低廉化に関しては、市町

等の意見も取り入れながら、準住民の適用範囲

の拡大等について国へ要望を行うこととの意見

がありました。 

 このほか、活発な論議がございましたが、そ

の詳細については、この際省略させていただき

ます。 

なお、これまでご報告した事項について、本

委員会から、別途、「離島・半島地域の振興対

策について」の意見書提出方の動議を提出して

おりますので、議員各位のご賛同を賜りますよ

う、よろしくお願い申し上げます。 

以上、本委員会のご報告といたします。 

ありがとうございました。（拍手） 

〇議長(溝口芙美雄君） 次に、観光振興等対策

特別委員長に報告を求めます。 

山田朋子委員長―19番。 

〇観光振興等対策特別委員長(山田朋子君）（拍

手）〔登壇〕 おはようございます。 

観光振興等対策特別委員会の活動経過につい

て、ご報告申し上げます。 

 本委員会の付議事件は、「観光振興対策」、

「国際戦略（東南アジア）」、「ＩＲ対策」及び

「長崎空港対策」でございます。 

昨年3月以降、本日までの間に、委員会7回、

県内現地調査及び県外現地調査をそれぞれ1回

実施いたしました。 

 それでは、各付議事件に対しての調査結果及

び主な論議事項について、ご報告申し上げます。 

 世界の国際観光客数は、近年増加し続け、

2030年には18億人になると予測されています。

我が国の観光立国に向けた取組も成果があらわ

れつつあり、2018年には訪日客数が3,000万人

を超え、過去最高を記録しました。 

 一方で、訪日客の多くは大都市圏及び特定有

名観光地等に集中しています。 

 今後、観光の特定地域への偏りを是正すべく

地域分散型を推進し、併せて交流人口の拡大を

図り、全国各地に訪日客増加の効果を波及させ

ていくことが、地方創生の観点からも重要であ

ります。 
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 本県においては、豊富な観光資源を十分に活

用しつつ、ラグビーワールドカップ2019や女子

ハンドボール世界選手権大会、東京2020オリン

ピック・パラリンピックをはじめとする大規模

イベントの開催を好機として捉え、ゴールデン

ルートからの積極的な誘客を図り、基幹産業で

ある観光業の成長につなげることが、今後の課

題であります。 

 「観光振興対策」について、ご報告いたしま

す。 

 2015年「明治日本の産業革命遺産」の世界文

化遺産登録に続き、2018年7月に「長崎と天草

地方の潜伏キリシタン関連遺産」が世界文化遺

産に登録されました。これをきっかけに多くの

観光客が本県を訪れています。多くの方々に本

県の歴史や文化、食の魅力を体験していただき、

リピーターの創出につながる事業を実施するこ

とが本県にとって重要であります。 

 併せて、魅力ある観光地にふさわしい利便性

の向上への取組と、高齢者や障害者等を含め、

より多くの方が世界文化遺産を訪れることが可

能となるようにバリアフリー対策に取り組んで

いただきたいとの意見がありました。 

 次に、「国際戦略（東南アジア）」について、

ご報告いたします。 

本県が、効果的なインバウンド・アウトバウ

ンドを促進するためには、各国の消費者の嗜好

や市場の特性を踏まえた戦略が重要であります。 

特に、経済成長が著しいアジア諸国への戦略

については、その経済成長の効果を本県が取り

込むために、個人旅行客等の誘致拡大、県産品

の輸出促進、県内企業の海外展開などを推進す

るための体制整備の強化に取り組んでいただき

たいとの意見がありました。 

次に、「ＩＲ対策」について、ご報告いたし

ます。 

統合型リゾート（ＩＲ）は、観光及び地域経

済の振興に大きく寄与し、雇用の創出も見込ま

れます。そのため、県内はもとより九州地区の

本県誘致への機運をより一層高めるとともに、

本県は全力で誘致へ取り組む必要があるとの意

見がありました。 

また、カジノ施設が与える地域住民に対する

ギャンブル等依存症への不安感を払拭するため

に綿密な計画性を持って取り組んでもらいたい

との意見がありました。 

「長崎空港対策」については、観光振興に

とって長崎空港の担う役割は大きく、国内線は

もとより、国際線も新規路線の拡充を図り、交

流人口を増やすことが望まれています。そのた

めには、利用者と航空事業者、両者の利便性や

効率性を高める必要があります。そのため、国

内航空路線における他の24時間空港との相互運

航による空港運用時間の延長が必要との意見が

ありました。 

また、昨年5月の県内現地調査では、佐世保

市役所と熊本県庁を訪問し、インバウンド、Ｉ

Ｒ、空港コンセッションについて調査を実施し

ました。 

特に、空港コンセッションを調査した結果、

長崎空港の運営方針を、今後協議していくうえ

で重要なことは、利便性と収益の向上と併せて、

これまでと同様に離島航空路を維持することで

あり、離島航空路の維持は、新しい運営方針に

おいても、欠くことのできない項目であるため、

方針決定に至るまでは十分な検討が必要である

ことを伺うことができました。 

8月の県外現地調査では、マカオと香港を訪

問しました。 

ＩＲの先進地であるマカオでは、行政及び事
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業者から「ＩＲの取組について」調査を実施し、

ＩＲがもたらす経済波及効果・雇用創出効果や

観光振興への寄与などプラスの効果と、ギャン

ブル等依存症などについては、行政と連携した

取組を強化しているとの現状を伺うことができ

ました。 

この他、種々活発な論議がございましたが、

その詳細については、この際省略させていただ

きます。 

なお、これまでご報告した事項について、本

委員会から、別途、「長崎県の観光振興の促進

について」の意見書提出方の動議を提出してお

りますので、議員各位のご賛同を賜りますよう、

よろしくお願い申し上げます。 

以上、観光振興等対策特別委員会のご報告と

いたします。 

ご清聴ありがとうございました。（拍手） 

〇議長(溝口芙美雄君） 次に、総合交通対策特

別委員長に報告を求めます。 

浅田委員長―28番。 

〇総合交通対策特別委員長(浅田眞澄美君）（拍

手）〔登壇〕 おはようございます。 

総合交通対策特別委員会の審査結果について、

ご報告申し上げます。 

本委員会の付議事件は、「離島地域航路・航

空路対策」、「地域・2次交通対策」及び「医

療・福祉・高齢者等交通弱者対策」であります。 

昨年3月以降、委員会を7回、県内及び県外現

地調査をそれぞれ1回実施いたしました。 

地域公共交通は、まちづくりや観光、健康、

福祉など様々な分野に効果を及ぼすものであり、

地域の存続・活性化のためには移動手段の確保

が必要不可欠であります。 

委員会では、人口減少により交通路線の維持

が困難になる中で、県内の現状を把握し、地域

の皆様の大切な「足」をどのようにして確保し

ていくかを重要な課題として審査してまいりま

した。 

そのため、交通関係事業者や福祉関係団体の

代表者を参考人として委員会に招致し、交通施

策に関する現状と課題について意見交換を行っ

たほか、現地調査においても各地域の民間事業

者や自治体の方々と積極的に意見交換を行い、

審査に反映してまいりました。 

 それでは、各付議事件に対しての調査結果及

び主な論議事項について、ご報告申し上げます。 

はじめに「離島地域航路・航空路対策」につ

いて、ご報告申し上げます。 

本件につきましては、離島航路・航空路の維

持拡充対策について審査を行いました。 

離島航路対策については、昨年10月、株式会

社五島産業汽船の突然の全航路運休を受け、臨

時に委員会を開催し、現状の把握と今後の対策

について審査を行いました。 

その中で、離島航路の維持・確保のため、

国・市町・事業者と連携を密にして安定的な運

航を図り、利便性の向上に努めるとともに、安

定的な運航を図るための手法として、共同運航

についても研究・検討を行うことという意見が

ありました。 

また、離島航空路対策では、県外調査におい

て、鹿児島県霧島市の日本エアコミューター株

式会社を訪問し、地域航空会社間の連携等につ

いて理解を深めたほか、委員会においてオリエ

ンタルエアブリッジ株式会社の代表者を参考人

として招致し、離島航空路の安定的な運航等に

ついて意見交換を行い、持続可能な地域航空の

あり方について論議いたしました。 

この件については、国や関係航空会社で構成

される「地域航空の担い手のあり方に係る実務
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者協議会」の検討結果などを踏まえ、オリエン

タルエアブリッジ株式会社と十分な連携のもと、

機材の更新等を推進するように求めました。 

次に、「地域・2次交通対策」についてであり

ます。 

本件につきましては、コミュニティ交通の取

組をはじめ、「長崎と天草地方の潜伏キリシタ

ン関連遺産」の世界文化遺産登録等による国内

外からの観光客の増加や九州新幹線西九州ルー

トの開業を控えた、主要な空港・港・駅から各

地域への2次交通の整備・改善等について審査

いたしました。 

また、九州旅客鉄道株式会社長崎支社の代表

者を参考人として招致し、「ダイヤ改正に伴う

減便の影響等について」、島原鉄道株式会社の

代表者を参考人として招致し、「島原鉄道の交

通対策について」、それぞれ意見交換を行い、

審査に反映してまいりました。 

委員会では、「九州新幹線西九州ルートの整

備」に関連し、新幹線駅から魅力ある資源を有

する県内各地への2次交通を整備・改善し、新

幹線の開業効果を高めることという意見があり

ました。 

また、「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関

連遺産」の世界文化遺産登録による国内外の観

光客の増加に対応するため、長崎県内と天草間

の交通アクセスについて、国・市町・事業者と

連携した対応に努めるよう求めました。 

次に、「医療・福祉・高齢者等交通弱者対策」

についてであります。 

本件につきましては、公共交通機関がない地

域や高齢者等交通弱者の方々の「足」をどのよ

うにして確保していくかについて審査を行いま

した。 

現地調査において、デマンドタクシーの取組

状況等について調査を行うとともに、委員会に

ＮＰＯ法人ながさきハンディキャプトサポート

センターの代表者を参考人として招致し、県内

の公共交通のバリアフリーの状況について意見

交換を行い、改善すべき点などについて県と問

題意識の共有に努めました。 

また、高齢者や障害者等交通弱者の方々が安

心して生活できるよう、市町や事業者等と連携

して、バリアフリーの現状把握に努め、交通環

境の整備を図ることという意見や、運転免許自

主返納高齢者等について、各地域の特性・実情

に応じ、公共交通利用等の支援策が講じられる

よう努めることという意見がありました。 

このほか、種々活発な論議がございましたが、

その詳細については、この際省略させていただ

きます。 

なお、これまでご報告した事項について、本

委員会から、別途、「総合交通対策について」

の意見書提出方の動議を提出しておりますので、

議員各位のご賛同を賜りますよう、よろしくお

願い申し上げます。 

以上、総合交通対策特別委員会のご報告とい

たします。 

ご清聴ありがとうございました。（拍手） 

〇議長(溝口芙美雄君） 次に、九州新幹線西九

州ルート整備特別委員長に報告を求めます。 

八江委員長―44番。 

〇九州新幹線西九州ルート整備特別委員長(八

江利春君）（拍手）〔登壇〕 皆さん、おはよう

ございます。 

それでは九州新幹線西九州ルート整備特別委

員会の活動経過について、ご報告申し上げます。 

本委員会の付議事件は、「九州新幹線西九州

ルート整備対策」でございます。 

昨年7月の委員会設置以降、本日までの間に、
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委員会5回、要望活動7回及び県内現地調査を1

回実施いたしました。 

九州新幹線西九州ルートは、西九州地域の産

業振興や交流人口の拡大等につながる重要な交

通基盤であり、関西圏・中国圏との連携による

社会経済の発展に寄与するものであります。 

また、沿線地域では、官民が一体となって新

幹線の効果を最大限に発揮できるよう、ソフ

ト・ハード両面から新幹線を活用した魅力ある

まちづくりに懸命に取り組んでいます。 

九州新幹線西九州ルートは、平成24年6月に

武雄温泉～長崎間が認可され、現在、工事が進

んでいるところですが、その認可の前提である

フリーゲージトレインが、与党整備新幹線建設

推進プロジェクトチーム「九州新幹線（西九州

ルート）検討委員会」（与党ＰＴ検討委員会）

において、高速化の進む山陽新幹線への乗り入

れは困難であることから、西九州ルートへの導

入は断念せざるを得ないとされました。 

西九州ルートの整備のあり方については、平

成30年3月に国土交通省が示した各整備方式の

比較検討結果では、時間短縮効果、投資効果及

び収支改善効果のいずれにおいても、フル規格

による整備が、最も高い効果が示され、本県と

してもフル規格により整備することこそ西九州

地域の発展に最も寄与することを改めて確認し

たところです。 

本委員会は、国をはじめＪＲ九州、鉄道・運

輸機構九州新幹線建設局、佐賀県、佐賀県内の

沿線自治体等に対し、実際に訪問し、要望活動

や協力依頼活動を行うことに重点を置き、審査

を進めてまいりました。 

要望活動では、首相官邸、自民党本部、国土

交通省、財務省、国会議員会館などを訪問し、

菅官房長官をはじめ、自民党三役、与党ＰＴ座

長及び検討委員会委員、地元選出国会議員等に、

国の責任において、フル規格による整備方針を

早期に決定すること、並びに地方負担の軽減に

向けて抜本的な対策を講じていただくことなど

を要望いたしました。 

また、ＪＲ九州、鉄道・運輸機構九州新幹線

建設局を訪問し、整備方針の早期決定に向けた

取組について、特段のご理解とご協力を要望い

たしました。 

さらに、佐賀県をはじめ佐賀県内の沿線自治

体等を訪問し、整備のあり方について、共に議

論を進めていただくよう要望をいたしました。 

9月の現地調査では、諫早鉄道建築建設所・

軌道建設所、諫早駅・大村車両基地を訪問し、

整備の取り組み状況について調査を行いました。 

現地へ直接赴くことで、直接関わりを持って

整備等を行っている関係者の皆様方と、進捗状

況や課題等に関して意見交換を行うことができ、

本委員会においての取り組みに反映させること

ができたと実感しております。 

それでは、これまで重ねてまいりました主な

議論の内容について、ご報告申し上げます。 

「西九州ルートの整備のあり方」について、

フリーゲージトレインの断念のために、新幹線

整備が遅れていることは全て国の責任であり、

フル規格にかかる財源の問題については、しか

るべき対応をしていただくことを国に訴えてい

かなければならない。この問題の解決は、国が

中心となり、長崎県及び佐賀県も一緒になって

解決するという強い姿勢で臨んでいただきたい

との意見がありました。 

次に、整備新幹線建設に伴う地方公共団体の

建設費負担について、国土交通省の試算で、新

鳥栖～武雄温泉間約51キロメートルの収支改善

効果は年に88億円とされている。ＪＲからの貸
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付料の充当により、佐賀県の実質負担がどうな

るのか国に試算してもらうようきちんと働きか

けをしていただきたいとの意見がありました。 

次に、「建設中の武雄温泉～長崎間の建設費

の増額」について、約1,200億円増加する見込

みとされており、貸付料など差し引かれる金額

が不確定で、実質負担額は定まらないが、相当

の負担が想定されるので、しっかりと、長崎県

の事情に応じた支払い方式で考えてもらうよう

国に力強い要望を行ってもらいたいとの意見が

ありました。 

次に、「平成32年度の国の概算要求」につい

て、一度結んだ六者合意をフル規格として改め

て結んでいくことを決めないと概算要求の議論

にのらない。 

平成32年度予算の概算要求に盛り込んでもら

うには、もう1年もない段階であり、早急に、

与党ＰＴ検討委員会に結論を出してもらう必要

がある。議会と一緒になって、行動を起こして

いくことを明確にして取り組んでいただきたい

との意見がありました。 

次に、「佐賀県に対する対応」について、長

崎県と佐賀県がしっかりとタッグを組まないと

前に進まないという中で、佐賀県に対する対応

を、もう少し目に見える形でやるべきである。 

佐賀県の意向を、早く長崎県と同じ方向に

立ってもらうための努力を最大限にやるべきと

の意見がありました。 

次に、「県民に対する対応」について、時間

短縮効果の情報など、県民が知らないことが多

い。 

また、地元負担について、今示されている負

担額よりもっと圧縮される事実を伝えていくこ

とは、世論を新幹線建設促進に向かわせていく

うえで非常に大事である。 

県民のこれまでの期待と熱意を絶対に落とさ

ないようにするために取り組みをしてほしいと

の意見がありました。 

このほか、種々活発な論議がございましたが、

その詳細については、この際省略させていただ

きます。 

なお、これまでご報告した事項について、本

委員会から、別途、「九州新幹線西九州ルート

の整備促進について」の意見書提出方の動議を

提出しておりますので、議員各位のご賛同を賜

りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

以上、簡単ではございますが、九州新幹線西

九州ルート整備特別委員会のご報告といたしま

す。 

ご清聴ありがとうございました。（拍手） 

〇議長(溝口芙美雄君） 以上で、各特別委員長

の報告は終わりました。 

 次に、お手元に配付いたしております動議件

名一覧表のとおり、各特別委員会から、知事あ

て意見書提出の動議が提出されております。 

 まず、「離島・半島地域振興特別委員会」か

ら提出されております「離島・半島地域の振興

対策について」、これを議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 本動議は、直ちに採決することにご異議あり

ませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

〇議長(溝口芙美雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、直ちに採決いたします。 

本動議は、可決することにご異議ありません

か。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

〇議長(溝口芙美雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、本動議は、可決されました。 

次に、「観光振興等対策特別委員会」から提
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出されております「長崎県の観光振興の促進に

ついて」、これを議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 本動議は、直ちに採決することにご異議あり

ませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

〇議長(溝口芙美雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、直ちに採決いたします。 

本動議は、可決することに賛成の議員の起立

を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、本動議は、可決されました。 

次に、「総合交通対策特別委員会」から提出

されております「総合交通対策について」、こ

れを議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 本動議は、直ちに採決することにご異議あり

ませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

〇議長(溝口芙美雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、直ちに採決いたします。 

本動議は、可決することに賛成の議員の起立

を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、本動議は、可決されました。 

次に、「九州新幹線西九州ルート整備特別委

員会」から提出されております「九州新幹線西

九州ルートの整備促進について」、これを議題

といたします。 

これより、質疑・討論に入ります。 

堀江議員―16番。 

〇１６番(堀江ひとみ君）〔登壇〕 日本共産党

の堀江ひとみです。 

ただいま議題となりました意見書「九州新幹

線西九州ルートの整備促進について」は、以下

の理由で反対いたします。 

2022年度開業予定の長崎新幹線は、武雄温泉

で必ず乗り換えなければならず、長崎から武雄

温泉間は、フル規格のため料金が上がります。

「特急かもめ」で乗り換えることなく博多まで

行けたものを、必ず乗り換えなくてはならず、

料金も上がる長崎だけ新幹線、県民にとってい

いことはありません。その長崎だけ新幹線を、

全線フル規格で整備してほしいと求めているの

が、今回の意見書です。 

新幹線整備促進意見書は、この4年間、毎年、

決議されてきました。 

フリーゲージトレインの導入が前提だった長

崎新幹線は、国が20年間、約490億円をつぎ込

みながら、実用化のめどが立たず、結果、フ

リーゲージトレイン導入が断念となりました。 

私は、これまでも安全が第一であるべき鉄道

で、フリーゲージトレインの完成の見通しもな

いまま、その導入を前提に進めていることは、

安全の点でも、税金を大切に使う点からも大問

題と指摘してきました。 

長崎新幹線事業は、フリーゲージトレインも、

フル規格も、実用化、実現の見通しがないまま

事業を進めている。ここが問題なのです。 

昨年秋、日本共産党長崎市議団が行った市民

アンケートに1,200名の回答が寄せられました。

長崎新幹線については、「フル規格での整備を

目指すべき25％」に対して、「一度は立ち止

まって計画は見直すべき45％」が大きく上回り

ました。 

一昨年の長崎新聞社と佐賀新聞社が行った両

県民アンケートの結果にあらわされているよう

に、新幹線工事や駅周辺のまちづくりが進む中
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でも、新幹線計画に「反対」、「慎重論」は少な

くないのです。長崎県の厳しい財政状況でも、

新幹線事業が見直されないことに、疑問と批判

の声も少なくないのです。 

この際、長崎新幹線計画は凍結すべきです。

一旦、立ち止まって、県民の声をよく聞くこと。

長崎本線の整備、新幹線に頼らない交通網の整

備、県内どこに住んでも確保される地域公共交

通体系の充実などを進めるべきです。 

以上、長崎新幹線整備促進に反対する討論と

いたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 中村議員―29番。 

〇２９番(中村和弥君）〔登壇〕 自由民主党・

県民会議、中村和弥です。 

会派を代表いたしまして、九州新幹線西九州

ルートの整備促進について、賛成の立場で意見

を申し述べ、議員各位のご賛同を得たいと存じ

ます。 

九州新幹線西九州ルートは、間違いなく、長

崎県の未来を大きく変える原動力であります。

全国の新幹線ネットワークに組み込まれること

など、そういうことから観光・ビジネスなどの

人の流れが拡大をし、本県のみならず、西九州

地域の発展に大きな効果をもたらすことが期待

をされております。 

この西九州ルートにつきましては、現在、与

党整備新幹線建設推進プロジェクトチーム「九

州新幹線（西九州ルート）検討委員会」におき

まして、新鳥栖～武雄温泉間の整備のあり方が

議論をされております。 

昨年3月に、国土交通省から整備方式の比較

検討結果が示され、さらに同年7月の中間取り

まとめにおきまして、西九州ルートへの導入が

予定をされていたフリーゲージトレインは、山

陽新幹線への乗り入れが困難であるということ

から、西九州ルートへの導入は断念せざるを得

ないとされたところでございます。 

国において開発が進められておりましたフ

リーゲージトレインの導入ができず、2022年度

の開業は対面乗換方式という暫定的な形となり、

今後の整備のあり方が定まらないような事態に

至ったのは、まことに残念でございます。 

また、開業を迎える沿線自治体では、新幹線

を活かした新しいまちづくりが着々と進められ

ておりますが、現状のように、今後の整備の見

通しが立たないままでは、民間の経済活動、投

資意欲の減退など、地域のまちづくりに多大な

影響が懸念をされるところでございます。 

また、申し上げるまでもなく、西九州ルート

の本来の姿は、新大阪まで直行運行することで

ございまして、新幹線は、国家プロジェクトで

もありますことから、国につながる高速鉄道

ネットワークとして整備すべきものだと考えま

す。このため、対面乗換方式が恒久化すること

は決してあってはなりません。 

フリーゲージトレインの開発を進めてきた国

におきましては、この西九州ルートの特殊事情

を重く受け止め、今後の整備のあり方について、

早急に議論を進めていただく必要があります。 

今後、未整備区間であります新鳥栖～武雄温

泉間につきましては、フル規格、またはミニ新

幹線による議論が行われますが、昨年3月に国

が示した比較検討結果におきましては、フル規

格は、時間短縮効果、投資効果、収支改善効果

のいずれにおいても高い整備効果を示しており

ます。 

したがって、西九州地域の将来を見据えます

とともに、長崎県の経済浮揚、そして県民の宝

であります子どもたちに未来を託すためにも、

フル規格による整備を必ずや実現する必要があ
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ると思っています。 

県議会としましては、政府・与党に対し、県

民や自治体の声をしっかりと届けなければなり

ません。このためにも、今回、提出をされてい

る意見書は、間違いなく重要な役割を果たすも

のでありまして、賛意を表明するものでござい

ます。 

 以上、賛成意見を申し述べ、議員各位のご賛

同を賜りますようにお願いをいたしまして、賛

成の討論とさせていただきます。 

ご清聴ありがとうございました。（拍手） 

〇議長(溝口芙美雄君） 質疑・討論をとどめて、

採決いたします。 

 本動議は、可決することに賛成の議員の起立

を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、本動議は、可決されました。 

 次に、知事より、第1号議案乃至第74号議案

の送付がありましたので、これを一括上程いた

します。 

ただいま上程いたしました議案について、知

事の説明を求めます―知事。 

〇知事(中村法道君）〔登壇〕 本日、ここに、

平成31年2月定例県議会を招集いたしましたと

ころ、議員の皆様には、ご健勝にてご出席を賜

り、厚く御礼を申し上げます。 

開会に当たり、県政運営についての所信を申

し述べますとともに、平成31年度当初予算案に

ついて、その概要をご説明申し上げます。 

我が国の景気は、「緩やかに回復している」

とされる中、本県の景気も、「緩やかな回復を

続けている」とされ、平成30年12月の有効求人

倍率は1.25倍と、雇用環境はさらに改善してお

ります。 

このような中、来年度は、「長崎県まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」の最終年を迎えます。 

これまで、私は、人口減少や県民所得の低迷、

地域活力の低下という本県が抱える構造的な課

題に向き合い、県の総合計画に基づき、「人・

産業・地域」に着目した各種施策を推進してき

たところでありますが、折しも、平成27年度か

らは、「まち・ひと・しごと創生」という国の

方針と重なり合うこととなり、本県においても

総合戦略を策定のうえ、総合計画との両輪によ

り、福祉・医療・子育て支援の充実、産業の活

性化と雇用の場の拡大、地域の創意工夫を活か

した地域づくりなどに全力を注いでまいりまし

た。 

その結果、雇用創出数や県外からの移住者数

は目標を上回って推移するとともに、合計特殊

出生率は全国4位となり、農業産出額は8年連続

で増加するなど、具体的な成果も見え始めてお

りますが、依然として転出超過に歯止めがかか

らず、学生の県内就職率も前年を下回るなど、

人口減少をはじめとする構造的課題の解決まで

には至っていないところであります。 

このような現状を真摯に受け止め、総合戦略

の仕上げの年となる平成31年度は、これまで以

上に具体的な成果が求められていることを念頭

に、事業の効率性や有効性、市町・民間との連

携などの面から改めて各事業を検証し、一層の

選択と集中を図りながら、「人に生きがいを」、

「産業に活力を」、「暮らしに潤いを」与えられ

るような施策を分野横断的に展開してまいりま

す。 

とりわけ、先般の県政世論調査において、最

も満足度の低い結果となった「人口減少対策」

を本県の最重要課題と位置づけ、社会減と自然

減の両面から対策を講じてまいります。 
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具体的には、社会減の抑制に向けた「雇用の

場の確保と若者の県内定着対策」や「移住促進

対策」、自然減対策としての「結婚・出産・子

育て支援」、人口減少社会においても地域活力

を維持していくための「集落維持・活性化対策」

について、市町や関係機関等と一体となって重

点的に推進することとしております。 

併せて、県民所得の向上、離島地域の振興な

どに総力を結集して取り組み、県民の皆様に具

体的な成果をお示しできるよう全力を傾注して

まいります。 

－人口減少対策の推進－ 

（雇用の場の確保と若者の県内定着対策の強化） 

 本県の転出超過の状況を分析しますと、特に

18歳から25歳までの若者世代の転出超過が大半

を占め、昨年度における高校生や、大学等の学

生の県内就職率はいずれも低下しております。 

 このような状況を踏まえ、1人でも多くの若

者が県内に留まり、地域や産業の担い手となっ

ていただけるよう、市町や企業、関係団体等の

皆様と危機感を共有し、一層の連携を図りなが

ら、働く場の確保や県内就職促進対策に全力を

注いでいく必要があります。 

 そのため、若者に就職先として選ばれるよう

な良質な雇用の創出を図るため、ロボット・

ＩｏＴをはじめとする成長産業分野の企業の誘

致等を推進してまいります。 

 併せて、来年度は、国の新たな政策パッケー

ジや地方創生推進交付金を活用し、地域の雇用

創出につながる創業や事業承継、事業拡大等に

チャレンジする事業者を支援することにより、

人口流出に歯止めをかけてまいります。 

 また、県内企業の皆様方にも、職場環境の改

善や情報発信に積極的に取り組んでいただきた

いと考えており、企業の魅力度向上を図るため、

企業内の人材育成、入社後の昇進や昇格の道筋

を示したキャリアパスの導入、自社の強み等の

効果的ＰＲなど、採用力強化に向けた企業の主

体的な取組を支援するとともに、誰もが働きや

すい職場づくり実践企業認証制度（Ｎぴか）の

さらなる取得拡大に努めてまいります。 

 若者の県内就職促進については、従来の合同

企業説明会などの手法に加え、私をはじめ県幹

部職員などが大学・高校へ出向き、ふるさとの

魅力や本県で働くことの意義などを直接伝える

とともに、県外に進学する学生等にツイッター

などのＳＮＳを活用し、ふるさと情報や県内企

業情報等を発信することで、地元に対する意識

をつなぎとめてまいります。 

 また、大学や企業を訪問して情報収集や就職

支援を実施しているキャリアコーディネーター

を増員し、新たに福岡都市圏や首都圏担当を配

置し、県外へ進学した学生の県内就職促進に向

けた活動を強化してまいります。 

 さらに、高校に配置しているキャリアサポー

トスタッフ等と本庁との連携をより密接にする

ことで相互の情報共有を図り、生徒や保護者に

対し、就職スケジュール等に応じた適切な就職

相談を実施するとともに、生徒や保護者、進路

指導担当者向けの企業見学会を開催し、県内企

業への理解促進、県内企業で働くことに対する

意識の醸成を図ってまいります。 

 このほか、県内の中学生が、地元企業の協力

のもと仮想会社を設立し、市場調査や仕入れ計

画の作成等について考える職業体験学習を推進

することにより、地元企業の良さやふるさとへ

の理解を深め、本県の将来を担おうとする意識

や実践力を育むなど、ふるさと教育の一層の充

実に努めてまいります。 

（移住促進対策の強化） 
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 人口の社会減に歯止めをかけるため、若者等

の県外流出を抑制する施策の推進に加え、県外

から人を呼び込む、ＵＩターン施策についても

一層の強化を図ってまいりたいと考えておりま

す。 

 そのため、国の新たな支援制度を活用し、都

市部からの移住を支援するとともに、県外から

の移住者等による創業や事業承継を増やすため、

国の事業引継ぎ支援センターの後継者人材バン

クを活用し、関係機関と連携しながら、廃業予

定事業者と創業希望者との広域的なマッチング

の機会を創出してまいります。 

 さらに、長崎と首都圏を結ぶ路線を運航する

ＬＣＣ（格安航空会社）と「移住促進」をテー

マに連携を図り、本県の魅力や移住情報を発信

してまいります。 

 移住相談への対応については、引き続き、市

町と協働で運営する「ながさき移住サポートセ

ンター」を中心に、移住の検討段階から定住ま

で、ワンストップ体制によるきめ細かなサポー

トを実施してまいります。 

 また、移住希望者に対する情報発信を充実さ

せ、本県出身者が多く在住する大都市圏におい

て、ＳＮＳ等を活用し、移住後の多様な働き方

や暮らし方をわかりやすく提案するなど、ふる

さとの人や暮らしの魅力を積極的に発信してま

いります。 

 さらに、移住相談で多く寄せられる住まいの

確保について、サポートセンターに住宅支援員

を新たに配置し、不動産業者と連携して、ＵＩ

ターン者のニーズに沿った賃貸物件を紹介する

とともに、賃貸住宅の少ない離島・半島地域に

おいて、市町が認定した民間団体が、空き家の

掘り起こしや改修、マッチングまでを行う新た

な仕組みを構築してまいります。 

 このほか、特に離島・半島地域における基幹

産業である農業や漁業への就業を促進するため、

農業においては、新規就農相談センターを通じ

た技術習得研修、受入団体等登録制度を活用し

た農地やハウスの確保等の支援を実施するとと

もに、漁業においては、漁家子弟の就業にかか

る支援制度の拡充など、就業相談から技術習得、

就業後の定着促進まで、段階に応じた切れ目の

ない支援策を講じてまいります。 

（結婚・出産・子育て支援の強化） 

 人口の自然減を抑制するためには、少子化の

最大の要因となっている未婚化、晩婚化に歯止

めをかけ、県民の皆様が希望どおりに結婚、妊

娠・出産し、安心して子育てができる社会を実

現していく必要があります。 

 そのため、来年度は、県全体で結婚を希望す

る独身の方々や子育て家庭を応援する機運の醸

成を図ることとしており、新たに、行政、企

業・団体、県民が一体となったキャンペーンを

展開し、企業・団体による従業員への婚活イベ

ント等の積極的な周知、結婚や子育てを応援す

るボランティア活動への参加促進、マスメディ

アと連携した効果的な情報発信等に取り組んで

まいります。 

 また、結婚支援の充実に向け、お見合いデー

タマッチングシステムや婚活サポーターによる

縁結び活動を推進するとともに、企業や団体に

属する独身グループ同士の交流を促進する新た

なシステムを構築し、官民が一体となって企業

間交流を促進してまいります。 

 子育て支援については、待機児童の解消や、

来年度からの幼児教育無償化等による保育需要

の増加に対応するため、潜在保育士や子育て支

援員など、保育人材の確保対策を強化すること

とし、人材バンク登録の促進やマッチングシス
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テムの導入など、保育士・保育所支援センター

の機能拡充を図ってまいります。 

 このほか、子育て世帯の住環境の改善に向け、

多子世帯等のリフォーム工事や中古住宅の取得

を支援するとともに、男性の家事・育児等への

参画や、仕事と家庭の両立を促進するため、動

画や自己診断ツール等を用いた意識啓発に努め

てまいります。 

（集落維持・活性化対策の強化） 

 人口減少の進行により、離島や半島地域を中

心に、地域活力の低下が課題となる中、将来を

見据え、地域の実情に応じ、多様な主体が協働

して地域社会を維持していく仕組みを構築して

いくことが必要不可欠であります。 

 そのため、地域住民主体による集落対策活動

の推進に向けた機運醸成を図るとともに、集落

の維持・活性化に向けて、地域運営組織の立ち

上げや小さな拠点づくりを進める市町に対し、

部局横断による支援を実施してまいります。 

 具体的には、本庁関係課と各振興局が連携し、

各市町における集落対策の取組状況等の情報を

共有しながら、地域運営組織の立ち上げ時にお

ける協力、助言等を実施するとともに、地域か

らの要請に応じ、ＮＰＯやボランティア団体、

農産物直売所など多様な主体の地域活動への参

画を促し、地域課題の解決につなげてまいりま

す。 

 このほか、高齢者対策として、移送や買物な

ど生活支援体制の充実に向け、地域における助

け合いの仕組みづくりを支援するとともに、

ＩＣＴやＩｏＴを活用した見守りシステムの活

用等により、行政、住民、関係団体、民間事業

者等が連携した多重的見守り体制の早期構築を

図ってまいります。 

 それでは、その他の人口減少対策に係る施策

をはじめ、平成31年度当初予算に関する主な施

策について、3つの基本姿勢に沿って、ご説明

いたします。 

－人に生きがいを－ 

 人口減少、少子・高齢化が進行する中、地域

や産業を支える人材の育成を図りながら、高齢

者や障害者の方々をはじめ、誰もが健康で生き

がいを持って活躍できる地域社会づくりを推進

していく必要があります。 

（誰もが主体性を持って生き生きと活躍できる

社会づくり） 

 人生100年時代を迎えようとする中、健康長

寿日本一の県づくりに向け、今年度から、多く

の関係団体の連携による県民運動として各種事

業を展開しております。来年度は、食事や運動

等の生活習慣の改善、健康診断の受診など、県

民一人ひとりが主体的に健康づくりを楽しく始

め、継続できるように、表彰制度の創設による

優良事例の幅広い普及や、携帯端末等を活用し

た運動等による疾病リスク低減効果の見える化

を推進するとともに、地域ごとの生活習慣等に

かかる詳細な分析を進め、施策のさらなる充

実・強化を図ってまいります。 

 また、医療・介護・予防・住まい・生活支援

を一体的に提供する地域包括ケアシステムの早

期構築に向け、各市町や地域包括支援センター

職員を対象とした研修や意見交換会等を開催し、

モデル地区や先進地域の取組事例を共有すると

ともに、地域課題の解決に取り組もうとする高

齢者団体等に対し、アドバイザーの派遣等によ

る支援を実施してまいります。 

 このほか、てんかん患者に適切な医療や支援

を実施するための診療等に係る連携体制の整備

や、若年性認知症の方などが集える場の創設な

ど、配慮が必要な方々が安心して暮らせるため
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の施策の充実に力を注いでまいります。 

（地域や産業を支える人材づくり） 

 若年層を中心に人口減少が続き、地域活力の

低下が課題となる中、本県の将来を担う子ども

たちの育成をはじめ、産業や地域の活性化を担

う人材の確保・育成を推進していく必要があり

ます。 

 学校教育については、測定テストを活用して

児童生徒の読解力における課題をきめ細かに分

析するとともに、その解決に向け、教科の枠を

超えた「読解力育成プラン」を新たに策定し、

児童生徒の学力向上につなげてまいります。ま

た、2020年度からの小学校における英語教育の

早期化・教科化を見据え、教員の指導力向上に

向けた研修を実施するほか、コンテストの開催

など英語を活用する場の充実を図り、児童生徒

の英語力向上を推進してまいります。 

 大村市に設置する、大村市立図書館との合築

による「ミライｏｎ図書館」が、去る1月31日

に竣工し、現在、資料や執務室の移転作業等に

着手しております。 

 開館日は、本年10月5日を予定しており、開

館後は、主に広範な資料の収集・保存や市町立

図書館の支援を担う県立図書館と、主に資料貸

出など住民への直接サービスを担う市立図書館

を一つの図書館として県市共同で運営し、質の

高い充実したサービスを提供してまいります。 

 併せて、子どもの読書活動の推進に向け、ミ

ライｏｎ図書館において読書関係の大会を開催

するほか、子どもの発達段階に応じた読書習慣

の定着や図書ボランティア等の資質向上を図っ

てまいります。 

 一方、産業人材の確保については、生産年齢

人口が減少し、国内人材の不足が顕著になる中、

外国人材の積極的な活用を推進していく必要が

あります。 

 そのため、出入国管理及び難民認定法の改正

に伴う国の「外国人材の受入れ・共生のための

総合的対応策」を踏まえ、外国人への行政・生

活全般の情報提供や相談等に多言語で対応する

ワンストップの総合相談窓口を整備するなど、

市町や関係団体との連携により、円滑な受け入

れや、安心して生活・就労できる環境整備を推

進してまいります。 

 また、当該窓口の設置と併せ、現在受け入れ

が増加しているベトナムやフィリピンの行政機

関と連携した、外国人材の安定した送り出しや、

日本での安全・安心な受け入れに向けた仕組み

づくりを進めてまいります。 

 介護人材の確保については、こうした仕組み

を活用しながら、留学希望者と県内の養成施設

等とのマッチングを推進するとともに、介護施

設等が行う技能実習生等への研修や留学生への

奨学金支給に対する支援を実施してまいります。 

 農業分野においては、去る2月4日、県出資団

体、ＪＡグループ、人材派遣会社の共同出資に

より、農業サービス事業体「株式会社 エヌ」

が設立されたところであり、当事業体を核とし

て、外国人材等を農業経営体に派遣し、安定的

な労力を確保することにより、規模拡大等によ

る農業所得の向上を図ってまいります。 

－産業に活力を－ 

 ＡＩやＩｏＴ、ビッグデータ、ロボットなど

のイノベーションにより、世界中で革新的なビ

ジネスやサービスが次々と生み出される中、本

県においても、こうした時代の潮流を踏まえな

がら、力強い産業の育成や企業誘致の推進、地

場企業の事業拡大等に力を注ぎ、県民所得向上

対策のさらなる推進を図っていく必要がありま

す。 
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 生産者や事業者の所得向上を目指し、商工業

やサービス業分野における「地域産業活性化計

画」、農林業における「産地計画」、水産業にお

ける「地域別施策展開計画」を基軸とし、関係

団体、市町等との連携により、付加価値向上や

販路拡大に努めてまいります。 

（商工業等の活性化） 

 造船業に次ぐ新たな基幹産業の創出を目指し、

今般、海洋エネルギー関連産業、ロボット・

ＩｏＴ関連産業、航空機関連産業の3分野にお

いて、今後10年間の道標となるロードマップ

（工程表）を策定したところであります。 

 今後、このロードマップに基づき、各分野の

クラスター協議会を中心に、専門人材の育成や

サプライチェーンの構築等を推進し、県内企業

の売上増加や雇用拡大につなげてまいります。 

 海洋エネルギー関連産業については、これま

で、県内企業が参画した実証事業が行われてま

いりましたが、引き続き、大学やクラスター形

成推進協議会と連携しながら、県内海域への実

証プロジェクトの誘致、専門人材育成や研究開

発等を推進し、県内企業の参入促進、企業群の

創出による拠点形成を進めてまいります。 

 ロボット・ＩｏＴ関連産業については、様々

な産業分野への普及を図るため、ＡＩやＩｏＴ

等の先端技術の活用等に関する専門人材の育成、

先端技術を提供する企業と活用する企業との

マッチングを進め、新製品や新サービスの創出、

事業拡大を図ってまいります。 

 また、航空機関連産業においては、昨年8月、

航空機産業クラスター協議会を設立したところ

であり、企業や大学等と連携しながら、サプラ

イチェーンの充実・強化に努めるとともに、ク

ラスター会員企業の技術力の向上をはじめ、ビ

ジネスマッチングや販路開拓等を支援してまい

ります。 

 食料品製造業の振興については、農産物など

県産材を用いた高付加価値商品の試作からテス

ト販売まで、マーケットを見据えた支援を行う

「食品加工センター」の整備を推進するととも

に、商工団体や地元金融機関等と連携したテス

トマーケティングの実施に加え、商品開発、販

路開拓等を支援し、付加価値向上につなげてま

いります。 

 また、サービス産業の活性化を図るため、従

業員数等のシェアが大きく、今後の成長も期待

される、ヘルスケア産業や観光関連産業をター

ゲットとして、具体的な推進計画の策定から実

践までの一貫した支援を行ってまいります。 

 このほか、新しいビジネスモデルにより成長

を目指すスタートアップ企業の交流拠点を、本

年3月、出島交流会館に開設する予定としてお

ります。今後、当拠点へのスタートアップ企業

の県内外からの集積を図り、大学、金融機関、

創業意欲のある学生や社会人等との交流を通じ、

革新的サービスの創出につなげてまいります。 

 小規模事業者の振興については、引き続き、

商工会や商工会議所の経営指導員の資質向上に

努め、地域産業活性化計画の推進を図ってまい

ります。また、今般、国において、本県の施策

の方向性と理念を同じくする、地域別の計画に

基づく取組を支援する補助スキームが創設され

ることとなり、当該制度を有効活用し、事業者

グループによる外貨獲得に向けた事業を支援し

てまいります。 

 一方、企業誘致については、去る12月27日、

東京都に本社を置く株式会社シーエーシーが、

長崎市への立地を決定されました。同社は、企

業から人事関連業務を受託する企業であり、今

年7月から事業を開始し、5年間で100名を雇用
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する予定とされております。 

 また、1月10日、昨年11月に長崎市への立地

が決定しておりました株式会社ペイロールと事

業拠点の開設に関する立地協定を締結いたしま

した。同社は、企業から給与計算業務を受託す

る企業であり、今年7月からクレインハーバー

長崎ビルで事業を開始する予定となっておりま

す。 

 さらに、1月21日には、富士フイルム株式会

社が、県や長崎大学との協業による橋梁等の社

会インフラの点検・診断業務の効率化を目指し、

次世代ＡＩ技術の開発拠点「Ｂｒａｉｎｓ
ブ レ イ ン ズ

九州」

を長崎市に開設することを決定され、昨日、立

地協定を締結いたしました。当拠点には、グ

ループ会社の富士フイルムソフトウエア株式会

社が、来年4月に事業所を開設することも併せ

て決定しており、当初5年間でＩＴ人材を20名

程度雇用し、将来的には50名規模での事業実施

を予定されております。 

 加えて、本日、京セラコミュニケーションシ

ステム株式会社が、長崎市への立地を決定され

ました。同社は、京セラ株式会社のグループ会

社で、京セラ株式会社が製造するＩｏＴ関連部

品に関するソフトウエア開発等を行っており、

今年11月にクレインハーバー長崎ビルに事業所

を開設し、当初5年間で50名の雇用を予定され

ております。 

 今後とも、地元自治体等と連携しながら、企

業誘致の推進に努めてまいります。 

（観光産業の活性化） 

 近年における本県観光の動向については、ク

ルーズ乗船客の増加などにより、日帰り客を含

む観光客延べ数が概ね増加傾向にある一方で、

宿泊者数や観光消費額が伸び悩むなどの課題も

見受けられるところであります。 

 このような状況を踏まえ、来年度は、観光産

業のさらなる活性化に向け、地域資源を活かし

た付加価値の向上、人材の育成などに市町や関

係団体と一体となって取り組んでまいります。 

 具体的には、宿泊事業者と関連事業者との連

携による、県産食材の積極的活用や体験プログ

ラムの充実など、施設等の魅力向上や高付加価

値化を目指す取組を支援し、地域における観光

まちづくりを推進してまいります。また、将来

にわたって活躍できる観光人材の確保・育成を

図るため、県内高校生を対象に、観光をテーマ

とした講座や宿泊施設でのインターンシップを

実施するほか、ホテルマンなど観光のプロから

観光客にお勧めしたい飲食店を選定してもらい、

その情報を発信することにより、本県を訪れる

観光客の食の満足度向上やリピーター獲得につ

なげてまいります。 

 インバウンド対策については、海外からの誘

客に積極的に取り組む地域の観光資源を、地元

市町と共に磨き上げ、海外市場に向けた戦略的

な情報発信を実施し誘客拡大につなげてまいり

ます。また、今般、世界的に食の魅力を発信し

ているミシュランガイドについて、福岡、佐賀、

長崎版が発刊されることとなり、当ガイドの高

いブランド力を活用し、関係自治体とも連携し

ながら、本県の豊かな食の魅力を国内外に向け

て積極的にＰＲしてまいります。 

 このほか、観光客に選ばれる魅力ある施設と

なるため、宿泊施設の品質認証制度を導入して

高いレベルのおもてなしを目指す宿泊事業者に

対し、認証取得費用の一部を支援するとともに、

取得した施設の情報を広く周知してまいります。 

 世界遺産については、「長崎と天草地方の潜

伏キリシタン関連遺産」への来訪者が、登録後

の7月から1月期において前年の約1.6倍となる
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など好調に推移しております。 

 引き続き、地域の方々の生活と観光の調和に

留意しながら、一層の受入体制の充実を図るた

め、世界遺産の価値を伝えるガイドのスキル

アップ研修や、優れたガイド人材のノウハウを

受け継いでいくための教材制作に取り組むなど、

さらなる交流人口の拡大を目指してまいります。 

 また、資産の適切な保護や周辺環境の保全の

ため、所有者への支援や調査研究を継続すると

ともに、構成資産の保護に携わる団体への活動

支援、県内大学と連携したフィールドワークの

実施、小中高生や地元住民に向けた学びの機会

の提供等を通して、次世代への継承や地域の活

性化を図ってまいります。 

（スポーツや文化等による交流人口の拡大） 

 来年度は、9月から11月までラグビーワール

ドカップが開催される年でもあり、中国や韓国

をはじめとするアジア・国際戦略の推進により、

さらなる交流人口の拡大を図っていく必要があ

ります。 

 ラグビーワールドカップ2019大会において、

公認チームキャンプ地として、スコットランド

代表チームを長崎市に、トンガ代表チームを島

原市に迎えるに当たり、各自治体で必要となる

設備等の整備に万全を期してまいります。 

 文化交流については、これまでの孫文・梅屋

庄吉とともに、隠元禅師の功績や黄檗文化に着

目し、古代から現在まで続く長崎と中国の交流

の歴史について、シンポジウムの開催等により

情報発信を強化し、交流を促進してまいります。 

 また、本年は、本県と釜山広域市友好交流関

係樹立5周年の節目の年となることから、朝鮮

通信使の歴史的意義や対馬の果たした役割、双

方の観光資源等を紹介・ＰＲするセミナーやパ

ネル展を開催するなど、友好交流の絆を深めて

まいります。 

 このほか、貿易商談会への出展等を通じた中

国との経済交流を促進するとともに、ベトナム

については、御朱印船を活用した情報発信や文

化交流フェスティバルへの参加等により、本県

の認知度向上や交流拡大を図ってまいります。 

（農林水産業の活性化） 

 高齢化や後継者の不足、生産資材価格の高止

まりによる収益性の低下、環太平洋パートナー

シップ（ＴＰＰ）協定や日本・欧州連合経済連

携協定（日ＥＵ・ＥＰＡ）の発効など、環境が

大きく変化する中、元気で豊かな農林水産業を

実現していくためには、産地計画、地域別施策

展開計画を基軸としながら、生産性向上や経営

力強化に向けた施策をこれまで以上に推進して

いく必要があります。 

 そのため、農林業においては、園芸産出額

1,000億円の達成を目指し、環境制御技術の導

入等による収量・品質の向上、ドローンやＩＣ

Ｔ技術の開発・実証をはじめとするスマート農

業による低コスト化・省力化等を推進してまい

ります。また、花きの香港や米国などへの輸出

拡大、全国茶品評会や日本茶アワードにおいて

2年連続日本一に輝いた「長崎玉緑茶」の首都

圏等への販路開拓、海外への輸出に向けた可能

性調査を実施することとしております。 

 このほか、畜産産出額600億円の達成に向け、

畜産クラスター計画に基づく牛舎や豚舎等の整

備、優良家畜の導入、新たに創設する長崎和牛

生産者登録制度を活用した長崎和牛の生産拡大

やブランド化を推進するとともに、担い手の規

模拡大や生産性向上に向けた農業生産基盤の整

備、新規就業者の確保・育成に力を注いでまい

ります。 

 一方、水産業については、水産政策の改革に
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伴う国の支援事業を積極的に活用しながら、養

殖業の成長産業化に向け、大規模漁場創出のた

めの漁場再編、利用度の低い遊休漁場等への新

規参入、販路拡大や施設整備等による産地強化

を推進し、産出額の増加による所得向上を図っ

てまいります。 

 また、水産物の輸出拡大に向け、米国やＥＵ

等における新規販路の開拓、輸出にかかる衛生

管理体制の充実に努めるとともに、本県水産物

の販売力の強化を図るため、バイヤーの声や商

談会出展時の意見など、消費者ニーズを的確に

捉えた売れる商品づくりや、商品の安定供給に

向けた漁業者と加工業者の連携体制の構築を支

援してまいります。 

－暮らしに潤いを－ 

 県民の皆様が、住み慣れたふるさとにいつま

でも住み続けていただけるよう、離島地域の活

性化に引き続き力を注ぐとともに、快適で安

全・安心な暮らしづくりの実現に向けた生活基

盤の整備や地域づくりを推進していく必要があ

ります。 

（国境離島地域の振興） 

 平成29年4月の有人国境離島法の施行を受け、

新たに創設された国の交付金を活用し、雇用機

会の拡充をはじめ、航路・航空路の運賃低廉化

や輸送コストの支援、滞在型観光の促進などに

積極的に取り組んでまいりました。 

 こうした中、国境離島地域の人口は、法施行

までは毎年約1,000人の社会減が続いておりま

したが、平成30年は615人の実績となり、前年

を上回る抑制が図られております。 

 また、法施行後、国境離島地域においては、

都市部の事業者を含む新たな事業展開による良

質な雇用の場の創出、若年層を中心とした意欲

ある移住者の増加等による地域経済の活性化な

ど、今後の持続的発展に向けた好循環の兆しも

あらわれててきているところであります。 

 このような状況を踏まえ、平成31年度におい

ては、引き続き、国の施策を最大限活用し、関

係市町と連携を図りながら、良質な雇用の場の

創出、移住施策と連携した人材確保策の推進な

ど、離島地域の維持・振興に全力を注ぐととも

に、滞在型観光の促進に向け、島外からのアク

セス情報や島内公共交通機関の経路検索機能を

充実させるなど、しまを訪れる観光客の利便性

向上に努め、交流人口の拡大につなげてまいり

ます。 

 また、地域商社の売上げ拡大や、しまの生産

者の所得向上を図るため、高度な専門人材を活

用した付加価値の高い商品の開発、しまの優れ

た地域資源の新たな市場確立に向けたブランド

化や販路開拓に積極的に取り組んでまいります。 

（交流と賑いのある暮らしづくりの推進） 

 交流人口の拡大や産業振興を支える基盤とな

る新幹線や道路等の社会資本の計画的な整備を

推進していく必要があります。 

 九州新幹線西九州ルートについては、諫早駅

の新築工事が開始されるなど、2022年度の開業

に向け、着実に整備が進められております。こ

うした中、開業効果を最大限に高めるため、来

年度は、現在策定を進めている「新幹線開業に

向けたアクションプラン」に基づき、気運醸成

に向けた積極的な情報発信、二次交通の実証運

行計画策定等に取り組んでまいります。 

 また、ＪＲ長崎本線の連続立体交差事業につ

いては、現在、高架構造物の建設工事がピーク

を迎えており、新しい長崎駅舎の建築工事も始

まったところであります。来年度末に予定して

いる高架線路への切り替えと新駅舎の開業に向

け、新幹線整備事業や長崎市が実施する土地区
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画整理事業との調整を図りながら、計画的な事

業推進に努めてまいります。 

 幹線道路の整備については、九州横断自動車

道の長崎多良見インターから長崎芒塚インター

間の4車線化について、来月29日に新しい下り

線の完成供用が予定されております。この4車

線化により、本路線の安全性・走行性が向上す

るとともに、災害時における代替機能が強化さ

れるなど、地域の発展に大きく貢献するものと

期待しております。 

 また、西九州自動車道については、昨年12月

に伊万里松浦道路の松浦インターまでが開通し

たことから、今後は、松浦佐々道路への予算の

シフトが予想されるため、一層の事業進捗が図

られるよう、用地取得の推進等に努めてまいり

ます。 

（安全・安心な暮らしづくりの推進） 

 近年頻発する自然災害、交通事故、犯罪など

生活上の様々なリスクを取り除き、県民の皆様

が長崎で暮らしてよかったと実感できる「安

全・安心日本一の県づくり」の実現に向け、市

町や地域の方々と一体となり、防災や交通安全、

健康や食生活等にかかる横断的な対策を講じて

いく必要があります。 

 具体的には、ソフト面の対策の充実を図るた

め、自主防災組織の育成強化や学校における消

費者教育の推進、高齢運転者の交通事故防止に

向けた先進安全技術の普及啓発等に取り組むほ

か、持ち運び可能なオービス（速度違反自動取

締装置）の導入による効果的な交通取締の実施

等により、交通事故の発生防止に努めてまいり

ます。 

 併せて、健康長寿日本一に向けた健康づくり

や地域包括ケアシステムの早期構築により、健

康や生活面の不安を取り除くとともに、食品の

安全・安心の確保に向け、学校関係者や大学生

等への講習会を開催するほか、食中毒の発生防

止対策の効果的な周知啓発を実施してまいりま

す。 

 一方、防災・減災にかかるハード面の対策に

ついては、国の「防災・減災、国土強靭化のた

めの3か年緊急対策」を踏まえ、土木、農林関

係をはじめとする防災インフラの重点的な整備

を推進することとしており、当該対策に併せて

新設された有利な地方債を活用した緊急自然災

害防止対策事業を含め、事業の計画的かつ集中

的な実施に力を注いでまいります。 

 石木ダムについては、川棚川の抜本的な治水

対策と佐世保市の慢性的な水源不足解消のため

に必要不可欠な事業であり、現在、付替県道工

事について新たな工区に着手するなど、切れ目

なく工事を進め、事業の進捗を図っております。 

 また、水源地域対策特別措置法に基づく「水

源地域の指定」についても、今年度中に国から

指定を受ける予定となっており、県民の皆様方

の安全・安心の確保はもとより、県北地域の発

展のためにも、ダムの早期完成を目指し、今後

とも佐世保市及び川棚町と一体となって事業の

推進に努めてまいります。 

 それでは、次に、これまでの3つの基本姿勢

に沿った事業以外の主な施策や懸案事項などに

ついて、ご報告を申し上げます。 

（特定複合観光施設（ＩＲ）区域整備の推進） 

 ＩＲ区域の整備については、ＩＲを構成する

中核施設の要件などに関する政令が4月下旬を

目途に公布されるほか、ＩＲ区域整備の意義や

目標、区域認定基準等を定める基本方針が本年

夏頃にも国から示される見込みであります。こ

れらの動向を注視しながら、ＩＲ事業者の公

募・選定に係る実施方針案の策定をはじめ、区
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域整備計画認定申請に向けた準備を着実に進め

てまいります。 

 また、九州一体となった取組に向け、関係者

の皆様からご意見をいただくことを目的に、去

る1月30日、長崎県・佐世保市ＩＲ推進協議会

の主催により、九州経済団体等のトップによる

「九州ＩＲ懇話会」を開催し、ＩＲを活かした

九州経済の活性化・広域連携のあり方等につい

て意見交換を行うとともに、さらなる連携強化

について協力をお願いしたところであります。 

 一方、ギャンブル依存症への対応については、

国のギャンブル等依存症対策基本法に基づき、

本県における推進計画の策定に向けた検討作業

を進めるとともに、今年度策定予定の依存症相

談対応の手引きを基に、保健所や市町職員等へ

の研修の充実を図るなど、ギャンブルをはじめ

とする依存症対策に係る取組を強化してまいり

ます。 

 今後とも、県議会や県民の皆様のご意見を伺

いながら、佐世保市はもとより、九州各県や経

済界との連携を強化し、本県へのＩＲ導入実現

を目指してまいります。 

（九州新幹線西九州ルートの整備促進） 

 九州新幹線西九州ルート（武雄温泉～長崎間）

の整備事業費の増加への対応については、去る

12月18日の与党整備新幹線建設推進プロジェク

トチームにおいて、国から、財源確保策として、

貸付料の前倒し活用を含む全体の財源見通しが

示されたところであります。 

 今回の財源確保策により、2022年度までの確

実な開業に向けた整備の促進に加え、地方負担

の軽減について一定の措置が講じられたものと

考えております。 

 また、新鳥栖・武雄温泉間の整備のあり方に

ついては、同プロジェクトチーム「九州新幹線

（西九州ルート）検討委員会」において、地域

活性化や地方創生を実現し、活力ある国土づく

りを進めるという大局的な視点に立って、フル

規格、またはミニ新幹線による整備を検討する

とされております。 

 県としては、投資効果や収支改善効果、時間

短縮効果が大きいフル規格による整備の実現を

求めているところであり、課題である地方負担

の軽減や並行在来線の問題を含めて国において

早期に議論を進め、整備の方向性を示していた

だく必要があると考えております。 

 こうした中、去る1月9日に、佐賀県に赴き、

山口知事と西九州ルートの整備のあり方につい

て意見交換を行ってまいりました。この際にも、

現在の事態に至ったのは、フリーゲージトレイ

ンの開発が進まなかったことが原因であり、責

任ある立場として国においてしっかりと協議を

進め、具体的な整備の方向性を明らかにしてほ

しいということについて、共通の認識に立った

ところであります。さらに、西九州ルートの整

備のあり方について、今後も意見交換を続けて

いくことについて了解を得たところであり、引

き続き佐賀県との連携を図ってまいりたいと考

えております。 

 今後とも、政府・与党の動きを注視し、本県

選出国会議員や県議会の皆様、関係自治体等と

連携を図りながら、西九州ルートのフル規格に

よる整備の実現に向け、新幹線整備を国家プロ

ジェクトとして進める国に対し強く働きかける

など、全力で取り組んでまいります。 

（国際定期航空路線の就航） 

長崎空港において3路線目となる国際定期航

空路線として、香港エクスプレス社による長

崎・香港線が、去る1月19日から新たに就航し

ました。当日は、空港において歓迎行事や出発
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セレモニーを開催するとともに、本県選出国会

議員や県議会の皆様をはじめ多くの関係者のご

出席のもと、就航記念祝賀会を長崎市で開催し、

利用促進に向けた機運醸成を図ったところであ

ります。 

 また、長崎空港発の初便を利用して、県議会

を代表して徳永副議長にご同行いただき、平田

副知事を団長とする訪問団を香港へ派遣いたし

ました。現地においては、香港エクスプレス社

や関係機関を訪問するとともに、関係者の方々

と今後の交流拡大や県産品の輸出促進等につい

て意見交換を行ってまいりました。 

 今回の就航を契機として、香港等からの誘客

拡大はもとより、経済や文化など幅広い分野で

の交流を推進してまいります。 

 一方、長崎・ソウル線については、同路線を

運航するエアソウル社において、保有する機材

の一部について法定整備を行う必要があるため、

機材繰りの都合上、本年3月31日から6月30日ま

での約3カ月間、運休されることとなりました。 

 県としては、7月以降の運航再開に向け、引

き続き、同社との協議を実施してまいります。 

（県庁舎の跡地活用） 

 県庁舎の跡地活用については、この地の重層

的な歴史やまちなかに立地する地理的特性を念

頭に、歴史をうかがい知ることができる石垣は

保存・顕在化したうえで、「広場」、「交流・お

もてなしの空間」、「質の高い文化芸術ホール」

の3つの主要機能を石垣上に効果的に配置し、

その相乗効果を発揮させるという「県庁舎跡地

整備方針の策定に向けた基本的な考え方」をさ

きの11月定例会にお示しし、ご議論をいただい

たところであり、今回、さらに検討を進め、

「県庁舎跡地整備方針案」として取りまとめた

ところであります。 

 県としては、この整備方針案について、今議

会においてご議論いただき、また、経済団体や

周辺地域の皆様などのご意見も踏まえたうえで

整備の方針を決定し、県庁舎跡地が、県民や市

民をはじめ国内外の観光客が集い憩える、これ

まで長崎のまちになかった新たな賑いを創出す

る場となるよう、今後の基本構想の策定に向け

た検討を進めてまいりたいと考えております。 

（スポーツの振興） 

 昨年12月25日から大阪市で開催された「第32

回全国都道府県対抗中学校バレーボール大会」

において、男子選抜チームが準優勝を果たしま

した。 

 また、1月1日に群馬県前橋市で開催された

「第63回全日本実業団対抗男子駅伝競走大会」

では、三菱日立パワーシステムズマラソン部が

第2位となるなど、各競技における本県勢の活

躍は、県民に大きな夢と感動を与えてくれまし

た。 

 選手並びに関係者の皆様のご健闘を心からた

たえるとともに、今後とも、本県スポーツの振

興と競技力の向上に力を注いでまいります。 

 いよいよ2月24日、Ｊ2リーグが開幕し、Ｖ・

ファーレン長崎は、ホームに横浜ＦＣを迎え、

2019年シーズンのスタートを切ります。 

 去る2月16日には、県庁エントランスにおい

て「2019Ｖ・ファーレン長崎決起集会」が開催

され、多くのサポーターの皆さんにお集まりい

ただき、1年でのＪ１復帰に向け、チーム、サ

ポーター、県民が一丸となって邁進していく機

運の醸成が図られたところであります。 

 Ｖ・ファーレン長崎の活躍は、昨年のＪ１初

参戦で経験したとおり、県民に夢や感動を与え

るとともに、長崎県の知名度向上やイメージ

アップにつながり、県外から多数の観戦者が来
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県されるなど、地域の活性化にも大きく寄与す

るものであります。 

 今後とも、県民を挙げて力強く後押しし、活

躍を期待してまいりたいと存じます。 

 次に、議案関係について、ご説明いたします。 

 まず、平成31年度予算については、「長崎県

総合計画チャレンジ2020」や先の11月定例会で

の長崎県重点戦略案に対する議論、政策評価の

結果等を踏まえて編成いたしております。 

 一般会計の予算額は、6,977億830万5,000円、 

特別会計の予算額は、2,266億1,684万3,000円、

企業会計の収益的支出及び資本的支出の総額は、

105億3,553万4,000円となっております。 

 次に、平成30年度補正予算でありますが、今

回の補正予算は、国の補正予算への対応と国庫

支出金の決定等に伴う事業費の増減、その他年

度内に執行を要する緊急な事業費等について計

上いたしました。 

 一般会計73億7,253万円の減額、特別会計2億

6,388万5,000円の増額、企業会計3億479万

4,000円の減額補正をしております。 

 この結果、平成30年度の一般会計の累計予算

額は、6,973億9,580万7,000円となっておりま

す。 

 次に、予算以外の議案のうち、主なものにつ

いて、ご説明いたします。 

 第18号議案「職員の勤務時間、休暇等に関す

る条例の一部を改正する条例」は、昨年10月に

行われた県人事委員会の「職員の給与等に関す

る報告及び勧告」並びに国家公務員の超過勤務

命令の上限設定の状況を踏まえ、所要の改正を

しようとするものであります。 

 第20号議案「警察本部の組織に関する条例の

一部を改正する条例」は、地域警察及び生活安

全警察の機能強化を図ることを目的に、平成31

年4月1日付の組織改正を行うため、所要の改正

をしようとするものであります。 

 第24号議案「長崎県看護職員修学資金貸与条

例の一部を改正する条例」は、医療法及び介護

保険法の一部改正に伴い、看護職員修学資金の

返還免除対象施設に介護医療院を追加するため、

所要の改正をしようとするものであります。 

 第38号議案「長崎県営港湾ターミナルビル条

例等の一部を改正する条例」は、消費税法の一

部改正に伴い、本年10月1日から消費税率が引

き上げられることから、所要の改正をしようと

するものであります。 

 なお、消費税率の引き上げに伴い、「武道館

条例」ほか、15件の改正を予定しております。 

 その他の案件については、説明を省略させて

いただきますので、ご了承を賜りたいと存じま

す。 

 以上をもちまして、本日提出いたしました議

案の説明を終わります。 

なにとぞ、慎重にご審議のうえ、適正なるご

決定を賜りますよう、お願い申し上げます。 

〇議長(溝口芙美雄君） ただいま上程いたしま

した議案のうち、第72号議案乃至第74号議案に

つきましては、お手元の議案付託表のとおり、

予算決算委員会に付託いたします。 

 本日の会議は、これにて終了いたします。 

 明日は、11時30分より本会議を開きます。 

本日は、これをもって散会いたします。 

― 午前１１時４０分 散会 ― 
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こども政策局長
園 田 俊 輔 君

会 計 管 理 者 野 嶋 克 哉 君

交 通 局 長 太 田 彰 幸 君

企画振興部政策監 廣 田 義 美 君
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文化観光国際部政策監 田 代 秀 則 君

産業労働部政策監 下 田 芳 之 君

教 育 委 員 会 

教 育 長 
池 松 誠 二 君

選挙管理委員会委員 堀 江 憲 二 君

代 表 監 査 委 員 濵 本 磨毅穂 君

人事委員会委員 本 田 哲 士 君

公安委員会委員長 中 部 憲一郎 君

警 察 本 部 長 國 枝 治 男 君

監 査 事 務 局 長 辻   亮 二 君

人事委員会事務局長 

(労働委員会事務局長併任) 
寺 田 勝 嘉 君

教 育 次 長 本 田 道 明 君

財 政 課 長 古 謝 玄 太 君

秘 書 課 長 伊 達 良 弘 君

警察本部総務課長 杉 町   孝 君

選挙管理委員会書記長 井 手 美都子 君

議会事務局職員出席者 

局 長 木 下   忠 君

総 務 課 長 高 見   浩 君

議 事 課 長 篠 原 みゆき 君
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議事課主任主事 天 雨 千代子 君

― 午前１１時３０分 開議 ― 

〇議長(溝口芙美雄君） 皆さん、おはようござ

います。 

 ただいまから、本日の会議を開きます。 

 これより、さきに予算決算委員会に付託して

審査をお願いいたしておりました議案について、

審議することにいたします。 

 予算決算委員長の報告を求めます。 

 髙比良委員長－30番。 

〇３０番(髙比良 元君）〔登壇〕 予算決算委

員会の審査の結果並びに経過の概要について、

ご報告をいたします。 

 本委員会に付託されました案件は、第72号議

案「平成30年度長崎県一般会計補正予算（第6

号）」ほか2件であります。 

 慎重に審査いたしました結果、第72号議案に

つきましては、起立採決の結果、原案のとおり

可決すべきものと決定されました。 

 また、そのほかの議案につきましては、いず

れも異議なく、原案のとおり可決すべきものと

決定をされました。 

 以下、本委員会で論議のありました主な事項

について、ご報告いたします。 

 まず、文教厚生分科会では、施設整備費に関

し、特別支援学校における施設等の改修工事に

ついて、平成31年度当初予算ではなく、今回の

経済対策補正予算に計上することの必要性は何

かとの質問に対し、今回の補正予算計上により

補正予算債を活用することで、7,650万円程度、

県の負担を軽減することができる。さらに工事

の早期着工が可能となる効果があるとの答弁が

ありました。 

 次に、環境生活分科会では、経済対策補正予

算に関し、「防災・減災、国土強靭化のための3

か年緊急対策」等に伴うものとあるが、3カ年

の緊急対策の趣旨は何か、また、緊急対策につ

いて、どのように検討されているかとの質問に

対し、下水道事業については、下水処理場の耐

震化及び緊急輸送道路に埋設されている主要な

幹線の耐震化を大きな目的としている。土木部

関係の事業については、防災安全交付金と社会

資本整備総合交付金があるが、緊急点検の結果

を踏まえ、幹線道路の法面対策費など緊急度の

高いものを優先して予算を計上している。緊急
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対策という機会をうまく活用し、防災・減災対

策を計画的に実施していきたいと考えていると

の答弁がありました。 

 次に、農水経済分科会では、水産経営構造改

善事業費について、五島市富江地区に整備が予

定されている製氷・貯氷機械設備について、そ

の事業効果をどのように見込んでいるのか、ま

た、漁業者の負担はどう変わるのかとの質問に

対し、本施設の設置により、近隣4地区の製氷

施設が集約され、年間約1,000万円の維持管理

費が削減される。また、氷の1トン当たりの購

入価格について、新施設では8,000円で従来と

同額であるが、新施設では全ての需要が賄える

こととなる。これまで足りない分については、

漁業者が1万円でほかから購入していた。この

差額の2,000円が漁業者の負担減となるとの答

弁がありました。 

 これに対し、漁業収益の向上を図るため、な

お一層、水産施策を推進してほしいとの意見が

ありました。 

 以上のほか、予算全般に関し熱心な論議が交

わされましたが、その詳細については、この際

省略をさせていただきます。 

 以上で、予算決算委員会の報告といたします。 

 議員各位のご賛同をいただきますようお願い

をいたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） お諮りいたします。 

 各議案は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することにご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

〇議長(溝口芙美雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、直ちに採決いたします。 

 まず、第72号議案「平成30年度長崎県一般会

計補正予算（第6号）」について、採決いたしま

す。 

 本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第72号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

 次に、その他の議案について、一括して採決

いたします。 

 各議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

〇議長(溝口芙美雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、議案は、それぞれ原案のとおり可決

されました。 

 本日の会議は、これにて終了いたします。 

 明日から2月25日までは、議案調査等のため

本会議は休会、2月26日は、定刻より本会議を

開きます。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

― 午前１１時３５分 散会 ― 
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文化観光国際部長 中 﨑 謙 司 君

土 木 部 長 岩 見 洋 一 君

農 林 部 長 中 村   功 君

水 産 部 長 坂 本 清 一 君

産 業 労 働 部 長 平 田 修 三 君

危 機 管 理 監 豊 永 孝 文 君

福 祉 保 健 部

こども政策局長
園 田 俊 輔 君

会 計 管 理 者 野 嶋 克 哉 君

交 通 局 長 太 田 彰 幸 君

企画振興部政策監 廣 田 義 美 君
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文化観光国際部政策監 田 代 秀 則 君

産業労働部政策監 下 田 芳 之 君

教 育 委 員 会 

教 育 長 
池 松 誠 二 君

選挙管理委員会委員長 永 淵 勝 幸 君

代 表 監 査 委 員 濵 本 磨毅穂 君

人事委員会委員長 水 上 正 博 君

公安委員会委員 片 岡 瑠美子 君

警 察 本 部 長 國 枝 治 男 君

監 査 事 務 局 長 辻   亮 二 君

人事委員会事務局長 

(労働委員会事務局長併任) 
寺 田 勝 嘉 君

教 育 次 長 本 田 道 明 君

財 政 課 長 古 謝 玄 太 君

秘 書 課 長 伊 達 良 弘 君

警察本部総務課長 杉 町   孝 君

選挙管理委員会書記長 井 手 美都子 君

議会事務局職員出席者 

局 長 木 下   忠 君

総 務 課 長 高 見   浩 君

議 事 課 長 篠 原 みゆき 君

政 務 調 査 課 長 太 田 勝 也 君

議 事 課 長 補 佐 増 田 武 志 君

議 事 課 係 長 梶 谷   利 君

議事課主任主事 天 雨 千代子 君

― 午前１０時 ０分 開議 ― 

〇議長(溝口芙美雄君） 皆さん、おはようござ

います。 

 ただいまから、本日の会議を開きます。 

 これより、一般質問を行います。 

 中村議員―29番。 

〇２９番(中村和弥君）（拍手）〔登壇〕 皆さん、

おはようございます。 

 自由民主党・県民会議、諫早市選出の中村和

弥でございます。 

 4年が過ぎるのは本当に早いものでございま

して、今回の質問が今期最後の質問となります。

残された時間はわずかではございますけれども、

最後まで中村県政をしっかりと支えていきたい

と思っております。 

 本日は、お忙しい中にもかかわらず、日ごろ

からご支援、ご指導いただいております皆様が、

遠方から傍聴に駆けつけていただいております。

心より感謝を申し上げます。ありがとうござい

ます。 

 今回の一般質問が最後の質問にならないよう

に、残された期間を全力で戦い抜くことをお約

束して、通告に従い、分割質問方式で質問させ

ていただきます。 

 1、平成31年度当初予算について。 

 （1）予算編成と財政健全化について。 

 ①当初予算編成への知事の決意について。 

 今回の2月定例議会で計上されました当初予

算は、一般会計で、総額が約6,977億円の予算

を編成され、先日の記者会見の中で、中村知事

は、「次の世代につなぐ地域活力の再生に向け

た予算」と名づけられました。 

 これまでも、知事におかれましては、人口減

少対策や一人当たり県民所得の向上を図るため

にさまざまな施策を展開してこられ、その結果、

本県への移住者数や企業誘致等による雇用計画

数など、具体的な実績があらわせる分野もあり

ますが、本県が直面しております最大の課題で

ございます人口減少そのものに歯止めをかける

までには至っておらず、施策のさらなる強化を

図る必要があると考えておりました。 

 そのような中、人口減少対策につきましては、

昨年4月に新たに配置をされました統轄監を中

心に、社会減、自然減の両面からきめ細かく対
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応されていると感じております。 

 また、それ以外にも、県内産業の人材不足に

対応するための外国人の活用促進や、県民の暮

らしの安全・安心の確保のための公共事業費、

県単独の自然災害防止対策事業費の積み増しな

ど、必要な部分には目配りが行き届いており、

私は一定の評価をしております。 

 そこで、最初の質問としまして、知事はどの

ような思い、決意を持って当初予算を編成され

たのか、お尋ねをいたします。 

 ②財政健全化対策と見直しについて。 

 財政問題について取り上げます。 

 改めて申し上げるまでもなく、本県の財政状

況は非常に厳しい状況にあると認識をしており

ます。財政調整のための3基金については、毎

年度取り崩しを余儀なくされ、その残高は、

ピーク時の半分以下にまで減少しており、平成

31年度当初予算においても156億円を取り崩し

て編成され、当初予算段階では、残高が17億円

という、まさに綱渡りの状態にあると考えてお

ります。 

 その一方で、別の見方をしますと、平成30年

度当初予算編成時では、基金取り崩し額は180

億円、同じ時点での基金残高は14億円となって

おりましたので、それと平成31年度当初予算を

比較しますと、数字の面からは、財政状況は若

干改善をしております。この間、財源確保のた

めに相当の努力をなされたのではないかと推察

をいたすわけでございます。 

 そこで、厳しい財政状況の中、財政健全化の

ためにどのような工夫や見直しを行ったのか、

お伺いをいたします。 

 壇上からの質問はこれにてとどめ、残りは対

面演壇席からさせていただきます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君）〔登壇〕 中村議員のご質

問にお答えをいたします。 

 どのような思い、決意を持って当初予算を編

成したのかとのお尋ねでございます。 

 平成31年度当初予算編成に当たりましては、

「長崎県総合計画チャレンジ2020」の4年目、

「長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略」の

最終年でありますことから、これまで以上に具

体的な成果が求められているとの認識のもと、

より一層の事業の選択と集中を図ったうえで、

「人に生きがいを」、「産業に活力を」、「暮らし

に潤いを」与えられるような施策を分野横断的

に構築したところであります。 

 とりわけ本県の構造的な課題である「人口減

少対策」を最重要課題と位置づけ、社会減の抑

制に向けた「雇用の場の確保と若者の県内定着

対策」や「移住促進対策」、そして、自然減対

策としての「結婚・出産・子育て支援」の強化、

人口減少社会においても地域活力を維持してい

くための「集落維持・活性化対策」の4つの重

点プロジェクトを取りまとめたところでありま

す。 

 まず、「雇用の場の確保と若者の県内定着対

策」では、地域の雇用創出につながる創業や事

業承継・事業拡大に対する支援制度を新たに創

設するとともに、これまで対策が不足しており

ました県外へ進学した学生に対し、福岡と首都

圏担当のキャリアコーディネーターを配置して、

直接働きかけを行うほか、ＳＮＳを活用してふ

るさと情報を届ける仕組みをつくるなど、県内

就職促進を強化することとしております。 

 「移住促進対策」では、国の新たな支援制度

を活用した首都圏からの移住支援に加え、都市

部において住宅支援員を配置し、不動産業者と

連携した賃貸物件のマッチングを行うとともに、
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賃貸物件の少ない離島・半島地域では、空き家

を改修・提供する民間団体を支援するなど、住

まいの確保対策を強化いたします。 

 「結婚・出産・子育て支援」の強化では、企

業や団体に属する独身グループ同士の交流を促

進するシステムを構築し、官民が一体となって

企業間交流を推進するほか、企業の「応援団宣

言」など、行政・企業・団体及び県民が一体と

なった取り組みを展開してまいりたいと考えて

おります。 

 「集落維持・活性化対策」では、地域住民主

体による集落対策活動の推進に向けた機運醸成

を図るとともに、集落の維持・活性化に向けて、

地域運営組織の立ち上げに対する支援等を実施

してまいります。 

 このほか、県民所得の向上や離島地域の振興、

健康長寿日本一への取り組みなどに力を注ぐと

ともに、安全・安心な外国人材の受け入れ・活

用や県民の生命・財産を守る自然災害防止対策

などにもしっかり対応することとしたところで

あります。 

 これらの施策について、市町や民間企業、関

係団体、県民の皆様方と思いを一つにして、総

力を結集して取り組み、具体的な成果につなげ

られるよう、職員一丸となって全力を傾注して

まいりたいと考えております。 

 以後のお尋ねにつきましては、自席の方から

お答えをさせていただきます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 総務部長。 

〇総務部長(古川敬三君） 厳しい財政状況の中、

財政健全化のためにどのような工夫や見直しを

行ったのかとのお尋ねでございます。 

 本県は、県税などの自主財源に乏しく、歳入

の多くを地方交付税等に依存している脆弱な財

政構造となっている中、近年は、社会保障費な

どの義務的経費の伸びに対しまして、県税や地

方交付税等の伸びが追いついておらず、財源調

整のための3基金は、平成29年度末で239億円と、

ピーク時の半分以下となっておるところでござ

います。 

 そのような中、平成31年度当初予算編成に当

たりましては、「長崎県行財政改革推進プラン」

におけます収支改善額の計画額以上の上積みに

加えまして、一層の選択と集中を踏まえた予算

査定の強化、あるいは「財政構造改革のための

総点検」による人員体制や補助金等の見直しの

着実な実施等によりまして、財源不足額の圧縮

を図っております。 

 さらに、移住促進や外国人総合相談窓口設置

などにかかります新たな国の支援制度を積極的

に取り込むとともに、地方創生推進交付金や有

利な財源措置のある県債などを十分に活用する

ことで、財源の確保にも努め、予算編成を行っ

ております。 

 その結果、当初予算編成のための基金取り崩

しは156億円、編成後残高は17億円と、平成30

年度よりわずかながら改善したところでござい

ますが、依然として厳しい、非常に厳しい財政

状況であると認識をしているところでございま

す。 

〇議長(溝口芙美雄君） 中村議員―29番。 

〇２９番(中村和弥君） 知事、ありがとうござ

いました。 

 今の回答から、知事の本予算に対する、また、

人口減少対策に対する気持ちが伝わってまいり

ます。 

 しかしながら、私どもには、あくまでも大切

なものは、予算をつくることではなく、成果が

出るように事業をしっかり執行することではな

いかと思うわけでございます。 
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 人口減少に歯止めがかけられるように、県庁

職員が一丸となるのはもちろんのことでござい

ます。また、県内市町や民間、県民の皆様とも

協力、連携をしながら取り組みを進めていただ

くように要望しておきたいと思います。 

 次に、財政問題についてでございますけれど

も、財政健全化のために、今回の予算でも相当

努力されたのは理解をしましたが、それでも現

実問題として、基金の取り崩しは続いておりま

す。 

 その一方で、財政健全化に向け、できる努力

の範囲はどんどん少なくなっておりまして、今

後は、これまで以上に予算編成が厳しくなって

いくのではないかと考えております。 

 したがって、人口減少対策をはじめ、本県の

浮揚や県民の安全・安心な暮らしの実現に向け、

本当に必要な事業に対しては思いきり財源を振

り向けることも極めて重要な視点だと考えてお

ります。 

 そのような中、知事は、平成33年度までには、

基金取り崩しに依存しない財政運営を目指すと

いうことをこれまでも何度も表明をされており

ますけれども、本当にそのようなことが可能な

のか、今後、さらに見直しや歳出削減の余地が

あるのか、お尋ねをいたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君） ご指摘のとおり、大変厳

しい財政状況が続く中にありましても、本県最

大の課題であります人口減少対策、あるいは県

民所得の向上や県民の安全・安心の確保など、

重要な施策に財源を重点的に振り向けることに

よって、県勢の浮揚、あるいは地域活性化につ

なげていくことは大変重要な課題であると認識

をいたしております。 

 また、現在減少傾向にあります公債費も、中

長期的には、再び上昇に転じる見込みであり、

基金取り崩しに依存しない持続可能な財政運営

を行ってまいりますためには、財政構造そのも

のを変えていくことが必要になってくるものと

考えているところであります。 

 このため、「行財政改革推進プラン」や「財

政構造改革のための総点検」のさらなる推進に

加えて、歳入の見込みに応じて既存事業を見直

し、優先度の高い施策への選択と集中を促進し、

重点施策の推進並びに財政健全性の両立に向け

て、全力を注いでいかなければならないと考え

ているところであります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 中村議員―29番。 

〇２９番(中村和弥君） ありがとうございまし

た。なかなか厳しいと思うんですけれども、ぜ

ひとも、今、知事が言われたことを強力に推進

をしていただきたいと思います。 

 ここで、財政健全化に対しまして、中村県政

の政策を精査・立案する自民党の政調会長の立

場で、一点指摘をしておきたいと思います。 

 今後、基金取り崩しに頼らない財政運営を実

現するためには、今以上に歳出を削減する必要

がありますので、本来、行政の役割ではなく、

民間に任せるべきものや、県関係団体に対する

運営費補助など、一層の見直しを進める必要が

あるのではないかと考えますが、どのようにお

考えでしょうか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 総務部長。 

〇総務部長(古川敬三君） 予算編成におきまし

ては、各事業について、国や市町、民間との役

割分担を踏まえましたうえで、真に県が実施す

べき事業かどうか検討をいたしますとともに、

事業実施後におきましても、事務事業評価の中

で、公的関与の必要性について検証を行ってい

るところでございます。 
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 県関係団体に対します運営費補助につきまし

ては、予算編成過程において、県の関与の必要

性、支援方法の妥当性、費用対効果等を検証し

ているところでございまして、特に、県出資団

体につきましては、これまで二度にわたり見直

し方針に基づく改革を実施し、団体そのものの

見直しや県補助金の縮減を図ってまいったとこ

ろでございます。 

 今後も引き続き、民間との役割分担や行政と

しての関与の必要性などに留意をしながら、効

率的、効果的な財政運営の実現に努めてまいり

ます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 中村議員―29番。 

〇２９番(中村和弥君） 今の部長の回答で、一

定の理解はいたします。ただし、今後は、厳し

い本県の財政状況からすれば、現在、未利用地

などの県有地は売却などを行っています。県有

地の中には、県庁跡地など資産価値の高い物件

もございますし、単純に売却や県主体での計画

推進をするのではなく、民間との賃貸契約を交

わし、各条件を緩和し、民間のアイデアと資金

を活用することで県の歳出を削減し、恒常的な

賃貸収入を得ることを進めるべきだと私は考え

ます。 

 また、県有施設についても、民間移譲をさら

に進めるべきだと考えますが、知事はどのよう

にお考えでしょうか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 県有地につきましては、

これまでもメガソーラ発電用地、あるいは誘致

企業のオフィス用地として貸し付けを行うなど、

利活用を図ってきたところでありますが、現状

の大変厳しい財政状況を踏まえます時、歳出の

削減、収入の確保にさらに努力していかなけれ

ばならないと考えております。 

 議員ご指摘のとおり、民間活力を導入して、

さらに効率性を高めていくということは大変重

要な視点になってくるものと考えているところ

であります。 

 そうしたことから、本県では、平成29年度に

事業機会の創出や民間投資の喚起を目的といた

しまして、「ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検

討規程」を策定したところであり、今後、新た

な公共施設の整備等に当たっては、この規程に

のっとって民間活力の導入の検討を積極的に進

めてまいりたいと考えているところであります。 

 また、県の施設につきましては、「長崎県行

財政改革推進プラン」に基づき、平成29年度か

ら「公の施設の総点検」を実施して、各施設の

今後のあり方の検討を進めているところであり、

市町や民間などへの移譲や施設の廃止などにつ

いて、できるものから、随時実施してまいりた

いと考えているところであります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 中村議員―29番。 

〇２９番(中村和弥君） 知事の気持ちもわから

ないわけではございませんが、やっぱり民間の

力をもっともっとフルに活用していただきたい、

この気持ちは私の気持ちでございます。 

 今の知事の回答に対しまして、最後に、基金

取り崩しに依存しない財政運営に転換をするた

めには、それ相当の覚悟と信念を持って見直し

を進める必要があると思いますので、ぜひ次年

度以降の予算編成においても、また、県関係団

体、今日は傍聴者の方がたくさんいらっしゃい

ます。県関係団体と言われてもわかないと思い

ますので、俗に言う天下り機関です。この機関

については、ぜひしっかりと経費の削減に取り

組んでいただきたいということをお願いして、

この項目を終了したいと思います。 

 2、九州新幹線西九州ルート整備促進につい
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て。 

 （1）フル規格への見通しについて。 

 ①佐賀県との協議について。 

 九州新幹線西九州ルートについては、現在、

与党ＰＴ検討委員会で協議をされておりますけ

れども、現段階では、未整備区間であります新

鳥栖―武雄区間については、いまだに整備方式

の決定に至っておりません。 

 昨年3月に国が示した比較検討結果におきま

しては、フル規格はすべての条件をクリアして

おり、最高の整備方法であるということでござ

いますので、ぜひ実現をしたいと私どもも思っ

ているところでございます。 

 しかしながら、整備区間の課題としましては、

佐賀県の地元負担にかかる財源問題、また、並

行在来線の取り扱いなどがございまして、現状

においてはなかなか議論が進まない状況でござ

います。 

 こうした中、中村知事は、先月、以前長崎県

の総務部長でございました山口佐賀県知事と

トップ会談を行われました。その中での協議内

容を、今回の議会開始の所信表明で、中身はあ

る程度聞きましたけれども、それ以外の協議内

容と、今回のこの協議を次にどのようにつなげ

ていこうと思っているのか、お聞きをいたしま

す。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 九州新幹線西九州ルート

の整備のあり方につきましては、去る1月9日、

佐賀県に参りまして、山口知事と意見交換を

行ってまいりました。 

 その際、佐賀県におかれては、フル規格によ

る西九州ルートの整備に関しては、財源や在来

線問題に加えて、どのようなルートになるのか、

また、新幹線整備に伴う地域振興のあり方など、

さまざまな問題をあわせて考えなければならな

いとの見解を示されたところであります。 

 しかしながら、佐賀県としては、フル規格か

ミニ新幹線かを選ぶ状況ではなく、自ら何かを

発案するという環境にはないということであり

ました。 

 一方、現在の事態に至りましたのは、国が開

発を進めてきたフリーゲージトレインの導入が

困難となったことが原因であり、責任ある立場

として、国においてしっかりと協議を進め、具

体的な整備の方向性を示していただく必要性が

あるということについては、意見が一致したと

ころであります。 

 したがいまして、まずは国の責任において整

備の方向性を示していただきたいという長崎、

佐賀両県の考え方を政府・与党に対し、しっか

りと伝え、早急に西九州ルートの整備のあり方

にかかる議論を前に進めていただかなければな

らないものと考えているところであります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 中村議員―29番。 

〇２９番(中村和弥君） ②今後の取組について。 

 私も、佐賀県の政調会長と話をしたことがご

ざいますけれども、全く今と同じような意見で

ございました。 

 そういうことも含めながら、ぜひ県議会とし

ても、このフル規格化については、実現に向け

て頑張らなければならない。そういう中で、今

議会で意見書を取りまとめたところでございま

すけれども、この西九州ルートの整備を進める

ために、今後どのように進めて、そしてまた、

どのように取り組もうとされているのか、お聞

きをいたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 先ほどお答えを申し上げ

ましたとおり、佐賀県の山口知事との意見交換
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において、責任ある立場として、まずは国の考

え方をしっかり示していただく必要があるとい

う点において、意見一致を見たところでありま

す。 

 このため、これまでの間、与党ＰＴ検討委員

会の山本委員長や、国並びに政府・与党関係者

と面会をいたしまして、山口知事との会談の内

容をお伝えいたしますとともに、早急に西九州

ルートの整備のあり方に関する議論を再開し、

国において整備の方向性を示していただくよう

求めてきたところであります。 

 県といたしましては、財源に関する問題など

を含めて、西九州ルートの整備にかかる考え方

が国から示され、具体的な課題が明らかになる

中で、一つひとつの課題に向きあい、協議、調

整を進めていく必要があるものと考えておりま

す。 

 国においては、こうした議論を経て、速やか

にフル規格による整備方式を決定していただき、

本年夏の概算要求において、環境影響評価調査

のための予算を盛り込んでいただきたいと考え

ているところであります。 

 今後は、今議会における意見書の可決等も踏

まえて、本県選出国会議員、あるいは県議会の

皆様方、さらには、経済界などのご協力もいた

だき、政府・与党に対して、西九州ルートの整

備方式の早期決定について、強く要請をしてま

いりたいと考えているところであります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 中村議員―29番。 

〇２９番(中村和弥君） 本県の国会議員並びに

関係者はもちろんでございますけれども、先ほ

どから出ております佐賀県知事、以前の古川知

事、そしてまた、今回の山口知事、双方とも長

崎県の総務部長を経験された方でございまして、

同士でございます。そういう意味も含めて、ぜ

ひ中村知事におかれましては、現在の山口知事

と十分なる話をされて、この進展を見せていた

だければと思っているところでございます。 

 それと、私どもの地元は、もちろん新幹線も

大事でございますけれども、並行在来線につい

て非常に心配している方がいらっしゃいます。

今日の傍聴者の方もほとんどでございます。ぜ

ひ、今後、国に対しても、また、ＪＲに対して

も、並行在来線についても同時に進行していた

だくように、よろしくお願い申し上げます。 

 3、子どもたちを取り巻く諸問題について。 

 （1）児童虐待問題について。 

 ①県の取り組みと対策について。 

 近年、児童虐待は、全国的にその発生件数が

著しく増加をし、今年1月に千葉県野田市で発

生した小学4年生女児の死亡事件や、昨年3月に

東京都目黒区で発生をした5歳女児の死亡事件

など、大変痛ましい事件が後を絶たず、依然と

して深刻な社会問題となっております。 

 このような中、国においては、増加する児童

虐待に対応し、子どもの命が失われることがな

いよう、国、自治体、関係機関が一体となって

必要な児童虐待防止対策に取り組むとして、昨

年7月に、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊

急総合対策」を発表するとともに、児童福祉法

など関係法令の改正も、現在検討されている状

況でございます。 

 本県における児童虐待の発生状況は、全国の

傾向と同様、減少することはなく増加傾向にあ

ると理解をしておりますが、いま一度、県内の

状況とともに、具体的に取り組むべき課題等に

ついて、見解をお尋ねいたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） こども政策局長。 

〇こども政策局長(園田俊輔君） 県内の児童虐

待の状況と具体的に取り組むべき課題等につい
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てのお尋ねですが、本県における児童相談所で

の虐待相談対応件数は、全国と同様、増加傾向

にあり、依然として高い水準で推移している中、

痛ましい虐待死亡事件が全国で相次いでいるこ

とは、本県でも、自らの課題として危機感を

持って受け止めていく必要があると考えており

ます。 

 県としましては、これまでの発生の予防から

早期発見及び対応、そして支援までの体系的な

取り組みに加え、国が昨年7月に示した、子ど

もの安全確認ができない場合の対応の徹底や、

児童相談所と警察の情報共有の強化などを内容

とする「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急

総合対策」に取り組んでいるところであります。 

 そうした中、児童虐待の防止には、地域にお

いて、子どもや家庭に対する妊娠期から子育て

期まで切れ目のない支援を、総合的かつ継続的

に行う必要があることから、「子ども家庭総合

支援拠点」の設置など、市町の相談支援体制の

強化に向けて、県として、人材育成や関係機関

の連携強化などにしっかりと取り組みたいと考

えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 中村議員―29番。 

〇２９番(中村和弥君） ②関係条例の改正につ

いて。 

 虐待への対応を含めて、子どもの支援、子育

て支援に関する理念や基本的な考え方を示す

「長崎県子育て条例」が、平成15年、平成16年

の連続して発生した子どもによる事件の反省に

基づき、平成20年に制定をされ、それから10年

が経過いたしました。 

 制定後10年の間には、児童虐待やいじめの増

加をはじめ、スマートフォンの普及によるトラ

ブルの増加など、子どもを取り巻く状況は変化

をしています。このことを考えた時、この「長

崎県子育て条例」が、果たして今の時代に合っ

たものになっているのか、また、しっかりと県

民に伝わっているのか、いま一度、点検をする

必要があるのではないかと考えます。 

 例えば、現在の児童虐待の状況を見れば、そ

の対応においては、警察と児童相談所がしっか

りと連携をしていくこと、また、子どもへの望

ましいしつけの仕方など、子育ての知識、経験

に乏しい親への理解促進の取り組みや、社会で

の孤立化などにより子育てに悩みを抱えた虐待

のリスクのある親に対する市町や関係機関と連

携した支援の充実などが県にしっかりと取り組

んでいただくことになると思います。できれば、

この内容を条例に明確化し、県民に伝えていく

ことなどが求められるのではないかと考えます

が、見解を求めます。 

 また、こども政策局は、他部局との共同所管

のものも含め、「長崎県子育て条例」以外に8つ

の条例を所管しておりますが、これらの条例も、

子育て条例と同様、社会状況の変化とともに見

直す時期にきているのではないかと考えますが、

見解を求めます。 

〇議長(溝口芙美雄君） こども政策局長。 

〇こども政策局長(園田俊輔君） 「長崎県子育

て条例」やこども政策局が所管するその他の条

例について、近年の社会状況の変化とともに見

直す時期にきているのではないかとのお尋ねで

すが、「長崎県子育て条例」は、子どもや子育

ての支援に関する基本的な考え方を定め、県、

市町、保護者など、それぞれの役割を明らかに

するとともに、子育て環境の整備や児童虐待の

防止をはじめ、県の施策の基本となる事項につ

いて規定しております。 

 また、本条例に基づく具体的な取り組みにつ

きましては、5年ごとに「長崎県子育て条例行
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動計画」として定め、社会情勢などの変化にも

対応しながら、全庁的な体制で推進していると

ころであります。 

 しかしながら、例えば、近年の痛ましい児童

虐待の事例では、警察をはじめ関係機関との連

携強化などが大きな課題となっている中、児童

虐待への対応などを、本条例にどこまで具体的

に盛り込む必要があるのか、検討してまいりた

いと考えております。 

 また、こども政策局が所管しているその他の

条例につきましては、それぞれの制定目的も異

なり、法改正等に伴い見直しを実施してきたも

のもありますが、議員ご指摘の視点から、見直

しの必要性について検討してまいりたいと考え

ております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 中村議員―29番。 

〇２９番(中村和弥君） 今、局長から答弁いた

だきましたけれども、やっぱり虐待問題につい

ては、減少しないということは、何かが足りな

いということなんですよ。そういうところを関

係機関と一生懸命話をしながら、ぜひとも一つ

でも減少するような対策をとっていただきたい

と思います。 

 また、同様にいじめ問題についても、全く減

少する傾向が見えません。逆に、平成29年度に

おいては、過去最高となっています。これは本

県も同様でございまして、ぜひとも何とか阻止

をしなければ問題と思っています。 

 そういう中で、いじめ防止の早期発見、そし

てまた、対策をとるためには、関係機関と一層

協議を推進することだと思っているわけでござ

いますけれども、今回、先ほど言いました虐待

問題と同様に、このいじめの問題についても、

他県、東京都を含む9都道府県がいじめに関す

る条例をつくっています。我が長崎県にはござ

いません。そういう意味を考えて、ぜひ、いじ

めに対する条例も本県にも必要ではないかとい

うことを考えますが、教育委員会教育長、いか

がでしょうか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長(池松誠二君） いじめの防

止等につきましては、「県いじめ防止基本方針」

に基づき、各学校及び市町教育委員会と協力し

ながら丁寧に対応しております。 

 現在、国において「いじめ防止対策推進法」

の改正に向けた動きがあり、その動向を注視し

ているところであります。 

 県教育委員会といたしましては、まず、法の

趣旨に沿って、「県いじめ防止基本方針」を見

直し、議員ご指摘のとおり、関係機関との連携

を一層強化するなど、いじめ防止対策の充実を

図ることとし、条例制定等については、その後

の状況を見て、関係各課との協議をしてまいり

たいと考えているところでございます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 中村議員―29番。 

〇２９番(中村和弥君） 先ほど局長からもござ

いましたように、この虐待についてとかいじめ

について、ぜひ虐待については、これまでの条

例を改正し、一層力強いものにしていただきた

い。そしてまた、いじめに対しては、可能であ

れば、私は、いじめ対策条例を制定していただ

きたいと考えます。 

 それと、ほかに、ぜひ皆さんたちに理解して

いただきたいのは、長崎県には「ココロねっこ

運動」という、全国にないようなすばらしい運

動がございます。近年、この運動が予算も削減

されて、なかなか思うような活動ができていま

せん。ぜひ、これを活用して、もっと予算を上

げて、いじめ、虐待、双方がなくなるように対

処をしていただきたいと思っています。これは



平成３１年長崎県議会・２月定例会（２月２６日） 

 ― 42 ―

強く要望しておきたいと思っています。 

 4、道路整備について。 

 （1）県央地区幹線道路整備について。 

 ①長田バイパス延伸について。 

 諫早市内の道路整備については、地域高規格

道路島原道路の一部であります、一般県道諫早

外環状線の諫早インター工区、長野栗面区間の

整備が進められておりますが、そのうち諫早イ

ンター区間の供用目標が平成31年度とのことで

ございまして、間近に迫った完成を大いに期待

するものでございます。 

 一方、県央地域の地域振興のためには、島原

道路とあわせ、地域間の交流や渋滞緩和、周辺

部の人口減少防止対策のためには、幹線道路の

早期整備が必要であると考えます。そこで、幾

つか質問させていただきます。 

 まずはじめに、本日傍聴に来ていただいてお

ります地元小長井町、高来町の皆さんが、朝夕

の渋滞解消に待ち望んでおります長田バイパス

の延伸についてでございますが、現在、正久寺

から猿崎間において整備が進められていると思

いますが、現地を見ますと、全く進捗が感じら

れない状況でございます。ぜひ現在の整備状況、

進捗状況について、お聞きをいたします。 

 ②久山港線の整備について。 

 国道34号線の久山交差点から久山港までの間

において、バイパスの整備が進められておりま

すが、沿線には、諫早市が新たに整備をした野

球場や、近々にサッカー場も整備をされます。

その双方を活用した大きな大会が開催された場

合には、渋滞が非常に心配されます。よって、

早期完成を望むものでございますけれども、整

備状況について、お尋ねをいたします。 

 ③国道207号多良見地区の道路整備について。 

 当地区においては、佐瀬工区として事業が行

われております。おかげさまで、随分と整備が

進み、便利で安全な道路となっておりますが、

残る区間についても早期完成が望まれていると

ころでございます。 

 今後の佐瀬区間の見通しと、続く長与までの

未改良箇所整備の考え方について、お聞きをい

たします。 

 ④諫早飯盛線拡幅工事について。 

 当路線については、諫早市中心部と飯盛町を

結び、現状でも交通量が多く、朝夕通勤時の渋

滞が発生しております。また、近隣には中核工

業団地や、新たな工業団地である南諫早産業団

地の建設が計画されるなど、今後も交通量の増

加が考えられます。 

 このうち、未整備となっている土師野尾ダム

入り口交差点から南側の約2キロについては、

地元からも整備要望が強く出ております区間で

ございますから、当区間の今後の見通しをお伺

いいたします。 

 （2）有明海沿岸道路について。 

 ①早期計画化について。 

 県央地域の振興のためには、県内のみならず、

県外とのつながりを強めることが重要であり、

その点において、有明海沿岸道路の整備が必要

と考えております。鹿島市から諫早市間の取り

組みについては、これまでも幾度となく質問が

繰り返されておりますが、私も地元議員として、

必ず必要な道路だと考えますし、沿線でありま

す佐賀県太良町、小長井町、高来町においては、

地域の発展のためにも非常に重要な道路でござ

います。 

 そこで、現在の進捗状況をお尋ねいたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 土木部長。 

〇土木部長(岩見洋一君） 道路整備に関するご

質問について、5点お答えいたします。 
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 まず、長田バイパス延伸について、現在の整

備状況はどうかとのお尋ねですが、長田バイパ

スの延伸である東長田工区につきましては、国

道207号の慢性的な混雑解消を目的に、平成27

年度に事業着手後、測量・設計等を行い、平成

29年度から用地取得に着手しております。 

 国からの予算内示が厳しい中、現在約1割の

用地取得にとどまっておりますが、さらなる予

算の確保に努め、用地取得の進捗を図り、早期

に工事着手できるように努めてまいります。 

 次に、久山港線の整備状況はどうかとのお尋

ねですが、県道久山港線の久山工区につきまし

ては、久山港へのアクセス道路の整備と周辺道

路の渋滞緩和を目的に、平成27年度に事業着手

後、測量・設計を進め、平成29年度から用地取

得に着手しております。 

 現在、国道34号からＪＲ長崎本線までの区間

の大型物件を中心に用地補償交渉を進めており、

着実に進捗が図られているところであります。 

 今後も、引き続き、事業の進捗に努めてまい

ります。 

 次に、国道207号多良見地区の佐瀬工区にお

ける今後の見通しと、続く未改良箇所の整備に

ついてのお尋ねでございます。 

 佐瀬工区につきましては、平成24年度に事業

化し、現在約6割の工事が完成し、供用してお

ります。 

 昨年9月にすべての用地取得が完了したこと

から、全線完成に向けて、引き続き事業進捗を

図っているところであります。 

 続く未改良区間についても、幅員狭小の区間

や急カーブが存在していることは認識しており、

今後、佐瀬工区の進捗を見ながら、課題解決へ

向けた検討に着手してまいります。 

 次に、諫早飯盛線の未整備区間の今後の見通

しはどうかとのお尋ねですが、県道諫早飯盛線

につきましては、1日の交通量が約9,000台に及

ぶ主要な幹線道路でありますが、路肩が狭く、

見通しが悪い箇所などがあり、交通に支障を来

していたことから、これまでも拡幅や線形改良

などの整備を行ってまいりました。 

 議員ご指摘の土師野尾ダム入り口交差点から

南側の約2キロメートル区間につきましては、

私も現地を確認いたしましたが、路肩が狭い区

間が7割を超えるとともに、通学路であるにも

かかわらず、歩道も設置されていないなど、安

全性に問題を残していることから、今後どのよ

うな対応ができるか、検討してまいります。 

 最後に、有明海沿岸道路としての鹿島市から

諫早市間の取り組みについてのお尋ねですが、

県央地域の中長期的な振興のためには、有明海

沿岸道路は重要であると考えており、これまで

も地元期成会が開催する勉強会に、国や佐賀県

と参加するとともに、当該道路の計画の明確化

を国へ要望してまいりました。 

 このような中、現在、長崎県の新たな広域道

路交通計画について、来年度の策定をめどに国

とともに作業を進めており、当該道路が本計画

にしっかり位置づけられるよう、佐賀県とも十

分協議しながら取り組んでまいります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 中村議員―29番。 

〇２９番(中村和弥君） 今、部長から答弁をい

ただきました長田バイパス、久山港線、国道

207号線、飯盛線については、地域の方たちが

強く、厚く早期完成を要望しています。財政状

況は厳しいと思いますけれども、一刻も早い完

成を望みたいと思うわけでございます。 

 5、スポーツ振興対策について。 

 （1）施設整備について。 

 ①本明川下流ボートコース整備と干陸地の利
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活用について。 

 諫早湾干拓事業によりまして、新たに誕生し

ました本明川下流のボートコースとしての活用

につきましては、既に6月定例会でも質問をし、

その際には、「今後の活用の方向性について、

地元諫早市や県教育庁、県ボート協会と精査を

していく必要がある」という答弁がございまし

た。 

 そういう状況から、その後、このコースには

県内外の社会人チーム、また大学生・高校生

チームが活用しております。また、2月7日から

17日までは、日本代表のチームが強化合宿をし

ていただき、高い評価を受けたところでござい

ます。そういうことから、ぜひ、このコースは

近々に整備をする必要があるということで、私

は考えております。 

 今後も、この会場がボート競技の練習の場と

して、さらなる活用や大会の開催により、多く

の選手や関係者が来場するように推進をしてい

ただきたいと考えております。 

 そのためには、地元諫早市との協議はもちろ

んでございますけれども、公認コースの認定も

含めて環境整備が必要だと考えておりますが、

進捗状況並びに今後の対応方針について、お伺

いをいたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） 本明川流域の

ボート競技への活用につきましては、6月定例

県議会での議員のご指摘を踏まえ、競技力向上

や合宿誘致への利活用の観点から、関係団体及

び県庁内関係各課と協議を重ね、昨年12月に県

ボート協会及び諫早市と協議を行いますととも

に、今月にも、改めて県と市による協議を行い

ました。 

 その協議の結果として、県、市ともに本明川

のボート練習場としての価値や地域振興等の効

果について、共通の認識を深めますとともに、

今後の活用促進のための方策や、そのために必

要となる施設等の環境整備について、引き続き

検討していく方向で一致をいたしました。 

 議員ご指摘の公認コースの認定に関しまして

は、申請に必要な測量調査の実施に加えまして、

大会の内容に応じた施設や設備等の整備が必要

となりますことから、具体的にどのような大会

の誘致が可能かということを踏まえながら、必

要となる整備の主体や実施方法について具体的

に検討する必要があり、今後とも、県、市及び

関係団体で協議を重ねてまいりたいと考えてお

ります。 

 また、このたびの日本代表チームの合宿でも、

練習環境として非常に高い評価を得ることがで

きましたことから、合宿誘致についても、県

ボート協会、スポーツコミッションなど関係者

と一体となって取り組みを強化してまいりたい

と考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 中村議員―29番。 

〇２９番(中村和弥君） しっかり取り組んでい

ただきたいと思います。 

 関係機関におかれましては、大会誘致を非常

に望んでおられるというのは私もわかるんです

けれども、大会誘致を考えるよりも、まず、認

定コースをとること、これが必ず、私は先だと

思う。だから、ぜひ各関係機関と協議をしなが

ら、この認定コースの取得について、早期に推

進をしていただきたいと思っております。 

 先日、私は、日本代表の合宿を見に行きまし

た。長崎のチョープロの所属でございます、県

ボート協会の北野強化部長と話をすることがで

きましたので、そのときにも、「間違いなく、

このコースは日本一になれる要素を持っている
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んだ。ぜひ早急にやっていただきたい。そうす

れば、長崎県のチームはもっともっと強くなれ

ます」と、そういうことも言われました。そし

てまた、このコースに至っては、4,000メート

ルの直線ができるということで、他県にないよ

うなコース、どうしてかといいますと、カーブ

がないんです。カーブがないから、全力で

2,000メートル～3,000メートル、ボートを真っ

直ぐ漕ぐことができます。よそのコースでは、

少しカーブがかかった時には、必ず減速しなけ

ればならない。また、衝突の危険性もあるとい

うことで、このコースは稀に見るコースだとい

うことで絶賛をいただきました。 

 そういう関係から、ぜひとも、今の現状より

もっともっと進んで公認コース、そしてまた、

大会誘致に取り組んでいただきたいと思うわけ

でございますけれども、東大のボート部でござ

いました平田副知事、いかがでしょうか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 平田副知事。 

〇副知事(平田 研君） 公認コースには3種類

の区分がございまして、新たにコース認定を受

けるためには、具体的な大会の誘致を想定して、

その検討の中でコース認定を含めて整備計画を

つくっていくというプロセスが通常と承知して

おります。 

 したがいまして、今後の進め方としましては、

企画振興部長の答弁とも重なりますけれども、

具体的な大会の誘致を踏まえ、そのために必要

となる整備の主体や実施方法について、県、市

及び関係団体で協議をしながら検討していくこ

とが必要と考えております。 

 こうした検討の一方、本明川のボートコース

としての価値を高めていくためには、今回の日

本代表チームの合宿のような合宿の誘致の実績

を積み上げていくことも重要と考えております。 

 幸い参加された皆様からも、本明川での練習

環境に対して非常に高い評価をいただいており

まして、今後のさらなる活用が図られるよう、

取り組んでまいりたいと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 中村議員―29番。 

〇２９番(中村和弥君） 平田副知事、ありがと

うございました。今回のこのボートコースの整

備については、当初から平田副知事に非常に力

をいただきました。やっぱり経験者がものを語

るではございませんけれども、経験者の方たち

から、ボートについての必要性、そしてまた、

このコースの整備が一番大事だということを強

く言っていただく、これが一番力強いことです。 

 ぜひこれからも、平田副知事、率先して、こ

の事業に力添えをいただければと思っています。 

 また、農林部長もボートの経験があるそうで

ございますので、一緒になってよろしくお願い

申し上げたいと思います。 

 このボートコースの近隣には、広大な干陸地

があるのは皆さんもご存じだと思います。この

干陸地については、現在、まだ訴訟問題が続い

ておりますので、なかなか利活用について進展

はできません。 

 しかしながら、進展は今のうちはできません

けれども、最終的には、訴訟が終了すれば、こ

の干陸地というのは、長崎県、そしてまた、地

元にとっては非常に有利な部分になります。た

だ、この有利な部分を今からどうしていくのか。

これは事前から計画を持っていって、最終的に

はこういう場にしたいということを県の方から

率先して動くべきだと私は思うんですけれども、

そういう中で、今後、どういうふうな計画を

持って、しっかり取り組んでいこうと思われる

のか、お考えをお聞きしたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 農林部長。 
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〇農林部長(中村 功君） 諫早湾干拓事業で新

たに創出された干陸地等は、地域活性化のため

の非常に貴重な地域資源でございます。 

 そのため、農業面では、現在、干陸地での主

要作物の栽培や、収益作物である「幻の高来そ

ば」などの栽培、スポーツ面では、本明川での

ボートやカヌーの体験教室などに取り組んでお

ります。 

 また、環境面では、動植物の自然観察会や環

境学習など、地域交流面では、干陸地での「コ

スモスまつり」、干拓地での「諫干まつり」な

どにも取り組んできております。 

 県としましては、さらに釣り大会の実施や干

陸地内のランニングコースとしての造成・活用

など、国、地元市、地域住民との連携・調整を

図り、なお一層の地域活性化につなげてまいり

たいと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 中村議員―29番。 

〇２９番(中村和弥君） 確かに、今の時点では、

進捗するような中身が出てこないと思うんだけ

れども、私も地元ですけれども、やっぱり地元

の方たちは、この干陸地をいかに活用して地元

を元気にしようか、そしてまた、この諫早市を

どういう場所にしようかというのは、たくさん

アイデアを考えているところです。ぜひそうい

う意見も取り入れていただいて、この干陸地を

有効に活用していただきたいと思います。 

 今、トンネルの廃土なんかを活用して、トラ

イアスロンとか、そういうコースもやりたいな

と考えているわけでございますけれども、そう

いうことも、今から県の方も少しずつ力添えを

いただいて、できる範囲内で取り組んでいただ

きたい。 

 現在は、干陸地に構築物ができないわけです。

先ほど言いましたボートの問題なんですけれど

も、ボートでは、どうしても艇庫が、今の部分

では手狭なんですね。そういう規制もかかって

いるものですから、今後、ボートも含めて、こ

の干陸地をどのように活用していくか、そして

また、国に対して、どのように活用できるのか

というのを、私は県の方から強く国に対して申

し入れをしていただきたいと思うんです。 

 やっぱりこれは必ずつくらなければならない

というものがあれば、現在では構築物はだめで

すよと規制がかかっていますけれども、これは

どうしても地元に必要なんだということを国に

対して強く言っていただき、今回のこのボート

に関しては、今からいろんな附帯設備をつくら

なければならないと思います。ぜひそこを緩和

していただく、そしてまた、許可をしていただ

く、そういうことも含めながら、農林部の方で、

ぜひとも強く国に要望していただき、実現をし

ていただければなと思っているところでござい

ます。 

 平田副知事、ぜひよろしくお願いいたします。 

 6、農業振興対策について。 

 （1）農業基盤整備について。 

 ①農地基盤整備工事の執行について。 

 現在、県では、「新ながさき農林業・農山村

活性化計画」に基づき、畑地対策を中心としま

して、農地の基盤整備が進められております。

既に整備された地域では、担い手への農地集積

が進み、農業経営の強化が図られ、販売額の増

加による、もうかる農業の取り組みによって後

継者が育成され、これに伴い子どもが増え、児

童数が増加するなど、地域への波及効果も見ら

れているところでございます。これも土地改良

事業の効果によるものと考えております。 

 一方、現在、事業実施地区の農業者は、工事

期間中、作付を休止しなければなりませんが、
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施工業者は、ばれいしょをはじめ露地野菜など

農家の時期・休作に間に合わせるために苦労さ

れていると聞いております。 

 そこで、農地基盤整備工事の執行に当たり、

県として、農業者や施工業者に対して負担がか

からないよう、どのような対策を講じているの

か、お尋ねをいたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 農林部長。 

〇農林部長(中村 功君） 農地基盤整備工事の

執行に当たり、県として農業者や施工業者に対

して負担がかからないよう、どのような対策を

講じているかというお尋ねでございます。 

 農地基盤整備工事の執行においては、施工業

者の負担軽減に向け、建設業協会との意見交換

会を通じ、発注規模や発注時期の調整などの対

策を行ってきたところでございます。 

 しかしながら、農家が農業所得確保のため、

休作期間の短縮を要望するのに対し、施工業者

からは、作業員や作業機械の平準化、また、降

雨を考慮して工期に余裕を持ちたいという相反

する意向があり、これらの調整が必要であると

考えております。 

 このため、工事の執行に当たっては、今後と

も早期発注に努めるとともに、土地改良区と協

議し、農家のご理解を得ながら、工事の進捗に

あわせた作付面積の調整や品目、作型の見直し

などにより、農家所得と工事期間確保の両立を

図ることで、農家にとっても影響が大きい不調

不落の防止につなげてまいりたいと考えており

ます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 中村議員―29番。 

〇２９番(中村和弥君） 担当課としても、でき

るだけの配慮をやっているというのは、私も理

解できますし、業者の方たちにお話を聞いても、

十分そういう力はかりているということはお聞

きをしております。 

 ただ、しかし、やっぱり農家の方たちは、工

事期間中、作付をどうしても休止をしなければ

ならない、これは現状ですよね。ということは、

その間の収入が保証されないわけですね。とい

うことは、それ以前に十分なる農作業ができて、

ある程度の余剰金といいますか、それを確保で

きていればいいんですけれども、それがない状

態の方たちがほとんどなんです。新しい圃場整

備ができて、新しい農場ができてはじめて、今

から売上が上がっていく環境なんですね。 

 だから、そういうところも踏まえながら、ぜ

ひ農家の方たちのことをもっと真剣に考えてい

ただきたい。そうしなければ、逆に、農家の方

たちから責められるのは業者なんですよ。あな

たたちじゃないんですよ。業者なんです。だか

ら、業者の方たちも、1日も早く仕上げたい。

しかしながら、先ほど言われたように、やっぱ

り労働力不足とかいろんな意味で、なかなか実

現していないわけですから、ぜひそういうとこ

ろも検討しながら、できるだけの早期発注をし

ていただきたい。 

 ただ、しかし、今、早期発注をしたとして、

必ず人材がいるか、どうなのかというところも

出てくると思うわけですね。だから、今回、い

ろんな分野に対して外国人労働者も雇用しよう

としているわけですけれども、それが土木業者

にはないんですよ、まだ。だから、そういうと

ころも、ぜひ担当課としては、土木業者に対す

る外国人雇用、そういうところも含めながら、

ぜひ検討をしていただければなと思っています。 

 それと、もう一点なんですけれども、これは

要望にかえたいと思うんですけれども、基盤整

備の工事におきましては、現地で発生する石材

を有効活用し、石積みを施工されておりますけ
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れども、専門の石工が減少し、石工の確保に苦

労をしているとの話や、一部の石材を土地改良

区が調達をせざるを得ない状況にあるとの話も

聞いております。 

 石材確保のための他工事間調整や業界におけ

る石工の確保・育成など、発注者からの支援、

協力も必要であると考えておりまして、この点

が、非常に心配しておりますけれども、これは

要望にかえたいと思うんですけれども、可能な

限り石積みでやるというのは、農家の方たちの

率直な考えです。耐震性、いろんな自然環境、

そういうところを含めれば、やっぱりこの石積

みがベターだということなんですね。 

 ぜひこの石積みが、これまでと同様に、農家

の方たちが望んでいるような施工方法でできる

ように材料を確保していただくようにお願いを

申し上げたいと思います。 

 時間がちょっとありますので、戻らせていた

だきますけれども、先ほど言いました児童虐待

といじめの件なんですけれど、これについては、

私も、恐らく皆さん方も十分承知だと思うんで

すけれども、何をやっても減少するのはなかな

か難しいと思うんです。今日は県警の本部長も

いらっしゃいますけれども、可能な限り、県警

としても、このいじめと虐待防止については、

全力で関係機関と取り組んでいただければと思

いますので、ぜひよろしくお願い申し上げたい

と思います。 

 それと、今回、いじめ、そしてまた、虐待に

ついては、一番責任があるのは保護者です。し

かし、その保護者はゆとり教育を受けた方たち

が、今ほとんどです。そのゆとり教育の中で、

どのように子育てをすればいいのか、そしてま

た、子どものしつけをどうすればいいのかとい

うのを非常に悩んでおられるし、また、どのよ

うにしたらいいのかというのを理解されている

方が非常に少ないと思います。 

 そういう中で、先輩たちの知恵をかりて、そ

の先輩たちの知恵を現在の保護者の方たち、お

父さん、お母さんたちにやっぱり教えるべきだ

と思うんです。それをやるのは、やっぱり教育

機関、そしてまた、子どもの機関、これが双方

協力しなければならないと思うんですね。 

 ぜひとも、あの悲惨な事件、皆さんたちも思

うと思うんです。自分の産んだ子どもをどうし

て自分がいじめることができるのか。そしてま

た、自分が産んだ子どもから、逆に今は親がい

じめられるような時代でもあります。そういう

ものをぜひこの日本国中からなくしたいと思っ

ています。どうかよろしくお願いいたします。 

 ありがとうございました。（拍手） 

〇議長(溝口芙美雄君） これより、しばらく休

憩いたします。 

 会議は、11時15分から再開いたします。 

― 午前１１時 １分 休憩 ― 

― 午前１１時１５分 再開 ― 

〇議長(溝口芙美雄君） 会議を再開いたします。 

 引き続き、一般質問を行います。 

 下条議員―24番。 

〇２４番(下条ふみまさ君）（拍手）〔登壇〕 自

由民主党、長崎市選出の下条ふみまさでござい

ます。 

 質問通告に従いまして、順次、知事並びに関

係部局長に質問をさせていただきます。よろし

くお願い申し上げます。 

 まず、知事は、本定例会の初日、人口減少対

策の推進など、17から18項目を述べられ、長崎

県民の生活と福祉の一層の向上にしっかりと取

り組み、成果を上げていきたいとの所信で、
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並々ならぬ重要施策の決意をあらわされました。 

 私は、知事所信を聞く中で一般質問を考えて、

与えていただいた時間内で、大きくは6点につ

いて、質問をしたいと思います。 

 知事並びに関係部局長の答弁を求めるもので

あります。 

 １、人口減少対策について。 

 知事、所管部長の取り組まれる姿勢は、別々

の形で答弁を求めるものであります。 

 中村知事の思い切った発想のもとに、平成25

年よりスタートした県民所得の向上に次いで、

県民の最重点施策と位置づけをされました人口

減少対策についてであります。 

 平成27年（2015年）、本県内の人口は約137万

7,000人であります。我が国の総人口は、同じ

く平成27年は約1億2,700万人、30年後の平成で

言えば平成57年（2045年）には、県内人口は約

98万人、我が国の総人口はおよそ1億600万人。

このままでは、2060年には国内の人口が1億人

を切り、8,000万人台へと減少するのではない

かという推計値が、国立人口問題研究所等より

発表をされました。 

 国、地方ともに、この認識のもとで、対策を

しっかり、そして真剣に取り組んでいかないと

いけないよということのご忠告をいただいたも

のと受け止めているところであります。 

 （1）社会減に対する具体的対応策。 

 高卒から大卒までの若年層の県外への流出を

防ぎ、県内企業等への就職をより高く導く施策

についてでありますが、お示しを願いたいと思

います。 

 2点目に、社会減対策の一つでありますが、

県内移住対策について、お尋ねをいたします。 

 積極的に取り組まれている、そして成果が生

じている市町は、どのような施策を打たれ、移

住受け入れが進められているのか、県内受け入

れ実績の高い市町の取組について、また、県と

連携をされていると思いますが、施策について

お示しを願いたいと思います。 

 （2）自然減に対する具体的対応策。 

 自然減対策についての中で、出生率の向上に

ついて、お尋ねをいたします。 

 本県は、今、合計特殊出生率が1.64から1.7

へと、そして全国第4位へと向上をいたしてま

いりました。行政の努力は結果としてあらわれ

るところでありますから、大変評価をするもの

でありますけれども、2.0以上を目指さなけれ

ばならないことも事実であります。 

 まず、人口減少対策に取り組まれる知事の決

意を改めて求めます。 

 社会減、自然減対策について、具体的な施策

は、各所管部長に答弁を求めるものであります。 

 2、改正入管難民法の施行に伴う外国人労働

者雇用対策について。 

 在留資格特定技能1号は、通算5カ年、同じく

第2号は、期間の更新や家族の帯同が可能とな

る改正入管難民法が施行され、以前から、労働

力不足が生産性まで大きく影響していた本県農

業分野でありましたが、これは以前から、農業

特区申請をして進めていたところでありますけ

れども、当法施行に基づいて、農業分野での外

国人派遣会社が、つい先般、設立をされたこと

を2月20日の新聞報道にて知り得たところであ

ります。 

 全国で初めてとのことでありますが、県内で

も人手不足を訴えられている職種は、農業分野

以外にも大変多いものと思われます。企業と長

崎県は、職種、職場で、そのようなものをマッ

チングをしながら当法を活用すべきと思います

が、その県の体制づくりなり、あるいは取扱い
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業務、その積極性について、お尋ねをしたいと

思います。 

 3、健康長寿日本一の本県づくりについて。 

 （1）本年度はその環境づくりと思われたが

どうか。 

 元気で長生きをあらわす健康寿命の年齢は、

長年、全国中位から下位に近いところに位置す

る本県でありましたが、知事は、2年ほど前で

しょうか、「健康長寿日本一」を掲げられ、専

門者会議等で、その具体的推進策と、県内の県

民の環境づくりに努めてこられましたが、この

1年余りの間、どのような取組をされたのかを

お示しいただきたいと思います。 

 （2）新年度の健康寿命延伸に向けた取り組

みについて。 

 本年も、当初予算で1,400万円を計上され、

いよいよ平成31年度は、県民とともに、具体的

に取り組まれていこうとされていると思います。

県民への周知と協力、実行に移すための施策を

どう推進されようとするのか、お尋ねいたしま

す。 

 （3）歯・口腔の健康づくり条例制定後の結

果について。 

 全身の健康と歯・口腔の健康とは、大きな因

果関係があるとお聞きいたしております。 

 平成22年に議員立法した「歯・口腔健康づく

り推進条例」の制定から、およそ10年が経過を

いたしました。フッ化物洗口について、保護者

や学校教職員、歯科医師のそれぞれの立場で理

解と協力が進んでいるところですが、児童生徒

のむし歯罹患率の低下、いわゆるむし歯の本数

の減少など、どう数値にあらわれているのかを

お尋ねいたします。 

 4、県民所得向上施策の成果について。 

 （1）これまでの3ヶ年計画の成果。 

 （2）現5ヶ年計画の初年度（Ｈ28）の見通し

について。 

 このアドバルーンは、中村知事が、県民の生

活向上と若人定着を高めることを大きく目的に

掲げられ、向上値を示すという勇気ある本県の

主要施策でありました。 

 製造業、農業、水産業、サービス業の4分野

に限定をされ、まず、平成25年から平成27年ま

での3カ年で、およそ900億円の所得アップを目

標とされ、各部局が動いてまいりました。 

 2期目の現在、平成28年より平成32年までの

現総合計画の最終年に当たる時に、この3カ年

でおよそ1,000億円アップを目標として、現在

進行中であります3カ年計画の分野別の達成額、

そして、次の5カ年計画の初年度となる平成28

年度の見通しについてはいかがでしょうか、お

尋ねをいたします。 

 5、本県農水産物の海外輸出促進について。 

 （1）農水産物の生産額の推移。 

 （2）農水産物の海外輸出額の推移と取り組

みについて。 

 本県は、元来、海、陸ともに、穏やかな気候

と自然環境に恵まれて、水産県、そして農業県

長崎として歩んでまいりました。 

 しかし、技術の高度化とともに、以西底びき

や沿岸漁業は乱獲をされ、工業、製造業が大き

く成長する中で、零細農業も後継者に恵まれず、

衰退へと進んだ長い期間がございました。 

 戦後の高度経済成長を終え、安定期以降は、

リアス式海岸を有する本県は、県北・離島を中

心に、育てる漁業、養殖業が盛んとなり、近年

の農業は、土地改良も進み、農地の集約化、機

械化、そしてまた、クラスター事業の推進で後

継者も育成をされ、今や労働力不足状態であり

ます。 
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 これらは、改正入管難民法の施行を積極的に

活用して、生産額を高め、安心・安全な日本食

を大いに売り物として、本県の農水産物を海外

へ輸出を広めていく時代を迎えたと思います。 

 農水産物の生産額の推移、そして農水産物の

海外輸出と今後の取組について、農林部長並び

に水産部長にお尋ねをいたします。 

 6、九州新幹線西九州ルートの全線フル規格

化へ向けた取組。 

 九州新幹線西九州ルートの全線フル規格化に

よる整備に向けた中村知事の所見及び関係者へ

の働きかけについて、最近の動向をお尋ねいた

します。 

 知事は、今議会の所信の中で、去る1月9日に

佐賀県へ赴き、山口知事と西九州ルートの整備

のあり方について意見交換を行ってこられたこ

とを述べておられます。 

 「現在の事態に至ったのは、フリーゲージト

レインの開発が進まなかったことが原因であり、

責任ある国の立場において、しっかりと協議を

進め、具体的な整備の方向性を明らかにしてほ

しいということについて、共通の認識に立った

ところであります。さらに、西九州ルートの整

備のあり方について、今後も意見交換を続けて

いくことについて了解を得たところであり、引

き続き、佐賀県との連携を図ってまいりたいと

考えております」というふうに、知事は述べて

おられます。 

 最も思いを一つとしていかなければならない

佐賀県への働きかけについては、大変敬意をあ

らわしたいと思います。 

 私はフル規格化、あるいはミニ化を、九州新

幹線西九州ルート検討委員会や与党ＰＴの判断

や決定を待つのではなく、時間短縮効果、投資

効果、関西圏への直接乗り入れの利点、あるい

はまた、逆にミニ新幹線の工事や開業後のマイ

ナス点を明確に訴えていく、西九州ルートには

フル規格以外はないと、その趣旨を、ＪＲ九州

と一体となって、国土交通省など関係機関や関

係国会議員に強くお訴えをしていただき、心を

動かしてもらい、与党ＰＴの判断へと、その後

に結びつけていかなければならないと思ってお

ります。 

 知事の見解と最近の動向、できれば働きかけ、

要望先等の感触を教えていただきたいと思いま

す。 

 以上、本壇からの質問にかえさせていただき

ます。 

 ありがとうございました。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君）〔登壇〕 下条議員のご質

問にお答えをいたします。 

 まず、人口減少対策に取り組むに当たっての

決意のほどはどうかとのお尋ねでございます。 

 本県は、全国に先んじて人口減少が進んでお

りますことから、これまでも国の地方創生の動

きに先行して、さまざまな対策を講じてまいり

ました。 

 そうした結果、雇用の場の創出や移住、合計

特殊出生率など、一部の施策においては成果が

見られつつありますものの、若年層を中心とし

た転出超過に依然として改善の兆しが見られな

いなど、いまだ人口減少に歯止めをかけるには

至っておらず、このままの状況が続くと、地域

の経済や産業活動の縮小を招くとともに、集落

機能が維持できなくなるなど、深刻な事態に直

面するのではないかと、強い危機感を抱いてお

ります。 

 そのため、「まち・ひと・しごと創生総合戦

略」の最終年度となる平成31年度の予算編成に
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当たっては、人口減少対策を最重要課題と位置

づけ、非常に厳しい財政状況ではありますもの

の、国の交付金などを有効に活用することに

よって、雇用創出につながる創業や事業承継、

事業拡大等に取り組む事業者を新たに支援する

とともに、引き続き、好調な移住施策をさらに

推進してまいりますほか、新たな婚活支援シス

テムの構築等、出生率向上に向けた結婚支援の

充実を図るなど、社会減と自然減の両面から対

策を講じてまいりたいと考えております。 

 このほか、人口減少が一定進行する中、地域

住民主体による集落の維持、活性化に向けた活

動を支援するなど、必要な施策を可能な限り計

上したところであります。 

 今後も、何としても人口減少に歯止めをかけ

るとの強い思いのもと、これらの施策を市町や

民間、関係団体と十分連携しながら、着実に推

進し、具体的な成果をお示ししてまいりたいと

考えているところであります。 

 次に、九州新幹線西九州ルートの整備に向け

た関係者への働きかけ等についてのお尋ねでご

ざいます。 

 九州新幹線西九州ルートの整備につきまして

は、昨年3月、国から整備方式ごとの比較検討

結果が示されて以来、議員ご指摘のとおり、検

討結果をもとにしながら、効果の高いフル規格

による整備の必要性を強く訴え、理解を求めて

きたところであります。 

 また、対面乗り換え方式を長期化させないた

めにも、新鳥栖～武雄温泉間の整備方式を早急

に決定する必要があると考えております。 

 そのため、私といたしましても、去る1月、

佐賀県の山口知事と意見を交わし、長崎、佐賀

両県の考えとして、責任ある国の立場において、

しっかりと協議を進め、具体的な整備の方向性

を示してもらう必要があるとのことで意見が一

致したところであります。 

 その後、今月には、与党ＰＴ検討委員会の山

本委員長と面会し、こうした両県の考え方など

をお伝えし、西九州ルートの整備の方向性にか

かる議論を早急に進め、整備方針を示していた

だくよう訴えてまいりました。 

 山本委員長としては、議論を前に進めていき

たいという意向はお持ちでありますものの、現

時点では、いまだ検討委員会が開催されていな

い状況にあります。 

 県といたしましては、佐賀県知事との会談を

踏まえ、本県選出国会議員の皆様とご相談しな

がら、政府・与党に対する要請を行っていく必

要があるものと考えており、県議会や経済界な

ど関係者の皆様方のご協力をいただき、また、

ＪＲ九州とも連携を図りながら、責任あるお立

場としての国の考えを早急に示していただくよ

う強く求めてまいりたいと考えているところで

あります。 

 そのほかのお尋ねにつきましては、関係部局

長からお答えをさせていただきます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 産業労働部政策監。 

〇産業労働部政策監(下田芳之君） 私の方から

は、2点お答えいたします。 

 まず、若年層の県外流出を防ぎ、県内企業等

への就職に向け、どのような施策を行っている

のかとのお尋ねでございますけれども、若者の

県内就職促進につきましては、学生、生徒はも

ちろん、教職員や保護者に対しまして、県内企

業の情報や本県の暮らしやすさなどを伝えるこ

とが大変重要だと考えております。 

 そのため、合同企業説明会や交流会など、企

業と学生、生徒が接する機会を引き続き充実さ

せるとともに、県幹部職員などが大学と高校へ
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出向き、ふるさとの魅力や、本県で働くことの

意義などを直接伝えることで、県内就職に対す

る意識の醸成を図ってまいります。 

 また、県外進学等に対しまして、ツイッター

などのＳＮＳを活用し、ふるさと情報や県内企

業情報等を発信することで、地元に対する意識

をつなぎとめるとともに、大学や企業を訪問し

て、情報収集や就職支援を行うキャリアコー

ディネーターを新たに福岡県と首都圏に配置し、

県外進学者に対する働きかけも強化してまいり

たいと考えております。 

 加えて、県内企業に対しましても、福利厚生

や待遇などの勤務条件の改善、キャリアパスの

構築など、人材育成のための仕組みの整備、学

生、生徒の興味を惹くＰＲ方法の習得等、採用

力の向上に主体的に取り組み、選ばれる企業と

なるように支援してまいります。 

 今後も、関係部局や教育機関、市町、経済団

体等と連携して全力で取り組んでまいります。 

 次に、入管難民法改正を踏まえ、県としてど

のように対応していくのかとのお尋ねでござい

ます。 

 昨年12月に改正されました「出入国管理及び

難民認定法」によりまして、人手不足が深刻な

14分野で、本年の4月に、新たな外国人材受け

入れのための在留資格が創設されることになっ

ております。 

 県内におきましても、製造業や農業など、既

に多くの外国人材を受け入れている分野のほか、

介護業等におきましても、非常に関心が高く、

新しい制度の活用が今後進んでいくものと考え

ております。 

 そのため、県といたしましては、県内企業へ

のアンケートにより状況を把握するとともに、

本県と友好交流等の関わりがある国、地域と連

携を密にしながら、優秀な外国人材を安定して

確保していく仕組みを構築することとしており、

現在、ベトナムのクァンナム省などと協議を

行っているところでございます。 

 また、県庁内の組織体制につきましては、産

業労働部が窓口となりまして、各産業分野につ

いて、本年1月に設置した関係課によるプロ

ジェクトチームにより、外国人材の就労面及び

生活面にわたる受け入れ環境の整備等に対応し

てまいりたいと考えております。 

 全国的に受け入れニーズが高まる中、他県に

先んじて外国人材に選ばれる地域となりますよ

う、関係部局一丸となって、全力で取り組んで

まいりたいと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） 私からは、3点

お答えをさせていただきます。 

 人口減少対策のうち、市町の特徴的な移住施

策の取組についてのお尋ねでございます。 

 人口減少対策につきましては、これまでも県

政の最重要課題と位置づけまして、移住促進に

取り組み、ワンストップ相談窓口の設置や、都

市部での移住相談会の開催、各種情報発信に努

めてまいりました。 

 市町の特徴ある移住施策としましては、平戸

市や五島市などにおいて、専門相談員を設置し、

福岡をはじめ、県などが開催をする県外での相

談会へ積極的に参加されるなど、相談体制の充

実・強化に取り組まれております。 

 また、五島市や対馬市などでは、地域おこし

協力隊の積極的な活用によります空き家の調査、

活用や、賃貸住宅の家賃補助など、住宅確保対

策に力を入れて取り組まれております。 

 このほか、松浦市や対馬市などでは、それぞ

れの福岡事務所を拠点として、福岡在住の出身
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者にふるさと情報を継続して発信するなど、特

徴ある移住施策に取り組まれております。 

 県といたしましては、こうした市町の取組を

広げていきますとともに、来年度、国の新たな

政策を活用した移住支援策の強化や、移住希望

者のニーズに沿った住宅確保対策に新たに取り

組むこととしており、引き続き、市町や民間事

業者とも一体となって、移住促進に向け、全力

を尽くしてまいりたいと考えております。 

 次に、県民所得向上対策のうち、3カ年計画

の分野別の達成額についてのお尋ねでございま

す。 

 平成25年度から3年間取り組んでまいりまし

た県民所得向上対策の分野別の実績につきまし

ては、製造業では、県の施策の主な対象であり

ます中堅企業の付加価値額が着実に増加をし、

施策の効果が直接及ばない大企業も、平成27年

度には一定持ち直したところでありますが、平

成25年、平成26年度の減少が大きかったことか

ら、最終的には508億円の増加目標に対し、342

億円の増加となっております。 

 水産業では、養殖業の生産額が目標を上回っ

たものの、海面漁業においては燃油価格の上昇

の影響などを受けまして、77億円の増加目標に

対し、9億円の増加にとどまっております。 

 一方、農業では、産地計画の推進などにより

まして、農業産出額が順調に推移をし、目標の

43億円を大きく上回る123億円の増加となった

ほか、サービス業でも観光客数やクルーズ客船

の入港数の増加を背景として、272億円の増加

目標に対し、実績は290億円の増となり、いず

れも目標を達成いたしております。 

 この結果、全体として900億円の増加目標に

対する実績は、約85％となります764億円にと

どまったところではございますが、商工業や農

林水産業をはじめ、各分野において、地域別の

計画に基づき、官民一体となって所得向上を目

指す取組が進んできておりますことから、こう

した流れを今後にしっかりとつなげてまいりた

いと考えております。 

 次に、現5カ年計画の初年度、平成28年の見

通しについてのお尋ねでございます。 

 県民所得につきましては、国の統計データを

利用するなどして推計をいたしますため、現在、

計画初年度となります平成28年度分を算定中で

あります。 

 現時点で判明している県民所得の基礎となり

ます指標を見ますと、海面漁業生産額の減少や、

熊本地震の影響による観光消費額の減少など、

マイナス要素が一定見込まれるところではござ

いますけれども、一方で、「経済センサス」及

び「工業統計」によりますと、製造業の付加価

値額が平成27年の5,900億円から、平成28年は

約13％増となります6,652億円へと増加をいた

しております。 

 県民所得においても、引き続き、増加が見込

まれるのではないかと考えているところでござ

います。 

〇議長(溝口芙美雄君） こども政策局長。 

〇こども政策局長(園田俊輔君） 私の方からは、

1点お答えさせていただきます。 

 自然減に対する具体的対応策についてのお尋

ねですが、平成29年の本県の合計特殊出生率は

1.70で、全国4位となっておりますが、これを

支えているのは、結婚後の出生力の高さであり、

これは市町とともに推進してきた子育て環境の

充実によるものと考えております。 

 しかしながら、県民の希望出生率である2.08

とは大きな開きがあるため、これまで以上に県

民の皆様が希望どおりに、結婚、妊娠・出産し、
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安心して子育てができる環境づくりを推進して

いく必要があると考えております。 

 そのため、次年度は、県全体で、結婚を希望

する独身の方々や、子育て家庭を応援する機運

の醸成を図るため、新たに行政、企業、団体、

県民が一体となったキャンペーンを展開し、企

業や団体による「結婚・子育て応援宣言」の実

施や、結婚・子育てを応援するボランティア活

動への参加促進、妊娠・出産に関する知識の啓

発などに取り組んでまいります。 

 また、未婚化、晩婚化に歯止めをかけるため

の結婚支援については、これまでの個人の出会

いを応援する取組に加え、市町や企業、団体等

との協働により、独身グループ同士の企業間交

流を促進してまいります。 

 加えて、子育て支援については、待機児童の

解消などに対応するため、保育士・保育所支援

センターの機能拡充をはじめ、保育人材の確保

対策を強化するなど、官民一体となって、県民

の希望出生率の実現に向けた取組を推進してま

いります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 福祉保健部長。 

〇福祉保健部長(沢水清明君） 私の方からは、

3点お答えをさせていただきます。 

 まず、健康長寿日本一に向けた本年度のこれ

までの取組状況についてのお尋ねでございます。 

 健康長寿日本一の実現には、県民の皆様自ら

が、主体的に健康づくりに取り組むことができ

る環境づくりを進めることが重要でございます。 

 そのため、本年度は、まず、専門家等による

プロジェクトチームで行った課題分析や、施策

展開の検討結果を踏まえ、多くの関係者からな

る県民会議を設置し、県民運動の基盤となる枠

組みを構築いたしました。 

 また、企業、団体の応援を得ながら、県民運

動を展開していくため、県民の健康づくりを支

援する企業、団体を登録する制度を創設したと

ころであります。 

 さらに、本県の健康課題に対応して、県民の

皆様に健診、運動、食事に関する具体的な行動

を促すため、「ながさき３ＭＹチャレンジ」を

キャッチフレーズとした普及啓発も積極的に展

開をしております。 

 このような動きに呼応して、県民健康まつり、

あるいは、健康セミナーの開催など、企業等が

主体となった取組も拡大しているところでござ

います。 

 次に、来年度はどのような施策を推進してい

こうとしているのかとのお尋ねでございますが、

来年度は､本年度構築した県民会議を中心とし

た仕組みを最大限活用し、県民の皆様に主体的

に健康づくりの取組を進めていただくことが重

要になります。 

 その際、県民の皆様に納得していただきなが

ら、楽しく取組をはじめ、継続できるような工

夫が必要であると考えております。 

 そのため、例えば、自らの食事や運動等の生

活習慣の改善による疾病の発症リスク低減効果

を携帯端末等で手軽に確認できるようにするこ

とや、あるいは、企業、団体等の優良事例を表

彰制度を通じて幅広く普及することなどにより、

県民の皆様の実践を促してまいります。 

 また、施策をより効果的に進めるためには、

住民の健康づくりや、地域活動組織の支援の主

体である市町との連携が不可欠でありますこと

から、本年度も施策の検討、実施に当たりまし

て、県と市町で何度も協議を重ねてまいりまし

た。 

 今後も、市町と目標や地域ごとの課題等を共

有しながら、さらに連携を深め、より大きな県
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民運動として展開してまいりたいと考えており

ます。 

 最後に、歯・口腔の健康づくり推進条例に基

づくこれまでの取組で、子どものむし歯はどう

なったのかとのお尋ねでございます。 

 条例に基づく子どものむし歯予防対策として

は、広報による家庭への普及啓発や、学校関係

者への理解促進を図るとともに、平成25年度か

ら保育所、幼稚園、小学校でフッ化物洗口を実

施しており、平成29年度からは、その対象を中

学校に拡大したところであります。 

 子どものむし歯の状況につきましては、永久

歯が生えそろう12歳児で、条例制定時点の平成

21年度と本年度を比較しますと、一人当たり本

数は1.55本が0.95本へ0.6本の減少、有病者率

につきましても、55.39％が40.41％へ14.98ポ

イントの減少となっており、条例に基づいて取

り組んできたことの成果があらわれているもの

と考えております。 

 歯・口腔の健康は、全身の健康につながるこ

とから、若い世代から口腔ケアに取り組むこと

は、健康長寿日本一の県づくりを推進するうえ

でも重要な要素であると考えておりますので、

今後とも、県歯科医師会等と連携して、フッ化

物洗口を推進するとともに、学校における歯磨

き指導等を継続しながら、子どものむし歯予防

を推進してまいりたいと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 農林部長。 

○農林部長(中村 功君） 私から、2点お答え

をいたします。 

 まず、農産物の生産額の推移についてのお尋

ねでございます。 

 本県の農業産出額につきましては、議員ご指

摘の土地改良などに加え、集出荷施設整備や労

力支援対策によるブロッコリー、レタス、にん

じんなどの露地野菜の作付拡大、みかんの単価

向上、肉用牛の増頭や子牛・枝肉価格の向上な

どにより、平成21年の1,376億円から、平成29

年は1,632億円と、全国で唯一、8年連続で増加

しております。 

 一方で、農業従事者の高齢化による担い手不

足により、作付面積は減少傾向で、産地の生産

基盤の弱体化が懸念されております。 

 そのため、今後も引き続き、産地計画を基軸

として、環境制御技術などのスマート農業によ

る生産性向上、水田への園芸作物導入や肉用牛

増頭などの産地拡大、外国人材活用による労力

支援などに取り組むことで、さらなる農業産出

額の向上を目指してまいります。 

 次に、農産物の海外輸出額と今後の取組につ

いてのお尋ねでございます。 

 県では、これまで農業者、農業団体、流通業

者等で構成します「長崎県農産物輸出協議会」

による初期商談やテスト輸出の支援、海外バイ

ヤーの産地招聘、他部局や九州各県と連携した

フェアの開催など、輸出促進対策に取り組んで

まいりました。 

 その結果、現在、香港へ畜産物やいちご、み

かん、びわ、ほうれんそう、台湾へ長崎和牛、

タイやシンガポールには長崎和牛やいちごを輸

出しているところでございます。 

 輸出額は、平成26年度の約7,500万円から平

成29年度には約3億1,000万円となっております。 

 今後は、平成32年度目標である5億円の達成

に向けて、輸出を実践する農業者等の増加を図

るとともに、長崎和牛、青果物に加え、国内消

費が低迷しておりますお茶や花卉についても、

商談会等への積極的な参加、輸出業者やバイ

ヤーとの信頼関係の強化、さらには長崎フェア

の開催による認知度向上を図ることで、海外取
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扱い店舗の拡大を進め、さらなる輸出額の向上

に努めてまいります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 水産部長。 

○水産部長(坂本清一君） 水産物につきまして

は、東シナ海における外国漁船との競合に伴う

漁場の縮小や資源の悪化等により産出額は減少

し、平成24年には900億円まで低下いたしまし

たが、クロマグロ養殖の拡大や真珠需要の持ち

直し、水産物輸出の増加等により、平成28年は

974億円となっております。 

 一方、国内需要の低迷や漁業経費の増加が漁

家経営を圧迫していることから、収益性の向上

や養殖業の生産拡大、水産物輸出等の取組につ

いて、対策の強化が必要であると考えておりま

す。 

 そのため、「地域別施策展開計画」を基軸と

し、水産業の経営強化と優良経営体の育成に取

り組むとともに、養殖業の成長産業化に向け、

輸出を視野に入れた漁場創出、新規参入、産地

強化の推進と高度衛生管理対策を強化し、産出

額の増加と所得向上に取り組んでまいります。 

 次に、本県水産物の輸出につきましては、マ

グロ、マダイ、ブリ、アジなど、中国向け鮮魚

を中心に、平成25年度の実績は約6億4,000万円

に対し、平成29年度は約21億円と順調に増加し

ております。 

 今後は、現在の輸出額を平成33年度までに40

億円に倍増させる目標を持って、現地バイヤー

と連携した販売プロモーション、商談会等の本

県水産物のＰＲ活動やＨＡＣＣＰ等、輸出国が

求める衛生管理体制の充実、市場調査やバイ

ヤー招聘による海外ニーズの把握と、それに応

じた商品力の強化を図るとともに、輸出拡大に

向けた新規販路などの開拓を推進し、輸出促進

を図ってまいります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 下条議員―24番。 

〇２４番(下条ふみまさ君） 6点におきまして、

持ち時間、答弁時間いっぱいご活用いただきま

して、知事をはじめ、部局長からそれぞれ答弁

をいただきました。ありがとうございました。 

 それでは、私の持ち時間、残り23分ございま

すので、この中で再質問の形で質問を続けさせ

ていただきたいと思います。 

 まず、最初に質問いたしました人口減対策で

すが、一番難しい課題であることは間違いない

んですね。これは、私の記憶によると、データ

は手元に置いていませんが、もう昭和35～36年

からですか、もう人口がピークを迎えて、徐々

に、出生を含めて、そういった段階がスタート

しだしたのではないかと思っているんですね。

そのくらいに、人口減少対策にはこの手という

一つの手はないということは、出生率も含めて

あります。しかし、壇上で申し上げましたよう

に、長崎県が、今、合計特殊出生率が1.7まで

回復をしたということは、本当に知事をはじめ

皆さん方の努力の成果のあらわれだと思います。

心から敬意を表し、評価をいたしながら、なお

一層、1.7が1.8と、あるいは2.08というものま

で近づいていけるように、これは私たちも含め

て努力をし、しかも、長崎県は離島・半島が多

いところですが、そういった地域は意外と出生

率が高いですね。そういったものを大いに参考

とされながら、都市部においても2.0に近づい

ていくような施策を大いにしてほしいと思いま

す。 

 それから、移住対策について、先ほどお話が

ありましたが、本当にすごいですよね。松浦と

か、五島関係、壱岐・対馬もそうですね。非常

に移住対策がうまくいっているなと思うぐらい、

しかも、Ｕターンのあれを見ますというと、Ｕ
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Ｉターンが、長崎県は非常に若年者といいます

か、20代から40～50代の若い働き手の方が移住

をしてきているというのは非常にありがたいこ

とです。そういったものがデータで出てきてい

るようですので、そういった若い働き手のＵＩ

ターンを大いに進めてもらいたいと思っている

ところであります。 

 それと、また、もう一つ心配なのは、この移

住受け入れの問題で、全く興味を示していない

市町が幾つもありますね。これはもう名前は申

し上げません。1年間の移住実績ゼロというと

ころもありますね。やっぱりこういった市町と

も連携を図りながら、何とか移住対策を進めて

もらえないかということを、むしろ働きかけて

いくところも幾つかあるようなデータがありま

すが、その点はいかがでしょうか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 

○企画振興部長(柿本敏晶君） 移住対策への市

町の取組でございますけれども、先ほどご説明

しましたような各市におきまして、移住に力を

入れて効果が上がっている一方で、議員ご指摘

のとおり、実績が昨年あたりで見てないという

ふうな市町もあるというのも事実でございます。 

 県としましては、まず、そういったところを

全体的に推進するために移住サポートセンター

でしっかりとした取組を行っておりますけれど

も、ただ、それだけではなくて、やはり各市町

が、それに対して一緒になって独自の取組を

行っていくということが成果につながっていく

と思っております。 

 そういう意味では、やはり実績が上がってい

る地域での取組を、いろいろ、スクラムミー

ティングの機会とか、そういったところを通じ

てしっかりと、首長さん含めてお話をしながら、

そういった意識を持って対応していただくよう

に働きかけを行っているところでございます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 下条議員―24番。 

〇２４番(下条ふみまさ君） 年間の実績がゼロ

であったり、4であったり、5であったりする、

本当にゼロとか、一桁台のところも数市町ある

わけですから、ぜひ働かけをして、一緒に県全

体で取り組みましょうよということで、あなた

の町の、あなたの市の魅力というものを大いに

発揮して頑張ってほしいということを力づけな

がら、また一緒になって頑張ってほしいと思い

ます。 

 第2点目の外国人の雇用政策についてですが、

新しい法律が思い切ってできました。これで5

カ年、あるいはそれ以上の外国人労働者が日本

に、あるいは長崎県に、これから大いに入って

きやすくなったわけであります。労働不足とい

うのは、長崎県でも感じるぐらいですから、も

う大都市では大変だろうと思っております。そ

ういう中で、労働力が不足する部分はお互いに

助けてもらうということの意味を含めて、アジ

アを中心とした皆さん方からお手伝いをしてい

ただいて、何とかその分をカバーしていただく

というすばらしい制度が導入されたわけですか

ら、それを一番最初に、農業が、長崎県の外郭

団体が中心として出資をされて、派遣会社がで

き上がりました。 

 この中で、ただ、心配をするのが、外郭団体

が、財団が出資をされ、民間まで入って100％

でき上がった派遣会社は、外国人と直接雇用契

約をして、そして、賃金を決めて、あるいは渡

航費用等もその中できちっとあらわして外国人

を、第三セクターが、しかし公共性があります

から、そこは派遣会社として雇うことができる。

その雇われた者を使用するのは農業者でありま

すし、農業法人なわけですね。 
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 今度は、派遣会社との待遇面、いわゆる給与

面といいますか、そういったものでの働きかけ

といいますか、約束事というのは、いよいよ新

年度はもうどんとスタートしたいということで

ありますので、どのようなものを予定して、金

額等も提示をしようとされていますか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 農林部長。 

○農林部長(中村 功君） 議員のご質問につい

ては、農家負担額の考え方かと思いますが、こ

の農家負担額の考え方としましては、まず、在

留資格「特定技能」の外国人の報酬額といいま

すものが、本年1月に政府が示した省令案にお

いて、日本人が従事する場合の額と同等以上と

されておりますので、この基準をまず遵守して

定める必要がございます。 

 これに加えて、社会保険料や、先ほど議員が

おっしゃいました外国からの渡航費用、日本語

の研修費、それから派遣会社の運営費等、こう

いったものを合算したものになるものと見込ま

れております。 

 県といたしましては、このような負担額の考

え方について、農家の理解が得られるように、

派遣会社である「エヌ」に対して、十分な説明

を行うよう求めてまいりたいと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 下条議員―24番。 

〇２４番(下条ふみまさ君） この派遣会社には、

ＪＡ中央会も入っているわけですから、農業者

の気持ちというのはよく理解をされたうえでの、

かつて日本で実習生として経験がある人も含め

て、大学を卒業された皆さん方も、いよいよ外

国から入ってくるんでしょうが、ある程度日本

語が理解できる、わかると、そういった人たち

がまず第一陣として入ってくるだろうと思うん

です。 

 そこで、日本人と同等の待遇だということを、

国が省令か何かで定められて、皆さん方にお届

けされているようでありますけれども、しかし、

農業者が高い賃金で、待遇で、そういう形で、

いろんな福利厚生は派遣会社がされるんですけ

れども、そういった皆さん方がお支払いをされ

るものは、結果的には、全部農業者が、いわゆ

る雇用者とは言わないにしても、雇用者として

の負担をするわけであります。 

 ですから、そういったものがしやすい、のど

から手が出るほどほしいけれども、それまでは

面倒見きれないというふうな状況が、ミスマッ

チが起きないように、何とかその点を気をつけ

ながら、皆さん方農林部のこの派遣会社が、長

崎県のモデルという形になってくるだろうと思

います。他の分野は、水産以外は直接契約です

から、それぞれになるわけですが、いずれにし

ても、モデル的なスタイルでスタートしていく

わけですので、何とかそこのところを慎重に、

また、よく話し合いをされて進めていただきま

すようにお願いを申し上げまして、次の項目の

再質問に移りたいと思います。 

 健康長寿は、前回も私は一般質問をさせてい

ただいたわけでありますが、今、いよいよ新年

度がはじまり、これから具体的に県民にどう理

解をしてもらいながら取り組んでいくかという

ふうに、新年度からいよいよ予算も伴って入っ

ていくということになろうというふうに答弁を

理解をいたしましたけれども、そういう中にお

いて、いつ頃だったでしょうか、随分前に、県

民にまだ十分に浸透していないんじゃないかと

いうふうなお話がありましたが、当然これから

のことでありますから、私はそれをあまり気に

はしておりませんでしたけれども、まずは、長

崎県が、知事が旗を振って、健康長寿日本一づ

くりを目指しているんだということを知ってい
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ただくと、それはいいことだと、私たちのこと

だと、よし一緒に取り組もうと、そういうこと

ですね。そういったものに進んでいかなければ

ならないんです。 

 長野県なんかは、私も随分前に研究に行って

まいりましたけれども、地道に、長く時間をか

けてやってきて成果が生じてきているわけです。

減塩運動なんかがそうですね。長野県なんかは

寒いところですから、やっぱり漬物文化が根づ

いていたところを、減塩運動を中心として進め

ていって成果が出てきたわけです。 

 私は今、部長答弁の中に、「市町との連携も

しっかり図りながら」ということがありました。

確かに、その中のあらわれの一つとして、今年、

長崎市は、成人式の式典に参加をされた若人の

皆さんに「健康寿命の協力、理解」という一枚

のパンフレットを配布されました。そこに栄養

のバランス、適度な運動、そして健診も含めて、

歯の健康ということも書いておられました。そ

れを式典の全参加者にお配りをしました。私は、

すぐ市長のところに飛んで行ってお礼を申し上

げました。よく県と連携を取って、こういうこ

とをやっていただいてありがたいと。大変感謝

しますけれども、次の段階として、例えば40歳

とか、50歳とか、特定健診のはがきがいきます

ね。そういったものを含めて、自治会を経由し

てもいいですよと、長崎市は自治会が全部配布

をしますのでね。定期的にそのようなものを、

健康寿命前進に向けてともに取り組もうという

ことを、全世帯、あるいはまた、そういった節

目の時にやってもらいたいと、そこまでお願い

をしてきておりますので、ぜひ連携を取りなが

ら、これはやってもらいたいと思いますし、何

よりも、長崎県は、自治会、町内会組織という

のが非常に確立をされていると私は思います。

ですから、この健康寿命に向けて、ここを長崎

市が使わない手はないんです。 

 今まで、私たちは、自治会には各専門部会を

持っています。その中の一つに体育部というの

はありましたけれども、健康づくり部というの

は、基本的にないんじゃないかと私は思います。

あるところもあると思いますが、私も広く自治

会はよくわかっていますけれども、率先して

「健康づくり部会」というものを立ち上げてい

ただいて、そこで、この健康長寿等について専

門家を、あるいはこの連合自治会ぐらいで、い

いですか、90歳になる、また卓球をされたりし

ている高齢者の方、元気な方がいらっしゃるん

です。そして、自治会の先頭に立っていろんな

活動もされています。こういう方たちを自分の

町内に招いて、なぜこんなにあなたはお元気な

んですかということで、その日常生活をお聞き

するとか、そういうふうな組織を、私も長崎市

内でお願いをしている最中でありますので、ぜ

ひそういったものを自治会組織、あるいは長崎

市とのより一層の連携を、ありましたら決意を

いかがですか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 福祉保健部長。 

〇福祉保健部長(沢水清明君） この健康づくり

というのは、県だけではできない。基礎自治体

である市町、あるいは関係団体とともに、県民

の皆様に実践していただくということを目的に

県民会議も立ち上げてやっているところでござ

いまして、また、現場で、第一線で健康づくり

に取り組んでおられる市町におきましても、県

とスクラム会議ということを設けて、どんな取

組がいいのかということも協議を進めておりま

すので、こういう機会に議員のご指摘も参考に

させていただいて協議を進めてまいりたいと考

えております。 
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〇議長(溝口芙美雄君） 下条議員―24番。 

〇２４番(下条ふみまさ君） この長崎県の健康

長寿づくりというのは、知事がぽんと打ち出し

をして、「健康寿命日本一の県づくり」を目指

そうという旗を掲げられたわけでありますので、

これは地道なことでありますし、時間を要する

かもしれませんが、ぜひ県民の皆さん、あるい

は自治会を組織されている皆さん、そういった

本当に日常生活で活動されている、そういう人

たちも一緒に取り組んでいただけるような県民

会議、プラス、そういった組織を大いに活用し

ながら、これは私たち自身のことでありますの

で、やはり健康のままで長生きをしていくとい

うのが最高の人生でありますから、そこのとこ

ろをしっかりとお訴えをしながら、県民ととも

に、まずは健康長寿の上位県を目指してほしい。

1番とか3番とかなったら大変ですよ。しょっ

ちゅうころころ入れかわざるを得ないんですね。

ちょっとした0.0台で入れかわるわけですから、

10位以内を目指して、何とか常に10位以内に

入っているとすばらしい県になるわけですので、

そういう気持ちで頑張ってもらいたいというこ

とにしておきたいと思います。 

 4番目の県民所得向上の成果についてであり

ますが、本当にこれも、私は、あの当時、知事

が数値まで掲げられていくぞということをよく

やられたなと。これは全ての県議会議員の方々

も、数字まで出してやるかと、すばらしいねと

いうふうな形で、私たちも協力しようよと、そ

ういうふうな形で知事のアドバルーンに感謝と

敬意をあらわしてスタートした問題であります。 

 しかしながら、これも本当に大変だと思いな

がら、過去の3カ年間は900億円の目標に対して

760億円台ですか、達成をされたと。約80数％

ということでありますが、まだまだこれが進ん

でいかないのは、農林とサービス業以外のもの

がちょっと伸び悩んだということでありますけ

れども、ぜひ、そういったところも大いにひっ

ぱっていただけるように、特に、水産は、海面

漁業というのはもう限界が基本的にありますの

で、これからはやはり大きく養殖業を伸ばしな

がら、これをいかに、胃袋の数が減ってきてい

る日本じゃなくて、発展著しいアジア、アメリ

カ、ヨーロッパというところを見据えて、すば

らしい日本のおいしい魚、おいしい野菜もそう

ですけれども、おいしい食べ物、安全で安心な

食べ物ということを売りものにして、大いに外

国に向かって供給を進めて、需要をとっていた

だきたいと思うところでございます。よろしく

お願いしたいと思います。 

 それでは、最後に、新幹線の全線フル規格化

について再質問をしたいと思っています。 

 今、知事からは、それぞれのお話がございま

したけれども、私も、実はつい直近、安倍総理

に官邸にお伺いしていいよというお知らせをい

ただいてうったまがりましたけれども、お伺い

をして、長崎県の重点項目、およそ時間を15分

は少なくとも取りますということでしたので、

結果的に15分強の20分弱でしたが、総理官邸に

お伺いをしてまいりました。 

 その中の重点項目を5つぐらいに絞り込んだ

中の第1点目に、私も議員さんたちのご推挙の

おかげで任期いっぱい、全線フル規格を中心と

した新幹線議連の会長職をお受けしているもの

ですから、これを第1点目に掲げながら、「西九

州ルートは、全線フル規格で、安倍総理、何と

か特段の措置をお願いをしたい」ということを

一対一で申し上げてまいりました。 

 そういう中において、この与党ＰＴの、特に、

山本委員長が進める西九州ルートの検討委員会
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のミニかフルかの検討待ちみたいなところが

ちょっと見られないということもないような、

あるんじゃないかと思うようなところも危惧さ

れるものですから、私はこの与党ＰＴの皆さん、

特に、検討委員会の先生方は、もう全員がミニ

ではだめだと、フルなんだということを、価値

観を知事と同一にされるべきと思うんですが、

そういった感触はないですか、いかがですか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君） まだまだ与党検討委員会

の皆様方の議論が、さまざまな選択肢の課題の

整理がなされて、提示されていない状況であり

まして、いまだ把握できないような状況にあり

ます。機会をいただく都度、フル規格での整備

の必要性を訴えてきているところでありますが、

引き続き、全力を注いでいかなければいけない

と考えているところであります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 下条議員―24番。 

〇２４番(下条ふみまさ君） この西九州ルート

の全線フル規格というのは、八江特別委員会委

員長を中心とした私たち議会議員のほとんどと

言った方がいいでしょうね、フル規格でお願い

をしたいという気持ちと、また行動も含めて、

知事と全く同一の言動を行っていると、また、

バックアップをしていきたいと思っているとい

うことを理解していただいていると思いますが、

お訴えをしながら、何としてでも、与党ＰＴを

中心として、党本部の3役の先生方も含めて、

ミニ新幹線というのは、今では特に、佐賀県の

平地には多数の踏切がございます。そこをミニ

新幹線と言っても新幹線ですから、新幹線が走

るということは大変な危険度も増してきますし、

また、一番は工事中のＪＲ離れというのが出て

くるんじゃないかと、これが心配ですよ。途中、

バスで工事中のところをピストン輸送しなけれ

ばならないんじゃないかとか、そうなりますと、

いよいよＪＲ自身も大変厳しい状況になってき

ますので、ＪＲ九州と一体となって、フル規格

での、また、このフル規格というのは、災害に

もものすごく強いわけですから、災害に強く、

安全性があり、そして採算性が高い、経済効果

があるという、全ての面で利点があるわけです

ので、この点を強く訴えていただいて、国会議

員の先生方や専門家の皆さん方、国土交通省の

幹部の皆さん、あるいは鉄道・運輸機構の皆さ

ん方のご理解をいただいて、何としてでも、今

年の夏には一定の方向性が出てくるやに、いよ

いよもうそのくらいでは遅いぐらいになるだろ

うと思いますので、本当に1分1秒を大切にしな

がら、そういう方たちと同じテーブルに着くこ

とができて、「西九州ルートはフル規格だよね」

という同一価値を持てるようにするためにも、

ぜひ知事を先頭として、関係の部局長さんが全

力で頑張ってもらうことを訴えながら、私の質

問は終わりますが、残された時間があと1分ご

ざいますので、ここで一言お礼を申し上げたい

と思います。 

 私も県議会議員として12年間、皆さん方の末

席をけがすことができました。今でも浅学菲才

だなということは常々感じ、反省をしながらの

議員活動を行ってまいりました。 

 また、地方議会議員としては、長崎市議会議

員を入れますと32年という期間を務めさせてい

ただきましたけれども、この長崎市の人口減少

を止めきれてないと、これには大きな責任を感

じる一人でございます。本当に申しわけなく思

いますが、しかしながら、諦めることなく、私

も政治家としての議員を3月いっぱいで引退を

する決意をいたしましたので、一県民として、

下からの支えとして努力をしていき、頑張って
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いきたいと思っているところでございます。 

 いずれにいたしましても、中村知事をはじめ

理事者の皆さん、県警察本部長、また教育委員

会教育長をはじめ関係者の皆さんには、長年に

わたって大変お世話になりました。心から感謝

を申し上げまして、私の最後の一般質問といた

します。（発言する者あり） 

 ありがとうございました。 

 お世話になりました。（拍手） 

〇議長(溝口芙美雄君） 午前中の会議は、これ

にてとどめ、しばらく休憩いたします。 

 午後は、1時30分から再開いたします。 

― 午後 零時１８分 休憩 ― 

― 午後 １時３０分 再開― 

〇議長(溝口芙美雄君） 会議を再開いたします。 

 午前中に引き続き、一般質問を行います。 

 宮内議員－45番。 

〇４５番(宮内雪夫君）（拍手）〔登壇〕 平成最

後の統一地方選挙を控えて、私たちは、今、任

期最後の議会に臨んでおります。 

 この議会は、過去4年間の県政の方向づけは

どうだったか、実績は、そして県民の評価はど

うなのか等々について、質疑をするのは本来で

ありましょう。 

 我々は、間もなく有権者の厳しい審判を受け

る身でもあります。この場に再び戻れる保証は

ありません。 

 今議会、今日からの一般質問における議員各

位の真剣で根性の入った質問に対し、中村知事

の偽らざる、そして真に熱意ある答弁を期待し

て、質問に入ります。 

 今、県政は、実にさまざまな、そして突破困

難な課題が山積しております。いわく高齢化、

私を含めて、いわく少子化、なかんずく拍車が

かかる人口減少、その結果として、来月には全

国でただ本県1県の上場企業ゼロという県勢の

衰退等々、これら困難な問題に対し、県民挙げ

てアイデアを出し、政治と行政が一致点を見出

し、すぐにとは言わないまでも、県民が将来に

明るさを感じるような県政を実現しなければな

らないことは論をまちません。 

 これらのことについては、これからそれぞれ

の各会派の皆さんが、違う立場から的を射た質

問があるでありましょうから、それに期待する

として、私は私なりに、通告をしている点につ

いて、絞ってお聞きをいたします。 

1、石木ダム反対運動と憲法第12条について。 

 昨年の夏の暑さは、災害級とも言われており

ました。佐世保市も、公立小中学校の全教室に

エアコンを30億円近い予算で設置することに

なっています。県内各自治体も同様でしょう。 

 つまり、地球環境の大変化が起きつつあるの

は、今や世界の共通認識であります。地震災害

は除きますが、この2年ないし3年の間に、福岡

県朝倉地方の大水害、去年の西日本大水害、巨

大台風で滑走路が水浸しになり、連絡橋も壊れ

た関西空港。そうかと思えば、昨年末から今年

のはじめにかけての静岡県の一級河川安倍川の

大渇水。まさに、降れば50年に一度クラスの豪

雨、降らなければ1カ月も2カ月も降らない。さ

らに、今年1月、大坂なおみ選手が優勝したテ

ニス全豪オープンのさなか、少し離れたオース

トラリアのマーブルバーという都市で49.1度と

いう気温を観測しました。20世紀後半から、地

球全体で極端な気候変動が起きているのは疑い

ようがありません。 

 私がこの問題を取り上げるのは、石木ダムの

件があるからです。新年度予算にある程度の決

意が込められていることを評価したうえで、こ
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の問題の経緯を少し振り返ってみたいと思いま

す。 

 大渇水に見舞われた平成6年から7年にかけて、

佐世保市は、213日間の給水制限、しかも、か

なり長時間、一日の断水時間が約21時間にもな

り、「疎開」という言葉さえ市民の間にささや

かれた厳しさ。「疎開」とは、戦時中、空襲を

逃れ、あるいはその他の自然災害から逃れるた

めに、密集した家屋を田舎の村落に移すことを、

戦時中は「疎開」と称して、行政的に国民を指

導しておりました。そのことを申します。今や、

そういう「疎開」という言葉さえ市民の間にさ

さやかれはじめました。その厳しさ。会社員が

仕事を中断して、水をために家に帰る必要が

あった人も多々ございました。 

 水タンクを積んで他都市から救援に来る大型

ダンプが川谷水源地に水を落としている様子は、

広い田んぼにじょうろで水をまくような、まこ

とに悲しい光景でありました。佐世保市内、福

石観音前の国道は、この時期、行き交うダンプ

で交通騒音日本一を記録したそうであります。 

 ダム建設反対の方々は、「佐世保の水需要は

減っている」、「あんな渇水はまず起きない」、

「先祖伝来の我が家、土地は売らない」、そし

て「ダム建設は、自然破壊であり、無駄な公共

事業の見本」などと言って阻止行動を続けてお

ります。しかし、神ならぬ身の誰があの大渇水

が二度と起きないと断言できるでしょうか。 

 一方、温暖化で太平洋や東シナ海では夏の水

蒸気量が大変に増えていることも気象に関する

国際機関が認めていて、巨大台風や同じ地域に

長時間豪雨が降り続く「線状降水帯」という気

象用語もよく聞くようになりました。50年に一

度の豪雨で、ダム予定地の石木川、川棚川が氾

濫しないと誰が言えるでしょうか。地球環境の

劇的変化は、今や誰も否定できない事実であり

ます。 

 かつて2009年、政権に就いた民主党は、群馬

県の八ッ場ダム建設を中止しましたが、関東1

都5県への利水はほかに方法がなく、ついに

2015年に工事は再開されました。民主党の勉強

不足と言うしかありませんでした。 

 石木ダムで立ち退くことになる44戸の住民の

方々、それを支持する反対派の心情は、自分の

土地、ふるさとへの素朴な愛着でしょう。それ

はよくわかります。しかし、人間は社会的動物

であります。誰であろうと周囲や社会との妥協

も必要です。 

 そこで、私は知事にどうしても聞かなければ

ならないことがあります。それは憲法第12条と

公共事業との関係、整合性についてであります。 

 憲法第12条には、こうあります。「この憲法

が国民に保障する自由と権利は、国民の不断の

努力によって、保持しなければならない。また、

国民は、これを濫用してはならないのであって、

常に公共の福祉のためにこれを利用する責任を

負う」となっております。 

 つまり、「この土地は自分のものだ、絶対売

らない」という主張は、ダム建設が公共の福祉

にかなうものであれば、自由と権利も一定の制

限を受けるということにほかなりません。 

 民主主義社会は、表現の自由、集会、結社の

自由が権利として保障されています。それは最

大限守らなければならないとしても、自由と権

利に対する一定の制限がこの憲法に決められて

いるというのが普通の解釈であります。 

 そこで、知事、ダム建設が万が一、にっちも

さっちもいかなくなるような事態には、この憲

法解釈をもとにして訴訟も辞さないご決意はお

ありですか。それとも諦めますか。いずれにし
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ろ、石木ダム問題は解決をしなければならない

のですから、その決意のほどをお聞かせ願いた

いと存じます。 

 2、新幹線開業と「特急みどり」の存続問題

について。 

 長崎新幹線開業に伴う佐世保・県北地域住民

の不信感と不安を知ってもらいたいのでありま

す。 

 長崎新幹線が着工に至るまでの議論は、もは

や尽くされているのであります。1978年の原子

力船「むつ」の佐世保への修理入港が端緒であ

り、その見返りとして長崎ルートが政治決着を

し、紆余曲折を経て着工したこと、佐世保経由

はむげに葬られたこと、フリーゲージ方式がだ

めになったこと等々であります。 

 さて、そこからです。いずれにしろ、長崎新

幹線は、3年後の暫定開業へ向けて工事が進ん

でおります。長崎から武雄温泉まではフル規格、

武雄～博多間は在来線特急になる。武雄温泉駅

の対面ホームで特急に乗り換えて博多へ行く。 

 しかし、今月になって妙な話が佐賀県議会で

明らかになりました。こういうことです。 

 以前、フリーゲージ導入での開業となった時、

肥前山口～武雄温泉間、これは佐世保線ですが、

12.8キロメートルのこの区間を複線化するとい

うことが本県、佐賀県、ＪＲで合意をされてい

たはずです。ところが、今年になって、肥前山

口～武雄温泉間の全部でなく、その中間にある

大町駅～高橋駅の6.9キロメートルだけの複線

化に短縮するという事業計画変更が国土交通省

に提出されているというのであります。 

 県にもこの情報が入っていると思いますが、

これはどういう意味でしょうか。 

 ＪＲが採算性、利便性の点から全線フル規格

を望んでいるのは周知のとおりです。本県も同

じです。しかし、佐賀県は、1,000億円もの地

元負担にはとても応じられないと、強く反対を

している。だから、実現は容易ではないにして

も、ＪＲは、フル規格なら並行在来線（鳥栖～

武雄温泉間）を経営分離できると考えている。

いずれそうなるなら、肥前山口～武雄温泉間の

区間全部を複線化するのは無駄な投資と考えて

もおかしくはない。それが今回の事業計画変更

に隠されたＪＲと鉄道・運輸機構の本音じゃな

いのですか、お伺いをいたします。 

 次に、長崎から博多、あるいは広島や鳥取、

島根、その他本州方面から長崎へ来る人たちに

とって、新幹線と在来線の乗り継ぎは面倒です。

時間短縮効果も小さい。この方式で開業しても、

いずれ全線フル規格の要求が出てくるでしょう。 

 もし、それが実現したとしても15年くらい先

の話ではあるでしょうが、鳥栖～武雄温泉間は

並行在来線になる。とすると、新幹線と並んで

民間運営会社が特急も走らせるなんてことはな

いでしょう、どうですか。「みどり」だけじゃ

ない、「ハウステンボス号」もそうなりません

か。存続させたい並行在来線は、当該地域の力

で維持させるのが国の基本方針であり、ＪＲは、

できる限りの協力と支援を行うとされています。 

 北陸新幹線も、金沢までの開業で「特急サン

ダーバード」や「特急しらさぎ」が廃止された

でしょう。大阪や京都からの直通特急だったの

で、利用者の不満がある。九州新幹線でも、特

急がなくなった串木野、水俣の住民が、「町が

さびれてきた」と言っていると聞きます。 

 佐世保や県北の人々にとって、博多方面へは

「特急もなくなるかもしれない」となれば、各

駅停車の電車か、高速バスか、あるいはマイ

カーしかないということになるのではありませ

んか。 
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 長崎新幹線がどういう方式に落ち着くかはま

だわからないが、暫定開業は3年後です。長崎

本線の「特急かもめ」も、多分同じ運命だが、

佐世保・県北住民にとって、長崎本線が並行在

来線になる以上に、佐世保線から特急電車がな

くなることは極めて深刻なことなのであります。 

 知事、たとえ10年以上先の問題であっても、

ＪＲから在来線運営を引き継ぐ民間事業者が経

営に苦労しても、佐世保～博多間の特急存続に

全力を傾けていただきたい。でないと、いつま

でも南高北低、南高北低と言われ続けましょう。 

 極東の軍事的緊張がこれまでになく高まって

いる今日ただいま、この方面は歴史的に、全国

民の知るとおり、古くは蒙古襲来をはじめ、前

大戦まで国防の要であり、現在もまた佐世保・

相浦に水陸機動団、数千の強兵が守る重要防衛

拠点に、佐世保に特急電車も入らないというこ

とにならないよう、武雄温泉～新鳥栖間フル規

格の要望と同じぐらいの熱意を持って不安を払

拭していただきたい。この地域の歴史的重要性

を高く、さらに評価をしていただきたいと強く

要望しておく次第であります。 

 3、人口減少の中でがん罹患率全国一をどう

するかについて。 

 さて、最近、ニュースで大きく報道され、県

民に不安を与えたと思われたことの一つが健康

に関することであります。2016年のがんに関す

る医療統計で、人口10万人当たりのがん患者数

は、全国平均が402人なのに対し、本県は455人

で、全国一の多さだったという内容であります。 

 私が心配するのは、昔から血液のがんと言わ

れて恐れられた成人Ｔ細胞白血病（ＡＴＬ）と

いうのが世界でも特徴的に日本の西南部、特に

九州沿岸部に多いというのを聞いていたからで

す。 

 ＨＴＬＶ－1というウイルスに白血球のＴ細

胞が、がん化して発症する病気で、病気の広が

りは全身性だとされています。 

 ウイルスに感染しても発症する人は少ないと

されていますが、本県のがん患者は突出して多

いと聞けば、何らかの関係があるのではないか

と思わざるを得ないのですが、この点、どうな

のでしょうか。 

 何らかの知見がおありか、対策には取り組ん

でおられるのか、知事にお伺いをいたします。 

 この10万人当たりのがん患者日本一という残

念な結果を返上すべく、今後、どのような医療

政策、健康政策を考えておられるのか、お伺い

をいたします。 

 4、統合型リゾート施設、カジノについて。 

 県を挙げて誘致に取り組んでいる統合型リ

ゾート（ＩＲ）について、知事に数点にわたっ

て、お尋ねをいたします。 

 昨年、本県は、何と6,311人もの転出超過で

した。中でも、長崎市は転出者数が全国一とい

う、これまた不名誉な結果でした。佐世保市も

似たような状況であることに変わりはない。 

 何しろ、本県はこの60年間で179万人から133

万人に減ったのですから。Ｕターン、Ｉターン、

他県からの移住、何でもいいから人口を増やし、

活力を回復したい、それは政治に携わる人間と

して当然の思いであります。 

 かつて、「長崎は交流人口が増えて栄える町

だ」と言った知事さんもいたことを思い出しま

す。それは私も理解をいたします。そのうえで、

あえてお尋ねをしたい。 

 人口減に一定の歯止めがかかるかもしれない

という気持ちで、県挙げて取り組んでいる統合

型リゾート（ＩＲ）の目玉がカジノであります。

わかりやすく言えば、賭博場です。 
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 しかし、カジノ目当てで来る人が真の交流人

口と言えるかどうか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 時間です。 

 知事。 

〇知事(中村法道君）〔登壇〕 宮内議員のご質

問にお答えをいたします。 

 まず、石木ダムの建設に関して、憲法第12条

と公共事業の整合性について、どう考えている

のかとのお尋ねでございます。 

 憲法第12条及び第13条では、「憲法が国民に

保障する自由及び権利は、これを濫用してはな

らないと定めるとともに、国民の権利について

は、公共の福祉に反しない限り、最大の尊重を

必要とする」とされているところであります。 

 また、憲法第29条では、「私有財産は、正当

な補償のもとに、これを公共のために用いるこ

とができる」と定められております。 

 こうした趣旨を踏まえ、公共の利益の増進と

私有財産との調整を図るため、個別の公共事業

等については、土地収用法が定められていると

ころであります。 

 石木ダムにつきましては、昨年7月の長崎地

裁の事業認定取消訴訟第一審判決において、本

事業で得られる利益は、水道用水の確保及び洪

水調節といった住民の生命の安全に関わるもの

であり、その公共の利益は非常に大きく、原告

らの主張する失われる利益に優越していると判

断されたところであります。 

 このようなこともあり、現在、県といたしま

しては、地権者の財産権にも配慮しながら、土

地収用法に定める手続を進めているところであ

り、県民の安全・安心、そして県北地域全体の

発展のため、佐世保市及び川棚町と一体となっ

て、一日も早いダムの完成を目指してまいりた

いと考えているところであります。 

 次に、九州新幹線の問題、肥前山口～武雄温

泉間が部分複線化になったのはなぜかと、そし

てフル規格になると、新鳥栖～武雄温泉間は並

行在来線となり、佐世保～博多間の特急がなく

なるのではないかとのお尋ねであります。 

 今日、九州新幹線西九州ルートの整備が推進

されておりますのは、原子力船「むつ」の佐世

保港での修理の受け入れ、あるいは新幹線の

「佐世保寄りルート」から「短絡ルート」への

変更など、県北地域の方々の本県全体の発展を

考えたうえでの苦渋の決断とご理解によるもの

と認識をいたしております。 

 西九州ルートにおける在来線の複線化につき

ましては、フリーゲージトレインが走行するも

のとして肥前山口～武雄温泉間を複線化する計

画でありました。 

 しかしながら、車両のふぐあいにより、量産

車の投入が遅れることが明らかとなったことを

受け、将来のフリーゲージトレインの導入を前

提として、平成28年3月の6者合意において、対

面乗換方式による平成34年度の開業時までに大

町～高橋間の複線化を行い、その後、順次、全

線複線化することなどが盛り込まれたところで

あります。 

 鉄道・運輸機構によりますと、今回の工事実

施計画の変更は、昨年、フリーゲージトレイン

の導入が断念されたため、対面乗換方式による

開業に必要な工事を盛り込んだと伺っており、

今後の対応については、状況の変化を踏まえて、

関係者間の議論が行われるものと考えておりま

す。 

 一方、新鳥栖～武雄温泉間の整備に伴う並行

在来線の問題につきましては、整備方式が定

まっていないことから、ＪＲ九州では検討が行

われていないということであります。 
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 県といたしましては、ＪＲ佐世保線について

は、年間240万人を超える利用があり、通勤・

通学など住民生活を支える路線でありますとと

もに、県北地域と福岡都市圏とを結ぶ重要な幹

線路線でありますことから、特急列車を含めて、

引き続き、維持・確保されるべき路線であると

考えております。 

 そのため、私自身も、与党ＰＴ検討委員会の

山本委員長をはじめ、ＪＲ九州に対しましても、

機会を捉えて、並行在来線に関しては、現行ど

おり経営の維持を図るよう働きかけているとこ

ろであります。 

 今後とも、政府・与党に対し、新幹線の整備

に係るこれまでの経緯等を踏まえ、並行在来線

として経営分離されることがないよう、関係者

に対して、しっかりと要請してまいりたいと考

えております。 

 次に、がん罹患率日本一に対して、今後、ど

のような医療政策、健康政策を考えているのか

とのお尋ねであります。 

 先般、全国都道府県のがん罹患数の集計結果

において、本県の「がん罹患率」が最も高いと

いうことが公表されたところであります。 

 担当部局が、取りまとめに当たった国立がん

研究センターに確認いたしましたところ、今回

の結果は初回集計であり、過渡期ということも

あって、数値の不安定さが残っているとの回答

があったとのことであり、本県の専門家からな

る、「がん登録委員会」でもご協議いただきま

したが、その評価については、もう少し推移を

見守る必要がある旨のご助言をいただいたとこ

ろであります。 

 しかしながら、本県は、平成29年の「がん死

亡率」についても全国第8位と高いことから、

本県における、がん対策は、非常に重要な課題

であると認識をいたしております。 

 これまで、本県では、全国でもいち早く、議

員ご提案による、「がん対策推進条例」を制定

し、がん対策に総合的に取り組んでいるところ

であり、県議会の皆様方にもご協力いただいて

おります、「がん検診街頭キャンペーン」をは

じめ、早期発見のための普及啓発活動や、がん

診療連携拠点病院を中心とする、がん医療提供

体制の充実などに力を注いできたところであり

ます。 

 今後とも、がんの1次予防としての食生活や

飲酒など、生活習慣病の改善やウイルス感染症

対策の強化、2次予防としてのがん検診の受診

率向上などのがん予防対策、また長崎大学病院

が「ゲノム診療センター」を設置し、取り組も

うとしております、がんゲノム医療などのがん

治療の高度化についても、県内のがん診療連携

拠点病院などと連携しながら、より積極的な推

進に力を注いでまいりたいと考えているところ

であります。 

 そのほかのお尋ねにつきましては、関係部局

長からお答えをさせていただきます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 福祉保健部長。 

〇福祉保健部長(沢水清明君） 本県のがん罹患

率が日本一なのは、成人Ｔ細胞白血病が多いこ

ととの関係があるのか、そして、その対策に取

り組んでいるのかとのお尋ねでございます。 

 成人Ｔ細胞白血病、いわゆるＡＴＬ、これに

つきましては、ウイルス感染でがん化した細胞、

ＡＴＬ細胞が無制限に増殖をすることにより発

症する白血病の一種で、その感染経路としては、

母子感染が主なものとされております。 

 本県は、全国的に見てＡＴＬ患者が多い県と

されておりますけれども、今回のがん罹患数の

集計結果において、本県における白血病患者数
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が全てのがん患者数に占める割合は1.8％であ

り、全国の1.4％をわずかに上回っているもの

の、がん患者全体に占める割合や専門家の意見

をお聞きしても、本県のがん罹患率が全国1位

となっていることとの関係は薄いと考えており

ます。 

 本県におけるＡＴＬ対策といたしましては、

母子保健の一環として、昭和62年から現在に至

るまで、県内の産婦人科医等によるウイルスの

有無を確認するためのスクリーニング検査や妊

婦に対する栄養指導等が行われ、母子感染の抑

制に成功しております。 

 この本県の取組に関する研究と臨床から得ら

れたデータがもととなり、平成23年からの全国

的な取組へとつながっております。 

 現在、長崎大学病院を中心に、妊婦の高精度

なスクリーニング検査法の確立や母乳以外の感

染経路の特定などをテーマにさらに研究が進め

られているものと聞いております。 

 県といたしましても、これらの研究を注視し、

関係者の協力を得ながら、引き続き、ＡＴＬ対

策を含めた、がん医療の推進に取り組んでまい

りたいと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 宮内議員─45番。 

〇４５番(宮内雪夫君） 私の不手際で、若干本

文が残っておりますので、これを続投させてい

ただきたいということをお許し願いたい。先ほ

ど、ＩＲの問題で質問をしたのですが、お許し

を得て、もう若干でありますから、続けさせて

いただきたいと思います。 

 わかりやすく言えば、カジノといえば賭博場

であります。しかし、カジノ目当てで来る人が

真の交流人口と言えるかどうか。 

 それに、ＩＲ候補地のハウステンボスは、若

い女性客やカップル、あるいは家族連れが主流

のように思いますが、こうした客層にカジノが

マイナスの影響を与える心配はないか、私は一

抹の不安があります。 

 ギャンブル依存症が心配されていますが、あ

れは言うならば、自己責任の範疇でしょう。そ

れ以上に、カジノ事業がさまざまな犯罪の温床

になる心配があるから、自治体の誘致希望が少

ないのではないかと思うところであります。 

 私の心配は杞憂でしょうか。県警本部長に率

直な見解をお伺いしておきたいと思います。 

 と同時に、誘致に名乗りを挙げている大阪

府・大阪市の基本構想案との規模の違いも明ら

かになりました。あちらは、投資規模が何と

9,300億円だそうであります。ほぼ1兆円であり

ます。人工島の夢州に大阪万博開催の1年前の

2024年に完成させるそうです。年間2,500万人

程度の利用客、カジノの売上3,800億円を見込

んでいるといいます。これに比べて、投資額

2,000億円、年間集客740万人の本県のＩＲ構想

とは、段違いのスケールであります。もともと

交通インフラをはじめ、都市機能が本県とは比

べものにならないわけですから、このような格

差になるのは当然でしょう。国にとって、どち

らが魅力的か、あえて言うまでもないでしょう。 

 こうしたことを考えますと、ＩＲ関連の県の

新年度予算案に、コンサル料など1億2,000万円

が計上されていますが、結局、大阪は、先ほど

も申し上げましたように、投資金額がほぼ1兆

円ですからね。投資金額1兆円と、我が方はコ

ンサル料など1億2,000万円計上されて、結局、

これが無駄遣いに終わるのではないか。乗りか

かった船ですから、仕方ないかもしれませんが、

そこら辺はよくよくお考えになった方がいいの

ではないかという、これは私見であります。 

 以上で、私の任期最後の主質問を終わらせて



平成３１年長崎県議会・２月定例会（２月２６日） 

 ― 70 ―

いただきます。 

 再質問はしないというつもりでおりましたの

で、これ以上の質問はしません。したがって、

今まで私が質問いたしたことに対して、理事者

の皆さん方が答弁されることをお聞きいたしま

して、終わりということにしたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 警察本部長。 

〇警察本部長(國枝治男君） 統合型リゾート

（ＩＲ）の誘致につきましては、それぞれの自

治体が総合的に判断して進められているものと

認識しております。 

 また、長崎ＩＲの誘致につきましては、中村

知事の強力なリーダーシップのもと、佐世保市

等関係自治体等と連携しながら推進されてこら

れたものと認識しており、また本議会において

も、多様な意見を踏まえつつ、議論を重ねてこ

られたものと承知しております。 

 警察は、公共の安全と秩序の維持を責務とし

ており、議員のご懸念を受け止めつつ、統合型

リゾート（ＩＲ）の誘致に伴う治安上の問題が

生じないよう、知事部局をはじめとする関係機

関等と連携を密に図りながら、的確な対策を講

じてまいりたいと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君） ＩＲ誘致についてのお尋

ねでございます。 

 ＩＲの誘致を進めるに当たりましては、平成

25年に佐世保市と共同で設置いたしました「Ｉ

Ｒ調査検討協議会」のもとに「専門家会議」を

設け、経済界や教育、防犯団体など、38の団体

の皆様方と意見交換を行い、ＩＲ導入によるメ

リットやデメリット等について慎重にご検討を

いただいてきたところであります。 

 そのうえで、同会議から、「懸念事項へ万全

の対策を講じるとともに、高い経済効果や雇用

創出効果とあわせ、弊害への対策等を十分説明

し、県民の合意形成を図ることを前提として、

本県全体の振興に資するＩＲ導入を目指すこと

が適当である」といったご意見をいただいたと

ころであり、平成26年3月、県議会において、

ＩＲ推進を表明させていただいたところであり

ます。 

 政府は、この日本型ＩＲを国際競争力の高い

滞在型観光を進めるためのＭＩＣＥ施設、宿泊

施設、美術館や博物館などの魅力増進施設、送

客施設及びカジノを民間が設置・運営するもの

であるという定義を行っております。 

 このカジノ面積は、ＩＲ建物延べ床面積の

3％に限定されておりまして、残る97％は、家

族で楽しめるエンターテインメントの場であり、

ビジネスの場でありますことから、さらなる交

流人口の拡大が図られるものと考えているとこ

ろであります。 

 ラスベガスへの来訪目的調査におきましても、

第1位はエンターテインメント目的の52％であ

り、会議及びビジネス目的が合わせて15％を占

め、ギャンブル目的は4％となっているとお聞

きしているところであります。 

 また、長崎ＩＲ基本構想有識者会議取りまと

めによりますと、このＩＲ運営での九州圏域へ

の経済波及効果が約2,600億円、雇用創出効果

が約2万2,000人と試算されており、約2,000億

円と見込まれる建設投資額については、ＩＲ事

業者等とのこれまでの対話の中で、これを大幅

に上回る投資規模にも言及されておりますこと

から、このＩＲが実現できますと、本県の地域

振興のみならず、九州全体の観光振興や地域経

済に寄与することで、地方創生、さらには我が

国の発展にも貢献できるものと考えているとこ

ろであります。 
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 議員ご提案のとおり、本県の最大の課題であ

る人口減少を食い止めるためには、一つの有効

な選択肢ではなかろうかと考えているところで

あります。 

 本県は、あるいは九州を含めて、温泉や自然

など、多様な観光資源に恵まれておりますし、

古くから海外との交流の窓口として発展してき

た歴史、あるいは東アジアと非常に深いゆかり

があるところであります。 

 こうした地域の特色を活かして、地方創生の

観点から、確実な区域認定につながるよう予算

の執行に努めて、ＩＲ制度に精通した専門的知

見を有する民間の支援を受けながら、佐世保市

とも協力をしながら、このＩＲの実現に向けて

力を注いでまいりたいと考えているところであ

ります。 

〇議長(溝口芙美雄君） これより、しばらく休

憩いたします。 

 会議は、14時35分から再開いたします。 

― 午後 ２時１８分 休憩 ― 

― 午後 ２時３４分 再開 ― 

〇副議長(徳永達也君） 会議を再開いたします。 

 引き続き、一般質問を行います。 

 吉村庄二議員―33番。 

〇３３番(吉村庄二君）（拍手）〔登壇〕 改革21、

社会民主党、佐世保市北松浦郡選挙区の吉村庄

二でございます。 

 私は、今議会が最終、こういうことにならせ

ていただきまして、今日まで多くの皆さん方に

お育ていただきまして、この最終の任期前の議

会の一般質問に登壇をさせていただくこと、極

めて光栄に存じ、ありがたく、皆さん方に感謝

を申し上げたいと思います。 

 特に、傍聴においでいただきました佐世保の

皆さん方も含めて、本当に大変お世話になって

まいりました。 

 今日は、通告がたくさんでございまして少し

早口になりますが、理事者の答弁は簡潔にお願

いいたしたいと、こういうふうに思っておりま

す。そういう意味では最終の一般質問というこ

とで、感無量の中に私は質問をさせていただく

つもりでございます。 

 そういう意味では、中村県政を含めて、その

前の金子県政の時代から県議会議員をさせてい

ただいておりますし、あるいは佐世保市議会議

員時代は、その前の知事にも大変お世話になっ

ております。理事者の皆さん方にも大変お世話

になって今日に至っていること、これまた重ね

てお礼を申し上げて、通告に従って一般質問を

進めたいと思います。 

 一問一答でお願いするということですから、

第1番の質問を申し上げて、後は対面演壇席か

ら質問させていただきたいと思います。 

 1、中村知事の県政への政治姿勢について。 

 このことにつきまして、私は何度となく質問

をさせていただきました。県政に臨まれる知事

の姿勢は非常に重要だと思っております。 

（1）県民主役の位置づけとマイノリティー

（少数派）の意見を尊重する姿勢について。 

以前、私は一般質問でお尋ねをして、「少数

派の意見であるからといって、これを無視する

という立場にはない」ということを回答してい

ただいております。この点について改めて確認

をさせていただきたいと、こういうふうに思う

わけでございます。 

 後は対面演壇席から質問させていただきます。 

〇副議長(徳永達也君） 知事。 

〇知事(中村法道君）〔登壇〕 ご質問にお答え

する前に、先ほど、吉村庄二議員におかれては、
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今回が最後の一般質問であるというお話がござ

いました。 

 議員におかれましては、長きにわたって県勢

の発展のためにご尽力を賜り、心から敬意を表

し、感謝を申し上げる次第でございます。 

 どうか今後とも、ご健康にご留意をいただき、

県政に対するご指導、ご鞭撻を賜りますようお

願いを申し上げます。 

 それでは、ご質問にお答えをいたします。 

 私は、これまでも繰り返し申し上げてまいり

ましたように、少数派の方々の意見であるから、

これを聞かない、あるいは無視をするというこ

とは、決してあってはならないと考えていると

ころであります。 

 しかしながら、行政の諸課題が山積する中で、

責任者として一定の行政判断を求められた際に、

全ての方々の意見を尊重することは不可能な場

合もあり得ることではなかろうかと考えている

ところであります。 

 行政の責任者として、多数派、少数派という

ことで判断するのではなく、県民の皆様方の幸

せのためには、何が最良の選択肢であるのかと

いうことを考えて判断していく必要があるもの

と考えているところであります。 

 この後のお尋ねにつきましては、自席の方か

らお答えをさせていただきます。 

〇副議長(徳永達也君） 吉村庄二議員―33番。 

〇３３番(吉村庄二君） 私の平成29年9月定例

会の同趣旨の一般質問において、中村知事は、

「人を大切にするということを県政の機軸に置

きたいと考えて、これまでもやってきたし、こ

れからもやっていく」と、こういうお話でした。

だから、「少数派だから無視して構わないとい

う立場には立っていない」と、こういうことを

おっしゃっていただきまして、今のお話で再確

認をさせていただきました。 

 しかし、知事としての判断ということでもご

ざいますから、以下、また触れてお尋ねするか

もしれませんけれども、よろしくお願いします。 

 （2）知事としての権力志向行政の排除と社

会的弱者への対応について。 

 先ほどからお話をさせていただいております

ように、多数派等の意見を背景に、法律上の根

拠があるからというような事情の中で、むやみ

に公権力を行使すべきではないと、こういうふ

うに私は思うわけです。 

 そして、そういう問題と関連が深い社会的弱

者、少数派にもしっかり配慮した県政運営が必

要だと、こういうふうに考えておりますが、知

事の見解を再度お尋ねさせていただきたいと、

こういうふうに思います。 

〇副議長(徳永達也君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 先ほども申し上げました

とおり、一定、政策判断をするような場合に

あっては、多数派、少数派、あるいは社会的な

弱者であるか否か、そういう観点からではなく

て、まさに県民の皆様方にとって、どれが最良

の選択肢であるのか、常に一つひとつの行政推

進に当たって県民の皆様方のために最良の選択

肢を選んでいかなければいけないものと考えて

いるところであり、今後もそうした姿勢で臨ん

でまいりたいと考えているところであります。 

〇副議長(徳永達也君） 吉村庄二議員―33番。 

〇３３番(吉村庄二君） 今、お話をいただいた

ようなことで、「政策判断」という言葉が出て

まいっておりますが、私は、この質問を1番、2

番と併せていたしましたことの中には、先ほど

も出てまいりましたが、県営石木ダム建設問題

について、やっぱり少数意見、反対地権者の問

題等に配慮する、そういうことについても耳を
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傾けていくという姿勢は持っておられたわけで

す。 

 しかし、最近の事情としては、特に、話し合

うという姿勢がいつの間にかなくなって、事実

上、話し合いは行われておりませんですね、知

事。それは知事としては、長崎県としては、こ

の事業は推進するんだということが中心になっ

ているんですけれども、それは知事としてはそ

うかもしれませんけれども、少数派だからと

いって無視はしないという前提に立つならば、

やっぱり話し合いは継続していただかなくちゃ

いかんし、先ほども話があったように、今の状

況というのは、土地収用法に基づいて収用の手

続をずっと進めておられて、これで石木ダムの

建設についてはやっていくんだという前提に立

たれるならば、後、強制収用からずっといきま

すと、いわゆる知事の公権力になる行政代執行

と、こういうふうなことに移っていかざるを得

ないという判断にしかならないと思うんですけ

れども、こういう行政代執行を伴うような強権

力の発動は、以前の高田県政のことを考えてみ

て、やっぱりあれは県政の汚点だったと、こう

いうふうに私は思いますから、行政代執行の強

権力発動に至らせないと、こういう覚悟を持っ

ていただかないと、本当の意味で県民主役、あ

るいは少数派の、あるいは社会的弱者の意見を

尊重していく県政運営にはならないのではない

かと、こういうふうに思いますが、いかがです

か。 

〇副議長(徳永達也君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 石木ダムの件について、

話し合う姿勢がなくなったというお話を頂戴い

たしましたけれども、決してそういうことでは

ありませんで、現在も地権者の皆様方から、自

分たちの思いを聞いてくれというお話を頂戴し

て、その後、どういう環境の中で話し合いの機

会を持たせていただいた方がいいのか、調整を

進めているところであり、できるだけ、そうし

た機会を持ちたいと考えているところでありま

す。 

 なお、石木ダムにつきましては、土地収用法

に基づく手続が進められている段階でありまし

て、まだまだ予断を持つことなく、今後の推移

を見極め、しかるべき段階で適正な判断を行っ

ていかなければならないと考えているところで

あります。 

〇副議長(徳永達也君） 吉村庄二議員─33番。 

〇３３番(吉村庄二君） 直面している内容の中

では、知事は、今の見解をずっと続けておられ

る。進み具合とか、そういうものを最終的に見

極めながら判断していくと、そういうことにな

るだろうと私も思うわけです。 

 ただ、つくることが絶対だということでの話

し合いといったって、それは相手側は応じられ

ないということははっきりしていますし、事業

認定の取り消し問題は、ああいう形で一応終わ

りましたけれども、さらに訴訟も続いているわ

けですから、そういう中で考えられるのは、決

断をされるとするならば行政代執行、こういう

ことに行き着くというふうに思わざるを得ませ

んから、そういうところについての公権力の行

使という問題については、高田県政の轍を踏ま

れないようにぜひ求めておきたいと思います。 

 この点については、今の段階では知事の答弁

は先ほどのことで終わると思いますから、私か

ら要望として強く申し上げて、次の質問に移っ

ていきたいと思います。 

 2、長崎県の平和行政について。 

 最近、私は、県知事として、あるいは県とし

て、平和問題に対する取組が少し弱いんじゃな
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いかと、こういうふうに思います。 

 （1）核兵器廃絶問題についての世界の動き

に対する長崎県としての対応について。 

 この問題について、世界の動きということを

見ますと、特徴的には、国連での核兵器禁止条

約は採択されたが、保有国や日本は、この条約

に参加していない。もちろん、参加していませ

んから批准をするという状況にはないんですね、

アメリカを含めて。 

一方では、アメリカとロシアは核開発の問題

について、例えば、アメリカのトランプ大統領

が言っておられるような小型化について検討を

進めるということに、見直しをさらに行ってい

くという考え方も示されている。 

 それから、アメリカとロシアの二国間条約で

ある中距離弾道弾廃絶に係るＩＮＦ条約の破棄

通告を行う、こういう状況にも至っているわけ

です。 

 私は、長崎県を総括する立場にある県知事の

姿勢として、これからどのような対応をしてい

かれるのか、お尋ねをさせていただきたいと思

います。 

〇副議長(徳永達也君） 文化観光国際部政策監。 

〇文化観光国際部政策監(田代秀則君） 核兵器

禁止条約につきましては、我が国政府は、アプ

ローチの違いから条約に署名するのではなく、

核兵器保有国と非保有国の協力のもとに、現実

的、実践的な取組を積み重ねていくという考え

を示されていることから、県といたしましては、

政府に対しまして、双方の結び役として主導的

な役割を果たしていただくよう、求めてきたと

ころでございます。 

 このような中、先ほど議員からもございまし

たが、昨年の米国、ロシアによる核政策の見直

しに続きまして、今月、米国は、中距離核戦力

全廃条約（ＩＮＦ条約）の破棄をロシアに通告

し、ロシアも条約の義務履行停止を表明したと

ころでございます。 

 こうした両国の動きは、新たな核兵器の開発

や役割の拡大につながり、核兵器使用のリスク

が高まることが大変危惧されるところでござい

ます。 

 米国、ロシアに対しましては、条約破棄の回

避に向けた交渉を粘り強く行うよう求めるとと

もに、政府に対しましても、両国の橋渡しの役

割を果たすよう求めてまいりたいと考えており

ます。 

 県といたしましては、「核兵器のない世界」

の実現に向けて、今後とも、長崎市やＮＧＯ等

と連携いたしまして、原爆の悲惨さと非人道性

を国内外に発信していくとともに、政府や関係

国などに対する働きかけを行ってまいりたいと

考えております。 

〇副議長(徳永達也君） 吉村庄二議員―33番。 

〇３３番(吉村庄二君） 知事、今、政策監から

答弁がありました。そういう姿勢であるという

ことは、今までも表明された部分がありますか

ら、全般的かどうかは別にしましてね。私は、

そういう政策についてお聞きいたしております。 

 しかし、それでは被爆地の知事という立場で

は弱いんじゃないかと思うんですね。核保有国

のところでは、核政策をもっと強化するために

小型化とか違った形で強化しようとしている。

しかも、米国、ロシアでは、ＩＮＦ条約の破棄

通告で、それは受けて立ってやっていこうと。

これは中距離弾道弾関係の廃絶条約なんですけ

れどね。 

 そういう状況の中で、日本政府はどういう立

場に立つべきなのかというのは明らかなんです

よ。日本は非核三原則に立ってやっています。
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そして、その中に広島、長崎があるわけです。

じゃ、長崎県の知事としては、ここのところに

ついてもっと強い調子で政府に迫って、先ほど

おっしゃったような立場で橋渡し的な役割を政

府に果たさせようとするならば、もっと強い意

志を持って働きかけをすべきだと、こういうふ

うに思いますが、いかがですか。 

〇副議長(徳永達也君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 先ほどもお答えを申し上

げたように、核兵器禁止条約等については、国

の明確な立場を示しておられるわけでありまし

て、核保有国、非保有国の結び役として、調整

役として、その役割を担っていくという姿勢を

お示しになっておられるわけで、まさに、そう

いうお立場から主導的な役割を担っていただけ

るように、これまでも要請を行ってきたところ

でありますし、これからも行っていくつもりで

あります。 

 そしてまた、米国、ロシアにおける核政策の

見直し、ＩＮＦ条約の破棄等については、これ

はやはりあってはならないことであると我々も

考えているところであり、先ほどもお答えした

とおり、しっかりと抗議を行ってまいりたいと

考えているところであります。 

〇副議長(徳永達也君） 吉村庄二議員─33番。 

〇３３番(吉村庄二君） どうも私の目には、日

本国政府自体の米国、ロシアに対しての取組と

いうのは非常に弱く見えています。アメリカと

の関係について言うならば、限られたことで恐

縮ですが、トランプ大統領に追随をしていると

か、マスメディアにもありますし、ほかのこと

についてもですけれども。 

 そういう立場で、おっしゃっていることにつ

いては、長崎県の知事として、わからんとは言

いませんけれども、日本政府がもっと強く当た

るようなことを含めて、そして、今の核政策の

中には、米国、ロシアということを中心に、中

国もそうでしょうけれども、大国、核保有国と、

核を持たない国との関係、そういうことについ

て身勝手なところを持っているところが大きい

と思いますから、そういうことも既成の事実と

して明確に世界の皆さん方は思っていると思い

ます。世界は、核廃絶の動きでずっといってい

るというふうに私は理解しているんですが、大

国の核保有国の態度に非常に問題があると思っ

ています。 

 したがって、知事として政府に対しての働き

かけを、さらに強く求めておきたいと思います。 

 （2）被爆体験者問題について。 

 最近、被爆体験者措置法、これが福岡高裁の

判決が出るという形にもなりました。一定の裁

判がずっと続けられているんですね。そして、

この中身については、被爆者と被爆体験者が区

別、差別をされていると、こういう中身があり

ますから、12キロ云々とか長崎市域、こういう

ふうになっているということもありますので、

この辺を県としてきちっと取り組んでいくべき

ではないかと思います。 

 実は、県知事は、福岡高裁の判決の後にコメ

ントを出しておられます。要するに、「国や長

崎市など関係機関と連携しながら、被爆体験者

への支援の充実に努めていく」という県知事の

コメントを出しておられます。ずっと以前も同

じようなことを言っておられる。ずっと以前に、

この議会で、この議論があった時に、やっぱり

そういうものを出しておられる。長崎市長も出

しておられますが、申し入れに対して積極的な、

いわゆる政治的な解決が図られないかと、こう

いうことも言われていると聞いておりますが、

県知事のコメントの中で「関係団体と一緒に
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なって支援をしていくんだ」と。このことは具

体的にどういうことなんですか、お知らせ願い

たいと思います。 

〇副議長(徳永達也君） 福祉保健部長。 

〇福祉保健部長(沢水清明君） 被爆体験者への

支援の充実につきましては、高齢化する被爆体

験者の方々の負担軽減を図るため、これまでも

「精神医療受給者証の更新手続の簡素化」や

「対象合併症の拡大」等について国に要望して

きており、一定の改善が図られてきたところで

ございます。 

 今後とも、被爆体験者支援施策の一層の充実

に向けて努力していくということでございまし

て、被爆者援護法に基づき援護がなされる被爆

者等援護制度の中で被爆体験者支援制度があり

ますので、そういう制度の中で支援に向けて一

層充実を図っていくという趣旨でございます。 

〇副議長(徳永達也君） 吉村庄二議員─33番。 

〇３３番(吉村庄二君）部長の答弁は非常に抽

象的ですね。知事にもお尋ねしますが、被爆者

と被爆体験者と差別されているというふうに感

じませんか。放射線量の問題かれこれ、科学的

な問題もありますが、まず、基本的に被爆体験

者と同じような状態にあるということを考えて

みると、やっぱり差別されていると、今の取り

扱いの中で。 

 こういう状況について、どういうふうに認識

をされているのか。そういう状況の中で国や長

崎市と一緒になって救済へ向けたという意味だ

ろうと思いますが、支援をしていくんですよと、

こういうふうなコメントになっていると私は理

解しますが、そこのところについていかがで

しょうか。 

〇副議長(徳永達也君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 被爆者援護対策の充実に

つきましては、さまざまな曲折がありまして、

今日のような制度に至っているわけであります。

もともとは被爆地域として、この拡大是正を一

貫して求めてきたところでありましたけれども、

それが実現できない。そういう中で被爆地域の

拡大是正は、これはもう求めないという前提の

もと、政治的な決断として、今のような被爆体

験者という制度が設けられたものと理解をいた

しているところであります。当時、十分とは言

えないまでも、苦渋の決断として、これを受け

入れるという方針決定がなされたという経過に

ついては、私も理解をいたしているところであ

ります。 

 したがいまして、これから私どもが求めてま

いりたいと考えておりますのは、個々の被爆者、

あるいは被爆体験者に寄り添った形での援護施

策の充実を求めてまいりたいと考えているとこ

ろであります。 

〇副議長(徳永達也君） 吉村庄二議員─33番。 

〇３３番(吉村庄二君） 知事ですね、経過が

あって、今のような状況になっていることにつ

いて、「理解している」とおっしゃるのが私は

ちょっと理解できないんですね。経過の中で、

こういう状態になっていること自体は、そうい

う状態になっているということが事実経過とし

てあるんでしょうけれども、しかし、体験者は

裁判あたりでもきっちり自分たちの主張を言っ

て、そして、今回、申し入れをされたと思いま

す。支援する団体もそうですし、体験者の関係

者ですね、知事と市長に要望を出されている。 

 その中でおっしゃっていることは、被爆者と

差別するべきじゃないと、まず根本的に。いろ

いろ経過があってなってきたんだけれども、そ

こが問題ありと。だから、その点に立ち戻って、

この対策はしっかり講じていかなければならな
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いということを求めておられますから、知事、

いかがですか、そこの点だけ、最終的なところ

だけ。いわゆる差別されていることについて基

本的にだめだと、やっぱり同じに取り扱っても

らいたいというのが体験者の意見ですから、そ

の点についていかがですか。 

〇副議長(徳永達也君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 先ほど申し上げたように、

本来であれば、被爆地域が中心地から同心円上

に設定されるというのが好ましい姿ではあろう

かと思いますけれども、これは長年の経過が

あって、今のような形になっているわけであり

ますので、そのことをもって差別だというのは、

いかがかと私は理解をいたしております。 

〇副議長(徳永達也君） 吉村庄二議員─33番。 

〇３３番(吉村庄二君） 答弁の最後のところに

ついて、私は非常に違和感を覚えております。

経過はいろいろあって、何といいますか、流れ

がいろいろありながら、今のような状況になっ

ているということですけれど、基本的にそれは

差別だと私は思いますよ。 

 だから、そこのところの差別をなくしても

らって、被爆者と同じような取り扱いは最低し

ていただかないといけないというのが体験者の

意見ですから、このことは訴訟も含めてずっと

続けていただくことになると思うんですけれど

も、そういう意味で、被爆体験者の意見を尊重

していただいて知事として動いていただきたい、

こういうふうに思いますが、今、知事が見解を

示された内容のような中での関係機関との関係

を含めて支援を続けていくと、こういうことで

すから、私としては、問題あり、不満だと、こ

ういうことを申し上げて、次の質問に移らせて

いただきたいと思います。 

 3、県政重要課題のうち人口減少対策につい

て。 

 この問題については、既に議員の皆さんから

一般質問でも出ています。それで、私は、今回、

統計資料を見て、ある意味、愕然としているん

ですよ。平成12年、2000年の国勢調査で県の人

口は、157万6,523人、ところが、2015年、平成

27年の国勢調査では137万7,687人、こういう統

計資料の数字になっています。 

 これでいきますと、15年間で13万9,000人余

り、年間に9,300人程度が減っている計算にな

ります。平成12年から平成27年の15年間で、年

間9,300人、長崎県の人口が減っている。私が

県議会議員にならせていただいたのは平成11年

ですけれども、ちょうど20年間ぐらい。その段

階ではこういうようになっている。 

 今度は、県の統計課からの資料、あるいは新

聞報道等で見た中で、平成29年1月1日の長崎県

の人口は、国勢調査をもとにして住民登録で異

動した数字だろうと思うんですが、136万5,237

人、平成31年1月1日では133万7,662人と、こう

いう数字になっています。これを引きますと平

成29年1月1日から平成31年1月1日の2年間でで2

万7,575人減少している。平均しますと1万

2,800人ぐらいが1年間で減少しています。 

 人口減少対策としていろいろお考えいただい

て、先ほど議論もありました。それから常日頃

の議会の議論でも、長崎県の重要課題は人口問

題だと、人口減少対策だということの中で、雇

用を増やす、あるいは転入人口を増やす、ある

いは特殊出生率を上げるためにどうするかとか、

あるいは若者の流出を止めるためにどうするか

とか、こういうことで一定のことをずっとされ

ています。県外から移住もしてもらっている。

そして、企業誘致をして雇用を増やしておられ

る、あるいは県内への移住についても一定の成
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果をおさめてもらっている。 

 こういう状況ではございますが、今のように

驚くべき姿です。2000年から2015年には年間

9,000人ぐらいが減っているという状況ですが、

この2年間では1万4,000人近くが1年に減ってい

るという計算です。もちろん、住民登録の増減

ですから、国勢調査をやってみて、またどうい

う結果になるかというのは、住民登録も住民基

本台帳法かなんかで住んでない時には職権抹消

とかもあるんですけれども、とにかく転出、転

入、出生、お亡くなりになる、こういうことを

全部整理してずっと積み重ねていくと、平成29

年1月1日から平成31年1月1日までに2万7,000人

減っている。年間1万4,000人近くが減っている、

前は9,000人だった。こういう数字になってい

るんですね。愕然としておりますよ。 

 だから、それはそれで、一生懸命頑張ってお

られることは私も評価する部分もありますし、

県民全体が、あるいは民間も頑張っておられる

ことについては、当然やっていって、その減り

方をどうするかということで考えていかなけれ

ばいけない。 

 しかし、長崎県の離島の離島、二次離島あた

りを含めて考えてみますと、一時、議論になり

ましたし、今も議論の根底にあると思いますが、

限界集落の問題かれこれ、あんまりいいことで

はございませんが、そういう問題が大きな問題

と言わざるを得ない。 

 そういう中で、これからの長崎県づくりとい

うことについては、6番の質問にも関係してお

りますが、減少の方向を抑えることは全力を挙

げてやっていくけれども、ずっと人口が減少し

ていくという方向については、日本全国もそう

ですけれども、長崎県としては、長崎県づくり

という意味では人口減少を踏まえた中で、じゃ、

私たちはどうしていくのかということを考えて

いかれるべきだと思いますが、いかがでしょう

か。 

〇副議長(徳永達也君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） 人口減少の状況

についてのお尋ねでございますけれども、ご指

摘のとおり、人口減少対策について、さまざま

取り組んできた中で、平成27年、平成28年にか

けては人口減少が社会減の抑制等も図られたと

ころでございますけれども、ご指摘がありまし

たような、ここ1～2年については、厳しい状況

もございます。 

 これまでの取組で企業誘致等による雇用計画

数や移住者数は、目標を上回って推移しており

ます。また、合計特殊出生率も上昇するという

ふうな、個々の施策では一定の効果も見られて

おりますけれども、全体としましては、依然と

して若年層を中心とした転出超過が大きいとい

うことで、人口減少に歯止めがかからない厳し

い状況であると認識しております。 

 ただ一方で、地域別に見ますと、離島地域に

おいては、有人国境離島法による雇用機会拡充

事業等に取り組んだ結果、改善の兆しも見えて

おりまして、こういった離島地域の実績等も踏

まえて、他の地域においても雇用創出につなが

る創業や事業承継、事業拡大等をさらに支援し

ていく方向ということでありますとか、若者の

県内就職や県外からのＵターン就職、そういっ

たものの充実も図っていこうとしているところ

でございます。 

 併せまして、ご指摘がございました、今後、

人口減少が進んでいく中での対策といたしまし

て、今後、一定、人口減少が避けられないとい

うことでございますので、そこを想定した施策

も重要と考えております。 
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 このため、人口減少が続く中でも、県内経済

の活力を維持できるようにということで、女性

や高齢者の活躍促進や外国人材の積極的な活用

等によりまして、多様な人材の育成・確保を図

りますとともに、ＡＩやロボット、それからス

マート農業の推進など、そういった取組により

まして、付加価値や生産性の向上にも力を入れ

ているところでございます。 

 また、人口減少や高齢化が進んでいく中で、

地域社会の担い手が不足するというおそれもご

ざいますので、地域運営組織の立ち上げであり

ますとか、地域における助け合いの仕組みづく

り、あるいは行政、住民、民間が連携した多重

的な見守り体制の確立でありますとか、地域包

括ケアシステムの早期構築なども図っていくこ

ととしているところでございます。 

 そういった形で、今後、人口の減少が見込ま

れる中でも地域社会の維持が図っていけるよう

に、しっかりと取り組んでまいりたいと考える

ところでございます。 

〇副議長(徳永達也君） 吉村庄二議員─33番。 

〇３３番(吉村庄二君） 知事も手を挙げておら

れましたから伺いたいんですが、時間がござい

ませんから、今の部長の答弁で一応は説明を聞

いたことにさせていただきたいと思います。 

 やっぱり人口減少ということを考えた場合、

長崎県の場合、思わぬスピードで進んでいると

いう実態を認識されたから、いろんな努力をさ

れていると私は受け止めております。 

 ただ、それぞれのところで一定の効果があっ

ているけれども、根本的になかなかというとこ

ろが出てくるんですね。反面的なことになるか

もしれんけれども、人口減少がずっと進んでい

くことは、ある程度やむを得ない。そして、抑

制しなければという前提に立ってする時には中

身が問題ですから、若者が出て行かれることに

ついても一生懸命やっておられますから、それ

はそれとして受け止めながらですね。 

 そういう傾向にある中で、まちづくり、ある

いは集落を中心にして、どういうふうにしてま

ちを、都市を維持していくのか、長崎県を維持

していくのか、そういう観点をぜひ忘れないで

頑張っていただきたい、こういうふうに思いま

す。県議会も、あるいは一般の自治体も含めて、

そういうところに目を向けて、当然今やってお

られると思いますけれども、さらに強めておか

ないと、あいた、しもうたと、10年、15年たっ

て、あの時、ああいうことをしておけばよかっ

たと、こういうことにならないように考えてい

ただきたいと思います。 

 4、少子・高齢社会の中での福祉施策につい

て。 

 私は、今まで、特に、高齢の問題で言えば、

在宅介護、施設介護で、特に、要介護3以上の

待機者の対策をきちっとしていかないと、本当

に安心して生活できないじゃないかと言ってき

ました。地域包括ケアシステムの構築、そうい

うことも求めたりして、皆さん方もそういうと

ころで、あるいはまた特別養護老人ホームだけ

ではなくて、ほかの施設の活用ということも考

えながら、施設の拡充も含めて考えていくとい

うことであります。 

 今度、調査統計をもらって、ここ数年、要介

護3以上の在宅介護者で、特養の申し込みをし

ていらっしゃる待機者が1,200～1,300人ぐらい

県下でおられるということで、ずっと変わって

ないんです。 

だから、県としては、市町と一緒になって、

要介護3以上の問題が重要だから、ここらあた

りに重点を置いて対策を講じていくというふう
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にしておりますが、国の方針も以前からすると

在宅介護に移ってきたこともございますから、

そこら辺についてどういうふうに考えていこう

としておられるのか、お尋ねいたします。 

〇副議長(徳永達也君） 福祉保健部長。 

〇福祉保健部長(沢水清明君） 議員ご指摘の要

介護3以上の在宅待機者の約1,300人の解消に向

けまして、昨年3月に策定いたしました「第7期

長崎県老人福祉計画・長崎県介護保険事業支援

計画」におきまして、特別養護老人ホームに加

え、居住系サービスである認知症高齢者グルー

プホームや特定施設入居者生活介護事業所であ

る有料老人ホーム等を整備することで、県全体

で約1,400人分を確保していくこととしており

ます。 

 一方で、施設の偏在、あるいは介護人材の不

足による空床の発生、あるいは入所が決定して

も辞退される待機者の存在など、待機者解消に

向けた課題もあります。 

 そういうことで、現在、要介護3以上の在宅

待機者の実情を把握するために、市町と協力し

て実態調査を行っているところでありまして、

今後、市町ごとに待機者を解消するための方策

を検討してまいりたいと考えております。 

〇副議長(徳永達也君） 吉村庄二議員─33番。 

〇３３番(吉村庄二君） 知事にお尋ねしたいん

ですが、ずっと同じような答弁が続いているん

ですよ、私は何年も前からこの問題を言ってま

すけれど。しかも、私は、要介護3以上の在宅

というのは、皆さん方が出してきた、あるいは

厚生労働省の方針として要介護3以上について

特養の入所の原則的な資格といいますか、そう

いうことにしていくんだという方針になった中

で、2,200～2,300人がずっとあるから重要視し

ますと、あなた方も当然と考えているんです。

ただ、それが解決しないで何年もずっときてい

るという状況です。 

 だから、例えば、Ａさんという方がずっと待

機しているという状況が続いて、3年も4年も

ずっとお待ちになっているという状態です。特

殊なことを考えれば、そういうこともかなり出

てきております。 

 ある地域に、そういう施設がある。そうした

ら、集落の皆さん方の中で入っていらっしゃる

人がいる、動けなくなっておられる。病気に

なったら病院に行かれるんですが、そういう形

で病院に行かれるような状態になって、最期を

迎えられるようにならないと自分の番は回って

こないと、こんな話がずっと出てきているんで

すよ。 

 だから、「努力していきます」は、よろしい

んですけれども、知事はずっと言ってきている

んですが、これは一体どうしていきますか。 

〇副議長(徳永達也君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 今お答えをいたしました

ように、これまで待機者の解消に向けて市町と

調整を図りながら計画を推進してきたところで

ありますが、現実に在宅待機者が解消されてい

ないということは、重く受け止める必要がある

ものと考えております。より実効性のある施策

の推進に力を注いでいかなければならないと考

えているところであります。 

〇副議長(徳永達也君） 吉村庄二議員─33番。 

〇３３番(吉村庄二君） 知事、知事の見解をこ

れについてお聞きしたことはなかったんですが、

知事はそれだけ重く受け止めておられるという

ことですから、ぜひ関係部門、関係市町、公的

な施設が少なくなっていますから、それぞれの

民間業者を含めて、県と一緒になって解決をし

ていく。 
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 やっぱりお年寄りになって、そういう状態に

なった人たちが、家族を含めて安心して生活で

きる。こういうふうになったら、こういうとこ

ろのお助けがあるんだと。今も在宅でもお助け

があっていますよ。お助けと言ったらなんです

が、当然のことですが、ホームヘルパーの派遣、

訪問介護の派遣、あるいは家事、そういったこ

とまで含めた援護の体制はありますけれども、

安心してお年寄りを介護できる状況にもって

いっていただくことが大事だと思います。 

 （2）それぞれの分野における人材確保につ

いて、特に、介護職員、看護師・保育士の確保

は、喫緊の課題、その対策について。 

 そういうことで部長から要介護3以上の処遇

の問題についての話もありましたが、特に、介

護福祉士、看護師、保育士、医療部門も一部で

ございますが、あるいは福祉部門、こういうと

ころについての人材確保という問題について、

お尋ねいたしたいと思います。 

 この問題については、いろいろ資料をもらっ

ておりまして、有効求人倍率を見てみればわか

ります。例えば、介護職については、平成28年

年9月からの1年間でしたか､1.83という数字に

なっています。つまり求人数は多いけれども、

求職者が賄いきれていないという状況です。あ

るいは看護については、正確には看護師だけと

いうことではないでしょうけれども、1.43倍、

求人が684人で求職者が445人であったと、ここ

でも不足しています。それから、保育士につい

ても2.12倍です。平成29年では2,193人の求人

があって、求職者が1,037人と。だから、需要

供給がなっとらんわけですね、足りてない。 

 そういう状況の中で、看護職員について言え

ば、離島医療圏の病院について言えば、看護師

については、常時、50名から70名ぐらいが空席

になっている。それを嘱託等で補っているんで

すけれども、正規の皆さん方は夜勤をできるけ

れども、嘱託の皆さん方は夜勤ができない今の

仕組みです。特に、国立だとか、そういうこと

から展開した独立行政法人の病院について言え

ば、人事院の規則で月に8日以内、最低2人で、

ニッパチ制と言うんですけれども、こういうこ

とが人員不足でやれないから超えてやっている、

9日とか10日とかやらないと、正規職員でする

わけですから。特に、3交替制あたりのところ

では人事院の規則のニッパチ制を守れというこ

とについては、本人の健康も、それから入院し

ておられる患者さんのことも含めて、そういう

体制がつくられていますが、これをやれない状

況になっているんですね。 

 ここらあたりの対策をどういうふうにしてい

るのか。時間がございませんから、端的にお答

え願いたいと思います。 

〇副議長(徳永達也君） 福祉保健部長。 

〇福祉保健部長(沢水清明君） 看護職員の確保

につきましては、当然、看護学校養成所におけ

る県内就業対策への支援とか、あるいは新人看

護職員研修の開催など、県内の就業と定着を図

る観点から各施策に取り組んでおります。 

 また、少子化による看護学生が減少傾向にあ

る現状を踏まえまして、本年度から新たに定年

退職後の潜在看護師についても、再就業の支援

のための仕組みづくりを開始したところでござ

います。 

 離島におきましても、先ほど議員の方からあ

りましたけれども、病院企業団におきましても、

「アイランドナースネットワーク事業」であり

ますとか、「ＮＰＯ法人ジャパンハート」との

連携によりまして、看護師の確保に努めること

に加えまして、修学資金等も含めた手厚い対策
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を行っているところでございまして、離島を含

め、看護職員は、年々増加傾向にはありますけ

れども、充足の観点から、引き続き、「養成」、

あるいは「就職促進」、「離職防止」、「資質向上」

の4つの観点から関係機関と連携、協力しなが

ら、その確保に向けてしっかり取り組んでまい

りたいと考えております。 

〇副議長(徳永達也君） 吉村庄二議員─33番。 

〇３３番(吉村庄二君） 今までもそれぞれ努力

をされて、例えば、看護師さんでいうと潜在看

護師さん、保育士さんもそういう言い方があり

ますね。それから、介護については、国も考え

て処遇の問題が関係しているんじゃないかと、

きついという問題を含めて、そういう対応につ

いてもそれぞれ努力されていますが、ぜひそう

いうところについて、さらに継続して頑張って

いただきたいと思います。 

 国立病院に準じているようなところで、2人

体制で月8日以内のニッパチ制が守られていな

いという状況の中で本当の医療というのが完遂

できますか、こういうふうな言い方になってく

るわけですね。ぜひ努力をお願いしたいと思い

ます。 

 これは、もちろん県だけでできる問題ではご

ざいませんが、しかし、県立に関わる病院も

持っておられますから、積極的に努力をしてい

ただきたいと思います。 

 5、いわゆる働き方改革のうち長時間労働の

解消について。 

 （1）全国でもワースト10以内の長崎県内一

般労働者の長時間労働の解消について。 

 統計でもお知らせいただいたところもありま

すが、ずっと報道等もされております。民間の

働く時間が1,800時間を超えるという状況の中

で、長崎県はワースト8位という状況なんです

ね。どこに原因があるかということになると長

くなりますけれども、長時間労働の解消につい

て、どういうふうに考えておられるか、お尋ね

いたします。 

〇副議長(徳永達也君） 産業労働部政策監。 

〇産業労働部政策監(下田芳之君） 本県の労働

時間が長い要因といたしましては、週休2日制

以上の企業の割合が全国に比べ低いこと、一人

当たりの年次有給休暇の取得日数が全国に比べ

て少ないことなどによるものと考えております。 

 そのため、県といたしましては、生産性の向

上や業務の効率化など、労働時間の縮減につな

がる国の支援制度を労働局と連携して周知する

とともに、ワーク・ライフ・バランスや採用力

向上などを目的とした各種セミナーの実施、職

場環境づくりアドバイザーの派遣等により、労

働時間の縮減を含めた働きやすい職場づくりの

取組を促進してまいりたいと考えております。 

〇副議長(徳永達也君） 吉村庄二議員─33番。 

〇３３番(吉村庄二君） この長時間労働の解消

という問題は、県だけ、産業労働部だけの問題

ではございませんでしょうから、全体の問題と

して、民間の皆さん方も含めて、それから国の

労働局の労働政策、こういったところもありま

すから。 

 最近は、そういう問題が非常に大きくなって

職種別にございますけれども、やっぱり長時間

労働、過労死、この基準が1カ月の残業時間が

80時間、こういう問題もあります。 

 連合の中央本部あたりがしていることは、3

月6日を36協定にちなんで記念日とする、そし

て時間外労働を減らしていく、こういう運動を

全国的に展開されておりますから、ぜひそのこ

とは認識をお願いしたいと思います。 

（2）県教職員の長時間労働の解消について。 
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これについては文部科学省の全国的な調査、

あるいは長崎県自体についての県教委の調査、

あるいは関係組合、職員団体の調査、こういう

ものが出ておりますが、いずれにしても、今、

大きな問題になっているのは、教職の皆さん方

の現場における長時間労働が、極めて問題あり

という形になっている。 

しかも、給特法という関係からいきますと、

本当に、もうどうしてもという時に時間外の命

令がされるような形になるけれども、通常はそ

ういう状態がとられていないと、こういう状況

ですよ。 

そういう状況の中で、特に、教職員の長時間

労働の解消について、教育委員会教育長はどう

いうふうにお考えでしょうか。 

〇副議長(徳永達也君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長(池松誠二君） 今、議員ご

指摘のとおり、教職員の長時間労働の問題につ

いては、社会問題化しているというふうに認識

をしております。 

 そこで、県教育委員会の取組でございますが、

まず、小中学校におきましては、平成29年度か

ら県及び市町の教育委員会、県校長会等による

「超勤改善等対策会議」を行い、定時退校日の

設定や学校閉庁日の設定等、さまざまな働き方

改革を推進しているところであります。 

 また、本年度は、教員の業務を縮減し、児童

生徒と向き合う時間を確保するため、統合型校

務支援システム（長崎県推奨版）を構築し、モ

デル地域である3市町の小中学校114校に導入し

ました。 

 県立学校におきましては、働きやすい職場環

境づくりを目指す「『プラス１』推進運動」に

加え、校長会等と連携して働き方改革を進めて

いるところですが、本年度は文部科学省の「学

校業務改善アドバイザー派遣事業」を活用した

業務の見直しや、出退勤システムの開発に取り

組み、教職員の負担軽減や意識改革に努めてい

るところです。 

 さらに、長時間労働の原因の一つとなってい

る部活動については、平成30年10月に「長崎県

運動部活動のあり方に関するガイドライン」を

策定し、休養日の設定や参加する大会等の精選

など、教職員の負担軽減につながる内容を盛り

込んでおります。 

 今後は、文部科学省が本年1月に策定した

「勤務時間の上限に関するガイドライン」を踏

まえつつ、2023年度までに「月80時間超過勤務

教職員ゼロ」を目標に掲げております「第3期

長崎県教育振興基本計画」の着実な推進を図っ

てまいることとしております。 

〇副議長(徳永達也君） 吉村庄二議員─33番。 

〇３３番(吉村庄二君） 時間が十分ございませ

んから、議論を深めることについては、ここで

質問を終わりたいと思いますが、県教委の調査

でも、残業が80時間を超える教職員は中学校で

16.7％となっています。これはあなた方の資料

で見ています。 

 ところが、実際問題としては、それを超えて

いるんじゃないかと、こういうふうに職員団体

の、組合関係の調査では出ております。これは

全数調査ではございませんから、そういうとこ

ろは十分な資料となるかわかりませんけれども、

非常に問題ありと思っています。基本的に文部

科学省はそこの上限を決めようということに

なってきましたけれども、給特法との関係で、

給特法の中身全体を変えていかないと、きちっ

とした対策にならないんじゃないかと私は思う

んですが、その点については答弁を求める時間

がございませんから、意見として申し上げてお
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きたいと思います。 

 6、これからの長崎県のありようについての

知事の考えは。 

 （1）先の2期8年を経過し、県政担当責任者

として3期目9年が過ぎるなかで、中村知事自身

の評価とこれらの課題について。 

知事、私は最初に申し上げましたように、こ

れが最後の質問となるわけです。 

 そういう中で、知事との関係が比較的に長

かったのでございますが、知事は、2期8年を経

過して、3期目、9年が過ぎようとしておられま

す。 

 こういう中で、知事自身、長崎県全体に対す

る取組について、どういう評価をされています

か。前にもお聞きしたことがありますけれども、

今の段階で率直にお聞きしたいと思います。 

〇副議長(徳永達也君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 私が知事に就任させてい

ただき、9年が経過しようとしております。就

任した当初から全国的には非常に厳しい経済の

低迷が続き、国の財政状況も予断を許さない状

況の中で予算が圧縮され、さまざまなプロジェ

クトの推進がしにくい時期になってまいりまし

た。 

 そういった中、先ほど来、ご議論いただいて

おりますように、本県においては、全国に先駆

けて人口減少、とりわけ自然増減が減少に転ず

るといった時期と重なってきているところであ

りまして、こうした人口減少が地域経済のさら

なる疲弊につながるのではないかと非常に危機

感を持って取り組んできているところでありま

す。 

 これまでもご議論いただいたように、人口減

少対策を県政の最重要課題と位置づけておりま

すが、まだまだ具体的な成果に結びつくまでに

至ってないと、このことはやっぱり厳しく自己

評価しなければいけないと考えているところで

あります。 

 いずれにいたしましても、大きな変革の時代

を迎えつつあるわけでありますので、地域の皆

様方が安心して住み慣れた地域に暮らし続けて

いただくことができるよう、心から全力を注い

でいかなければならないと考えているところで

あります。 

〇副議長(徳永達也君） 吉村庄二議員─33番。 

〇３３番(吉村庄二君） 自らの評価について、

あんまり元気がなかったんですが、以前お聞き

した時は、「60％から70％の成果を得ているん

じゃないか」、「評価しているんですよ」という

お話もありましたが、それはその時点でのお話

として聞かせていただいておきます。非常にご

苦労が多いと思いますが、頑張っていただきた

いと思います。 

 私も県議会議員になって20年が経過しました。

今日、お見えの皆さん方や先輩の皆さん方、そ

して、多くの先の方からの議員の皆さん方、ま

た、理事者の先輩の皆さん方を含めて、知事は

金子知事の折からでございました。私は、そう

いう意味では皆さん方の非常な支援の中で今日

を迎えさせていただいたことに、心から感謝を

申し上げなければならないと思っております。 

 （2）どういう長崎県を考えていくのか。 

 そういう中で、知事、考え方とか、いろんな

意見を持った人がおられますけれど、長崎県づ

くりをどうやっていくかということについて言

えば、長崎県で育ってよかったと、長崎県に生

まれてよかったと、今からも住み続けるよ、住

んでよかったと、こういうふうに何とか思える

長崎県をつくっていただくことが、我々もそう

ですけれども、そこが目的ではないかと、県の



平成３１年長崎県議会・２月定例会（２月２６日） 

 ― 85 ―

政治に少しなりとも関与する者として思います。

この点について知事の基本的な見解をお聞きし

たいと思います。 

 そして、知事がおっしゃっていることの中で

大事にしていただきたいのは、私は前にも話し

ましたが、「人を大事にするという前提を基本

に置いてずっとやってきたんですよ」という話

がございました。これは非常に大事だと私は思

うんですよ、人に大事にするということ。いろ

んな意見があって違いがあろうとも、話をつな

げていって、そして、お互いに胸襟を開いて

やっていく過程の中で理解し合っていく、そう

いう中で、「長崎県はよかとこばい」と、こう

いうふう状況になるような長崎県づくりに励ん

でもらいたいと思いますが、最後にひとつ。

（発言する者あり） 

〇副議長(徳永達也君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 私も、これまで機会をい

ただく際には、県民の皆様方が、長崎県に生ま

れてよかったと、長崎県で暮らしてよかったと

思っていただけるような、そういう県の実現を

目指そうと。そのために「人に生きがいを」、

「産業に活力を」、「暮らしに潤い」を実感して

いただけるような長崎県の実現を目指していき

たいと、こう申し上げてきたところであります。 

 その際、やはり原点にありますのは、今、議

員もお触れいただいたように、全ての基盤にな

りますのは、人であると、こう私は思っている

ところでありまして、そういった人を大切にす

る県政というのは、いささかも変わりなく、こ

れからの私の思いの基盤に据えておきたいと考

えているところであります。 

 いずれにいたしましても、さまざまな課題に

直面する中で、県民の皆様方が、夢と希望を感

じていただくことができるように、これからさ

らに県政の活性化を目指していかなければいけ

ないと考えているところであります。 

〇副議長(徳永達也君） 吉村庄二議員─33番。 

〇３３番(吉村庄二君） 今日、いろいろとご答

弁いただいた中で、特に、福祉保健部や、その

ほかにお願いいたしたいと思うのは、今年に

なって、長崎県は高齢者になっても安心して生

活できると、先ほど在宅介護について特別養護

老人ホームの待機者の話をしましたが、こうい

うことですね。それから、病院あたりに行った

時に、あるいは子育てをする時に、さっき保育

士の問題も言いました、看護師の問題も、医療

なんかも当然ですけれども、そういう話をさせ

ていただきましたが、そういうところを含めて、

離島で非常に不便なところもあるけれども、し

かし、それぞれ離島医療圏の病院の中で何とか

頑張って、それは非常に難しい病気の時にはど

うだと、こういうのはありますけれども、場合

によってですけれども、しかし、周辺地区に

おっても、あるいは離島におっても、自分たち

の命というのは守られるよと、あるいはお年寄

りになっても安心して介護というものの中で、

自分たちも努力するけれども、行政の手を借り

て、政治の手を借りて、安心して生活できるん

だよと、こういう長崎県をつくっていただきた

いと、私はこういうように思ってやってまいり

ました。十分ではないという忸怩たる思いは私

自身にもございますけれども、今日、傍聴いた

だいた皆さん方を含めて、これまでお支えいた

だいたこと、そして、理事者の皆さん方にもお

礼を申し上げて、最後の質問とさせていただき

ます。 

 本当にありがとうございました。（発言する

者あり・拍手） 

〇副議長(徳永達也君） 本日の会議は、これに



平成３１年長崎県議会・２月定例会（２月２６日） 

 ― 86 ―

て終了いたします。 

明日は、定刻より本会議を開き、一般質問を

続行いたします。 

本日は、これをもって散会いたします。 

ご苦労さまでした。 

― 午後 ３時３６分 散会 ― 
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― 午前１０時 ０分 開議 ― 

〇議長(溝口芙美雄君） 皆さん、おはようござ

います。 

 ただいまから、本日の会議を開きます。 

 これより、昨日に引き続き、一般質問を行い

ます。 

 浅田議員―28番。 

〇２８番(浅田眞澄美君）（拍手）〔登壇〕 自由

民主党・県民会議、浅田眞澄美でございます。 

 今期最後の質問であり、そして6回目の質問

となりますことを、多くの関係者の皆様方に御

礼申し上げまして、質問へと移らせていただき

ます。 

 1、長崎県を持続可能な、誰一人取り残さな

い都市にするために。 

 （1）ＳＤＧｓ（持続可能な地域づくり）に

関するその後のあり方。 

 私は、今、非常にこだわっていることがあり

ます。それが、このＳＤＧｓ（サスティナブ

ル・デベロップメント・ゴールズ）、このマー

クをご覧になったことは皆さんありますでしょ

うか。（パネル掲示）バッチもつけております

けれども、これは、2015年に世界で採択をされ

た経済、社会、環境に対する世界の目標であり

ます。 

 いかに、この今の世界をしっかりとした形で

未来の世代へ引き継いでいくのか、2030年まで

に、しっかりとそういったことを考えていこう

ではないかという目標であります。今、世界中

で、そして国内の中でも、地方創生に向けては、

これが非常に大事だということで、しっかりと

みんなで守るということが掲げられております。 

 私は、1年半前にこの質問をまず議会でしま

した。その時には、消極的なというか、「今、

長崎県では総合計画がある。それに基づいて

しっかりと政策をやっている」ということでし

た。そのことは私も存じ上げております。 

 このサスティナブル・デベロップメント・

ゴールズ、17項目が掲げられておりますが、こ

れは確かに総合計画の中に入っているかもしれ

ない。しかしながら、世界の中での目標であり、

日本の中でも地方創生を、このことをしっかり
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とみんなでやっていこうではないかという流れ

の中において、もっともっと企業や子どもたち

にもつないでいく必要性があるのではないかと

いうことをお訴えをさせていただいております。 

 その際の答弁の時に、「いま一度研究をして

いきたい」というようなお話もありました。 

 その質問から一年半たった今現在、知事がど

のようにお考えになって、そして、これから先、

長崎にどう取り組んでいただくのかを、まず質

問させていただきます。 

 これからの質問は、対面演壇席よりの質問と

させていただきます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君）〔登壇〕 浅田議員のご質

問にお答えをいたします。 

 ＳＤＧｓは、「持続可能で誰一人取り残さな

い」社会の実現を目指して、環境、教育、経済、

まちづくりなどの幅広い分野で17の目標を掲げ、

統合的に取り組むものであり、県の施策を進め

ていくうえで重要な観点であると考えておりま

す。 

 これまでも申し上げておりますように、ＳＤ

Ｇｓの理念は、県の施策と方向性が重なってい

るところであり、その施策の実施がＳＤＧｓの

推進につながると認識をいたしております。 

 また、ＳＤＧｓへの意識をさらに高めるため、

庁内はもとより市町に対しても、個別分野にお

ける計画の策定や改定を行う際には、その理念

を念頭に置くよう周知をしているところであり、

県では、今年度改定を行っております「第3期

長崎県教育振興基本計画」や「第2次長崎県環

境教育等行動計画」等に反映させているところ

であります。 

 さらに次年度からは、県政運営の指針となり

ます「県総合計画」や地方創生を進める基本と

なる「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策

定に着手することといたしておりますが、それ

ぞれにおいてＳＤＧｓの理念を反映させてまい

りたいと考えているところであります。 

 以後のお尋ねにつきましては、自席からお答

えをさせていただきます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 浅田議員―28番。 

〇２８番(浅田眞澄美君） 今、知事から答弁い

ただきました。その中で、個別分野においては、

この理念をしっかりと入れていくというような

お話がありました。 

 このＳＤＧｓというものは、たくさんのさま

ざまな分野に分かれております。しかし、それ

を横の連携を取ることによって。一つの事業と

いうものは、例えば経済においても経済だけで

はない、経済を守るためには何が必要なのか、

いろんな項目があります。その項目を横串に連

携をさせることによって、あらゆるステークホ

ルダーを用いることによって、連携を取らせる

かによって、これをもっともっと形にしていこ

うではないかというのが世界の取り組み方であ

ります。 

 今、知事がおっしゃったように、確かに個別、

個別ではやっているかもしれない。だからこそ、

私が今回この質問をする時に、さまざまな部署

に聞かせていただいた時に、例えば環境部では

どうなっていますか、文化観光国際部ではどう

なっていますかと、一つひとつ分かれておりま

す。 

 こういったものをしっかりと取りまとめるこ

とが重要なのではないか、幾つかの案件が一つ

になって、それを横軸でしっかりやっていくこ

との方が広がりを見せるのではないかと思って

います。 

 そして、県の総合計画と言われても、多くの
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方々にはわからないかもしれない。しかし、世

界においても、国内においても、先ほどお見せ

しましたＳＤＧｓのアイコンを見れば、何を求

めているのかというのがわかる。これが非常に

重要なのではないかと思っております。 

 こういった意味において、この連携の必要性

などを考えております中で、私は、庁内でぜひ

ともプロジェクトチームなるものをつくってい

ただきたい。 

 今、多くの自治体や企業、そして青年会議所、

さまざまなところで取り組まれております。長

崎県が、そういったところから取りこぼされな

いように、この理念であります誰一人取り残さ

ない、そういったものをつくるために、いま一

度お考えいただけないかを改めてお伺いいたし

ます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） ＳＤＧｓの推進

について、横軸の連携、横断的な取組が必要だ

というふうなご指摘でございますけれども、先

ほど知事からも答弁いたしましたように、ＳＤ

Ｇｓの理念は、県の施策と方向は重なっており

ますので、それぞれの取組を推進していく中で

も、ＳＤＧｓの推進を広げていこうということ

で取り組んでおります。 

 それに加えまして、個別の実施計画、個別計

画だけではなくて、来年度から策定をしてまい

ります総合計画の中でもＳＤＧｓをしっかりと

位置づけて、そして、それを策定していく作業

の過程で、民間、県民の皆さんといろんな対話

を行っていくことがございますので、そういっ

た中でもしっかりと取組をしていきたいと思っ

ております。 

 また、庁内におきましては、総合計画の策定

とか庁内の企画調整会議といったものがござい

ますので、そういった中でＳＤＧｓの取組につ

いてもしっかりと意識を共有しながら取り組ん

でいきたいと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 浅田議員―28番。 

〇２８番(浅田眞澄美君） これは持続可能な地

域づくりをする。ＳＤＧｓというと言葉は難し

いかもしれないけれども、同じ共通言語をもっ

て世界中で取り組んでいく、ある意味、新しい

ものさしの一つだと思います。そういった意味

で、多くの方たちがこれを取り入れているので

はないかと思います。 

 長崎もぜひ改めて考えていただきたいですし、

長崎の中でも、今、私はバッチをつけておりま

すけれども、こういったバッチをつけて、それ

ぞれの企業が、自分たちはその理念に基づいて

企業を推進している、そういったものをやって

いるんだということを示されている企業が増え

てきております。そういったところも着目しな

がら、しっかり取り組んでいるところは、よく

長崎県はやりますけれども、企業の推進のあり

方の表彰をするとか、学生のアイデア募集をす

るとか、さまざまな分野においてしっかりと取

り組んでいただきたいと思っております。 

 多分、この質問に関しましては、同じ総合計

画でというお言葉が返ってくるかと思いますの

で、続いての質問に移らせていただきます。 

 （2）ＡＣＰ（人生会議）についてのその後

のあり方。 

 これも、昨年3月に一般質問でさせていただ

いておりました、アドバンス・ケア・プランニ

ング、人生の最終段階において、将来の意思決

定能力が、もしもなくなった場合において、患

者や医療機関、その家族がどうしていくのか、

そういったことを話し合うプロセスでございま

す。 
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 私は、これは非常に重要なことではないか、

これから多くの人たちが高齢化した社会になっ

ていく中で、こういった考え方、ある一つの考

え方を啓発していくのは必要ではないかという

ことを質問させていただきました。 

 その際に、やっと医療計画に入ったばかりで

あると、長崎大学や県の医師会にご協力をいた

だき、やっていきたいという答弁でした。 

 昨年度、他職種の方向け、そして相談員の研

修会、また県民向けのセミナーなどが開催され

たことは私も存じ上げておりますし、私もほぼ、

そういったところにも参加をさせていただきま

した。 

 その中で、医療従事者の方にとって、これを

やることの難しさだったり、他職種の連携の必

要性を改めて感じる中において、もっともっと

こういったセミナーを、昨年度にとどめること

なく、しっかりと継続していくこと、そして、

長崎市内だけではなくて県内各地で、こういっ

たセミナーを広げていただきたいと思っており

ますが、今後のご予定をお聞かせください。 

〇議長(溝口芙美雄君） 福祉保健部長。 

〇福祉保健部長(沢水清明君） ただいま議員か

らお話がありましたけれども、本県では、高齢

者が幾つになっても住み慣れた地域で暮らし続

けられるように、在宅療養や看とり体制の整備

を推進しておりまして、そういう意味で、人生

の最終段階における具体的な医療、ケアについ

ては、本人、家族、医療・ケアチームが事前に

話し合うプロセスであるＡＣＰは重要であると

認識をしております。 

 先ほど議員からもご紹介がありましたけれど

も、本年度は、長崎大学病院と県医師会等の協

力を得まして、本人や家族への適切な相談・対

応のために、医師をはじめとする専門職を対象

とした、人生の最終段階における医療、ケアの

提供体制に関する研修会の開催や、県民への周

知のための公開講座等を実施しております。 

 平成31年度以降についても、ＡＣＰに関する

医療従事者向け指導者養成研修や、地域包括ケ

アに関わる多職種に対する研修を、長崎大学及

び県医師会と連携をさせていただきまして、離

島地域を含めた県内各地域で計画的に実施して

いきたいと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 浅田議員―28番。 

〇２８番(浅田眞澄美君） 要は、一言で言うと、

今後は離島にも広げていくということだったか

と思うんですけれども、それは非常にありがた

いことだと思います。 

 このアドバンス・ケア・プランニング、通称

が「人生会議」ということになっております。

さまざまな家族で、自分たちの人生をどのよう

に過ごしていくのか、最終期だけではなく、そ

ういったことは非常に重要なことではないかな

と感じております。 

 今回、厚生労働省から、こういったものの事

業の委託をされた神戸大学の意識調査の中でも、

事前の指示書の作成など、そういったものが非

常に重要なのではないかというような賛成の意

見などが述べられておりました。 

 部長もおっしゃったように、これは、患者や

家族や医療機関が、ともに考えていくプロセス

が非常に重要なのではないかと思います。この

人生会議をやることによって、ＡＣＰの概念を

知ることによって、自分自身の、患者さんだっ

たり、家族だったりの自己コントロール感は非

常に高まるのではないかなというふうに私は感

じましたし、そういった皆さんの不安というも

のも軽減できるのではないかと思います。 

 これはもちろん、ほかにもさまざまな方法は
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あるでしょうし、患者さんにとっては、こう

いったことをやるのが不適格な方もいたり、時

期であるとか、さまざまな課題などが残ってい

るということは私も承知はしております。 

 しかしながら、こういったことをやっていこ

うという状況の中において、もっともっと県民

に、こういったことがあるんだということを知

らしめていただくことが、まず必要なのではな

いか、そのように思っております。 

 県民全体に、自分がこれから先、年老いて暮

らしたいところはどこか、そして万が一、自分

で意思表示ができなくなった場合に誰にそう

いったことをゆだねるのか、そういった代理人

の設定などが必要なのではないかと思っていま

す。 

 大村市なども、人生ノートなどを今、配布を

していると聞いております。 

 私は、この家族会議というものは、ぜひやる

べきだと思っております。セミナーはやってい

るというお話でしたが、県民に広げていくため

の啓発、そういったところでの活動、運動は、

今年度どのように取り組む予定なのか、そして

どういうふうな意義を感じておられるのかをお

伺いできますでしょうか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 福祉保健部長。 

〇福祉保健部長(沢水清明君） 人生の最終段階

における医療・ケアにおいては、当然本人の意

思は変化をいたしますし、意思を伝えられない

状態になる可能性もございますので、本人が、

家族などの信頼できる人と話し合いを繰り返す

ことが重要であるとは考えております。 

 ただ、一方で、議員からもお話がありました

ように、やっぱりさまざまな課題というものも

ございます。周知することも一番大事なことだ

と言われておりまして、ただ、一方で、押しつ

けになってもいけないという課題もございます。

元気な時から、人生の最終段階における医療・

ケアについて考えておく必要はあろうかと思っ

ております。 

 このために、平成31年度以降につきましても、

ＡＣＰに関する医療従事者向けの研修を受講し

た医師等の協力を得ながら、誰もが参加可能な

講座等が開催できるように、今後は市町や地域

包括支援センターの協力も得ながら取組を進め

てまいりたいと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 浅田議員―28番。 

〇２８番(浅田眞澄美君） 進めていらっしゃる

ことはわかりましたけれども、もう一歩進んで、

県民の方に広がるような形をぜひともとってい

ただければと思います。 

 （3）教育の情報化に向けた取り組みについ

て。 

 最先端技術を活用することによって、全ての

児童、生徒、子どもたちに質の高い教育を実現

することが、昨今うたわれているかと思います。 

 長崎県は、統合型校務の支援システムで先生

方の働き方環境を整え、それを子どもたちに目

を向ける時間に使うといったこととか、離島を

抱えておりますので、離島の遠隔教育システム

の導入実証研究などについては最先端であると

文部科学省でも言われている。こういったこと

は非常に重要なことではないかというふうに考

えております。 

 しかしながら、どんどん、どんどんスピード

は進み、いろんなことが進んでいっている中で、

ソサエティ5.0という時代の中、もっともっと

そういった人材を育てていく必要性があるかと

感じております。 

 今、多くの地域の中においても、文部科学省

なども、経済産業省もともに掲げております。
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教育の中にエデュケーションをいかに用いるの

か、エドテックという言葉、これもまた世界の

中で問われている言葉です。 

 長崎では、こういったさまざまな手法に対し

て、どのように取り組んでいくのか、まずはお

聞かせいただければと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長(池松誠二君） 議員ご指摘

のとおり、先進的な情報技術の導入は、本県教

育の充実に不可欠な要件の一つというふうに考

えておりまして、議員からご指摘もございまし

たけれども、そういった意味で、文部科学省の

事業等も積極的に取り組んで活用を図っており

ます。 

 ご発言がございました遠隔協働学習システム

でも、全国で採択された7県のうちの1つでござ

いますし、統合型校務支援システムでも、同じ

く4県の中の1つということで、積極的に活用を

図っているところです。 

 特に、離島・半島を多く有する本県において

は、ＩＣＴを活用した遠隔授業の実践は、全国

的にも高い評価を受けておりますし、また、小

学校のプログラミング教育の実施に向けては、

文部科学省、総務省、経済産業省が官民で協働

する「未来の学びコンソーシアム」事業への参

画を全市町に働きかけており、各学校が民間の

講師派遣や教材提供により先進的な情報が受け

られる環境を整えているところでございます。 

 加えて高等学校では、次年度から新規に取り

組む「サイエンス・テクノロジー人材育成事業」

において、県内の大学やＩＴ企業と連携し、プ

ログラミング講座やコンテストを実施すること

で情報処理・活用能力を高めるとともに、プロ

グラミング技術を創造的に活用した課題解決能

力を育成していくこととしております。 

 今後も、本県教育の充実にとって有効な事業

については積極的に取り組んで、人材育成を

図っていきたいというふうに考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 浅田議員―28番。 

〇２８番(浅田眞澄美君） 教育委員会教育長に

ご答弁いただきまして、非常に前向きだという

か、今現在、かなり長崎県は一生懸命に頑張っ

ている、それは非常に私も理解をしております。 

 特に、離島とか半島とか過疎地域をたくさん

抱える長崎県においては、いろんなものを、学

びのツールを使うことによって、そして先生た

ちのご負担を減らすことによって、多くの時間

や場所、そういったある意味マイナスに思われ

ることが一つひとつ解決され、そして、それが

さらに進んでいくことにつながるのではないか

なと思っています。 

 いろんな国の事業も採択をなさって頑張って

いるということだったんですが、今回新規予算

の中で、「新時代の学びにおける先端技術導入

実証研究事業」というのがありました。これは、

市町村の中で、県の中でいろんなことにチャレ

ンジができるという事業であると。 

 それを見た時に、長崎県は今ありがたいなと

思うことが、昨年、卓越大学院に長崎大学が採

択をされて、国内だけではなくて海外の大学と

か、そういったものを遠隔で結ぶようなシステ

ムができていたり、県立大学においても、情報

システムやセキュリティ学科があったりと、長

崎で最先端の学問に触れるチャンスが多々あろ

うかと思います。こういうふうな発信が、これ

からの若い世代にわくわく感を与えたり、長崎

にいたいとか、長崎の大学に行きたいと思わせ

る一つの要因だと思うんです。 

 今回のこの新規事業、ぜひとも私は、さらに

積極的にこういうことも活用していただいて、
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若者を集められるような要因の一つに、人口減

少に歯止めを効かせるような一つになるのでは

ないかと思ったので、こういう事業にも手を挙

げていただきたいと思ったのですが、その点に

関して一点だけ、お願いします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長(池松誠二君） 文部科学省

の「新時代の学びにおける先端技術導入実証研

究事業」のお話だと思うんですけれども、この

件につきましては、いわゆる国の今後の動向、

社会の動向として、ソサエティ5.0に向けた人

材育成の一つの方策として実証研究事業を文部

科学省が行うということでありますけれども、

あくまでも教師支援のツールということ、それ

から、指導力の分析、共有、研修の活用など教

師の資質・能力の向上を図るための実証研究事

業ということでありまして、まだ個別の詳細な

ことがわかっておりませんので、本県で活用で

きるような事業であれば、市町村教委等とも協

議をして、採択に向けて進めていきたいという

ふうに考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 浅田議員―28番。 

〇２８番(浅田眞澄美君） まだ国の動向がわか

らないということでしたけれども、これは先生

だけではなくて、学校現場や企業などと共同で

包括的に活用できる技術の導入の実証実験とも

聞いております。これから先かもしれませんが、

研究いただきまして、子どもたちの未来のため

に、ぜひ積極的に取り組んでいただければと思

います。要望にかえさせていただきます。 

 （4）長崎港付近の活用策について。 

 私は、港周辺は、長崎にとって非常にすばら

しい財産だと思っております。今までも、ク

ルーズ船からの動線やマリーナの拡幅、そして

ドラゴンプロムナード、こういった地域のこと

についての質問をしてきました。 

 そんな中で昨年、国土交通省が、「みなとオ

アシス」に長崎港を登録された。これも、これ

から先のさらなる活性化につながるものとして

期待をしております。 

 その中で一つ、長崎港の中で、もっと活用し

ていただいていいのではないかという場所が三

角広場であります。これは一等地ではあります

が、年間100日ほど活用はしているけれども、

実は使用料などは年間でわずか16万円ほどと聞

いております。これは、一つには減免措置など

が多く活用されているということですが、この

場所を民間企業も活用したいというような声な

ども聞いております。 

 ここも県有財産でありますから、100日以上

使っても16万円というよりも、しっかりと行政

でも稼ぐ方法というか、県有財産をもっと有効

活用すべきではないかと考えておりますが、い

かがでしょうか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 土木部長。 

〇土木部長(岩見洋一君） 三角広場は、水辺の

森公園及び出島ワーフと一体となった港湾関連

用地で、長崎駅周辺から松が枝国際ターミナル

までの長崎港ベイサイドエリアの中においても、

イベント等を通じた交流促進、賑わい創出の場

として活用できる貴重な場所であります。 

 この広場では、「帆船まつり」をはじめ、

数々のイベント会場など、利用許可を行ったも

のだけでも、議員が言われましたとおり年間

100日を超える利用実績があり、また、日ごろ

からスケッチ大会や散策など、県民憩いの場と

しての利用が定着しており、現在のところ、建

物の建築等は困難と考えております。 

 さらに、この広場は、平成31年度から、水辺

の森公園等と一体となった指定管理施設とし、
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「みなとオアシスＮＡＧＡＳＡＫＩ」の活動と

も連携するなど、民間活力の導入により利活用

をさらに図っていくことを目指しております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 浅田議員―28番。 

〇２８番(浅田眞澄美君） 多くのイベントがあ

る。私は別に、このイベントを排除しろとか、

イベントをなくしましょうと言っているわけで

はなくて、もっともっと利活用の仕方はあると

思います。あそこの場所全部で建物をつくるの

ではなくて、建物の建て方だったり、民間企業

が求めているさまざまなものを、もっとしっか

り活用する必要性はあるのではないかなと思い

ます。 

 指定管理者に確かに昨年なっています。2者

ほどなっているかと思いますが、指定管理者に

なったからといって、その期間中ずっと県が所

有しているわけですから、県がほかのものを提

案できないということはないのではないか。 

 そういう意味においては、県はもっともっと、

そういった県有地の転用とか運用とかの研究価

値といったものも考えていただければと思って

います。 

 港というのは、長崎は、ここを中心に情報や

交流や、さまざまなことを発信してきた場所で

もあり、長崎の顔だと思います。 

 長崎県においては、「ファシリティマネージ

メント導入基本方針」というものを平成22年に

策定しておりますよね。こういったこともわ

かっているんですが、せっかくマネージメント

導入基本方針はできているにもかかわらず、そ

ういったものをもう少し活用する必要性がある

のではないか。税収を生める価値というものを

考えるべきではないかというふうに、ある一方

では考えるところであります。 

 しっかりと価値を生み出すことによって、こ

の地域がもっともっとイノベーションを起こせ

る、そういったことにもつながっていくのでは

ないかというふうに感じております。ファシリ

ティマネージメント導入基本方針が、方針だけ

で終わっているのではないかという気がしてお

ります。 

 さまざまなところで聞いても、これがどのよ

うに活用されているのか、わからない。経済活

動を起こすには、もっともっといろんな連携が

必要かと考える中において、「ファシリティマ

ネージメント導入基本方針」をつくるだけでは

なくて、推進という形での指針というものを具

体化すべきではないかというふうに考えている

んですが、そういったところの方向性、これか

ら先というものは、どのようにお考えでしょう

か。 

〇議長(溝口芙美雄君） 土木部長。 

〇土木部長(岩見洋一君） 民間活力の導入とい

いますか、そういったことについてはいろいろ

と考えていく必要があると思いますが、民間企

業が入ってくる場所としてのゾーニングといい

ますか、それはよく考える必要があると思いま

す。 

 現在、例えばレストランとか物販などにつき

ましては、出島ワーフ及びその付近にスペース

がありますので、そういったところにそういっ

た建物を建てることは検討すべきものと考えて

おりますし、県としての基本的な考え方としま

しては、建物を建てられる場所と広場として活

用する場所とはゾーニングしたうえで、それぞ

れが連携を図っていくべきものと考えておりま

す。 

 この広場につきましては、さまざまなご意見

があるとは思いますが、家族連れでボール遊び

をされたり、そういった利用もあります。この



平成３１年長崎県議会・２月定例会（２月２７日） 

 ― 97 ―

ところに建物を建てることが、県民、市民に

とっての憩いの場として、よいことかどうかに

ついては、よく考えていく必要があると思って

いるところです。 

〇議長(溝口芙美雄君） 浅田議員―28番。 

〇２８番(浅田眞澄美君） 水辺の森公園の方で

は、ボール遊びをしたり、家族が遊んでいる姿

をよく見ます。私が言っているのは、三角広場

の方なんです。あそこの広場の中では、なかな

かそういうことは見受けられないのではないか。

走っていらっしゃる、マラソンをしていらっ

しゃる方とかはいらっしゃいます。 

 それはさておいて、昨日の答弁の中でも、県

有地の収入確保の努力というものはしていかな

ければならないと、同僚議員の質問の中で知事

もおっしゃっていた。民間活力は必要である、

そういったところの方向づけというものを、い

ま一度お考えいただければというふうに感じて

おります。 

 長崎県は財政が厳しいという中で、例えばそ

ういった企業が、ここは一等地だよというとこ

ろに何をつくっていきたいのか、どういうふう

にしていきたいのか。今ある、100日使われて

いるイベントを排除しようとしているのか、し

ていないのか。一緒に、ともにつくる、競争で

きるようなところがあるのかどうか、そういっ

たところをもう少し、さまざまなご意見を聞い

てやっていく必要性があります。 

 そういった意味で、「みなとオアシスＮＡＧ

ＡＳＡＫＩ」の方々と、これからもっともっと、

一歩二歩踏み込んだところで、しっかりと活動

をしていただければと思います。 

 知事、私が申し上げているのは、これは決し

て港だけの問題ではなく、県庁全体的な部分と

してのファシリティマネージメントの推進の指

針というものをつくっていただきたいというこ

とを要望しているんですけれども、その件に関

して、いかがでしょうか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 昨日もご議論をいただい

たところでありますけれども、大変厳しい状況

の中で、限りある資源を有効に活用し、財源と

して利用していく、そういった観点、あるいは

また、民間の方々のさまざまな思い等を活かす

場として適当であるのか、調整等の課題もあろ

うかと思いますけれども、いろいろな選択肢の

中で柔軟に検討を進める必要があるものと考え

ているところであります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 浅田議員―28番。 

〇２８番(浅田眞澄美君） 今、知事が、柔軟な

考えを示してくださいました。これから先、そ

ういったところが、この長崎県、厳しい状況の

中では必要かと思います。今回の質問に関しま

してはこれにとどめさせていただきまして、今

後、どのような民間の活力をもってして長崎県

を豊かにしてくださるのかというのは、注視し

ていければと思っております。 

 （5）県庁舎跡地について。 

 私は、この県庁舎跡地については毎回必ず質

問をさせていただいている、長崎にとっては非

常に重要な案件だと思っております。 

 その中で、まず最初に第3別館からお伺いを

させていただきたいと思います。 

 今、第3別館は、保存するのか、保存の方法

をどのようにしていくのか、どのようにここを

活用していくのか、まだ決まっていないところ

が多々あろうかと思います。 

 そんな中で、この第3別館というものは、大

正時代に造られた、現存する鉄筋コンクリート

造りでは国内最古のものだというふうに言われ
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ております。これは原爆直後の大火で県庁など

は焼失しましたけれども、ここは逃れている。

そういう意味においても、非常に価値のある建

物でもありますし、大正時代の当時の長崎を思

い出させるような、そのような景観を思い出さ

せられるような建物ではないかと思います。 

 また、被爆建造物ということで、被爆を逃れ

た建物、そういったさまざまな長崎の今までの

歴史を記憶している、記憶創出の建物としても

非常に価値があるものだというふうに私は感じ

ております。この価値あるものをどのように今

後活かしていくのか、そういったところをお伺

いさせていただければと思います。 

 それと併せて、第3別館を保存するに当たり、

私は、ぜひ懇話会というものをつくっていただ

いて、多くの県民や有識者の声を聞いていただ

きたいと思っておりますが、そういったところ

はいかがでしょうか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） 県庁舎跡地の活

用のうち第3別館についてのお尋ねでございま

すけれども、この第3別館につきましては、ご

指摘のとおり、大正期の建築物であるというこ

とで、近代化の遺産というふうな意味でも一定

の価値を有するというふうなこともございます。 

 ただ、この活用の仕方につきましては、耐震

性の向上といった安全性を確保していくための

建物の改修とか、活用の仕方に応じた内装など

の改修の必要性、それから維持管理の費用負担

などを踏まえて保存、活用の可能性を検討して

いく必要があると考えておりまして、今後、基

本構想を策定していく段階の中で検討をしてま

いりたいと考えております。 

 また、これからの検討状況を踏まえまして、

保存、活用するかどうかを判断していくに当た

り、必要に応じて有識者のご意見をお聞きした

いとも考えておりますが、どのような形でその

ご意見をお伺いしていくかということについて

は、今後検討していく、先ほど申し上げたよう

な、いろんな要素も見極めながら、その検討方

法についても、その中で考えてまいりたいと考

えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 浅田議員―28番。 

〇２８番(浅田眞澄美君） 価値のある建物であ

るということはご理解をいただいていると。そ

の中で、確かに耐震改修とか必要なことがある。

どういった活用をするかによって、耐震改修の

あり方とか、そういったものがさまざま出てく

るのではないかとは考えております。 

 そういった中で、やっぱりここは保存をして

ほしいと、県民や建築物に関して興味を持って

いらっしゃる方々からも声が挙がっている。 

 最近の長崎は、壊れていく、壊されていくも

のが非常に多い中で、ここに関しましては、ぜ

ひ懇話会、そういったものを開いて、しっかり

と検討をしていただきたいと思います。 

 これに関しましては、明日、同僚議員が質問

をさらにするという予定になっておりますので、

ここにとどめさせていただければと思います。 

 次に、本庁舎の跡地についての質問へと移ら

せていただきたいと思います。 

 実に平成21年から10年間、2度目の懇話会か

らも既に5年が経過をしております。その中で

私は、長崎市に振り回され過ぎだなということ

を思わずにはおれません。 

 そんな中、昨年11月に、ようやく市と県が共

通認識を確認できたということが出てきました。 

 しかしながら、私だけの問題なのかどうなの

か、この県有地に長崎市自体がお金を出して

ホールを建設し、それを運営し整備をするとい
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うことは、全くもって考えていなくて、正直驚

いたところでございます。 

 今回、議会に出されております整備方針案に

関しまして、県としては、いつ決定をしっかり

と出すスケジュールになっているのか、まずは

そこを端的にお伺いできればと思います。 

〇議長（溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事（中村法道君） この県庁舎跡地の整備

につきましては、昨年11月定例会において、

「県庁舎跡地整備方針の策定に向けた基本的な

考え方」をお示しし、「広場」、「交流・おもて

なしの空間」、「文化・芸術ホール」の3つの主

要機能を効果的に配置し、相乗効果を発揮させ

るとともに、出島を含む周辺地域との連携や景

観の調和にも配慮しつつ、交流人口の拡大、賑

わいの創出につなげていくという考え方に対し

て、ご意見等をいただいたところであり、その

ご意見を踏まえ、「県庁舎跡地整備方針案」と

して取りまとめて、今回の2月定例会にお示し

をしているところであります。 

 これまでも、県庁舎跡地の整備方針を早く決

定すべきであるというご意見をいただいてきた

ところであり、できるだけ早く整備方針を決定

してまいりたいと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 浅田議員―28番。 

〇２８番(浅田眞澄美君） 私は江戸町に事務所

を構えておりますので、どんどん、どんどん、

江戸町や築町でお店が閉まったりとか、お昼の

ランチの人通りがなくなったり、夜もどんどん、

まばらになっていく。そういう姿を見て、ぜひ

とも早く方針を決めていただきたい。それは県

有地なので、県が主体となってやってくださる

ものと思っておりました。 

 しかしながら、何だかどんどん、どんどん市

が主体となっているような感じの中で、これは、

いま一度しっかりと協議をしていく必要性があ

るのではないかということを、日々感じずには

いられません。 

 なぜかといいますと、基本理念になっており

ます懇話会から提言された後に、随分、長崎市

内は変わってきているのではないかと思います。

跡地活用懇話会から用途が提言された、その後

に、市からホールをやらせてくれというお話。

さらに長崎市はＭＩＣＥをつくるという話。そ

して、ジャパネットタカタがジャパネットスタ

ジアムの構想を出してきました。 

 そういう意味においては、懇話会から提案を

出された、その中身をそのままにすることが果

たしていいのかどうなのか、いま一度、県とし

てしっかりと考える必要性があるのではないか。

まず、そこの点はどうでしょうか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） この県庁舎跡地

の活用につきましては、跡地活用懇話会から、

「広場」、「交流・おもてなしの空間」、そして

「文化・芸術ホール」という3つの機能につい

ての提言をいただいて、県として、それを踏ま

えて、その3つの基本方針に沿って検討を重ね

てきているところでございます。 

 その間、長崎市のＭＩＣＥの問題とか、ご指

摘のような周辺での開発の問題とか、そういっ

た動きもあってはございます。 

 県として、この間、この3つの機能というも

のが必要ということで、ホールにつきましても、

今、長崎にない新たな質の高い芸術ホールと、

そういった機能が必要だということを認識しな

がら検討を重ねてきたところでございます。 

 そして、長崎市の方で検討をされている文

化・芸術ホールと、県が考えているホールとい

うものが、考え方が一致をしていくということ
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で、これについて11月定例会で、考え方を整理

して県として方針をお示しさせていただき、県

議会でもご議論をいただいたということで、今

回、それをさらに整備方針として整理をさせて

いただいて、また、ご意見をいただき、決定し

ていきたいというところでございます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 浅田議員―28番。 

〇２８番(浅田眞澄美君） 要は、市から出され

ているホール、県の質の高いホール、これがお

互い、案が合ったので一緒にやっていきたいと

いうことを今、述べていただいたんだと思うん

ですが、そもそも市は、公会堂の代替案になる

ような、市民・県民が使いやすいものをつくっ

ていきたい、そういった声が高らかに挙がって

いたと思います。 

 それは、一つには長崎市が、まだそんなに急

がなくてもという段階で長崎市公会堂を壊して

しまった。そこから市民の声が、早く早く、

ホールが必要であるというふうな声が文化団体

から挙がったということは私も認識しています。 

 しかし、市が言っている公会堂の代替案と、

県が言う質の高いホールというのは、随分と違

いがあるのではないかなと。いつの間に、市は

県の方に急に寄せるような、質の高い方向にと

いうふうになったのかなというのは、まだ疑問

であるんですが。 

 私がさっき聞きたかったのは、この提言をそ

のままにするのかと。まず、長崎市の全体が変

わってきている中で、いろんな建物が建とうし

ている、そんな中で、そのままこの提案を受け

ていいのかどうか。そういったところを考えて

みると、地域の声をしっかりと聞いていただい

ているのかなという疑問があります。 

 地域の声を聞いた。これに関しましては、懇

話会から提言を出された後に、平成25年から平

成26年に地域の声を聞いたと言われております。

しかし、その当時は、まだ地元地域は、県庁移

転自体を反対していた時代であります。なので

地元の人は、もっと声を聞いてほしいと、一切

聞いてもらっていない、そういうふうな声も一

方であります。 

 また、皆さんの記憶にもあると思います。平

成28年には「県庁舎跡地に市役所を」という署

名がありました。これは実に3万人近い署名が

集まったものであります。この署名というもの

は、実際、この県が掲げている3つの方針に賛

成できないから、違う代替案としての市役所を

ということを求めて、これだけ多くの方たちか

らの署名が集まったものと考えられます。 

 そういったことを全て踏まえると、いま一度、

市民、そして地域の声を聞く必要性があるので

はないかというふうに私は考えております。地

域の人が何を求め、何をつくってほしいのか。

時代が随分変わっております。そういったこと

を、今、どのようにお考えでしょうか。知事に

お伺いしたいです。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君） この県庁舎跡地の問題と

いうのは、これは県有財産であり、県にとって

も大変貴重な、歴史のある土地であります。 

 したがいまして、これまで二度にわたる懇話

会でさまざまなご議論をいただいて、どういっ

た活用をすべきであるのか、幅広い方々からご

意見等を頂戴して方向性を定めてきたところで

あります。 

 もちろん地域の皆様方も利害関係をお持ちい

ただく形で、ご意見は承っていかなければいけ

ないと思いますけれども、これは県有地として、

県のためにも非常に貴重な土地、そういう位置

づけの中で議論を進めてきて今日に至っており
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ます。 

 確かに長崎市内はさまざまな動きが見られる

のは事実であります。しかしながら、そういっ

た大きな流れの中で、この3つの機能について、

これを跡地に整備するという方向性を定めて今

日まで至っているわけでありますので、これは

しっかりとご理解をいただく形で進めていきた

いと考えているところであります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 浅田議員―28番。 

〇２８番(浅田眞澄美君） 今まさにおっしゃっ

ていただきました。県庁舎跡地というのは県有

地であります。 

 では、なぜそこを、県有地である場所を、長

崎市にお金を払わせ、長崎市が建設し、長崎市

に運営をさせるという判断になったのか、そこ

が私は一番知りたいところであります。 

 今現在、長崎市は、ブリックホールにも年間

1億円以上の赤字を、行政からお金を投入して

おります。チトセピアホールですら、ここに

5,000席ありますが1,000万円、そして長崎市公

会堂にも当時、5,400万円が投入されていまし

た。そして、ＭＩＣＥというものは、運営は民

間がするかもしれませんが、市としても財政を

投入していく。 

 まず、あるとするならば、長崎市に対して、

どのような財政スキームをもって、長崎市が建

設をし運営をできるということを、この県有地

で判断をしたのか、そのあたりをしっかりお答

えいただけますでしょうか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） 県庁舎跡地の活

用、そしてホールの整備ということに関しまし

ては、まずは長崎の中で機能重複を避けるとい

うことで、しっかりとそういった周りの環境を

見ながら、そのうえでもこのホールが必要だと

いうことで、県として考えて進めてきたことで

ございます。 

 そして、市の財政的な負担の問題等につきま

しては、まだ今、市の方でも検討がされており

ますけれども、そこについては、しっかりと市

の方でも検討されていくと我々としては考えて

おりますし、それについてはまた、県としても

今後、いろいろ協議をしながら進めてまいりた

いと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 浅田議員―28番。 

〇２８番(浅田眞澄美君） 今、部長がまさしく

おっしゃいました、機能重複です。今まで県は

ずっと、市がつくろうとしているＭＩＣＥと県

がつくろうとしているホールというものを、機

能重複をしないかというのを見極めるために、

3年間という時間を経過させております。周り

の声も聞かず、市民とか、そういったところを。 

さっき、県有地だからというふうに知事もおっ

しゃいました。だったら、こうやって長崎市が、

そこを運営して建設までもするというのであれ

ば、ＭＩＣＥをつくる長崎市が、お互い重複で

きないということはわかっていたはずじゃない

ですか。それを今になって、何年も何年もかけ

てきて、今さら市がつくりますと。だったら、

この時間は何だったのか。ある意味、無駄な時

間だったのではないかなというふうにすら、私

は感じずにはいられません。 

 それでは方向性を変えて質問をさせていただ

きますが、先ほどから知事がおっしゃるこの場

所、県庁舎跡地というのは県有地として、県民

の財産として非常に重要なところである。そう

だと思います。 

 ここは長崎市の発祥の地であり、岬の教会が

建てられ、長崎奉行所があり、長崎医学伝習所

があり、海軍伝習所があり、そして4代にわた
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る県庁舎が建っていた場所であります。 

 そういったところを、いかに活用していくか。

これだけの素晴らしい歴史、文化があふれると

ころであります。 

 これから埋蔵文化財の調査もやっていかなけ

ればならない。長崎市の方は、一級品の遺構が

出てくるかどうかはわからない、そういったこ

とを言いました。 

 でも、長崎市においては、小島養生所におい

ても、遺構などはないと言われていたのに、後

からそういった遺構が出てきた、そういった経

緯もあります。 

 ここは、皆さんがこだわっている跡地活用懇

話会の市川森一先生もしっかりと、「2010年か

ら2011年にあった発掘調査では完全とはいえな

い。もっとちゃんとした埋蔵文化財の調査が必

要ではないか」と言われております。これは、

考古学学会からも求められております。多くの

方々が、しっかりとした埋蔵文化財調査を求め

ております。そして、今まではホールが必要と

言っておられた文化団体においても、この土地

のしっかりとした検証はすべきであるというふ

うに考えているということでありました。 

 知事、そういったことを踏まえて、中途半端

な埋蔵文化財の発掘調査では困ります。知事自

体が、この歴史をどうやって、おっしゃってい

た長崎の県有地としてしっかりと守っていこう

とお考えなのかをお聞かせいただければと思い

ます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 埋蔵文化財調査を中途半

端な形にする思いは全くございません。 

〇議長(溝口芙美雄君） 浅田議員―28番。 

〇２８番(浅田眞澄美君） しっかりとやってい

ただける。 

 だとするならば、話は前に戻りますが、長崎

市が長崎市役所の跡地でホールを建てるならば、

県庁舎跡地に建てるよりも、もしかすると時間

がかかるかもしれないとおっしゃっている。だ

けど、しっかりとした埋蔵文化財調査をやると、

もしかすると、その1年というのが同等レベル

になるかもしれない。そういうことであれば、

私は、さっきから知事が、この場所は県有地で

あるということをおっしゃったということを考

えると。 

 私、ずっと出すのを忘れておりましたが、

（パネル掲示）今回、地域の方、171人からお

答えが返ってきました。 

 多くの方が望んでいらっしゃるのは、昼間の

滞留人口が増える場所、そういったものをしっ

かりとつくっていただきたい。そして、歴史を

感じさせる場所、家族や地域の人が集える場所、

そういったことを皆さんが望んでいる。40％以

上が昼間人口というものが、何をもってつくれ

ば、それができるのか。 

 そして、先ほどからこだわっておりますけれ

ども、文化施設というものの設置場所はどこが

最適か。県庁舎跡地が32％、現市役所が24％、

ここは今のところ県庁跡地でつくると言われて

いたからというような声が多々あったわけです

が、一番大きいのは、43％が「どちらでもよい」

と、どちらにつくっていただいても構わないと

言っているわけです。だとするならば、市がお

金を出して、県有地で運営をさせる必要性はな

いのではないか。 

 しっかりと埋蔵文化財調査をすれば、もしか

すると、その際は年数も変わっていく可能性も

あります。 

 長崎のあの場所は、唯一無二の歴史を語れる

場所であります。しっかりとしたことを考える
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意味においては、どちらでもいいと県民も考え

る。それならば、市役所跡地にホールをつくっ

ていただいて、この県庁舎跡地というものは、

ホールにこだわることなく、もっと地域の声を

聞いて、また、第3回の懇話会などを開いて、

改めて。 

 時代が変わりました、状況が変わった。スタ

ジアムができる、いろんなものができる。ホー

ルにこだわらなくてもいいという答えがたくさ

んアンケートの中にありました。そういったこ

とを踏まえていただく必要性があるのではない

かと考えております。 

 私は、市役所跡地にホールをつくっても、十

分間に合うのではないか、この長崎県というも

のが唯一無二の地域であるためには、文化団体

の方々もご理解をいただけるのではないかと考

えておりますが、知事、いかがでしょうか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君） まず、県庁舎跡地にホー

ルをつくるのではなくて、市役所跡地につくっ

てもいいではないかと、それは市が判断される

ことでしょう。市の方で、県庁舎跡地につくり

たいと、議長さんと一緒に市長ともどもおいで

になって具体的な要請を受けたから、これまで

真剣に検討を進めてきた経過があるわけであり

ます。それは、県が判断する話ではないわけで

あります。 

 それから、埋蔵文化財調査に時間がかかるか

もしれません。それはおっしゃるとおりであり

ますが、私も、専門家の方々のご意見をお聞き

いたしました。そうすると、今後、新しい施設

を整備しようとする敷地の部分については、旧

県庁舎、あるいはその前の施設等が建設された

経過もありまして、恐らくは埋蔵文化財という

のは残らないような形になっているであろうと。

その跡地に今、整備しようとしているわけであ

りますので、そういった可能性は比較的考えに

くいというような前提で、スケジュール感も

もって今日に至っているわけであります。 

 それからまた、ホールにこだわる必要はない

じゃないかというお話でありますけれども、そ

れは、これまで二度にわたる懇話会を経て、3

つの機能を整備すべきではないかという提言を

いただいた。その中にホールがあったから、今

日の構想につながってきているわけであります

ので、そういった過去のさまざまな議論を無視

するような選択肢というのは考えにくいと思っ

ているところであります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 浅田議員―28番。 

〇２８番(浅田眞澄美君） 知事、誤解しないで

いただきたい。私は、これまでの跡地活用懇話

会の方たちのこの3つの提言を別に無視するつ

もりはございません。 

 しかし、この提言の後に、ホールとか、ジャ

パネットタカタさんがつくろうとしているスタ

ジアム。ここはスタジアムだけにとどまること

なく、スタジアムシティといって周りにはホテ

ルをつくり、また、ホール機能だってここの中

にもあるわけです。 

 そうやって時代が変わっている、長崎の様子

が変わっている中で、平成26年に出された懇話

会の方たちも、じゃ、その時の方たちに、いま

一度聞いていただきたいと思います。平成26年

に提言が出された。その後の長崎の現状、現実

というものがこれだけ変わっている。しかし、

ホールでなければならないんですかと。 

 長崎市民の中で地域の方たちは、昼間人口が、

もっともっと人があふれるものをつくってほし

い。また、それだけホールや、ホールに似たよ

うな建物が建つのであるならば、今さらホール
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は必要ではないという声すらあるんです。だか

ら、私は先ほどから、もっと地域の声を聞いて

いただきたいと。 

 そして、時代も変わったわけですから、なら

ば、2回にわたってしっかり声を聞いたという

のであれば、時代が変わってきているわけです

から、第3回の懇話会の必要性は、知事は感じ

ないんでしょうか。これだけ状況が変わってき

た中で、知事にとっても、県有地としても大事

な場所です。財産としても大事な場所です。歴

史もあるところです。それの百年の大計と言わ

れているこの場所を無駄にすることなく、未来

の県民に伝える政策というものを、今考えない

と、後で取り戻すことはできません。だから、

私は、あえて3回目をやってもいいのではない

か。 

 さっき、市がホールを求めているからと、そ

れは長崎市が拙速に公会堂をつぶしたことにほ

かならない。そして何よりも、長崎市役所の跡

にも何ができるか、まだ決まっていない。こう

いう状況の中で、考えられることはまだまだあ

るんです。 

 そういう意味で一点、3回目の懇話会を私は

必要だと思いますが、知事、いかがでしょうか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君） それは確かに、この間、

時間の経過とともに、長崎のさまざまな構想、

動きが見られているのは事実であろうと思いま

す。ホテルができ、その中にはホールが組み込

まれるであろう。 

 しかしながら、私どもの構想の中で整備を目

指そうとしておりますのは、質の高い芸術・文

化ホールなのでありまして、普通のホテルの

ホールとは異なる性格、芸術・文化ホールなの

であります。音響効果も極めて良質なホールの

整備を目指そうとしているわけでありまして。 

 仮にそういうホールが整備されるということ

になれば、これはまさしく機能が重複する形に

なるわけでしょうから、見直しを再検討する必

要もあろうかと考えるわけでありますけれども、

現在私どもがお聞きしている構想の中には、そ

ういった施設というのは考えられない状況であ

ります。 

 なおかつ、ＭＩＣＥ施設との機能重複を考え

る時も、どういったホールになるのか、1回、

ＭＩＣＥ施設そのものが否決されたわけであり

まして、じゃ、交流拠点機能がどういった機能

を備えたホールになるのか、それを見極める必

要があるということで時間をかけてきた経過も

あるわけであります。 

 そういう状況で、さまざまなご議論を賜りな

がら今日に至っているわけでありますので、そ

ういうことをぜひご理解いただきたいと考えて

いるところであります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 浅田議員―28番。 

〇２８番(浅田眞澄美君） そうなんですよ。時

間をかけてきた今日があるからこそ、私は納得

いかないわけですよ。ＭＩＣＥと市役所、ＭＩ

ＣＥと県が建てようとしていたものの重複がな

い、これを調べるだけに非常に時間をかけてき

たわけですよね。 

 それなのに、ふたを開けたら、そのホールを

市役所がつくります、運営をします、それも財

政スキームすらはっきりしていない、本当に大

丈夫なのかと思っている市民、県民がいる中で、

これをやっていこうとしている。 

 そして、忘れてならないのは、県議会ですら

びっくりしたはずです。なんでいきなり市役所

がつくるのと、そんな話、ありましたっけと。

質の高いホールを、我々県議会もつくろうとい
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うことで一定の理解を示してきた。 

 長崎市は、公会堂の代替案で、市民がより使

いやすさを求めています。こういったホールも

私は必要だと思います。その用途が違うと言っ

ていたはずなのに、気づくとなぜか、それを都

合のいいように市役所がやりますというように

転用されてきた気が非常にしてなりません。 

 これはぜひとも、私は、多くの県民、そして

市民、皆さんの声、有識者の声をいま一度聞く

機会というものをしっかり設けていただきたい

と思っております。 

 そして、知事自身もわかっている、この県庁

舎跡地というものは、イエズス会があり、岬の

教会があり、長崎奉行所があり、医学伝習所が

あり、こういった歴史を多くの国民に知らせる

場所としても必要なのではないかというふうに

私は感じております。そういったことをしっか

りと県がやる必要性もあるのではないかと思い

ます。 

 また、ローマ法王がこの秋、来てくださるこ

とが決まっております。イエズス会本部がこの

場所にあった、それが世界遺産につながった。

それだけの歴史があるこの場所を、もっともっ

と未来の方につなげるように、過去がしっかり

未来につながるような形を知事には求めたいと

思いますが、最後に、跡地に関しての覚悟とい

うものをお聞かせ願えますでしょうか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 今回、改めて、県庁舎跡

地整備の方針案をお示しして、県議会としてご

意見等を賜ろうとしているところであり、そう

いった結果を踏まえて適正に対処してまいりた

いと考えているところであります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 浅田議員―28番。 

〇２８番(浅田眞澄美君） しっかり議論してい

ただきたいと思います。 

 以上で、終わります。 

 ありがとうございました。（拍手） 

〇議長(溝口芙美雄君） これより、しばらく休

憩いたします。 

 会議は、11時15分から再開いたします。 

― 午前１１時 １分 休憩 ― 

― 午前１１時１６分 再開 ― 

〇副議長(徳永達也君） 会議を再開いたします。 

 引き続き、一般質問を行います。 

 髙橋議員―5番。 

〇５番(髙橋勝幸君）（拍手）〔登壇〕 皆様、お

はようございます。 

 松浦市選出、自由民主党の髙橋勝幸でござい

ます。 

 一般質問は、年に一度とお聞きしておりまし

たけれども、今回もう一度チャンスをいただき

ました。所属する会派の皆様に心よりお礼を申

し上げます。 

 2019年、平成の御代最後の定例会であります。

気を引き締めて質問させていただきます。 

 それでは、通告に従いまして、1、人口減少

対策について。 

 （1）人口減少対策重点プロジェクトについ

て。 

 実は、長崎県の全ての施策、産業振興、福祉、

医療、教育など多岐にわたっておりますが、見

方を変えれば、これは全て人口減少対策とも言

えるものであります。豊かで住みよい長崎県の

実現を目指して、結果として、人口減少に歯止

めがかかったということではなくて、今回、人

口減少そのものを問題視して、あえて知事は、

長崎県の最重要課題として人口減少対策に正面

から取り組もうとされております。 
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 このことについては、平成31年度当初予算の

中で、重点プログラムとして数々の新規施策の

展開を計画されていることからも、危機感、切

迫感が十分に伝わってまいるところであります。 

 この長崎県の決意を、県民、各自治体にどう

広く伝えることができるか。そして理解と協力

を得ることができるかが成功の大きな鍵になる

とも思っております。 

 実は、市町でも、それぞれ人口減少について

は対策を講じております。我が松浦市でも、ほ

かの市に先駆けて施策を展開しておりますが、

その効果については、なかなか実感できない部

分もございます。このうえは、地域の実情を

しっかり把握していただいたうえで、各自治体

と緊密な連携を取りながら進めていくべきかと

思います。 

 それでは、具体的な質疑に入らせていただき

ます。 

 社会減と自然減の両面から、4つのテーマ別

に施策を展開されておりますが、この重点プロ

ジェクトの概略について説明をお願いいたしま

す。 

 なお、これ以降は対面演壇席で質問を続けさ

せていただきます。 

〇副議長(徳永達也君） 産業労働部政策監。 

〇産業労働部政策監(下田芳之君） テーマごと

に関係各部から順番に説明をさせていただきま

す。 

 まず、1つ目のテーマ、雇用の場の確保と若

者の県内定着対策の強化につきましては、国の

新たな支援制度や地方創生推進交付金を活用し、

地域の雇用創出につながる事業拡大や創業、事

業承継にチャレンジする事業者を支援するとと

もに、選ばれる企業となるため、人材育成の仕

組みづくりや採用力の向上などに主体的に取り

組む企業を支援してまいります。 

 また、若者の県内就職対策として、合同企業

説明会や交流会、企業見学会などの開催に加え

まして、県幹部職員などが県内の大学、高校へ

出向き、ふるさとの魅力や本県で働くことの意

義などを直接伝えることで、県内企業の理解促

進や県内就職に対する学生等の意識の醸成を

図ってまいります。 

 加えまして、県外に進学する学生等に対しま

しては、ツイッターなどのＳＮＳの活用により、

ふるさと情報や県内企業情報等を発信すること

で、地元に対する意識をつなぎ止めるとともに、

大学や企業を訪問して情報収集や就職支援を行

うキャリアコーディネーターを新たに福岡や首

都圏に配置し、県外へ進学した学生の県内就職

支援を強化することといたしております。 

 若者が働きたいと思う雇用の場を確保すると

ともに、産学官が連携して学生等への県内企業

の情報発信や県内で働く魅力の浸透を図り、県

内就職を促進してまいります。 

〇副議長(徳永達也君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） 私の方からは、

4つのテーマのうち、移住対策と集落維持活性

化対策について、お答えをいたします。 

 移住促進対策の強化につきましては、国の新

たな移住支援制度を活用いたしまして、東京23

区から本県への移住に要する引っ越し経費を、

100万円を上限に移住者へ支援をいたしますと

ともに、半島地域や過疎地域などにおいて、雇

用創出を目的とした事業拡充や事業承継等によ

り、移住者などを積極的に採用する小規模事業

者等に対し支援を行うなど、地域の雇用創出に

チャレンジする事業者を支援してまいります。 

 また、本県出身者が多い福岡圏域や首都圏に

おいて、引き続きターゲットを絞った動画配信
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などの情報発信を行いますとともに、新たな取

組といたしまして、ＬＩＮＥの活用や格安航空

会社、ＬＣＣとの連携によりまして、移住後の

多様な働き方や暮らし方をわかりやすく提案を

するなど、人や暮らしの魅力を積極的に発信し

てまいります。 

 さらに、「ながさき移住サポートセンター」

に住宅支援員を新たに配置いたしまして、不動

産業者と連携した移住希望者のニーズに沿った

賃貸物件の紹介を行いますほか、賃貸物件の少

ない離島・半島地域におきましては、市町が認

定した民間団体が空き家の掘り起こしやリ

フォーム、移住希望者とのマッチングまでを行

う新たな仕組みを構築してまいります。 

 次に、集落維持・活性化対策でございますけ

れども、集落維持・活性化対策の強化につきま

しては、今後、人口減少、少子・高齢化が進む

中におきましても、持続可能な集落生活圏の生

活サービス機能を確保していくために、地域住

民が主体となって地域を支える活動を、市町と

一体となり推進、支援していくことが重要と考

えております。 

 そのため、県では、住民主体の集落維持に向

けた機運醸成のための勉強会やまちづくり計画

策定のためのワークショップの開催など、地域

運営組織の立ち上げや小さな拠点づくりを推し

進める市町の集落維持・活性化に向けた取組を

支援してまいります。 

 さらに、部局横断的に、集落対策として、地

域活動の担い手となり得るＮＰＯの育成や掘り

起こし、高齢者の買い物などの生活支援活動、

農産物直売所を拠点とした見守り活動などの推

進に力を入れますとともに、農村や漁村、ある

いは小離島など、集落の特徴を踏まえたモデル

地区を重点的に支援いたしまして、その取組の

他地域への波及を図るなど、集落維持・活性化

対策を強化してまいります。 

〇副議長(徳永達也君） こども政策局長。 

〇こども政策局長(園田俊輔君） 3つ目のテー

マ、結婚・出産・子育て支援の強化につきまし

ては、企業や団体による応援宣言の実施や県民

のボランティアへの参加促進をはじめ、行政、

企業、団体、県民が一体となったキャンペーン

を実施し、結婚や子育てを応援する機運の醸成

を図ってまいります。 

 加えて、結婚支援では、県、市町、団体等が

協働して実施する企業間交流事業のシステムを

構築し、職場や仕事を通じた「職縁結婚」の活

性化に取り組むとともに、子育て支援では、保

育人材の確保に向け、潜在保育士の就職マッチ

ングシステムの導入や就職合同面談会を活用し

た県外学生の県内就職促進などに取り組んでま

いります。 

 さらには、男性の家事、育児等への参画や仕

事と家庭の両立を促進するため、イクボスの啓

発動画や自己診断ツールなどを用いた意識啓発

に努めるほか、安心して子どもを産み育てるこ

とができる住環境の整備に向け、新たに多子世

帯等の中古住宅の取得などを支援することとし

ております。 

〇副議長(徳永達也君） 髙橋議員―5番。 

〇５番(髙橋勝幸君） （2）Ｕターン促進の取

組強化について。 

 今お聞きしました概略の説明を伺いましても、

重点プロジェクトとして26項目あるんですけれ

ども、そのうち22項目が新規であります。これ

を見ましても、県の決意のほどが見てとれると

いうところでございます。 

 その中でも、集落維持活性化対策の強化策に

ついても、5つのプロジェクトが掲げてござい
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ます。これは、5つとも新規の事業でございま

して、しっかり取り組んでほしい。 

 我がまちでも、商工青年部が中心となって、

夏の花火大会、秋のおくんち、そのほかスポー

ツ大会を主催したり、社会福祉関係事業への協

力など、地域おこしに懸命に取り組んでおりま

す。そのメンバーは、商工会議所の青年部とは

言いながら、農業、漁業、会社員、それから自

営、公務員、いろいろな方々が協力して携わっ

ているということでございます。こういう全体

への支援が明確に打ち出されたということは本

当に喜ばしいところでございます。 

 ところで、今議会の冒頭で知事も述べられま

したが、本県の転出超過の状況を分析しますと、

特に、18歳から25歳までの若者世代の転出超過

が大半を占めているということでございます。 

 高校生の県内就職の割合、それから、県内の

大学生の県内就職の割合は、それぞれ6割と4割

と聞いております。逆に言えば、高校生の4割

が、また、大学生の6割が県外に出ているとい

う状況でございます。 

 小学校、中学校、高校と地域で大切に育てて

きた優秀な人材、この人たちを引き戻す方策を

明確に打ち出す必要があるんじゃないかと考え

ます。 

 長崎県はＵターンに本気で取り組んでいると

いうことを、全高校生、関係大学生に、全国に

ＰＲすべき、ほかの県との差別化を図るべきと

考えます。 

 その大前提として、まず、すべきことは、長

崎を大好きな、また、ふるさとが大好きな人間

に育て上げる。これが一番大切。ふるさと長崎

に愛着がない人、こういう人は戻りたいという

ふうには思いません。 

 そこでお尋ねしますが、ふるさと教育と銘

打って頑張っておられますけれども、その取組

内容について、お尋ねをいたします。 

〇副議長(徳永達也君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長(池松誠二君） 児童生徒が

ふるさとに対し愛着や誇りを持つことは、学校

教育目標の一つであります。そのような心情を

育てるために、小中学校では、地域の人々との

交流等を通して、ふるさとの自然や歴史、文化

や産業のすばらしさや、そこに住む人の苦労や

努力の尊さを学んでおります。 

 このようなふるさと教育を支援するために、

県教育委員会といたしましても、郷土学習資料

「ふるさと長崎県」を毎年全ての中学1年生に

配布しています。次年度は、ふるさとへの思い

をつづるページや親子で学ぶことができるコー

ナーを設けるなど、郷土への思いを一層深める

ことができるよう工夫しているところでありま

す。 

 加えて、本県に住み続けたい、本県に戻って

生活したいという思いを強くするためには、ふ

るさとを担おうとする実践力を育成することも

重要であると考え、児童生徒が、みずから地域

づくりの主体者となる取組も進めているところ

です。 

 また、県立高校におきましても、今年度から

3カ年の計画で、毎年6校を研究指定校とし、地

域の魅力発信や課題解決策の提案などを通して、

ふるさとに貢献する人材の育成に努めておりま

す。こうした教育活動を通じて、高校生がさま

ざまな地域の課題に向きあい、地方創生への当

事者意識と使命感を培うことで、地元定着やＵ

ターンの増加につなげてまいりたいと考えてお

ります。 

〇副議長(徳永達也君） 髙橋議員―5番。 

〇５番(髙橋勝幸君） 市立の小学校、中学校、
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高校それぞれに頑張って取り組んでおられると

いうのは、これはもういろいろな行事に伺うと

本当に肌で感じられるところであります。 

 小学校の学習発表会なんかに行ってみまして

も、その地域にいろいろな歴史がございます。

例えば、松浦市で言いますと、元寇の島という

ことで、鷹島なんかはすごく元軍にやられたと、

そういう歴史があるんですけれども、そういう

のを劇にして、子どもたちがみんな生き生きと

それに取り組んで、自分のふるさとというのは

どんな歴史があって、また、おいしいものはど

んなのがあってというようなことで、しっかり

すり込みをやられておる。そういう子どもたち

は、本当に鷹島が大好きな子どもたちに育って

いく。それが大前提で、子どもたち、若い人に

戻ってきていただきたいという原動力になるわ

けです。さらに頑張っていただきたいという思

いでございます。 

 そのうえで提案がございます。 

 これは、ちょっとインパクトがあるようにと

思って考えたんですけれども、長崎七五三と銘

打って、Ｕターンの受け入れの一体運用体制を

内外に示すということはどうだろうかというこ

となんです。 

 長崎七五三と申しましても、お諏訪さんにま

ずお参りとかいうんじゃなくて、社会人になっ

て3年目、それから、5年目、7年目という、そ

ういう区切りを使って、その間の年月はキャリ

アと見て、頑張ってきてくださいと。もうどう

しても、若い青雲の志を持った人もありましょ

う。1回外に出て勉強したい、あるいは大きな

会社で仕事をしたいとか、そういう思いもあり

ましょう。そういう方々を引き戻すための方策

として、しっかり我々が体制をつくっていくと。 

 いろいろな26項目のプロジェクトを進めてあ

りますけれども、それの発信する方法としては、

何かそういうふうに銘を打って一体的な運用を

してということをしないと、どうしても印象が

薄いままであるんじゃないかと考えるんです。 

 都会で、先進地でしっかり勉強をして経験を

積んで帰ってきてくださいと送り出す。そして、

その節目に帰ってきて。そのためには、地元優

良企業の紹介ほか、重点プログラムの施策を強

力に推進しながら、あなた方を待っております

というシグナルを出すということであります。 

 ここで、整理をいたしますが、Ｕターンで働

きたいと考える人たちにとっての問題点という

ことでございます。 

 その地域の人々から、信頼と敬意を得て活動

できるか。また、給与水準が家庭を維持するう

えに十分であるか。住宅環境、子育て環境は十

分であるか。また、最後に長期的な生活安定が

得られるか、失業のおそれがないか、十分な年

金など老後の保障を得ることができるかという

ことに集約できるそうであります。長崎県は、

これを整えるために精いっぱい頑張っていると

いうメッセージを発信していただきたいと考え

ます。 

 以上の提案を踏まえ、Ｕターン促進の取組強

化について、どのように考えておられるか、再

度お尋ねをいたします。 

〇副議長(徳永達也君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） 県、市町の相談

窓口を介して、平成30年度は12月末時点で756

人の移住の実績が上がっておりますけれども、

そのうちＵターン者の占める割合は53％となっ

ておりまして、相談者を含め、Ｕターンが増加

する傾向にございます。 

 そういったこともありまして、一旦県外に出

た方とのつながりを持ち続けて、ご指摘があり
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ましたような、3年、5年、7年といったような、

その後においてＵターンを検討していただくと

いうことは非常に重要だと思っております。 

 そのため、Ｕターンのさらなる促進につなげ

るため、本県の出身者に対するふるさと情報の

発信やＵターンへの気づきを与え、行動を喚起

する動画を発信しますとともに、都市部におい

て転職相談会を開催するなど、就職支援に注力

をしております。 

 また、お盆や年末年始の帰省時期には、駅や

空港などでのＰＲに努めておりまして、こうし

た帰省時期に合わせて、地元における相談会や

企業面談会を開催しますとともに、「Ｎなび」

に、中途採用者向けの採用情報や就職イベント

情報を掲載するコーナーを新たに設け、本県出

身者に対する情報発信や相談対応の充実に積極

的に取り組むこととしております。 

 さらに、市町においても、Ｕターン者向け住

宅改修費補助や奨学金返済支援、引っ越し費用

の助成などにも取り組んでいるところでござい

まして、今後とも、市町と連携をいたしまして、

そういったさまざまな県、市町の取組をパッ

ケージにしながら、わかりやすく情報が伝わっ

ていくように、今後とも工夫をして情報発信に

努めてまいりたいと考えております。 

〇副議長(徳永達也君） 髙橋議員―5番。 

〇５番(髙橋勝幸君） もう本当に頑張ってほし

いというコメントしか言えないんですけれども。

ちょっと力を入れてほしい施策について、2つ

ばかりお願いを申し上げたい。 

 まず、先ほども申しましたように、地元に

帰ったら、どういう会社があるかということが

一番の関心事だろうと思うんです。 

 それで、長崎県では、「Ｎぴか」の企業とい

うことを今ずっと力を入れて増やしていらっ

しゃいます。 

 「Ｎぴか」とは、誰でも働きやすい職場づく

りを実践する企業ということでございます。な

がさきキラキラ企業を「Ｎぴか」というふうな、

縮めてやっていらっしゃいますけれども、この

Ｎぴか企業をしっかり紹介をして、就職の橋渡

しをするということが大切なことであろうと思

うんです。 

 このＮぴか企業というのは、どんな企業があ

るかなということを調べてみますと、松浦市に

も1社ございました。エミネントスラックスと

いう縫製会社ですけれども、縫製会社の枠組み

から脱して、いろいろな取組をされている。あ

あ、こういう会社は本当にみんな帰りたがるな、

就職したがるなという会社であることが見てと

れるんですけれども、このＮぴか企業への認定

をみんなが目指していただくように、県として

も、サポートをお願いしたいと思います。 

 もう一点は、産業人材育成奨学金返還アシス

ト事業というのがございます。 

 これは、奨学金をいただいている人は皆さん

返していくんですけれども、それの返済をいわ

ゆる手助けするという事業ですが、これを概略

見させていただきますと、これはＵターン組に

ついてはあまり想定していないような仕組みに

なっているようです。新卒者で県内に就職され

る方を対象にという印象が強うございます。こ

れも、Ｕターン組にもしっかり適用できるよう

な形に制度改正をしていただけたらと考えます。 

 我が松浦市には、松浦高校があります。今年

もたくさんの若者が巣立っていきました。松浦

高校だけではなく、近隣にも高校があるんです

けれども、この卒業生で松浦市内に就職する内

定者はたったの10人という、今年の実績でござ

います。本当に地元で働いてほしいという思い
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はあるんですけれども、なかなかマッチングが

うまくいかないという部分もございますが、で

きるだけ、少しでも地元に残る、そういうきめ

細かな施策を展開していただきたい。もっと

もっとＵターンに力を入れていただきたいと思

いますけれども、再度覚悟のほどというのをお

聞かせいただければと思います。 

〇副議長(徳永達也君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） 先ほどもご答弁

いたしましたけれども、今後、移住者という形

で移住を増やしていくという中では、今後伸び

しろといいますか、さらに増加を図っていける

のは、やはりＵターンの対策の部分ではないか

と思っております。 

 そういった意味で、一旦県外に出られた方と

どうやってそのつながりを持ち続けるかという

ことが非常に重要と考えておりまして、その中

でやはり地元の地域、または県の移住者に対す

るメッセージというものをしっかりと伝えて、

皆さんにまた地元に戻ってもらって活躍してい

ただける、そういったことを訴えて、この地元

にＵターンしていただくという考えを持ってい

ただけるように、メッセージをしっかりと発信

していきたいと考えております。 

〇副議長(徳永達也君） 髙橋議員―5番。 

〇５番(髙橋勝幸君） 長崎県は、戦後70年ずっ

と優秀な人材を関東、関西、中京、他県へ供給

してきた歴史がございます。しっかりそれを引

き戻す方策を、今年新しい年号に変わります、

大々的に取り組んでいただきたいという思いで、

次に移らせていただきます。 

 2、伊万里湾の赤潮発生・抑制調査について。 

 （1）Ｈ30、Ｈ29のデータ解析。 

 （2）抑制方法。 

 これは、実は平成29年に大きな赤潮被害があ

りました。それから、平成30年におきましては、

赤潮が発生しておりますけれども、迅速な対応、

県と市、それから漁業者の協力によって、何と

か大きな被害はなかったという経過がございま

す。この間のデータを県も随分しっかり取られ

たようでありますけれども、このデータの解析

はどのように進み、この赤潮発生のメカニズム

について、知見はどういうふうにあるか、お尋

ねをいたします。 

〇副議長(徳永達也君） 水産部長。 

〇水産部長(坂本清一君） お答えします。 

 伊万里湾のカレニア赤潮につきましては、最

適水温25度Ｃ前後で、競合する植物プランクト

ン類が増殖していない時に発生し、雨や風の影

響によって移動、拡大することがわかってきま

した。 

 平成29年の赤潮におきましては、台風による

大量降雨及び季節外れの長期間の強い北東風に

よりまして、7月下旬以降に鷹島南岸で発生し

た赤潮が湾全域に広がった結果、大規模な被害

となりました。 

 平成30年におきましては、6月上旬に湾奥南

部で発生した赤潮が、6月下旬からの大量降水

や台風通過時の強風により湾全域に移動、拡大

しましたが、被害はありませんでした。 

 両年とも、カレニア赤潮には好都合な環境

だったと推定されますが、平成30年はガイドラ

インに基づきまして、漁協や市と協力して監視

体制の強化、養殖漁場での餌止め、赤潮の防除

剤散布に一体となって取り組んだ結果、被害を

回避できたものと考えております。 

〇副議長(徳永達也君） 髙橋議員―5番。 

〇５番(髙橋勝幸君） 続きまして、赤潮の発生

は、実は毎年起こっている。ただ、被害がある

か、ないかの違いだと思うんです。この赤潮の
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発生の要因がなかなかつかめない。そんな中で、

底質土を改善すれば、何とかそれが軽減できる

んじゃないかというのが地元の考えでございま

す。 

 この底質改善による赤潮の発生及び拡大抑制

の可能性について検討をいただいていると思う

んですけれども、その中身について、お尋ねを

いたします。 

〇副議長(徳永達也君） 水産部長。 

〇水産部長(坂本清一君） まず、赤潮の発生の

抜本的な予防は難しいものの、底質を改善し、

海底からの栄養塩の溶出を抑えることで、赤潮

の発生及び拡大を抑制できないか、その可能性

を検討するため、県は、昨年度に専門家で構成

される検討委員会を立ち上げたところです。 

 具体的には、平成29年から平成31年までの3

カ年をかけて、伊万里湾のカレニア赤潮のシ

ミュレーションモデルを構築し、底質改善をし

た場合にどの程度カレニア赤潮の細胞数を減ら

すことができるかを検討することとしています。 

 今年度までに、現地調査とシミュレーション

モデルの検討を行うとともに、来年度はこのモ

デルの精度を向上させ、底質改善の可能性につ

いて検討してまいります。 

〇副議長(徳永達也君） 髙橋議員―5番。 

〇５番(髙橋勝幸君） ぜひとも底質改善の、ま

た、これを改善することによって発生が抑制さ

れるという、そういう改善のやり方も研究して

いただきたい。今やっている検討だけじゃなく

てね。これは、もう我々伊万里湾に住む人たち

にとっては、本当に大切なことでございます。

発生するのが当たり前という海であっては本当

に困る。安心できないということですので、引

き続きよろしくお願いいたします。 

 伊万里湾赤潮対策ガイドラインにおいては、

持続可能な養殖業の展開のための中期的課題へ

の対応として、薄飼いへの移行や生けすの再配

置。薄飼いというのは、同じ生けすで数を減ら

して飼うということです。 

 それから、赤潮被害軽減につながる網竹の高

い養殖網の導入などが検討されることとなって

おり、これらの取組は、養殖業の収益性の向上、

それから、競争力の強化につながるものであり、

県としても、しっかり取り組み、支援すること

を強く要望するものでございます。 

 3、雇用型農業の推進（外国人材活用）につ

いて。 

 （1）長崎エヌについて。 

 （2）他産業への対応はどうか。 

 株式会社エヌについて、これを設立に至った

背景、今後の課題について、まずお尋ねをいた

します。 

〇副議長(徳永達也君） 農林部長。 

〇農林部長(中村 功君） 本県の農業は、産出

額が8年連続で増加している状況でございます

が、担い手の高齢化等に伴い、労働力が不足し

ており、農業者のさらなる所得向上や産地の維

持・拡大に必要な人材の安定確保が大きな課題

となっております。 

 このため、本県では、国家戦略特区を活用し、

即戦力となる技能実習生ＯＢによる外国人就労

を目指してまいりましたが、特区の区域指定が

見通せない中、昨年12月に、改正「出入国管理

及び難民認定法」が成立し、農業分野での外国

人材の就労が可能となったことから、去る2月4

日に、県の出資団体、ＪＡグループ長崎、人材

派遣会社の共同出資により、同法で定める「受

け入れ機関」として、農業サービス事業体「株

式会社エヌ」が成立されたところでございます。 

〇副議長(徳永達也君） 髙橋議員―5番。 
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〇５番(髙橋勝幸君） この株式会社エヌについ

ての成立の目的、それから、背景についてです

けれども、どういう会社の構成要員で、今まで

の実習制度との違いをもうちょっと詳しく説明

願えませんか。 

〇副議長(徳永達也君） 農林部長。 

〇農林部長(中村 功君） まず、これまでの実

習制度との違いでございますが、技能実習制度

については、在留期間が最長5年となっており

ますが、実習期間中は原則帰国が不可になって

おりまして、従事可能な業務の範囲も、施設園

芸、畑作、野菜、果樹。畜産においては、養鶏、

養豚、酪農ということで、肉用牛は対象となっ

ておりませんでした。それから、外国人の受け

入れ主体については、実習を実施する農業者と

いうことになっておりました。 

 私どもが目指しておりましたのは、やはり肉

用牛での取り組みといったこともありますし、

それから、品目によっては周年雇用が難しいと

いったこともありまして、品目の組み合わせ等

によって、いろいろな農業者に派遣をするとい

う形ができないかと考えておりましたが、その

形が今回の改正「出入国管理法」では可能と

なったということがございますし、そのほか派

遣事業者、農業者、そういった幅も広がったと

いうことで、さらに最長5年間ということでは

同じですけれども、在留期間中に帰国も可能と

いうこと。 

 それから、外国人実習生ＯＢを派遣できると

いうことで、日本語の能力でありますとか、あ

る程度の農業の知識とか、技術も持っておる方

を受け入れることができるといったメリットが

ございますので、この改正法で受け入れを考え

ていこうということでございます。 

〇副議長(徳永達也君） 髙橋議員―5番。 

〇５番（髙橋勝幸君） この人材派遣会社エヌ

について、今、その目的と背景についてお聞き

をしたところであります。 

 実際に株式会社エヌが、外国人材を農業現場

に派遣する中で直面する課題があると考えられ

ます。 

 3つばかりお尋ねをしますけれども、まず、

外国人材の処遇、生活面についての相談を行う

体制はどのようになっているか。 

 また、品目や時期によって、必要な労働力に

幅があるため周年雇用が難しい面があると想像

できますが、これについての対応はどのように

考えておられるのか。 

 また、都市部との賃金格差により、外国人材

が都市部に集中してしまい、必要な人数を確保

できないおそれがある。あるいは派遣をするた

めに、こちらにお連れしてきて、その方々が行

方不明になるとかということも考えられますが、

それについてどのような対応を考えているか、

あわせてお尋ねをいたします。 

〇副議長(徳永達也君） 農林部長。 

〇農林部長(中村 功君） 3点お答えいたしま

す。 

 1点目、外国人材が直面する処遇や生活に関

する相談体制につきましては、まずはベトナム

から人材を受け入れる計画としておりますので、

人材派遣を開始予定の5月には、ベトナム語で

の電話相談ができる窓口を県の農業経営課に設

置し、7月以降は、県全体として、多言語のワ

ンストップ窓口を整備することで対応したいと

考えております。 

 また、派遣先において、できるだけ早期に市

町やＪＡ等関係機関からなる受け入れ市町連絡

協議会を設置し、外国人材や地域住民からの相

談情報の共有や課題解決に向け、関係機関の役
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割に応じて対応できる体制の整備に努めてまい

りたいと考えております。 

 2点目、議員ご指摘のとおり、一経営体単位

では、露地野菜や果樹など、経営品目によって

周年雇用が難しい面がございます。 

 このため、県といたしましては、各ＪＡ等が

一定の人材派遣を受け、各農家から作業を請け

負い、農家間や選果場での作業を調整できる体

制の整備や、地域全体で周年雇用が可能となる

地域での品目の組み合わせなど、営農体系の構

築に向けて支援してまいりたいと考えておりま

す。 

 3点目、賃金格差につきましては、議員ご指

摘のとおりと考えますが、県といたしましては、

生活していくうえで安全・安心や安い生活コス

トといった本県が持つ利点とともに、先ほど答

弁いたしました相談体制の構築や地域での交流

イベントの開催など、外国から来られても安心

して地域で働き、快適に暮らせる環境づくりの

整備など、賃金だけでなく、受け入れ体制全体

で評価をいただき、本県を選んでいただけるよ

う、信頼関係を築いておりますベトナム国立農

業大学等を通じて、働きかけに努めてまいりた

いと考えております。 

〇副議長(徳永達也君） 髙橋議員―5番。 

〇５番(髙橋勝幸君） 今から実施していかれる

わけです。細心の注意を払いながらということ

でお願いしたいと思います。 

 今、ちょっとベトナムの送り出し機関につい

て言及されましたけれども、今までの技能実習

制度で、たまに聞いていたことなんですが、送

り出し機関で不当な手数料といいますか、そう

いうのを取って送り出してきて、トラブルが

あっているということもございました。 

 この株式会社エヌについての送り出し機関と

の関係について、もうちょっと説明を願います。 

〇副議長(徳永達也君） 農林部長。 

〇農林部長(中村 功君） まず、派遣もとの国

との関係ということで考えますと、先ほど申し

上げたベトナム国立農業大学と十分これまで信

頼関係を築いてきておりまして、こちらの方か

ら200名程度の派遣をいただけるものと考えて

おりますが、そういった信頼関係の中でやはり

送り出し機関として、しっかりとした体制がで

きていると考えておりますので、その点につい

ては信頼をしておるところでございます。 

 もう一つ、この大学以外にも県内に監理団体

がございますが、その監理団体と県で協議会を

設立しておりまして、そちらの方からも外国人

材の派遣を受けようかと考えておりますが、そ

ちらについても、これまで実績が十分ございま

すので、状況を把握しながらしっかり対応して

まいりたいと思います。 

 それから、外国人を受け入れる段階で外国人

本人からも聞き取りを行って、問題がないかと

いったことも十分把握して適切に対処してまい

りたいと考えております。 

〇副議長(徳永達也君） 髙橋議員―5番。 

〇５番(髙橋勝幸君） 現在の技能実習制度のも

とでは、渡航費や初期研修費などの名目で多額

の借金をして来日しているケースもあると聞き

及んでおります。こういう実習制度の弱点を改

善した新たな受け入れ制度に基づいた仕組みと

して、透明性を確保しながら、外国人の方々が

安心して仕事ができる環境づくりに努めていた

だきたい。 

 この事業、農業サービス事業体、株式会社エ

ヌの成功が、外国人雇用の標準の一つとして、

全国に普及することを切に願っておるものでご

ざいます。 
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 4、長崎空港対策について。 

 （1）空港運用時間の延長について。 

 今議会に「観光振興等対策特別委員会」から

提出されておりますように、空港運用時間の延

長を動議として要望されておられます。将来的

には24時間化を見据えての動議ではございます

が、運用時間の延長、24時間化は、交流を拡大

し、地域経済を活性化させるために必須の対策

であると考えます。このことについて、県はど

のように進めようとしておられるか、お尋ねを

いたします。 

〇副議長(徳永達也君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） 長崎空港におき

ましては、現在、午前7時から午後10時までの

15時間の運用時間でございますけれども、この

運用時間の延長の検討に際しましては、国では、

航空保安業務にかかる人員確保等を新たに要し

ますことから、短時間の延長でありましても、

所要体制に見合う航空需要の創出などが課題と

なってまいります。 

 そのため、県におきましては、航空需要を高

めるため、既存路線における深夜・早朝便の増

便の設定や現行の運用時間内と深夜・早朝の時

間帯とをあわせて、新たな定期航空路線の開設

が必要であると考えております。 

 現在、国内航空会社に対しまして、エアポー

トセールスの活動を積極的に展開しているとこ

ろでございます。 

 例えば、国内路線におきましては、東京（羽

田）発長崎行きの最終便の遅い運航ダイヤの増

便設定や航空機材の稼働を高めて、効率的に活

用したいという考えがあります。格安航空会社

（ＬＣＣ）等のニーズを捉えながら、夜間駐機

の航空機の深夜・早朝の時間帯におけます活用

について、航空会社と協議を行っているところ

でございます。 

 羽田空港や関西国際空港などを含めた24時間

運用空港との相互運航でありますとか、今年予

定されております成田空港の運用時間延長など

の機会を捉えながら、長崎空港の運用時間につ

いても延長の実現可能性が高まるよう、引き続

き取り組んでまいりたいと考えております。 

〇副議長(徳永達也君） 髙橋議員―5番。 

〇５番(髙橋勝幸君） これは、県の所管外のい

ろいろな関係機関とのすり合わせも必要だとい

うことで、なかなか進まない現状もございます

けれども、いよいよＩＲについて明るい兆しが

見えてきております。こうなると、この長崎空

港の重要性というのはクローズアップをされて

くるのは当然のことでして、これは鶏が先か、

卵が先か、需要がないから延長しない、延長し

ないから需要がないというふうな部分もあろう

かと思います。しっかり実現に向けて進めてい

ただきたいという考えでございます。 

 今年1月に、待望の香港線が運航開始になり

ました。こういう新しい路線の就航も含めて、

この利用率がアップすることを祈っておるとこ

ろでございます。 

 ところで、「世界3大夜景」として、夜景観光

コンベンション・ビューローが2012年に認定し

た世界3大夜景と申しますのは、香港、長崎、

モナコということになっておるようでございま

す。香港エキスプレスは、香港と長崎を結ぶ路

線ということで、3時間差で違う夜景を楽しめ

るわけでございます。ダイナミックな香港の夜

景と対照的に落ち着いたたたずまいの長崎の夜

景、これを空から楽しむことはできないかとい

うことをちょっと考えました。飛行コースを長

崎市に近づけることができないだろうかという

ことでございます。 
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 「前方に世界3大夜景の長崎の夜景が見えま

す。ダイナミックな香港の夜景と対照的な平和

を願う長崎市民の穏やかな暮らしのあかりであ

ります」、こういうふうな機長の機内アナウン

スでもあれば、本当にみんな窓からのぞき込む

んじゃなかろうかと考えます。もっともっと親

しまれる長崎空港、利用しやすい空港になるこ

とを願っておるわけでございます。 

 飛行コースによって、長崎が無理だったら、

ＩＲの上空でも飛んで、その時は「皆さんが

すってんてんになった長崎ＩＲの夜景でござい

ます」なんて。これは、ギャンブルでじゃない

んですよ。楽しんでお金を使ったということな

んでしょうけれども、そういうふうなコメント

を使いながら、少し親しみやすい航空路になら

ないかと思っております。 

 よく北極でのオーロラとか、オーストラリア

のグレートバリアリーフの上空を飛ぶとか、こ

れは既定航空路から最短距離を通って、この

コースになるのか、少しそういう工夫もあって

いいんじゃないか。香港と長崎の関係を考えて、

そういうふうな思いをしたところでございます。 

 この長崎空港の繁栄というよりも、この交通

網の充実を願って、少し早いですけれども、私

の質問を終わらせていただきます。 

 ありがとうございました。（拍手） 

〇副議長(徳永達也君） 午前中の会議はこれに

てとどめ、しばらく休憩をいたします。 

 午後は、1時30分から再開いたします。 

― 午後 零時 ８分 休憩 ― 

― 午後 １時３０分 再開 ― 

〇議長(溝口芙美雄君） 会議を再開いたします。 

 午前中に引き続き、一般質問を行います。 

 野本議員―40番。 

〇４０番(野本三雄君） 先に議長にお許しをい

ただきましたが、私はちょっと足を痛めており

ます関係から、この対面演壇席で座ったままで

質問させていただくことをお許しいただいてお

りますので、議員の皆様、よろしくお願いいた

します。 

 1、県庁舎跡地活用への提案について。 

 午前中、浅田眞澄美議員も質問されましたけ

れども、重複する部分もありますが、別の視点

で質問させていただきたいと思います。 

 私の考え方、基本構成は、県と市が重複する

広場、交流と芸術ホール、そしてビジターセン

ター、歴史展示等を限られた敷地に一体的に配

置する工夫により、長崎の新しいシンボルとな

る総合文化施設を提案するものであります。 

 （1）オペラハウス計画構想について。 

 私は、長崎の地は、「マダム・バタフライ」

の舞台となったところでありますオペラと関係

が深い土地であると思っています。そこで、オ

ペラが上演できるような施設を県庁舎跡地に整

備してほしいと考えています。 

 オペラが上演できるということは、ミュージ

カルや質の高い音楽の公演もできるということ

であり、県民のみならず、国内はもとより、海

外からも多くの観光客を惹きつけ、呼び込むこ

とができると考えています。 

 県では、これまでの県庁舎跡地活用の検討を

踏まえ、今議会に「県庁舎跡地整備方針案」を

示し、質の高い音楽ホールを含む3つの主要機

能でにぎわいを創出したいとの考えを示されま

した。 

 オペラ専用の施設でなくてもよいのですが、

ぜひオペラの上演が可能なホールを建設してい

ただきたいと思いますが、県の見解をお聞かせ

ください。 
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 （2）食文化への対応、千客万来施設の提案

について。 

 私は、これまで三度にわたり、県庁舎跡地に

多くの人が集い、にぎわいを創出してもらいた

いとの思いから、その拠点となる千客万来施設

の整備について提案してきました。 

 私が考える施設は、長崎ならではの「和・

華・蘭」をはじめとする、長崎の食の魅力の発

信・提供を行うとともに、長崎のまつりを行う

常設広場やさまざまなイベントを開催できるイ

ベント広場、多くの集客が見込めるアウトレッ

トモールなどの商業施設、ホテルなどを整備す

るというもので、出島に隣接するという地理的

な特徴を最大限に活かしたうえで、多くの観光

客を呼び込む観光の一大拠点とするものであり

ます。 

 整備方針案も示されており、すべての施設を

盛り込むことは難しいかもしれませんが、県庁

舎跡地ににぎわいを創出し、まちなかの活性化

にもつなげるという観点から、ぜひ実現しても

らいたいと考えています。県の見解をお聞かせ

ください。 

 （3）不動産投資信託への取り組みについて。 

 県庁舎移転後の跡地のにぎわいを創出するた

め、跡地整備はぜひとも早く進めるべきだと考

えています。 

 一方、県の財政は厳しい状況にあり、整備に

際してはさまざまな事業手法を検討されること

と思いますが、不動産投資信託という手法を活

用する考えはないか、県の見解をお聞かせくだ

さい。 

 2、土木行政について。 

 （1）長崎南北幹線道路の計画について。 

 長崎市内の交通混雑は、かねてより大きな課

題であります。このような中、平成24年に全線

供用された都市計画道路浦上川線は、長崎市中

心部の交通混雑の緩和に大きく寄与していると

考えております。 

 しかしながら、国道206号の長崎市茂里町付

近から時津町にかけての区間は、交通量が非常

に多く、事故も多発しており、いまだこの課題

は残ったままとなっております。 

 加えて、長崎駅の周辺が大きく様変わりする

ようなまちづくりが進められている中、交通量

もさらに増加するのではないかと考えておりま

す。この国道206号の長崎市茂里町付近から時

津町にかけての交通混雑の課題などを解決する

ためには、私は、地域高規格道路である長崎南

北幹線道路の整備が必要不可欠と考えておりま

す。この長崎南北幹線道路については、以前よ

り検討が進められていると聞いておりますが、

いまだ事業着手の見通しが示されていない状況

であります。 

 そこで、お尋ねします。 

 長崎南北幹線道路は、市街地を通る道路とな

りますので、建物移転が多くなり、検討に時間

がかかるということは一定理解しております。

しかし、早期に事業着手するためには、例えば、

一部でも浦上川に橋脚を立てて高架をつくり、

途中で国道206号に接続させる計画とすれば、

建物移転は少なく、早期に事業効果が出るので

はないかと思います。もちろん、いろんな手法

を考えておるというところでありますので、ト

ンネル、あるいは、一部高架等になるかもしれ

ませんけれども、非常に重要な場所であります

ので、こういう検討も含め、県としての見解を

お伺いいたします。 

 （2）（仮）茂木バイパス（早坂～茂木北浦）

計画への取り組みについて。 

 （仮称）茂木バイパスは、長崎市の都市計画
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マスタープランにおいて、（仮称）茂木バイパ

ス構想として示されておりますが、いまだ実現

していない状況であります。 

 この間、長崎市の人口減少とともに、茂木地

区の人口は減少し、地域の活力低下が当地区の

大きな課題となっておりますが、生活基盤の整

備、特に、幹線道路の整備は、地域の振興を支

える重要な役割を担うものとして期待が高く、

茂木バイパスの実現が茂木地区の住民にとって

悲願となっております。 

 このような中、平成28年度に、地区と団体か

ら構成される「（仮称）茂木バイパス建設推進

期成会」が設立され、県、長崎市への要望や道

路セミナーを行うなど、実現に向けて精力的に

活動を展開されているところでありますが、こ

のような地区住民の建設への機運の高まりを、

県としてどう受け止めているのか、お尋ねいた

します。 

 3、水産行政について。 

 （1）藻場造成について。 

 （2）新工法による「海の森づくり」への長

崎発沿岸砂場での藻場造成への取り組みについ

て。 

 私も、これまで長崎の水産業を発展させたい

との思いで取り組んできましたが、地元の漁業

者から、「海藻が減ってしまい、魚が産卵でき

ず、魚がいなくなった」との声を聞いており、

魚を増やすためには藻場の回復が必要だと考え

ております。 

 藻場を増やすには、海藻が少ない沿岸の砂場

に藻場を造成していくことが重要だと思います。

そこで、画期的な研究開発を進めておられる地

元長崎県でも、企業が長年の研究、実証実験を

行っておりますし、そういうことも参考にしな

がら、新たな藻場造成技術の開発に取り組んで

いるわけでありますので、県も連携を取りなが

ら、こういう画期的な藻場の造成について検討

していただきいと思いますが、藻場回復の点も

踏まえ、長崎県の藻場の現状と藻場回復の取り

組みについて、お伺いいたします。 

 以上で、質問項目を終了いたしました。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君）〔登壇〕 野本議員のご質

問にお答えをいたします。 

 県庁舎跡地活用について、オペラハウスを建

設してはどうかとのお尋ねであります。 

 県庁舎跡地の活用につきましては、二度にわ

たる懇話会からの「多目的広場機能」、「歴史・

情報発信機能」、「ホール機能」という3つの主

要機能の提言や、県議会でのご議論を踏まえ、

この地が歴史的に重要な土地であるとともに、

まちなかに立地する大変貴重な県民の財産であ

ることを念頭に、県民、市民や国内外の観光客

が集う、今まで長崎のまちにはなかった新たな

賑わいの場の創出に向けて検討を進めてまいり

ました。 

 今回、2月定例会に、「賑わいと憩いの場を創

出する広場」、「歴史・観光情報等の発信などを

行う交流・おもてなしの空間」、「質の高い文

化・芸術ホール」の3つの主要機能を整備する

「県庁舎跡地整備方針案」をお示ししたところ

であります。 

 主要機能の一つであります「文化・芸術ホー

ル」につきましては、すぐれた芸術文化に触れ、

楽しむ場として、芸術性や専門性の高い公演に

対応できる機能を備えた施設を整備することを

考えております。 

 県としては、音にこだわった高度な音響設計

や、演出効果を高めることができる舞台設備を

整備するとともに、フルオーケストラによるク
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ラシック音楽や、議員ご提案の「マダム・バタ

フライ」のようなオペラやミュージカルといっ

た演劇の公演の実施についても想定をいたして

いるところであります。 

 次に、長崎の食を提供する施設やまつりを行

う常設広場、イベント広場、商業施設、ホテル

などで構成する「千客万来 和・華・蘭ミュー

ジアム」を整備してはどうかとのお尋ねであり

ます。 

 3つの主要機能の一つであります、交流・お

もてなしの空間においては、この地の歴史・観

光・物産などの情報発信や、長崎の食と食材の

魅力を県外、海外の人にアピールするレストラ

ン、県民、市民が気軽に利用できるカフェなど

を整備することを想定しております。 

 また、もう一つの主要機能であります広場に

ついては、まつりや野外コンサート、物産展な

どの多様なイベント開催が可能な、十分な広さ

と設備を有する多目的交流広場にすることを想

定しております。 

 ご提案のうち、「長崎の食の提供」について

は、交流・おもてなしの空間において、また、

「まつりの広場」、「イベント広場」については、

多目的交流広場において、同様の取り組みが検

討できるものと考えおります。 

 一方、商業施設やホテル等については、県庁

舎跡地の限られた敷地の中での対応は難しいと

考えておりますが、警察本部跡地においては、

比較的自由度が高い検討も可能であり、民間活

力の活用の可能性を考える中で、幅広く検討し

てまいりたいと考えております。 

 いずれにいたしましても、県庁舎跡地におい

て、県民、市民の憩いと賑わいの場をつくり、

さらに国内外から長崎を訪れる観光客との新た

な賑わいと交流が生まれるような場の創出につ

なげてまいりたいと考えているところでありま

す。 

 そのほかのお尋ねにつきましては、関係部局

長からお答えをさせていただきます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） 私の方からは、

県庁舎跡地の活用への提案のうち、不動産投資

信託の活用をしてはどうかというお尋ねについ

て、お答えをさせていただきます。 

 跡地の整備及び運営についての具体的な事業

手法につきましては、今後、基本構想を策定す

る中で検討していくことと考えております。 

 県において、一定規模の公共施設を整備する

際におきましては、ＰＰＰやＰＦＩの導入の可

能性について検討を行うこととしておりまして、

議員ご提案の不動産投資信託につきましても、

その手法の一つとして、あわせて検討をしてま

いりたいと考えているところでございます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 土木部長。 

〇土木部長(岩見洋一君） 私の方から、土木行

政に関するご質問について、2点お答えいたし

ます。 

 まず、長崎南北幹線道路の計画について、浦

上川に高架橋をつくり、国道206号に接続させ

るルートを検討すべきではないかとのお尋ねで

すが、長崎市茂里町付近から時津町にかけての

国道206号の交通混雑緩和に向けた抜本的対策

として、地域高規格道路である長崎南北幹線道

路を整備することは効果があるものと考えてお

ります。 

 長崎南北幹線道路は、市街地部の道路であり、

事業費が多大となることが想定されるため、整

備効果を最大限発揮できるよう、さまざまな

ルート案を比較検討する必要があります。 

 議員ご提案の浦上川に橋脚を立てて高架橋を
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つくる案については、河川の流れに及ぼす影響

など、防災の面や河川管理の面での課題整理が

必要であります。 

 そうした観点も含め、事業費や支障物件の数、

時間短縮効果、交通混雑の緩和の度合いなどを

総合的に評価し、最適なルートを検討していき

たいと考えております。 

 次に、早坂～茂木北浦間のバイパス計画への

取り組みについてのお尋ねでございますが、茂

木のバイパス構想については、長崎インター

チェンジと茂木地区を結ぶ構想であり、将来的

には、九州横断自動車道やながさき出島道路と

一体となって、地域振興に貢献するものと考え

ております。 

 議員ご指摘のとおり、茂木地区では、当バイ

パスの実現に向け、平成29年1月に「建設促進

期成会」が設立され、要望等熱心に取り組まれ

ていることは承知しております。 

 このような中、県では、現在、茂木地区から

長崎市中心部を結ぶ国道324号の現道対策とし

て、地元の意見を踏まえ、滑川工区の整備を

行っているところであります。 

 一方、大型事業である長崎南環状線、さらに

野母崎宿線の整備などを進めていることから、

茂木バイパス構想に関しては、今後の長崎市内

の道路ネットワークのあり方と、事業の優先順

位についての長崎市の考えも踏まえながら検討

すべき課題と考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 水産部長。 

〇水産部長(坂本清一君） 長崎県の藻場の現状

と藻場の回復の取り組みについてのお尋ねでご

ざいます。 

 藻場は、水産生物の産卵や育成場など重要な

役割がありますが、食害生物や海水温の上昇な

どにより、本県では、25年間で約4割の藻場が

消失している状況にあります。 

 このため、県では、平成28年度に「長崎県藻

場回復ビジョン」を策定し、平成30年度に、新

たな技術的知見を加えて改定した「ガイドライ

ン」に沿って、ハード・ソフトの取り組みを一

体的に推進しているところであります。 

 具体的には、沿岸の砂場を主体に、藻場造成

のための石材やブロック等を設置するとともに、

漁業者を中心とした食害生物駆除などの藻場回

復活動を支援しております。 

 また、議員からご指摘のありましたとおり、

藻場造成にかかる新たな技術開発の取り組みも

進められていることから、今後とも、新たな藻

場造成の情報収集及び新しい技術の導入も図り

ながら、引き続き、漁業者、漁協、市町と連携

して、藻場回復の推進に努めてまいります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 野本議員―40番。 

〇４０番(野本三雄君） それぞれご答弁いただ

きましたが、要望を含めて意見を述べさせてい

ただきます。 

 県庁舎跡地の活用については、大体県、市の

今の構想等々を知ることができまして、大体私

の考えもそういう方向でありますので、これは

論を待たないところであります。 

 ただ私は、今回、日本でも一番実力を持って

いると言われる世界的な曽野正之先生と間接的

に縁をいただいて、この先生に長崎の県庁舎跡

地構想についてのいろんなお考えを聞き、また、

いろんな視点での新しい取り組み等々をいただ

いて、設計に携わる人でありますから、一応の

案も示されております。 

 私は、すばらしいなと、同じ1級建築士でも

こんなに違うものかなと、雲泥の差であると

思って、曽野正之先生の建築技術はすばらしい

と感じておりましたので、あえて取り上げたわ
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けであります。 

 今まで、長崎に入ってくる観光船も含めて、

過去は「岬の教会」が目印になっていたと思う

わけであります。そういうシンボルがあったと。

今度、それにかわるものをこの施設の中の屋上

に、ひとつそういうものをつくって、クルーズ

船も含め、海から入ってくる国内外の方々も含

めて、それを目標に入ってくると、そういう構

想を曽野正之先生から提案していただきました。

私はその絵を見て、すばらしいなと思っており

ますので、ぜひそういうものに取り組んで検討

された方がいいなと。 

 しかし、何としても土地そのものが限られて

おりますので、そうよくばったことはできない

と思いますけれども、そういう重点的に、シン

ボルとなるものは必要だと思うので、できれば、

私は中村知事にも、何とか機会をつくって、曽

野正之先生とも意見交換をしてもらうことは非

常にプラスになるんじゃないかと思いますので、

これはあくまでも要望ですが、そのようなこと

も提案しておきたいと思います。 

 県庁舎跡地は、一等地だということで、一定

そのことは、もう皆さんが承知しているわけで

ありますので、せっかくそういう土地ですから、

歴史的に、ここで今度計画することは、もうこ

れで一応の、相当な、100年も、それ以上もも

つことになるだろうと思いますので、ここで、

失敗というのは失礼ですけれども、後戻りする

ことがないように、ぜひ県、市協議しながら進

めていただきたい。特に、長崎市については、

長崎市の考えもあるようでありますけれども、

いずれにしても、県の土地でありますので、県

が、前々からも言っていたように、主導権を

持って、早く着手できるように進めていただき

たいと思っております。 

 そういう意味で、オペラハウスについては、

それを特筆するものではないんだけれども、

やっぱりそういうものができるということは、

他のミュージアムもできるということでありま

すので、長崎にオペラハウス、特に、「マダ

ム・バタフライ」の関係から、オペラハウスが

長崎にできたということになると、これは、や

はり私は効果は十分あると思いますので、そう

いう考え方も示されておりますので、ぜひこの

オペラハウス計画構想については、そういうふ

うな視点で考えていただければと思っておりま

す。 

 それから、食文化への対応については、この

問題についても、先ほど知事の答弁がありまし

たように、業界でもいろいろなイベントを開き

ながら、そうした取り組みをしておるというこ

とについては承知をしておるわけであります。

そのうえに立って、いよいよこの県庁舎の跡地

を活用していく中で、その分野をきちんと明確

にしていただきたいと思っておって、私は前か

ら申し上げておった、千客万来施設というもの

について、人を呼び集める、そして、商業施設

も考える。また、特に、オペラ等々については

宿泊施設が必要になりますので、県警跡地にぜ

ひホテルをという構想も、実は、今回提案をす

るわけでありますけれども、ご検討をしていた

だければと思っております。 

 それから、不動産投資信託への取り組みにつ

いては、ただいま部長より答弁がありまして、

検討もしてみたいというようなことであります

ので、とにかく財政が厳しい、金がないという

ことであれば、この一等地の中で何か金を生む

ことも考えていいんじゃないかということで、

これは他県にも幾つかの例があるそうでござい

ますので、ぜひそういうことも参考にしながら、
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不動産投資信託への取り組みをぜひひとつ検討

していただきたいというふうに思って、これは

要望にとどめておきます。 

 次に、土木行政でありますけれども、今、土

木部長より答弁いただきました。考えるところ

は一緒でありますけれども、南北幹線道路計画

については、ずっと検討している、検討してい

るで、なかなか事業着手の見通しが立ってない

と、どういうやり方にするかということについ

て方向が示されてないと。賛否両論、必ずある

わけですから、反対で事を大きくしたらいけな

いという配慮もあるんでしょうけれども、しか

し、やはりこういう問題は、賛成、反対はある

として、そこの中に踏み込んでいくというのが

大事じゃないかと思いますので、もうこの辺で、

こういう案もありますということで協力をお願

いしたいということを投げかけるというのが大

事じゃないかなと思っております。 

 この辺は、土木部長、ぜひそういう視点で考

え、自分たちだけで考えている、考えている

じゃ、全く先が見えないわけでありますから、

ぜひそういう視点で、土木部のところについて

も、この話については進めていただきたい。 

 私が浦上川というのは、先ほど言ったように、

河川ダムへの安全面の問題があると、これは一

番大事なことですから、そのことは否定はしな

いわけですけれども、工法も、トンネルでいく

方法もありますし、今言った高架の問題もあり

ますし、いろんな迂回道路もあると思いますけ

れども、何せ一番費用のかかる建物移転が大き

いと思うので、立ち退きしてやっていくという

のは難しい問題だろうと思いますので、ぜひそ

ういうようなことで。 

 そして、もし河川ダムに影響するならば、河

川のしゅんせつも一部あっていいんじゃないか

と、橋脚に見あう河川のしゅんせつもやってい

いんじゃないかと思いますし、トンネル方式も

ありましょうし、いずれどういう方法で、どう

いう形で進めていきたいという案を一つか二つ

示してもらいたいと。そうすることによって、

市民、県民も、そういうふうになるんだなとい

うことで、前向きに協力するものは協力しても

らうということで、そういうことを得るために

も、やはり日の目を見せた方がいいということ

で申し上げておるわけでありますので、どうぞ

もう一回、協議をいただきたいと思います。 

 それから、茂木バイパス、これは、確かに長

崎市が挙げてくる問題であると思いますけれど

も、何か弱さがあるといいますか、それがなか

なか見えてこないというのが、県の考えのよう

でありますので、長崎市の方にもそのことにつ

いては、強く地元として申し入れをしていくと

いうことで、地元としては、「いつ、できるん

ですか」と、そういうふうに、期成会もつくっ

てかなり進んできているので、そういう意識で

はあります。 

 そして、やはり人口減少があるし、天草の苓

北町からは、今の止まっている高速船をもう一

回再構築して、そして、やはり茂木の方に渡っ

てきた方が、はるかに短時間で経済的でもある

ということで、苓北町も真剣にこの問題を考え

ている。なおのこと、そうなってくると、やは

り茂木バイパスのマスタープランに書かれた計

画は、そしてまた、これは土木の専門家にも検

討してもらって、現在の国道324号を拡幅する

のは、地盤的な、地質的な問題もあって難しい

と、カーブも多いということで、新たな道路の

方がいいということでの茂木バイパス提案であ

りますので、これはもう一度、そういう検討を

していただきたい。 
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 そして、特に、長崎市の方にも県の方から呼

びかけていただいて、こういうのが県議会で質

問されていると、長崎市の方は、この問題につ

いて、どこまで考えているのかということも含

めて、上位にランクされなければ、県としては

あちこち要望をいっぱい持っているわけだから、

ちょっとした道路に特筆するわけにいかないと

いう話も理解できますので、そういうのを、こ

れから積み上げてきた問題を整理しながら、ぜ

ひ早急にこの問題に、事業名がついてやってい

けるようにお願いをしたいと思います。 

 次に、水産行政であります。 

 私は、一応、当初新しい取り組みということ

で、新工法による「海の森づくり」ということ

で、長崎発沿岸砂場での藻場造成への取り組み

ということで、このことも一応、県当局には、

内容についても説明をさせてもらったし、資料

等々も。画期的な、砂場での藻場の造成ができ

るという開発を、研究されてきたということで

すから、これはぜひ取り組んで、日本で一番手

になるわけですから、長崎発の藻場造成という

ことで「海の森づくり」、新工法でありますの

で、「海の森づくり」ということで、ぜひこの

長崎発沿岸砂場での藻場造成の取り組みを水産

部長、お願いをしたいということです。 

 民間といえども、いろんな角度で事業投資し

て、研究開発をしてきて、藻場造成もやっとそ

ういうところにたどり着きましたという話であ

りますし、ぜひこの新たな藻場造成技術の開発

と一緒になって取り組んで、そして漁業振興、

水産振興を図らないと、魚はいないんだと、捕

りに行くといっても、魚がいないから、どうし

ようもないということは、やはり藻場がないと

いうことだと。 

 そう見ると、五島あたりは海女さんが多かっ

たから、ウニをどんどん捕って、ウニの弊害を

なくそうということになった。もう今は、そう

いう海女さんもどんどんいなくなってしまって、

そういうこともできないということで、藻場を

ウニが食い荒らして、そして、後はもう何も生

息できない、しない状況をつくっているという

ことで、悪循環を繰り返しているようでありま

すので、この藻場造成については、ぜひ新しい

方法をもう一度県なりに調査していただいて、

よいと判断すれば、一緒になって研究し、そし

て、実現をしていただければと思っております。 

 長崎県も「磯焼け対策ガイドライン」という

分厚い資料、そしてまた、実際これを見てみる

と、相当の研究もされてきているということに

ついて評価するわけであります。しかし、結論

的に、どうしたらいいかということについては、

まだ、これを見てもよめないということで、そ

のためには、今回私が申し上げました「海の森

づくり」という、ここでこの研究してきた問題

を取り上げてやっていくと、藻場造成になって

いくんじゃないかと。 

 新工法でありますので、長崎県は沿岸が長い

のは日本一、あるいは北海道と比べても、それ

だけに砂場が多いわけですので、この砂場に藻

場を生やすことが非常に難しかったと、今まで

台風で消滅するとか。今回、研究されてきた会

社で、私も資料を見せてもらいましたけれども、

リーフボールという特殊なものをつくって、そ

れが、台風が来ても、そこから吹き上げていっ

て、そこにはそのものはなくならないというこ

とで、そういうのを長年研究して、これはもと

もとサンゴの問題でやったらしいですけれども、

それが成功して、サンゴでできるなら、藻場で

もできるんじゃないかというのは、長崎の地場

業者がそこに目をつけて、ずっと一緒になって
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やってきたということでありますので、この

リーフボールという新工法について研究、検討

して、ぜひ連携しながら前に進めていくことが

藻場の造成につながると思いますので、水産部

長、その点、よろしく検討をしていただきたい

と思っております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 野本議員、答弁は求め

なくていいですか。 

 水産部長。 

〇水産部長(坂本清一君） 議員ご指摘のあった

新しい藻場造成の技術につきましては、海藻が

付着しやすいような表面の基質を持つものであ

るとか、あとは、魚に食害されにくいような構

造を持つ魚礁が、民間の企業により、それぞれ

開発され、実証的な試験も行われているところ

と承知しております。 

 県といたしましては、そうした新しい技術の

効果の大きさ、またはその持続性及び経済性の

強化を踏まえながら、その利活用について検討

してまいりたいというふうに考えています。 

〇議長(溝口芙美雄君） 野本議員―40番。 

〇４０番(野本三雄君） 水産部長、ありがとう

ございました。ぜひそういう研究、検討を進め

ていただきたいと思います。 

 今回の質問について、私は、県庁舎跡地活用

については、オペラハウスの計画構想、食文化

への対応、千客万来施設の提案、そして、不動

産投資信託への取り組みの3項目挙げさせてい

ただきました。私は、この跡地活用について、

誰しも自分が提案することが一番いいと思うの

ですが、私もご多分に漏れず、この3案をぜひ

ひとつ県サイドも検討を加えていただければと、

そのように考えておりますので、知事、よろし

くお願いいたします。 

 それから、再質問しないということでしてお

りますので、質問ではありませんけれども、要

望にとどめておきますけれども、先ほどの土木

部長の答弁については、なかなか、場所が場所

だけに、費用対効果という言葉を使えるかどう

かわかりませんけれども、非常に金もかかるこ

とでもある。しかし、金がかかるから、聞いて

みると、数案検討していますと言うけれども、

検討している数案が一つも表に出てこないから、

やはり地元も不安であるということであります

ので、この点については、先ほど申し上げたと

おり、再検討していただければと思っておりま

す。 

 それから、藻場造成については、今も水産部

長から答弁していただいて、ちょっと研究、検

討もされるような感触を受けましたので、これ

は私は画期的なことだと、日本第一号であるか

ら、私は「長崎発」という言い方をしたんです

けれども、新工法による「海の森づくり」、こ

の問題については、リーフボールを揺らすとい

うことで、今も、いつでも見られるということ

ですから、実験をやっているということであり

ますので、日本沿岸の藻場は瀕死の状態であり

ますので、ぜひ長崎県から砂場に藻場造成を図

るということを再検討されてもいいんじゃない

かなと思っております。 

 要望的な話になりましたけれども、私も今議

会は最後の議会でありますので、今まで考えて

いたことの主なものをまとめたわけであります

ので、ぜひ県庁舎跡地活用について、私が述べ

た問題、あるいは、土木行政についても地元の

機運、地元は、もう「いつ、できるんですか」

まで言っているという茂木バイパスの問題につ

いて、長崎市との協議を前に進めてもらいたい。 

〇議長(溝口芙美雄君） 野本議員、答弁は要ら

ないんですね。 
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〇４０番(野本三雄君） 要らないです。議長、

ありがとうございます。 

 大体先ほどの答弁で、前向きに検討するとい

うふうに受け止めておりますので、それが違っ

ておれば、何か違うんですよと言ってもらわな

いといかんけれども、私は、私の今回の提案を

前向きに受け止めて、構想を含めて質問させて

もらったところ、前向きに考えてもらっている

という思いがしたので、再質問をしないという

ことを申し上げたわけであります。 

 どうぞ、今回の質問は、舌足らずもあります

けれども、後日やりとりすることは十分できま

すので、お互いに知恵を出しあいながら、そし

て、県民、市民が望んでいることについては、

一歩でも二歩でも前進するようにお願いしたい

と思います。 

 そういうことで、今回の質問はこの程度にと

どめておきたいと思います。 

 どうもありがとうございました。（拍手） 

〇議長(溝口芙美雄君） これより、しばらく休

憩いたします。 

 会議は、2時30分から再開いたします。 

― 午後 ２時１４分 休憩 ― 

― 午後 ２時３０分 再開― 

〇議長(溝口芙美雄君） 会議を再開いたします。 

 引き続き、一般質問を行います。 

 山本啓介議員―21番。 

〇２１番(山本啓介君）（拍手）〔登壇〕 こんに

ちは。 

 自由民主党の山本啓介でございます。 

 今期最後の一般質問の機会をお与えいただき

ましたことに、まずもって心から御礼を申し上

げます。まことにありがとうございます。 

 本日、中日の最後でございます。皆様方もお

疲れで、知事も随分お疲れかもしれませんが、

さくさくと質問をしてまいりますので、明快な

答弁を賜りたいと思っておりますので、どうぞ

よろしくお願いいたします。 

 1、長崎県のグランドデザインについて。 

 グランドデザインとは、まさしく基本構想と

も呼べるものであります。一つひとつの事業や

プロジェクトが計画される時、それらを大きく

網羅した長期にわたる図案であり、設計である

と理解をしています。それは具体的な目的が効

果や成果へつながっている姿、そして視覚的、

機能的にわかりやすく示されている必要がある

と考えます。 

 本県には、今、期待が持てる明るい事柄があ

ふれています。古くから海外との交流によって

発展してきた本県が持つ多彩な歴史、文化が地

域や世代を越えて世界、そして未来へとつな

がっていく、そんな可能性がある強力なソフト

パワーである2つの世界文化遺産と1つの世界記

憶遺産。 

 本県へのインバウンド、とりわけクルーズ船

乗船客は、昨年の実績が93万人を超え、5年前

の約5万6,000人と比較しますと、実に16倍超え

の伸びを示しています。 

 さらに、佐世保港浦頭地区の新岸壁の整備に

より入港数の拡大が見込まれるなど、本県のク

ルーズは、将来にわたって大きく飛躍するもの

と期待が集まっています。 

 2022年度に長崎～武雄温泉間が開業する予定

の九州新幹線西九州ルートは、関西・中国圏域

を中心に、本県に多くの人々や投資を呼び込み、

観光交流、産業振興など、地域活性化の起爆剤

となるものであり、長崎を新たな時代へ導く高

速交通インフラであります。 

 世界初となる本格的な海上空港であり、
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3,000メートルの滑走路を有する非常にポテン

シャルの高い長崎空港は、アジアに近接する地

理的な優位性を踏まえ、空港の24時間化を進め

ることで国内外からの航空路線を呼び込み、九

州そしてアジアのハブ空港となり得るものであ

ります。 

 長崎スタジアムシティプロジェクト、長崎駅

周辺の開発は、世界中の人たちが愛してやまな

いサッカー専用のスタジアム等が県庁所在地の

ど真ん中にどんとできる夢のような話です。そ

して、そのプロチームは、本県21市町をホーム

としているＶ・ファーレン長崎、年代別代表監

督、国際試合経験がある手倉森監督を迎え、Ｊ

２のシーズンではありますが、世界のクラブと

のマッチなどがいや応なしに夢は膨らみます。 

 そして、ＩＲは、これまでにない国際競争力

の高い、魅力ある観光施設であり、多様な観光

資源に恵まれ、広域的な観光振興の取組が進む

九州・長崎の強みを活かして世界の玄関口を実

現し、いわゆるゴールデンルートに集中してい

る訪日観光客を直接地方に招き入れることで、

交流人口の拡大、雇用の創出、地域経済活性化

のインパクトになります。 

 これらの明るい事柄は、県行政においては、

まさしく攻めの政策の動力となり、当然、中村

県政が進めてこられた各種の施策のうえに引き

込んだ部分も多分にありますが、近年まれに見

るこの大チャンスであると私は考えています。 

 私自身は、大変期待の持てる、わくわく感し

かないのですが、これらの事柄につきまして、

総じてどのような認識をお持ちなのか、知事の

率直な思い、お考えをお伺いします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君）〔登壇〕 山本啓介議員の

ご質問にお答えをいたします。 

 さまざまなプロジェクトが進む中、こういっ

た動きに対して、どういった認識を持っている

のかとのお尋ねでございます。 

 本県においては、50年かけて取り組んでまい

りました新幹線開業を間近に控え、これに合わ

せた新駅周辺の再整備等に加え、クルーズ需要

の拡大に対応した長崎港、佐世保港の整備、あ

るいは世界文化遺産・記憶遺産の誕生、長崎ス

タジアムシティプロジェクト、そしてＩＲの誘

致など、長崎県の未来の姿を大きく変えるプロ

ジェクトが、ほぼ時期を同じくして進んでいる

ところであります。 

 こうしたプロジェクトは、いずれも国内外と

の交流を支える重要な基盤となるものであると

受け止めているところであり、これまでも人を

呼んで栄えてきた本県にとって、まさに絶好の

機会が訪れつつあると感じているところであり、

地域の活性化に確実に結びつけていかなければ

ならないと考えているところであります。 

 以後のお尋ねにつきましては、自席の方から

お答えをさせていただきます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 山本啓介議員―21番。 

〇２１番(山本啓介君） ありがとうございまし

た。 

 今、本県に起きている事柄、また本県が今後、

可能性として皆さんが期待している事柄、これ

らの一つひとつが、知事もそうであると共通の

認識を持っている、そのことが今、確認された

と理解します。あわせて、それらのことを我が

県が抱える多くの課題、地域のそれぞれの事柄

につなげていって効果を発揮していくと、そう

いったところまで踏まえてのお言葉をいただい

たと理解したいと思います。 

 しかしながら、本県が長年にわたって克服で

きない事柄もあります。知事の説明にありまし
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たとおり、人口減少です。 

 今回、グランドデザインを問う質問を挙げた

際に、それは長崎県の総合計画ではないかとの

声もありました。しかしながら、県計画は、人

口減少問題などの課題が大きく掲げられ、それ

らを克服する取組がまとめられています。いわ

ば、長崎県の課題解決の道筋が県の総合計画に

なっていると言ってもいいと思います。 

 我が国の社会保障制度の現状は、年齢、所得、

地域によって分けられ、総じて、若者が高齢者

を支えてきました。ピラミッドからおみこし、

そして騎馬から肩車になろうとしていると言わ

れています。しかし、少子化対策から言えば、

14歳以下を支えることも重要ですから、生産者

年代は大変です。 

 このことから、国は、消費税を増やすことに

よって、若者が高齢者を支える形から、支えが

必要な人をみんなで支える形に今、変えようと

しています。 

 少子化、高齢化の先進地である本県において

も、税収は約1,200億円規模であり、行政は、

国からの予算を活用し、知恵出しをしているわ

けですが、そこに明確な効果が確認された戦略

は余り見られません。 

 長崎県は、これまでの方法を乗り越えて、国

との関係はそのままにしつつも、もっと積極的

に民間と絡み、外需を取り込んでいくことが重

要ではないでしょうか。 

 ぜひ、本県に今ある攻めの明るい事柄を俯瞰

して見ていただき、本県に起きていること、訪

れようとしている事柄、可能性、人材などを大

局的に捉え、戦略的につなげ、効果を導き出し

ていただきたいと思っています。その姿勢こそ

が、私はグランドデザインだと思います。 

 グランドデザインは、行政だけが理解してい

ても仕方がなくて、21市町や民間などの県内は

もちろん、長崎県に関わりを持つ可能性がある、

広く世界の皆さんに共有されるべき本県の進む

方向性や姿であると考えますが、本県のグラン

ドデザインをお示しください。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 長崎県のグランドデザイ

ンは何かということになると、やはり県全体の

グランドデザインということであれば、それは

総合計画になってくるものと、こう考えている

ところでありますが、特定のさまざまなプロ

ジェクトをつないだようなグランドデザインと

いうのは、例えば、まちづくり等に当たっては

グランドデザイン的なものを策定することもあ

るわけでありますが、今、ご議論いただいてい

るような大きな時代の流れの中で、その都度、

グランドデザインというのは、これまで策定し

てまいりませんでした。 

 先ほどお答えを申し上げましたように、それ

ぞれのプロジェクトは、これからの長崎県の将

来にとって極めて重要なプロジェクトでありま

して、より効果を高め、波及効果を県下全域に

及ぼすためには、やはりそれぞれのプロジェク

トの連携を図り、効果的な取組を進めていくこ

とが極めて大切だろうと考えております。また、

そうした取組を通して、より多くの人の流れ、

あるいは民間投資を呼び込むような相乗効果が

期待できるものと、こう考えているところであ

ります。 

 そういった観点から考えます時に、こうした

プロジェクトが動き出しておりますこの機会に、

これを横断的にまとめた一つのグランドデザイ

ンと呼ぶのが適当であるのかどうか、これは例

えば、事業主体がそれぞれ違いますし、スケ

ジュールも異なってまいっておりますので、言
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葉を変えますと、例えば、長崎県のそういった

分野における近未来像、そういったものをしっ

かりと描いて国内外に発信していくということ

は、極めて意義深いことではなかろうかと、こ

う考えているところであります。 

 また、その際には、県民の皆様方にも、将来

の長崎県がどのように変わっていくのかという

のを理解していただき、殊に、若い皆様方には、

大きな夢を感じ取っていただけるような絵姿と

なっていくのではなかろうかと、こう考えてい

るところであります。 

 あわせて、次年度から「総合計画」の策定の

時期を迎えてまいりますので、この近未来像等

についても、どういう形で総合計画の中に盛り

込んでいくのか、工夫をしていかなければいけ

ないと考えているところであります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 山本啓介議員―21番。 

〇２１番(山本啓介君） ありがとうございます。 

 「近未来像」という言葉をいただきました。

私は、質問の準備をする際、やりとりでグラン

ドデザインとは何ですかと聞いたら、それは県

の総合計画だとばっさり言われるのかなと思っ

ておりました。しかし、しっかりそこまで踏み

込んだ表現をしていただいたことに感謝をして、

この質問を終えたいと思ってはいますが、まだ

はじまったばかりですので、質問を用意してお

りますので、もう少しだけ内容を掘り下げてい

かせていただきたいと思います。 

 今、知事がおっしゃったとおり、多くあふれ

ているプロジェクトの一つひとつを、タイムス

ケジュールを合わせるこそ難しいところはござ

いますが、それらの一つひとつから得られる効

果や狙っている戦略などを整え、そして本県に

もたらされる効果というものを分析し、それら

を一つのまとめとして発信する、まさしく長崎

県が目指すところ、そして県内の若い方々が感

じることのできる近未来像を構築していく、こ

れを次の総合計画に盛り込みたいというご意思

をいただいたというふうに理解をしております。 

 しかしながら、それをいつ発表するのかとい

うところが次に気になるところでございます。 

 県内の課題を外需によって解決をサポートす

る形、これが本県の今、取り組もうとしている

事柄のレベルからは、私は、可能であろうかと

いうふうに思います。まさしく、グローバルシ

ティを目指している動きであり、内閣府が行う

2030年頃に実現される最先端都市「スーパーシ

ティ構想」にも進める状況だと私は考えていま

す。 

 そのためには、トップである知事の発信とし

て、具体的なビジョンが語られることがすぐに

も期待されていると感じています。総合計画の

前に、知事の口から本県の魅力ある将来につい

て述べられるならば、多くの人材や企業が集ま

り、民間投資、経済の活性化を呼び起こすはず

だと思います。 

 行政は、民間が動きやすい環境づくりをイノ

ベーションによって果たし、既存の規制や制度

などの枠組みの見直しを進めることを攻めの政

策としてすべきであると思います。取り組んで

いることは、それなりのレベルのこと、グロー

バルなことを行っているのに、目指すべき場所

を正確に、スピーディに説明し、発信を行わな

いのはもったいないと感じています。戦略的に

はマイナスであると思います。 

 どうか早い時期に、視覚的にも、機能的にも、

我が県が目指す姿を広く示していただけないで

しょうか。ぜひとも、近未来像の中身について、

早い時期に県民の方々に知事自らの口で、そし

て世界の方々に、多くの民間投資をこの長崎県
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に引き込む魅力ある言葉の発信をしていただき

たいと思いますが、いかがでしょうか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君） こうしたご議論いただい

た動きを具体的な交流人口の拡大や民間投資に

つなげてまいりますためには、やはりしっかり

とした構想を取りまとめ、説明できるような形

に整理をし、国内外に情報発信をしていく必要

があるものと考えております。 

 先ほど、来年度から総合計画の策定に向けた

作業に取り組むと、こう申し上げましたけれど

も、あと3年後から新たな総合計画がスタート

いたしますので、若干それでは遅すぎるのかな

という感じもいたしておりますので、できるだ

け早く現在の動きを取りまとめ、発信できるよ

うに調整を進めてまいりたいと考えているとこ

ろであります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 山本啓介議員―21番。 

〇２１番(山本啓介君） ありがとうございます。 

一度の質問で、かなり踏み込んだご答弁をいた

だきましたので、時期につきましては、この場

ではお尋ねをいたしません。 

今、私の地元だけに限って言うわけではござ

いませんが、本県の離島は、国境離島新法に

よって、国境に面した離島は、今、活性化が進

んでいます。多くのところで雇用が生まれ、若

い方々や、また、さまざまな職種の方々が新た

な自分の人生にチャレンジをしている、そうい

う場面が多く見受けられます。 

 そして、その一つひとつが当然、モチベー

ションが国からのもの、または県の支援である

かもしれませんが、それ以外の部分にも大きな

うねりが起きようとしています。 

 例えば、本県でも、観光や産業支援の部分で

話が出ていますキャッシュレス、ＱＲコードに

よる決済やクレジットカードによる決済、そう

いった取組においても、実は、昨日伺った話で

はありますけれども、壱岐市は、わずかな期間

で、ある1社のＱＲコード決済が民間だけの取

組で、もう100店舗以上が来月には設置をする

と。ここにはもちろん、公的なお金が要らない

状況はあるんですけれども、ほぼほぼ民間の取

組で、多くの店舗が協力をしていると。これも

しっかりとした方針や国や県の取組の方向性が

共有できたからこそ、意識改革が図られたのか

なというふうに理解をしております。 

 ぜひ、この知事がおっしゃる本県の近未来像

が、県民の、そして県内外の民間の方々の長崎

を見る目の意識改革につながることを期待して、

この質問は終えたいと思います。 

 次に、先ほど掲げた明るい事柄の中で、一つ

だけ掘り下げて質問をさせていただきたいと思

います。 

 長崎スタジアムシティプロジェクトについて

であります。 

 これはジャパネットホールディングスが、長

崎市幸町にサッカースタジアム等を整備しよう

としている話であります。 

 先ほども申し上げましたが、サッカーは、世

界的に人気があるスポーツであります。新スタ

ジアムができれば、海外の有名チームを呼ぶこ

ともできますし、またまちの真ん中にスタジア

ムができあがれば、ランドマークになり、まち

のブランド、地域のブランドが上がって、観光

客や民間の力を呼び込むことができる、いわば

社会資源がもっと多く構築されるんだと思いま

す。 

 スタジアムシティプロジェクトは、民間、

ジャパネットホールディングスが中心となって

整備をしようとするものでありますが、この
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ホームとなるＶ・ファーレン長崎は、県下全21

市町をホームタウンとするチームであり、民間

任せにせずに、県も市町と連携して本プロジェ

クトを支援すべきであると理解しております。 

 21市町がホームタウンという位置づけをして

いる以上、広域調整は県が行わないとできない

と思いますし、広域調整を果たしていく役割は

重要であると考えます。 

 そこで、長崎スタジアムシティプロジェクト

に対して、県は、今、どのような立ち位置であ

るのか、また、今後、どのような立ち位置で、

県庁内でどのようなシステム、体制を構築して、

広域調整を含めて対応していくのか、お尋ねし

ます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） 長崎スタジアム

シティプロジェクトにつきましては、サッカー

専用のスタジアムのほか、ホテルやオフィスな

どの複合施設を整備する内容であり、良質な雇

用の場の確保や交流人口の拡大、長崎の魅力の

向上に寄与し、大きな効果が期待できると考え

ておりまして、実現に向けて、県としても協力

してまいりたいと考えております。 

 そのため、昨年5月に、県庁関係課で構成す

る庁内連絡会議を発足させ、交通対策をはじめ、

想定される諸課題について検討を進めますとと

もに、ジャパネットホールディングスグループ

と定期的に意見交換を行っているところではあ

ります。 

 同プロジェクトは、スポーツのみならず、文

化や食の魅力など、幅広い情報を発信する多機

能複合施設を目指すものでありますので、今後

は、幅広い関係部局との連携やＶ・ファーレン

長崎のホームタウンである県内全市町との広域

調整も必要となると考えておりまして、今月、

改めまして副知事を筆頭に関係部長で構成する

「長崎スタジアムシティプロジェクト推進会議」

についても設置をしたところでございます。 

 今後は、この推進会議を中心に、長崎スタジ

アムシティの建設を支援するとともに、県内21

市町と連携しながら、その後の円滑な運営や有

効活用などについても積極的に支援をしてまい

りたいと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 山本啓介議員―21番。 

〇２１番(山本啓介君） ありがとうございます。 

 まずは、庁内に庁内連絡会議というものが設

置をされたと。当然、21市町との広域調整等々

のことを想像して用意されたというふうに、今、

説明があったと理解します。 

 そのうえで、今月、副知事をトップとした21

市町との連携を図る推進会議を設置したという

ことでございました。 

 副知事は、どちらでしょうか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 平田副知事。 

〇副知事(平田 研君） 私が、本部長を務めさ

せていただいております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 山本啓介議員―21番。 

〇２１番(山本啓介君） 今後、民間が取り組ん

でいく、このまちづくり、大きなまちづくりで

ありますけれども、この取組に対して、Ｊリー

グに加盟するプロサッカーチーム、本県唯一の

プロアスリートのチームが21の市町との連携を

果しながら盛り上げていくということが、どの

ような温度差があっても、21市町を巻き込んで

いって、県下全域で盛り上げていくことが必要

であると思うし、もう一つは、そこにできるま

ちも盛り上げていくことによって、本県が県庁

所在地とするこの長崎市のまちの活性化につな

がっていくのかなと思いますが、意気込みをい

ただければ、締めたいと思います。よろしくお
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願いします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 平田副知事。 

〇副知事(平田 研君） 長崎スタジアムシティ

プロジェクトにつきましては、議員からもご指

摘のとおり、民間投資によって、大変夢のある、

今後の長崎県のスポーツを通じた地域振興につ

ながっていく大変画期的な取組であると考えて

おりまして、県としましても、積極的に支援を

していくということで考えております。 

 ご指摘にもありましたとおり、広域調整と申

しますか、21市町との連携というのも当然必要

ですし、あとプロジェクトを推進するに当たり

ましても、大変多岐にわたる分野のさまざまな

調整が出てまいります。このプロジェクトが各

方面によい効果を及ぼすための施策、またプロ

ジェクトの実施に当たりましても、交通渋滞な

どの懸念もございますので、そういったものを

最小限にしていくための手だて、こういったも

のをしっかりと関係部局と調整しながら進めて

まいりたいと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 山本啓介議員―21番。 

〇２１番(山本啓介君） ありがとうございまし

た。 

 ぜひとも連携を深め、そして盛り上がりのあ

るまちづくりにご協力、ご尽力を賜りたいとい

うふうに思います。 

 今、世界中の都市が地域のブランド力、その

都市の力を高めようとさまざまな、外需を取り

込んだ取組であったり、または投資して大きな

建物をつくったりしております。しかし、その

一つひとつは、間違いなくエンターテインメン

トをそこに設け、そこに人が集まる仕組みをつ

くっていっているということにほかならないと

思います。 

 先ほどのプロジェクトの中にもあるＩＲ、こ

れは私が理解していたのは、ＩＲとは、地域に

おいて、さまざまなＭＩＣＥの取組や人が集ま

るきっかけがあって、それらのイベントやコン

ベンションの合間に余暇を楽しむというか、時

間を楽しむ場所として、観光やリゾートやカジ

ノというものがあるんだというふうに理解をし

ております。だからこそ、それが人が集まる場

所でなければならないし、集まる理由が多く存

在しなければならないと。 

 ＭＩＣＥが長崎市にできて、また同じように

ＩＲの中にＭＩＣＥが構えられると。この2つ

が長崎県内でどうなのか。私は、十分可能な話

であろうというふうに思っておりますし、お隣

の福岡市やアジア全域の話をすれば、まだまだ

そういった施設が足りない状況があるというふ

うに思っていますので、可能であると。 

 そのかわり、佐世保にあるＭＩＣＥにはＩＲ

という形で機能があるのでいいけれども、長崎

市には、じゃ、かわりに何が楽しめる時間があ

るか。私は、観光についての市内の周遊ルート

やそういったものの整備をもっと進めるべきも

のであろうなと思っております。 

 そういった整備を、民間も巻き込んで市や地

域と連携しながら果たしていく中で、やはり人

が集まる理由をつくっていくというのは、全て

民間の役目ではないのかなと。長崎県もそこに

はしっかりと入っていく必要があると思います。 

 ぜひとも人が集まる場所づくり、人が集まる

理由づくりについて、県庁のプロジェクトの一

番の目玉でありますこの人が集まる環境づくり

に全力を尽くしていただきたいというふうに思

います。 

 2、財政健全化の取り組みについて。 

 （1）それぞれの産業について 

 非常に厳しい財政の中で、それぞれの部局が
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取りまとめた事業に対しても見直しや点検が行

われたというふうに理解をしております。 

 しかしながら、伸びているものや伸ばしたい

ものとか、さまざまな産業がある中で、3つ取

り立てて質問をしたいと思います。 

 ①伸びゆく農業について。 

 その中でも、畜産の肉用牛の振興の取組につ

いて、質問をしたいと思います。 

 本県の農業は、農業産出額が全国で唯一、8

年連続で増加しており、本県の重要な基幹産業

となっているという説明は、ここ半年、何回も

聞いております。 

 特に、私の地元の壱岐市では、ＪＡ、市を挙

げて肉用牛振興に取り組み、繁殖雌牛7,000頭

を目指して、キャトルステーションや国、県の

事業を活用した牛舎整備により、平成27年度以

降、繁殖雌牛の飼養頭数は増加傾向で推移して

います。 

 一方、壱岐市の肉用牛生産の現状を見ると、

繁殖雌牛10頭未満の農家の割合が76％と小規模

農家が中心であり、70歳以上の高齢者の割合も

29％を占めるなど、一層の生産基盤の強化が課

題となっています。また、県の平成31年度予算

において、県の肉用牛パワーアップ事業を廃止

し、国の畜産クラスター事業を集約化しようと

していますが、県事業の廃止を不安視する声も

地元にはあります。 

 県の財政状況が厳しい中で、県単事業の見直

しや施策の重点化を進めていくことは一定理解

しますが、現在、繁殖雌牛が増頭傾向にある中、

今後とも、この動きを緩めることなく、さらに

伸ばしていくことが重要であると考えます。 

 平成31年度県予算において、肉用牛の振興に

どのように取り組んでいこうとしているのかを

お尋ねしたいと思います。 

 もちろん、事前のやりとりにおいて、国の事

業と県単の事業が、十分国の方に移行しても賄

えるという説明を受けています。しかし、現場

においては、まだまだ不安の声があると、そう

いった部分について、配慮を持ったご説明をい

ただきたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 農林部長。 

〇農林部長(中村 功君） 本県の肉用牛につき

ましては、繁殖雌牛の増頭傾向に加え、子牛や

枝肉価格の向上に伴い、平成29年の産出額は

241億円と過去最高となっておりますけれども、

先ほど議員ご指摘のとおり、生産者の高齢化や

担い手不足による産地の縮小も懸念されている

ところでございますので、県では、さらなる肉

用牛の振興を図るため、平成37年の畜産産出額

600億円、そのうち肉用牛産出額274億円、これ

を目標に掲げ、その達成に向けて、産地計画を

基軸として、生産、流通、販売対策に重点的に

取り組むことといたしております。 

 その中で、平成31年度の予算においては、国

の予算を最大限に活用するということと、県事

業を見直して、生産現場の実情に応じ、必要な

施策の選択と集中を図ることといたしておりま

す。 

 具体的には、国の畜産クラスター事業を活用

した牛舎整備や家畜導入事業の実施による増頭

の推進とともに、繁殖牛対策では、ＩＣＴ技術

を活用した繁殖牛の分娩間隔短縮や放牧の拡大、

また肥育対策では、子牛価格高騰に対応した資

金繰り対策や長崎型新肥育技術導入によるコス

ト低減、長崎和牛生産者登録制度の創設による

流通販売対策などに、生産者や関係団体、市町

と一体となって取り組み、長崎和牛の生産拡大

と農家所得の向上を図ってまいりたいと考えて

おります。 
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〇議長(溝口芙美雄君） 山本啓介議員―21番。 

〇２１番(山本啓介君） ありがとうございます。 

 説明が足りなくて不安を感じている畜産農家

の方々が、そうであるならば、ぜひ説明を尽く

していただきたいと思いますし、実際にこれは

予算は国と県との取組であったかもしれません

が、地元では、これらの申請を行う時に、協議

会を設置したり、または地元の方々の聞き取り

を行いながら、壱岐市やＪＡ、ほかの地区もそ

うでしょうけれども、行政とＪＡが一緒になっ

てやられていたというふうに聞いております。

そういったことが、この新たな変化によって混

乱を来さないように、丁寧な対応を求めたいと

いうふうに思っていますし、あわせて国の予算

も今回、補正でのことでございますし、今後、

どのように中身の要項が変わるかわかりません、

また予算の規模もわかりません。そのあたりを

混乱を来さないように、しっかりと国に対して

も求めていただきたいというふうに思います。 

 そして一方で、壱岐市では、ＪＡ及び市にお

いて3カ所の堆肥センターを運営していますが、

今後、繁殖雌牛の増加への対応や高齢者の家畜

排せつ物処理に係る負担軽減への対応とあわせ

て、儲かる水田農業の実現に向けた園芸品目の

導入を強力に推進していくためにも、地域の耕

種農家に良質堆肥を安定供給する耕畜連携の取

組が農業振興を進めるうえで極めて重要な視点

であると考えます。 

 ついては、堆肥センターの施設増設や機能向

上に向けた支援が必要と考えますが、県の考え

をお伺いします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 農林部長。 

〇農林部長(中村 功君） 壱岐市で取り組まれ

ております堆肥センター事業につきましては、

近年、機械の老朽化による処理能力の低下や堆

肥保管庫の不足等が課題になっているというふ

うに伺っております。 

 県といたしましては、地域の飼養頭数の増加

に伴い、畜産環境対策及び地域資源の循環利用

の観点から、堆肥センターの施設増設や機能向

上が必要と考えております。 

 そのため、ＪＡや市と一体となって、国の事

業を最大限に活用して施設整備を支援するとと

もに、県費継ぎ足し助成といった直接的な支援

ではなく、園芸品目への良質堆肥の供給体制の

構築、自給飼料生産を担うコントラクター組織

の育成などに積極的に支援することで、地域に

おける耕畜連携を推進してまいりたいと考えて

おります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 山本啓介議員―21番。 

〇２１番(山本啓介君） 財政健全化の取組の中

での話でありますので、一定理解しますが、し

かしながら、打ち込んでほしい場所というのは、

ひょっとすると現地に行けば、地元の方が望む

場所と県の方針が食い違うところは多々あろう

かと。また、農業の方々でよく施設の話になる

と、その負担額によって利用者負担の割合が増

える、これはよくある話ですね。そこに国から

の2分の1の後、地元やＪＡの負担だけではなく

て、県費の継ぎ足しがあれば、そこで緩和され

るというのは誰もが理解をしているところであ

ります。 

 今、伸び盛りの農業であります。それでも所

得については、まだまだ足りていない。どんど

ん伸ばそうと思うのであれば、打ち込むべき場

所というところを地元にしっかりと確認しなが

ら取り組んでいただきたいと、要望にとどめた

いと思います。 

 ②伸ばしたい漁業について。 

 緊縮財政で予算の絞り込みが進められる中、
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平成31年度における財政構造改革のための総点

検、水産部の取組はいかがでしょうか、ご答弁

を求めます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 水産部長。 

〇水産部長(坂本清一君） 水産部におきまして

は、漁業者を支援するメニューの廃止はありま

せんが、総合水産試験場が保有する調査船2隻

のうち1隻につきまして、老朽化により修繕費

がかさんでいることなどから、平成30年度末を

もって廃船とし、かわりに民間船を借り上げる

ことにより、歳出削減を図ることといたしてお

ります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 山本啓介議員―21番。 

〇２１番(山本啓介君） 水産部においては、漁

業者支援メニューに廃止はないという説明だと

理解をします。 

 しかしながら、前の質問でもやりとりをさせ

ていただきました漁業者の所得向上、これらに

ついて、浜の活力再生プラン、この参加状況や、

また、その所得の状況、向上の実績、それらに

ついて質問をしたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 水産部長。 

〇水産部長(坂本清一君） 漁業所得につきまし

ては、国の施策である「浜の活力再生プラン」

における平成25年の参加者の平均漁業所得223

万2,000円を、平成30年までに255万5,000円と

する目標を掲げております。 

 平成29年の「浜の活力再生プラン」の参加者

5,021人の平均漁業所得は268万8,000円であり、

1年前倒しで、この目標を達成しております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 山本啓介議員―21番。 

〇２１番(山本啓介君） 達成しておりますとい

うご答弁をいただきました。 

 その後は、どのような目標が立つのでしょう

か。 

〇議長(溝口芙美雄君） 水産部長。 

〇水産部長(坂本清一君） 「浜の活力再生プラ

ン」につきましては、国の事業でございまして、

また国の方と協議もしながら、新たな目標を設

定してまいりたいというふうに考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 山本啓介議員―21番。 

〇２１番(山本啓介君） まだまだということで

すね。 

 水産業は、資源管理のあり方や資源の枯渇、

魚価の低迷、あわせて国などの支援の形は漁法

や魚種ごとに対応しているようですが、地域や

漁業者の人生における年代に配慮されていると

は大変言いがたいと思います。子育て世代や新

規参入者にはつらい事態が今、続いているとい

うふうに思います。 

 漁業者の所得向上のため、今後どう対応する

のか、最後の質問とさせていただきます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 水産部長。 

〇水産部長(坂本清一君） 本県の水産業は、地

域や漁業種類、さらには着業年数によりまして

経営状態が大きく異なることから、地域の実情

や課題に応じて、きめ細やかで適切な対策を講

じていくことが重要であると認識しています。 

 そこで、漁業所得データの分析に基づきまし

て、地域ごとの特徴に応じて重点対策などを整

理した「地域別施策展開計画」を基軸といたし

まして、経営指導、支援体制の強化と支援体制

の重点化により、漁業所得向上と優良な経営体

の育成の加速化に引き続き取り組んでまいりた

いと考えています。 

 また、就業相談から就業後の定着までの段階

に応じた切れ目のない支援の実施などによりま

して、地域を支える人材の確保・育成を強化し

てまいります。 

 さらには、国の水産施策の改革に伴う支援事
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業の積極的な活用を図りながら、担い手への

リース方式による漁船の導入、養殖業の成長産

業化と輸出の拡大、災害に備えた漁業地域の強

靭化の推進などにより、漁業、漁村の活性化に

取り組んでまいります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 山本啓介議員―21番。 

〇２１番(山本啓介君） 農業と比べて、自分の

田畑を持ったいるわけじゃありませんから、支

援の仕方も非常に難しいということはずっと言

われてきているところであります。 

 しかしながら、本県の産業を、所得向上を

図っていく、または産業の活性化を図っていく、

そういう中において、水産業をどのように行っ

ていくかは、水産県長崎としては、やっぱりど

真ん中に置かなければならないことなのかなと

思っております。 

 熱心に地元の話を聞いていただいているとい

う理解をしておりますが、引き続き、その取組

をお願いしたいというふうに思います。 

 ③これからの新産業について。 

 厳しい財政状況にあるものの、本県経済が今

後とも発展していくためには、新たな産業を推

進する取組も必要であります。 

 長崎県は、造船業に並ぶ産業として、海洋エ

ネルギー関連産業、ロボット・ＩoＴ関連産業

及び航空機関連産業の振興を図ると表明し、私

としても、大いにこれらを進めてもらいたいと

期待をしているところであります。 

 また、これらを進めるに当たっての進捗管理、

ロードマップが必要と訴えてきましたが、県は、

さきの11月定例会において、新たな基幹産業の

創出に向けたロードマップを策定し、3つの産

業分野の今後10年間の目指す姿、目標を定めら

れたところであります。 

 これら産業の振興を強力に図るためには、財

政が厳しい状況にあることは理解するものの、

しっかりとした予算を確保する必要があると考

えます。来年度における関連予算の確保状況に

ついて、お尋ねします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 産業労働部長。 

〇産業労働部長(平田修三君） 今後、成長が見

込まれます海洋エネルギー関連産業、ロボッ

ト・ＩoＴ関連産業及び航空機関連産業の3分野

につきましては、産学官で連携した専門人材の

育成や技術の高度化と企業間連携の強化による

サプライチェーンの構築などを着実に進めてい

きたいと考えております。 

 そのため、平成31年度予算におきましては、

3分野合わせて約2億600万円の関連予算を計上

しており、これは平成30年度当初予算と比べま

すと、約7,600万円の増加となっております。 

 今後、ロードマップに基づき、産学官が一体

となって取り組みますとともに、毎年度、事業

の進捗を検証し、新たな課題や環境変化が生じ

た際には見直しを加えながら、できるだけ早期

に具体的な成果が発現しますよう、スピード感

を持って取り組んでまいります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 山本啓介議員―21番。 

〇２１番(山本啓介君） この分野は、どこの都

道府県も行っていることであろうかと思います

ので、どこよりも早くというスピード感が必要

であろうかと思います。かかる経費はかかるも

のだと理解してつぎ込んでいただきたいなと、

その見返りを多く期待したいというふうに思い

ます。 

 しかしながら、お金をかけること以外にも、

本県には、もう既に、多くの留学生やさまざま

な海外から、また県外からのアプローチもあっ

ているというふうに聞いております。先頃発表

された民間2社が長崎県に研究の母体を置いて
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くる、そういう話もございました。 

 そういった本県に新産業の分野において、今、

届けられている可能性について、何か説明でき

ることがあれば、ご答弁いただきたいと思いま

す。 

〇議長(溝口芙美雄君） 産業労働部長。 

〇産業労働部長(平田修三君） とりわけＩoＴ

ですとか、そういうソフトウェア開発の部分に

つきましては、私どもも、地元の大学の研究成

果、あるいは人材育成と企業誘致との関係の中

で、開発型の企業が、逆に、都市部、都市地域

では人材の確保が難しいというような状況の中

で、私どもの人材に着目をしていただいている

部分があります。あるいは大学の研究成果、そ

ういうものを結びつけながら、新たなＩoＴと

かＡＩなどの技術を活用したサービスの展開に

ついての新しい取組が進んでいくというふうに

考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 山本啓介議員―21番。 

〇２１番(山本啓介君） 後半、小声でよくわか

りませんでしたが、委員会もありますので、深

いところは委員会でお尋ねをしたいと思います。 

 3、犯罪被害者等支援条例制定について。 

 昨日、これはニュースで出ていましたね。し

かし、議会の手続は、今後しっかりと踏んでい

くわけでございますので、しっかりとした質問

をしていきたいと思いますので、答弁を賜りた

いというふうに思います。 

 犯罪被害者等支援条例制定については、11月

定例会において、山本由夫議員の質問に対し、

県から、犯罪被害者等支援に関係する有識者に

よる「長崎県犯罪被害者等支援懇話会」が設置

され、条例制定が必要との中間意見が取りまと

められたこと、さらに懇話会では、条例に盛り

込む内容等について議論を進めていく予定であ

ることが明らかにされました。 

 11月定例会以降、条例制定に関して、どのよ

うな動きがあるのか、ご答弁を求めたいと思い

ます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 県民生活部長。 

〇県民生活部長(木村伸次郎君） 「長崎県犯罪

被害者等支援懇話会」におきましては、昨年11

月以降、条例に盛り込む項目、あるいは具体的

なその条文案について議論が行われました。 

 この懇話会での議論や昨年の3月定例会で議

決をされました条例の制定を求める県議会の意

見書の内容を踏まえ、県では、条例の素案を作

成したところでございます。 

 これにつきましては、今後、本議会の環境生

活委員会において、ご説明をし、ご議論をいた

だくということにいたしております。 

 その後、県民の皆様をはじめ、多くの方々か

らのご意見をいただくため、パブリックコメン

トを実施し、最終的な条例案を取りまとめるこ

とといたしております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 山本啓介議員―21番。 

〇２１番(山本啓介君） 条例制定に向けて取組

をいただいているということをご答弁いただき

ましたので、改めて、最後まで、しっかりとし

た取組をお願いしたいというふうに思います。 

 そのうえで、その内容については、もちろん

委員会でご説明ということですので、委員会に

お願いをしたいと思いますが、ただ、計画から

条例に変わる、または法律があって、その理念

や、その法律の考え方は、それに基づいて本県

の条例を作成すると、昨年からのやりとりであ

れば、その部分がありました。 

 本県ならではの理念や考え方がその中にある

のでしょうか。その部分だけ、ご答弁いただき

たいと思います。 
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〇議長(溝口芙美雄君） 県民生活部長。 

〇県民生活部長(木村伸次郎君） 先ほどご説明

しました有識者による懇話会、ここの中で、そ

れぞれの逐条ごとに議論をいたしました。長崎

県として何を取り組むべきなのか、長崎県の特

色は何か、そういう点も踏まえて、ご議論をい

ただいて、結論をいただいたというふうに認識

しております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 山本啓介議員―21番。 

〇２１番(山本啓介君） その中身については、

委員会でお示しいただけるというふうに理解を

します。 

 法律をそのまま県に落とし込むのではなくて、

法律をしっかりと理解したうえで、本県の事情

や都合に即した条例を制定していただけるとい

うふうに思います。 

 そのうえで、これらはやはり市町の役割も大

変大きい、県と市町が足並みをそろえて支援の

充実を図ることが重要であろうと思います。昨

日、壱岐市議会の方にも議案が上程されたとい

うような話も伺いました。 

 これら市町に対して、やはり県がリーダー

シップを発揮し、支援の充実を図っていくべき

ではないかと思うところがありますが、いかが

でしょうか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 県民生活部長。 

〇県民生活部長(木村伸次郎君） 犯罪被害者等

支援の充実を図るためには、県、県警、市町あ

るいは関係団体、関係機関等が一体となって総

合的、体系的な支援を実施していく必要がござ

います。 

 そのため、県では、これらの関係者と「犯罪

被害者等支援協議会」を開催し、支援の現状と

課題について、これまで3回協議を行っており

ます。 

 今回の条例制定をゴールとするのではなく、

条例が犯罪被害者等支援のさらなる充実につな

がるものとなるよう、今後とも、市町をはじめ

県警、関係機関、団体等と一層の連携を図って

まいりたいというふうに考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 山本啓介議員―21番。 

〇２１番(山本啓介君） 以上で、質問は全て終

わりました。 

 冒頭の質問から、知事には、非常に踏み込ん

だご答弁を賜り、感謝を申し上げたいというふ

うに思います。 

 ぜひ、長崎県の発展の道筋を県民の方々が共

有して、県内外の方々が長崎にこぞって集まる、

そういう雰囲気づくりに意識改革を県民に促す、

そういったことも踏まえて、お願いをしたとい

うふうに思います。 

 終わります。 

 ありがとうございました。（拍手） 

〇議長(溝口芙美雄君） 本日の会議は、これに

て終了いたします。 

 明日は、定刻より本会議を開き、一般質問を

続行いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

－ 午後 ３時２２分 散会 － 
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― 午前１０時 ０分 開議 ― 

〇議長(溝口芙美雄君） 皆さん、おはようござ

います。 

 ただいまから、本日の会議を開きます。 

 この際、天皇陛下御即位30年に伴う賀詞奉呈

の件を議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 天皇陛下御即位30年をお祝いして、お手元に

配付いたしておりますとおり、賀詞を奉呈する

ことにいたしたいと思いますが、ご異議ありま

せんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

〇議長(溝口芙美雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、そのとおり決定されました。 

 賀詞を朗読いたします。 

〔朗 読〕 

 天皇陛下におかせられましては 本年 御即位

30年をお迎えになられ 誠に慶賀にたえないと

ころであります 

 ここに長崎県議会は 県民を代表して 天皇皇

后両陛下の益々のご健勝をお祈りするとともに 

謹んでお祝いを申し上げます 

 平成31年2月28日 

長崎県議会 

〇議長(溝口芙美雄君） これより、昨日に引き

続き、一般質問を行います。 

 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君）（拍手）〔登壇〕 皆さん、

おはようございます。（発言する者あり） 

 お祝いの後であるので、失敗せぬようにとの

ご激励を賜りまして、まことにありがとうござ

います。私も国民の一人として、天皇陛下の御

即位30年をお祝い申し上げたいと思うところで

ございます。 

 私も、今期最後の一般質問になります。これ

まで、何度も一般質問をさせていただきました

が、いつも時間が不足して、大変まとまりを欠

いておりました。最後の最後は、きっちりいこ

うと思っておりますので、無駄口をたたかない

ように質問をさせていただきたいと思います。

答弁の方も、軽快にお願いを申し上げたいと思

います。 
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 それでは、早速、質問に移らせていただきた

いと思います。 

 1、小規模事業者への支援について。 

 ①小規模事業者の経営状況は厳しさを増して

いるが、地域社会を支える役割も増してきてい

る。サポート役としての商工会への支援はどの

ように考えているか。 

 私も小規模事業者の一人でございますが、こ

の小規模事業者の経営状況は、非常に厳しさを

増してきているところでございます。 

 それと反比例するように、地域社会を支える

役割も増してきているところであります。 

 これまで、何度も申し上げてまいりましたが、

平成の大合併以降、地域の行政機関は規模縮小

をされ、地域の活力は低下している。そのよう

な中にあって、商工会のように、地域に根差し

た団体に対する期待は、大変大きいものがござ

います。それに応えきれなくなりつつあるこの

現状を非常に懸念する一人であります。 

 地域の活性化につきましては、あらゆる角度

から施策の展開をされていることは十分認識を

しておりますし、大きく長崎県の経済を向上さ

せることが重要課題であることも承知はいたし

ております。 

 しかし、地域がなくなってしまっては、長崎

県の正常な姿であるとは言えないわけでござい

ます。 

 地域の日常の中で、非常に関わりの大きい小

規模事業者の属する地域存続のサポート役とし

ての商工会への支援をどのように考えておられ

るか、お尋ねをいたします。 

 後の質問は、対面演壇席よりさせていただき

ます。よろしくお願いいたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 産業労働部長。 

〇産業労働部長(平田修三君） 人口減少や高齢

化、地域経済の低迷など、社会経済が大きく変

動する中で、商工会の指導内容も、これまでの

記帳や税務、金融指導などの日常的な経営指導、

経営改善指導に加えまして、経営計画の策定や

販路拡大及び高付加価値化などの経営発達支援

に重点を置いた活動が求められております。 

 県といたしましては、これらの事業を実施す

るための商工会の人件費や事業費を助成いたし

ますとともに、広域経営指導員の配置による機

能の強化、中小企業診断士の資格取得による経

営指導員の資質向上等にかかる経費を助成する

ことにより、商工会の事業推進の支援を行って

いるところであります。 

 さらに、今後は、地域産業活性化計画のもと、

注力すべき分野や目標を各支援機関が共有をし、

商工会を中心に連携して支援する体制を強化す

ることで、より効率的で効果的な小規模事業者

の支援を実施してまいりたいと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君） 最初でございますので、

とおり一遍になるわけですが、それであれば、

平成30年度に事業化をされております地域産業

活性化支援事業、今、「地域産業活性化計画」

という言葉が出ましたが、平成30年度に地域産

業活性化支援事業というものが行われておりま

すが、この効果についてはどのようなもので

あったか、お知らせをいただきたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 産業労働部長。 

〇産業労働部長(平田修三君） 地域産業活性化

支援事業は、商工会、商工会議所による地域産

業活性化計画の策定や計画の達成に向けた取り

組みに対して、これらを支援する広域経営指導

員の配置や専門家の派遣の助成を行うものでご

ざいます。 

 本事業による支援の結果、今年度は、17の地
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域において、地域産業活性化計画が実際に動き

出しており、また、その中で、各地域の事業者

に対しまして、経営計画の策定の支援や商品づ

くり、販路開拓のアドバイスなどを行っており

ます。 

 その結果、国の補助金を活用して事業拡大を

図られた例でございますとか、輸出の商談会に

出展をして海外との取引につながった例など、

具体的な成果も出てきているところでございま

す。 

 さらに、各商工会の経営指導員につきまして

も、海外展開や財務分析、労務管理など、広域

経営指導員による支援の事例を直接学ぶという

ことができるため、その資質向上にも効果が上

がっているものというふうに考えているところ

でございます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君） ②地域産業活性化計画

推進事業が予定されているが、小規模事業者に

馴染む内容となっているのか。 

 平成30年度の地域産業活性化支援事業という

ものの中身が今の答弁でわかったわけですが、

平成31年度において、また同じような名前の地

域産業活性化計画推進事業というのが予定して

あるわけでございます。前年度事業とどういう

ふうな関連性があるのか、また、小規模事業者

にとって、この事業が効果的な事業であるのか

ということをお知らせいただきたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 産業労働部長。 

〇産業労働部長(平田修三君） 先ほどご説明い

たしました、今年度実施しております地域産業

活性化支援事業では、地域産業活性化計画の策

定と推進を図るために、広域経営指導員の配置

や専門家派遣の支援を行って、県と市町、商工

団体とが連携して計画推進に取り組む体制の整

備を進めてまいったものでございます。 

 さらに、来年度から実施いたします地域産業

活性化計画推進事業でございますが、これは地

域の強みを活かして、小規模事業者の皆様がま

とまって高付加価値化や販路拡大に取り組む際

の補助制度を新たに設けることで、地域への波

及効果の高い事業を支援することによって、計

画の推進を図ろうというものでございます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君） この地域産業活性化計

画推進事業というものの中身をある程度、おぼ

ろげではありますが、理解をするところであり

ます。 

 そこで、平成30年度の活性化支援事業、これ

が予算ベースで2,730万円であったわけです。

これが平成31年度においては2,127万円と、減

額で存続をされております。新たに地域産業活

性化計画推進事業というのが1,000万円、国の2

分の1の補助をいただいてやると。国の補助が

あるから、この事業をやるんだということで

あってはいけないわけですね。そこに主体を

もって県が取り組んでいくという考え方がなか

らんといかんわけですが、そこら辺の関連につ

いて、平成30年度は2,730万円だったのが、平

成31年度は予算的には合わせて3,127万円に

なっているんですよと。中身としてはどうなの

かと、そこら辺が、いわゆる地域の商工業者の

ためになっているのかなというのが、私の頭の

中によぎるわけですが、その点について、もう

少し詳しくお答えをいただければありがたいと

思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 産業労働部長。 

〇産業労働部長(平田修三君） 今、議員がご指

摘になられましたとおり、今年度実施しており

ます体制の整備に対する事業予算につきまして
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は、一定の削減をして、一方で小規模事業者の

皆様が取り組まれる経費に対する助成という制

度を、国の補助制度も活用しながら、改めて設

けたところでございます。 

 これは、計画を推進にするに当たり、もちろ

ん側面的な支援も重要でございますけれども、

実際に計画を実行される小規模事業者の皆様の

資金的な支援をすることで、計画の一層の推進

につながるであろうと、つなげていきたいとい

う意思のもとでの予算編成でございまして、そ

の点についてはご理解をいただきたいというふ

うに考えてございます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君） 部長の答弁で少しはわ

かるんですが、この新しい平成31年度の地域産

業活性化計画推進事業というのは、対象が事業

をグループ化してやるということであり、我々

の商工会地域の事業者というのが、そこまでグ

ループ化できるのかなというのが不安なんです

ね。だから、そういった意味では、我々小規模

事業者にとっては、なじむ施策なのかなという

のを非常に懸念するところであるわけですが、

今後、この施策を進めていかれるに当たっては、

そういうところにも留意をしながら進めていた

だきたい。 

 それから、もう一つ、平成30年度の地域産業

活性化計画支援事業においては、先ほども答弁

の中にありましたが、広域指導員を3名配置し

ていただきました。これは、いろんな国の補助

事業等を小規模事業者がいただこうとする時の

申請手続が非常に複雑だったりするわけですね。

そういうことについて、この広域指導員の役割

は非常に役立ったという声があるわけですが、

これが平成31年度に2名に削減されているわけ

でございまして、ここら辺について、これを3

名、どうして維持できなかったかということを

お聞きしたいわけです。 

 それと併せて、大分県の合同新聞というのを

見ておりましたら、これは2018年に出ている新

聞ですが、そこで来年度までに16人の職員を増

員すると。やはりこういう地域の小規模事業者

の振興というのを図るためには、そういう職員

の配置が必要だということを、改めて大分県は

考えて配置していこうと。 

 また、熊本県についても、ここは災害があっ

ていろいろ大変だったということもあって、平

成31年度、平成32年度と、あわせて複数名の職

員を増やそうというふうに計画をされているわ

けです。 

 長崎県も、これまでずっと職員を削減すると

いうことを行ってまいったわけですが、もうこ

れ以上削減されると、いろんな活動が滞ってし

まうと。それこそ、地域のそういう組織がなく

なってしまうというところにきているわけです

けれども、そういった観点からも、この職員を

減らさないということについてのお考えをお示

しいただければと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 産業労働部長。 

〇産業労働部長(平田修三君） 商工会の経営指

導員、支援員の配置につきましては、従来、現

在の長崎県の配置の水準がどうであるかという

ことについては、さまざまな指標の中であるわ

けですけれども、我々としては、できる限りの

ことは行わせていただいているというふうに考

えております。 

 ただ、一方で、こういう厳しい財政状況の中

で、過去から人員の削減について、計画的な削

減をお願いし、商工会側の皆さんの協力の中で

計画的な削減をお願いしているということも事

実でございます。 
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 先ほど申しましたように、さまざまな新しい

事業を取り組む中で、現在の体制については、

一定の見直しをお願いせざるを得ないというこ

とは、大変苦しい状況でございますけれども、

これは商工会の皆様、連合会の皆様とも十分に

意見交換をしながら、連携をして、効果的な小

規模事業者の皆様への支援ができますように努

めてまいりたいというふうに考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君） 部長から、最後に、い

わゆる商工会関係団体の皆さん方と連携を密に

して、話し合いを持ちながら進めていきたいと

いう答弁がありましたので、了としますが、要

は、やはり地域が存続していくためには、その

地域で行われているいろんな事業が存続してい

かないと続かないわけでございまして、それを

支える小規模事業者への支援というのが必要不

可欠な、大事なものだと考えるわけです。そう

いったところで、そういうところに視点を置い

た施策の推進ということに心がけていただきた

いということを申し上げておきたいと思います。 

 2、農業振興策について。 

 ①ワイヤーメッシュ柵の現況について。 

 イノシシの捕獲頭数というのは、平成28年か

ら平成29年にかけて、減少傾向に転じてはいる

ものの、まだまだ3万頭を超えるというような

状況であります。 

 被害金額は、平成28年度で2億3,000万円程度

であったのが、平成29年度は1億4,000万円と、

平成33年度に目標設定をされている「第12次鳥

獣保護管理事業計画」での1億5,000万円を既に

達成はしてあるところではございますけれども、

これまで国の財政支援を受けながらとはいえ、

農家の不断の努力によって1万5,200ヘクタール

に及ぶ侵入防止柵というものが設置をされてい

るわけですが、このワイヤーメッシュの国の交

付金の設置は、平成20年頃からはじまったので

はないかと記憶をしておりますが、既にさびや

害獣により穴が開いたり、補修が必要だという

ようなところが数多くあると耳にするわけでご

ざいます。それと、この耐用年数が国の基準で

14年となっているわけですが、初期のころに設

置されたワイヤーメッシュについては、もうそ

の半分もいかなところでさびたり、その機能が

著しく低下しているというようなところが見受

けられるわけでございます。 

 現在、国の補助事業もあるわけですけれども、

それが要求の満額はこないと。だから、当初予

算では6割、7割というところしか予算がつけら

れなくて、あとは入札差金等の発生を待って9

割以上にもっていくというような作業が今般続

いておるわけですけれども、そういうことを踏

まえて、ワイヤーメッシュ柵の補修、更新の現

状、それからワイヤーメッシュの耐用年数と今

後の長期利用や品質確保に向けた考え方、また、

それを踏まえての予算の確保ということについ

ての県の考え方をお伺いいたしたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 農林部長。 

〇農林部長(中村 功君） 県では、鳥獣被害対

策として、「防護」、「すみ分け」、「捕獲」の3対

策を総合的に推進しておりますけれども、ワイ

ヤーメッシュ柵による防護対策は、農作物被害

軽減に対し効果的であり、国の事業を活用して、

記録のある平成23年度以降、累計で約6,500キ

ロの設置を進めてまいりました。 

 しかしながら、議員ご指摘のとおり、14年の

耐用年数に満たない現状においても、湿度や潮

風などによる経年劣化に伴い、腐食が進んでい

る事例も見られることから、集落ぐるみでの点

検活動において、補修が必要となった場合には
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中山間地域等直接支払制度や多面的機能支払交

付金の活用による部分的な交換を進めさせてい

ただいているところでございます。 

 こうした現状を踏まえて、耐用年数の見直し

について国に確認しましたところ、長期的かつ

全国的な事例調査を行う必要があるとの理由に

より、見直しは困難という回答がございました。 

 そのため、県としましては、耐用年数につい

て、引き続き、国と協議していくとともに、今

後の長期利用や品質確保につきましては、一部

市町において導入され、効果が見られておりま

すメッキ済みのワイヤーメッシュ柵の導入を進

めていく必要があると考えております。 

 しかしながら、導入価格が1.4倍と高いこと

から、必要な予算の増額に向けて、国に対して

強く要望してまいりたいと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君） 今、現状については、

部長の答弁である程度理解をするわけですが、

いわゆる農業従事者の皆さん方の現場での声と

いうのをお聞きしますと、やはりなかなか苦し

いところがあると。今、いろんな要望が農家か

ら出されているということの調査もされている

ようですが、5市町あたりについて、そういう

要望がなされていると。 

 それから、市町の対応としても、14年という

耐用年数が設定されているので、更新はそれを

過ぎないとできないわけですから、ほかのいわ

ゆる中山間の直接支払制度とか、そういった補

助金を流用して、更新をやっていくというよう

なこともされているわけですね。でも、本来で

あれば、この国庫事業での期間の短縮とか、そ

ういうことを図っていただきたいと思うわけで、

引き続き、国にも要望するということでござい

ますので、これは積極的に進めていただきたい

と申し上げておきたいと思います。 

 ②中山間直接支払事業等の利活用について。 

 この中山間直接支払事業というのは、生産者

にとって効果のある事業ではあるんですが、ご

存じのとおり、現在、4期目の事業が進められ

ております。次、5期目に入るところですが、

農業を取り巻く環境ということにつきましては、

高齢化と後継者不足と、そういうのがずっと重

なっております。 

 そういうことで、この1期5年間という期間が

ちょっと長すぎると。これは生産者組合とか、

そういうところで団体を組んで補助を受けると

いうことになるので、その中の一つの農家が抜

けると、非常に迷惑をかけるということになる

わけですね。そういうことで、期間を、例えば

3年に短くしてもらえば、頑張って3年間はやれ

るだろうというような声もあるんですが、そう

いう1期5年間ということを、長くは続いてほし

いんですが、それは期数で延ばしていけば同じ

期間はできるわけですから、そういうことが対

応できないかということについて、お伺いをし

たいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 農林部長。 

〇農林部長(中村 功君） 中山間地域等直接支

払制度につきましては、条件不利地域において

営農や集落活動を継続する協定を締結して、集

落を維持していく制度でございまして、中山間

地域を多く抱える本県にとって、大変重要な制

度と考えております。 

 しかしながら、議員ご指摘のとおり、集落住

民の高齢化によるリーダーや担い手不足などか

ら、活動が停滞し、集落の維持が困難となると

いうことも危惧されているところでございます。 

 このため、県といたしましては、期間を5年

間から3年間へということも大事かと思います
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けれども、こうした課題をしっかりと解決して

いくことがまず大事ではないかということから、

集落の将来に向けた話し合い、それから地域資

源をどう引き継いでいくか、こういったことを

地域の中で話し合いを進めていく必要があると

いうことから、リーダー研修会、こういったも

のを開催したいと思っておりますし、集落にお

いて、機械、農作業の共同化を行う集落営農の

育成、それから、この中山間地域等直接支払制

度の取組存続に向けて、協定組織の合併とか、

広域化、こういった取組を支援してまいりたい

と考えております。 

 加えて、来年度からは、農産物直売所を拠点

とした地域活性化の取組、こういったものも新

たに支援することで、将来にわたって集落が維

持できるよう、取り組んでまいりたいと考えて

おります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君） そこら辺、農家の声を

直接聞いていただいて、どういうことが図られ

るのか、検討を進めていただければありがたい

と思います。 

 ③国補助金に対する県の上乗せ補助の考え方

について。 

 今回、特に、昨日の一般質問でもちょっと出

ましたが、農業分野のいわゆる国庫補助事業に

ついて、県の継ぎ足し補助を見直すということ

がございました。知事にも、以前、話したこと

があるんですが、一律見直しを行うことについ

ては、それはやらないといかんでしょうという

ことになりますが、必要なものは残していただ

くということは必ずやってくださいよというこ

とを申し上げておったわけですが、今回の継ぎ

足し補助の見直しということについて、そもそ

も、どういう観点から判断をしていこうとされ

ているのか、お伺いをしたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 農林部長。 

〇農林部長(中村 功君） 農林部におきまして

は、これまで農業振興に必要な施設の導入や拡

大を進めるために、国庫事業に継ぎ足し補助を

実施してまいりましたが、国庫事業の積極的な

活用とともに、この補助金が増加しておりまし

て、単収向上や低コスト化対策などのほかの単

独事業予算の確保が厳しい状況にございます。 

 そのため、引き続き、国庫事業等の有利な財

源を活用する一方で、継ぎ足し補助金について

は見直しを行わせていただきますが、生産者の

負担軽減が図られるよう、ハウスなどの整備コ

スト縮減のための規格の統一、一括発注、調達

などに取り組むほか、生産対策としての施設機

械導入や増頭対策、新技術の導入などに対する

単独事業予算の確保を図ったところでございま

す。 

 また、イノシシ捕獲報奨金についても継ぎ足

しを行っておりましたけれども、市町には8割

の特別交付税措置があるものの、県には措置が

ないため、現行制度が維持されるよう、市町に

特別交付税を最大限活用していただき、市町の

実負担額の増加分を県が補助する仕組みへと見

直すとともに、県は、広域的な有害鳥獣対策の

実施やＩＣＴ技術の導入、人材育成などに重点

的に取り組むことといたしております。 

 今後とも、限られた予算の中においても、有

利な財源や新技術などを積極的に活用して、農

業所得向上に向けて、生産者、関係団体と一体

となって取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

〇議長(溝口芙美雄君） 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君） 部長の方から、一つの

例として、イノシシの捕獲報奨金という話が出
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ましたが、これが、現行では1頭当たり総額1万

2,000円です。国の補助金が7,000円で、県の補

助が2,500円、市町負担分の2分の1ということ

でされていたわけですが、今回の見直しのとこ

ろで、国の特別交付税が2,000円から4,000円に

倍増したと。その分で県の補助はぐっと減るわ

けですね、県が負担しなければならない補助金

が。それで、市町の負担分をどうするかという

ことが俎上に上がっていたようでございますが、

ここで細かな話があって、いや、市町負担分の

2分の1でしょうという考え方、これが基本的な

継ぎ足し補助の考え方ですよと。現行では、県

は、平成30年度の予算ベースで9,500万円の支

出をしていると。それが一旦ゼロになるわけで

すね。そこら辺を考えると、もう少し負担をし

てもいいんじゃないか、その継ぎ足し補助を一

遍切らなくても。特別交付税が2,000円増えた

から、その分はよしよしと。それは無駄な金は

出せないということになりますが、この市町負

担分も2分の1ですよというようなことはしなく

ても、当然いいと。今、農林部長から、先に、

そういうことはしないように考えておりますと

いう決意表明だろうと思います、そう聞こえま

したが、今般のそういう操作について、中村元

農林部長は、どのように考えられるか、お尋ね

をしたいと思いますが、よろしくお願いします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君） イノシシの捕獲報奨金制

度については、これは県、市町が、地域の深刻

な状況に鑑み、力を合わせて取り組んできたと

ころでありますが、議員ご承知のとおり、これ

については遅れて国の特別交付税の措置がなさ

れたところであります。 

 基本的には、対象経費の8割がこの特別交付

税で措置されるということになったわけであり

ますけれども、その以前から、県、市町、力を

合わせて取り組んてきたという経過もありまし

て、なかなか特別交付税措置の有効な活用が図

られてこなかったという経過がありました。 

 私どもも、各市町から、たびたびご要望等を

いただく機会がありましたけれども、まずは特

別交付税をフル活用してもらいたい。 

 なぜならば、県に対する特別交付税措置が講

じられれば、県の方でも負担をする用意はある

んですが、県の方にこの特別交付税措置がなさ

れない。したがって、各市町が行う場合のみ特

別交付税措置が講じられるということでありま

したので、まずは市町において、この特別交付

税措置をフル活用していただき、そして、市町

の負担分については、県も実質負担の相当額に

ついて、応分の負担をしてはどうかというよう

な考え方で検討するようにということで、各担

当課の方に指示をしていたところでありました

けれども、なかなかそれがスムーズに理解が得

られてなかったということで、今回、改めて見

直しを進めるということになったわけでありま

す。 

 いずれにいたしましても、地域の深刻な有害

鳥獣対策に、力を合わせてしっかり取り組んで

いかなければいけないと、こう思っているとこ

ろでございますので、引き続き各市町の理解を

得て、ご協力をいただきたいと考えているとこ

ろであります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君） 知事に、元農林部長と

か申し上げまして、大変失礼しましたが、知事

の経歴から、そこの心意気をお尋ねしたかった

ところです。 

 県が継ぎ足し補助をするにしても、いろいろ

工夫をしながらしないといかん。先に出すと、
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特別交付税が減ってしまうとか、そういうこと

もあるので、事務手続上、いろんな大変なとこ

ろもあろうかと思いますが、やはり現場で生産

をされる農家の方々のご苦労というのを思うと、

そこら辺に心が行き届いた施策、補助事業とい

うことを心がけていただきたいというふうに申

し上げさせていただきたいと存じます。 

 3、文化財の保存と観光資源としての活用に

ついて。 

 ①今般の文化財保護法の一部改正を踏まえて、

教育委員会としては文化財の保存と活用につい

て、どのように取り組もうとされているのか、

お尋ねをいたしたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長(池松誠二君） 今般の「文

化財保護法」の改正につきましては、過疎化や

少子・高齢化を背景に、文化財の消失、なくな

ることの防止などが喫緊の課題となる中、文化

財をまちづくりに活かしつつ、地域社会が総が

かりで、その継承に取り組んでいくことが求め

られていることから、地域における文化財の計

画的な保存と活用の促進を目的として改正をさ

れました。 

 この法改正の主な柱の一つとして、都道府県

は、文化財の総合的な保存と活用に関する基本

的な方針や、防災対策、災害発生時の対応のほ

か、市町への支援のあり方などを定めた「文化

財保存活用大綱」を策定できること、また、市

町は、都道府県の大綱を参照しながら、文化財

の保存と活用に関する基本的なアクション・プ

ランとなる「文化財保存活用地域計画」を策定

できることが盛り込まれております。 

 県教育委員会といたしましては、本県の「文

化財保存活用大綱」について、平成31年度から

着手し、おおむね2カ年かけて策定したいと考

えており、文化観光国際部をはじめ、土木部や

危機管理監など、関係部局の各所管課を構成員

とする協議会を設置して検討を進めていきたい

と考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君） ただいま、教育委員会

教育長の前向きな答弁がありましたので、その

答弁につきましては、進めていただきたいと希

望するところです。 

 ②文化財の観光資源としての活用という観点

から、観光振興策として文化観光国際部が関係

すると思うが、どのように考えるか。 

 もう一つ、この質問に至ったのは、せっかく

文化財があって、教育委員会だけで、その保存、

維持管理というのをやっていると、おのずとそ

こに限界が出てくるということでございます。

今度の法改正等含めて、文化庁の組織が改編さ

れて、「文化資源活用課」というのができたわ

けでございまして、これを見て、これは文化庁

もこれを観光資源として活用するというところ

も含めながら考えようとされているのかなとい

うことを思って、今回の質問に至ったわけです。

そこら辺も含めて、今後とも、教育委員会とし

ても活用を図っていただきたいと思うわけです。 

 次に、文化観光国際部にお尋ねをしたいと思

いますが、同じようなことで、長崎県へのク

ルーズ客も増えており、県内の周遊型とか、体

験型の観光というのを進めなければならないと

いうのがいつもうたわれているわけですね。観

光立県長崎ということになるわけですが、世界

遺産、それから日本遺産というのが核になって

あるわけですね。 

 それから、それを結ぶところに、それぞれの

ポイントとして、県内の文化財がある。そこを

線で結んでいって周遊型につなげていくと、そ
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ういうことになろうかと思うんですが、文化観

光国際部としてのお考えをお尋ねいたしたいと

思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 文化観光国際部長。 

〇文化観光国際部長(中﨑謙司君） 議員ご指摘

のとおり、本県には、2つの世界遺産や3つの日

本遺産をはじめとして、本県特有の歴史的背景

に根差した、観光資源となり得る貴重な文化財

が数多く存在しております。 

 こうした文化財を核とした観光拠点を増やす

ことで、さらなる誘客や県内周遊につなげてい

くことが重要であり、市町や観光協会が取り組

む文化財を活用した観光まちづくりや周遊対策、

こういったものを積極的に取り組んでまいりた

いと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君） 答弁も文化観光国際部

としてはそのようなことになろうかと思います

が、先ほど教育委員会教育長の方から、そうい

う関係部局が連携して、いろんな協議会等のよ

うな形をもって連携を深めてまいりたいという

答弁があったわけですが、文化観光国際部とし

てはどのようにお考えか、お尋ねいたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 文化観光国際部長。 

〇文化観光国際部長(中﨑謙司君） これも議員

ご指摘のとおり、文化財というのは、特に、イ

ンバウンドの視点から、有効な観光資源になる

と考えておりますし、県としましても、こう

いった文化財を観光やまちづくりに活用してい

きたいという考えを持っております。 

 そういうことからも、先ほど教育委員会が設

置する協議会につきましては、文化観光国際部

としても積極的に参画してまいりたいと考えて

おります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君） 同様の考え方というこ

とで理解をいたしました。そういうのが早急に

編成されるようにお願いをしておきたいと思い

ます。 

 ③宿泊税についての考えは。 

 県内では、長崎市が宿泊税の導入に向けて検

討を進められております。 

 昨日の新聞にも、「佐世保市が宿泊税を検討」

という記事が載りました。福岡県は、福岡市と

福岡県が泥沼化した争いをされております。こ

ういうふうになっては収拾がつかなくなると。 

 それと、いわゆるこういう観光資源を活用す

るために、長崎県の観光振興という観点から、

やはり財源の確保というのは非常に重要だろう

と思うわけですね。そういった意味で、これを

導入するか、しないかということも検討しない

といかんのでしょうけれども、導入するとすれ

ば速やかに導入して、きちっと整理ができるよ

うに、それぞれの市とかがそれぞれでやってい

ると統制がとれなくなります。そういった意味

で、県が主導する形で、まずはこういう話し合

いの場、協議の場を持つということを進められ

てはどうかなと思うんですが、それについての

お考えをお示しいただきたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 文化観光国際部長。 

〇文化観光国際部長(中﨑謙司君） これも議員

ご指摘のとおり、いま少し、県内市町で議論が

進んでいるということでございますけれども、

やはり宿泊税について考えていくうえでは、県

内市町別の宿泊客数も偏在している状況にもあ

りますので、各市町の考え方をよくお伺いした

いと思っております。 

 その際には、導入の目的や財源の使い途など

を整理することが議論の前提になると思われま

すので、県内市町との間で、観光施策を協議、
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検討する機会などを活用し、宿泊税についても

しっかりと協議してまいりたいと考えておりま

す。 

〇議長(溝口芙美雄君） 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君） 前向きな答弁であった

かと思いますが、そういうことで、私個人とし

てはやっぱり県が主導的な立場で、主体をもっ

て県下の各自治体をまとめていくと、後がス

ムーズにいくんじゃなかろうかなと思うわけで

す。 

 これは、有効な財源と思います。我々もよく

ホテルを利用しますが、そこに、大体、今、検

討されているところの例を見ると100円から500

円とか、そういう世界ですけれども、100円か

200円という金額はわかりませんけれども、取

ることについては、そう抵抗はないんじゃない

かと。佐世保で出た時も、そういうのは抵抗が

あるんじゃないかという声は当然出ております

けれども、そこを整理していく行司役を県がや

るということが、一番やりやすくなるんじゃな

かろうかなと思いますので、早急な検討をして

いただくようにお願いしておきます。 

 4、ＪＲ佐世保線の輸送改善について。 

 ①深度化調査のその後について。 

 これも何回も質問させていただいております

し、一般質問1日目で宮内議員からも質問が

あっておりますが、我々県北に住む、特に、佐

世保市を中心としたと、こういう話になるわけ

ですが、そういう時に、このＪＲ佐世保線の輸

送改善というのが必須の課題となっているわけ

でございます。 

 そこで、深度化調査が行われておりますが、

その後の経過について、お知らせをいただきた

いと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） ＪＲ佐世保線の

輸送改善につきましては、高速化に向けた深度

化調査を受けまして、県と佐世保市、ＪＲ九州

で構成する「佐世保線等整備検討委員会」の実

務レベルにおきまして、整備手法や効果、課題

等を共有し、整備の方向性について検討を行っ

ております。 

 具体的には、ＪＲ九州の協力により、列車速

度を向上させるための線路のロングレール化や、

高速化に要する線路の基盤強化、駅構内の分岐

器の改良、振り子型車両の導入の可能性など、

現地調査を行いながら、高速化に有効な対策に

ついて、佐世保市やＪＲ九州とともに協議を

行っております。 

 また、現在、佐世保線の高速化につきまして

は、九州新幹線西九州ルートの整備の一環とし

まして、肥前山口～高橋間の複線化、高速化工

事が実施をされておりまして、2022年度までに

一定の時間短縮が見込まれております。 

 県としましては、こうした整備と併せて、振

り子型車両の導入や、線路等の設備改良などに

より、高速化効果をさらに高めることができな

いか、投資効果も考慮しながら議論を深めてい

るところでございます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君） ②輸送改善に向けた事

業進捗について、県の考え方は。 

 今、鋭意取り組んでおられるということで判

断しますが、この輸送改善に向けた事業を進捗

するということについて、県の基本的な考えを、

いま一度お知らせをいただきたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 県におきましては、ご承

知のとおり、平成4年11月に、「九州新幹線等の

整備に関する基本的な考え方」の中で、佐世保
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線の輸送改善について、3つの考え方を示して

きているところであります。 

 まず、1点目の「長崎市～福岡市間にスー

パー特急を設定する時には、佐世保市へも在来

線を利用したスーパー特急を設定していく」と

いうことにつきましては、フリーゲージトレイ

ンの西九州ルートへの導入が断念されたという

状況にありまして、現在、前提となるもの自体

がなくなった状況にあるものと理解をいたして

おります。 

 それから、2点目の「佐世保線の高速化のた

めの設備改良」につきましては、今年度、県と

佐世保市、ＪＲ九州の三者による実務レベルの

協議によりまして、整備手法や効果、課題等に

関して、実地調査を行いながら、整備の方向性

等について、議論を深めているところでありま

す。 

 なお、3点目の「将来、長崎市～福岡市間に

フル規格の新幹線が運行されるようになった時

は、佐世保市にもフル規格新幹線鉄道網への直

通運行が可能となるよう、その実現に努める」

ということがありますけれども、現在、この西

九州ルートの整備のあり方自体が定まっていな

い状況であり、そのため、今後の西九州ルート

の整備のあり方等を踏まえて、検討を要する課

題になってくるのではなかろうかと考えており

ます。 

 私どもといたしましては、佐世保線は、県北

地域の皆様にとって、通勤・通学などの生活路

線であるとともに、佐世保市と福岡都市圏とを

結ぶ重要な幹線路線でありますので、その輸送

改善に向けて、関係者と協力をしながら、引き

続き、具体的な検討を進め、取り組んでまいり

たいと考えているところであります。（発言す

る者あり） 

〇議長(溝口芙美雄君） 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君） 今、知事の答弁で、鋭

意取り組んでいくというようなことで理解をし

ておりますが、確かに、今、声があったように

取組が遅いと言わざるを得ないところもあるわ

けでございまして、この深度化調査の段階で、

大体14～15億円程度の整備費用というのがある

程度数字で出ているわけですが、こういう今の

考え方からいたしますと、この費用ということ

については、一定県が費用負担をするというよ

うな考え方を持って整備を進めていくというこ

とに理解を我々はしているわけですが、その点

についての見解をお示しいただきたいと思いま

す。 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） ＪＲ佐世保線の

高速化につきましては、現在、線路等の設備改

良にかかる整備手法や振り子型車両の導入可能

性などを含めまして、事業費についても、現地

調査を行いながら、さらに精査を深めていると

ころでございます。 

 高速化対策に要する事業費の負担に関しまし

ては、車両設備等を含めた全体の経費について、

自治体負担だけではなく、補助事業の活用がで

きないかなどということも幅広く検討をする必

要があると思っております。その際には、地元

佐世保市のご意見も十分にお伺いしながら、検

討を進めていきたいというふうに考えておりま

す。 

〇議長(溝口芙美雄君） 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君） 国の補助を活用すると

か、そういうことも当然、この厳しい財政の中

ですから、考えなければならないとは思います

が、先ほども申し上げるように、スピード感を

持って対応していただきたいと。 
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 平成34年の暫定開業というのが待っているわ

けで、この時にあわせて、この時に恐らく振り

子型車両の余剰がＪＲ九州内に出てくるのでは

ないかということが見込まれるわけでして、そ

れを佐世保線に導入していくとすると、その能

力を最高に発揮させるための改良というのを、

それにあわせてやってもらわなければ何にもな

らないわけでございまして、そういった意味で

のスピード感を持った対応ということをやって

いただきたいと思うんですが、いま一度、そこ

ら辺のスピード感というところについて、見解

をお尋ねいたしたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） この佐世保線の

輸送改善の問題につきましては、昨年度、深度

化調査を行った結果が出て、これを受けまして、

今、関係者一体となって、この機会に、この高

速化の議論をしっかりと進めたいという考え方

で協議を重ねているところでございまして、今

後もしっかりと取り組んでいきたいと考えてお

ります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君） そこのところは、ス

ピード感を持って、確固たる認識のもとに進め

ていただくように、お願いをしておきたいと思

います。 

 5、離島航路の安定化に向けた取組みについ

て。 

 ①（株）五島産業汽船の運休の原因と運休に

対する県の検証について。 

 昨年10月に経営破たんをした株式会社五島産

業汽船、これは旧会社ですけれども、この運休

の原因と運休に対する県の検証ということにつ

いて、お尋ねをいたしたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） 昨年10月、株式

会社五島産業汽船が運航する全航路が運休をし、

離島住民の生活に大きな影響が生じたところで

ございます。 

 県としましては、生活航路を含む離島航路が

突然運休した事態を重く受け止めまして、改め

て九州運輸局や、同社の代理人などからの聞き

取りや、県が保有する会社の決算書類の確認、

あるいは、関係自治体等との協議などにより検

証を行っているところでございます。 

 資金面においては、平成27年度までの決算書

類を精査いたしましたところ、その時期までは、

多額の負債は抱えておりましたものの、キャッ

シュフローは回っているという状況にございま

した。 

 一方で、航路事業におきましては、同社代理

人から、平成27年度の「有川～佐世保航路」へ

の新規参入以来、毎年1億円前後の赤字を積み

重ねたことが経営破たんの主な原因となったと

伺っており、県といたしましても、同航路への

参入において、船舶等の維持管理費がかさんだ

ことに加えまして、以前、同航路を運航してい

た事業者と比べて、旅客運送で約8割、車両航

送で約7割の実績にとどまり、収益の安定的な

確保にはつながらなかったと考えております。 

 さらに、平成29年度に開設した「佐世保～福

江航路」につきましても、計画していた利用目

標に達しないなど、事業計画の課題もあり、経

営状態の改善には結びつかなかったものと考え

ております。 

 また、株式会社五島産業汽船におきましては、

赤字が膨らむ中、船舶の売買事業を行うことで

航路事業を継続してきたものと考えられますが、

最終的には、売買事業も行き詰まり、運休に

至ったものと認識をいたしております。 
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 航路事業者の経営状況の把握につきましては、

このような株式会社五島産業汽船の経営悪化を

把握できなかったことも踏まえまして、今後、

国とも連携を図りながら、十分な把握に努めて

まいりたいと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君） 今、部長の答弁で、あ

る程度の検証作業を行ったというようなことの

答弁をいただいたわけですが、まだまだ、これ

は検証作業は道半ばだと私は思っております。 

 これは総務委員会が所管でございますので、

そこでいろんな検証をさせていただこうという

ことで、集中審査も2回行わせていただいてお

るんですが、そういう中で、やはり見えてくる

ものがだんだんと出てきて、今、部長は決算書

類を精査した結果、キャッシュフローはオー

ケーだったとか、そういうことを言われますが、

我々がその決算書類をそんなら出してくれんで

すかと、我々も県民の代表として、本当にそう

だったのかというところを拝見したいと、調査

をしたいんだと申し上げますが、そういう資料

が出てこない。そういうことについて、非常に

我々は調査しがたいところがあるわけですが、

そういう資料の提出ということについて、いか

がお考えか、お尋ねをしたいと思います。（発

言する者あり） 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） こういった決算

書類等、企業の情報につきましては、県の情報

公開条例に基づいた手続が一定必要となってま

いります。 

 しかしながら、一方で、この旧株式会社五島

産業汽船の問題については、非常に重要な問題

であるとも思っております。ここにつきまして

は、現在、破産手続が行われているということ

で、破産管財人に対しても、この情報の取扱い

については協議をしているところでございまし

て、今後、どういった形で対応できるのか、さ

らに検討は行っていきたいというふうに思って

おります。（発言する者あり） 

〇議長(溝口芙美雄君） 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君） なかなかこう歯切れが

悪い答弁になってくるなと、委員会でもそうい

う話になるんですが、やはり県も、これは航路

に関しては国が所管で、この補助金も国が出し

ているというところですが、県もいろいろと費

用を出しているわけですね。そして、そういう

補助申請とかをする時については、県が窓口と

なるわけですね。その審査をもって国に申請を

して、補助金が出されるという手続になってお

るわけですが、そういった意味では、県も責任

があると我々は感じるわけです。 

 ②（株）五島産業汽船が運休した生活航路

（有川～佐世保、鯛ノ浦～長崎航路）の回復状

況について。 

 この調査をする中で、まず、鯛ノ浦～長崎航

路というのが経営破たんして、これは生活航路

ですから、大変だということで、早期に回復を

しなければならないということで、びっくりす

るほど早期に回復がされたわけですね。九州運

輸局の認可というのが、普通なら1カ月以上か

かるというところを6日ぐらいでできたと。（発

言する者あり）これはすばらしいなと思う反面、

そういうふうにできるのかなという疑問も出る

わけでございます。（発言する者あり）そこら

辺について、あやしく私は感じませんけれども、

（発言する者あり）どういう状況で短期間で認

可が下りたのかというところについて、説明を

いただければと思います。（発言する者あり） 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 
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〇企画振興部長(柿本敏晶君） この旧五島産業

汽船の「鯛ノ浦～長崎航路」のその後の運航に

つきましては、新会社で運航するということで、

現在、運航もされておりますけれども、この手

続に関しましては、国に確認をしているところ

では、旧会社の社員が新会社の方で実際の運航

に携わる、あるいは船につきましても、旧会社

で使用していた船でありますとか、設備もそう

いったものを活用するということで、そういっ

た点で運航についての確認が行われたというこ

とで、そういった手続が進んだというふうに

伺っているところでございます。（発言する者

あり） 

〇議長(溝口芙美雄君） 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君） この航路については、

まず、鯛ノ浦～長崎間の航路に就航していた

「ありかわ8号」という船があったわけですね。

ここが廃止になったので、「ありかわ8号」とい

う船に我々の目が自然と向いたわけです。 

 「ありかわ8号」というのは、どういう船か

なということで、最初は単純に見ておったわけ

ですが、そこを調べていくと、だんだんと、非

常に複雑なところがあって、理解に苦しむとこ

ろがあるわけです。 

 これは、一昨年の9月に一般質問でも出てお

りますが、そこについて監査指摘もしてあって、

監査事務局長の答弁で、「今後、そこを精査し

ます」ということで終わっておるんですが、そ

の後の状況について、お知らせをいただきたい

と思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 監査事務局長。 

〇監査事務局長(辻 亮二君） 議員がおっしゃ

いますように、議場におきまして、その時は、

監査委員からでしたか、私の方でしたかね、事

情を、聞き取りを所管課の方からしてみるとい

うふうにお答えをさせていただいたというふう

に認識をしております。 

 その後、監査ということではなくて、聞き取

りをさせていただきまして、その結果は取りま

とめをしたところでございます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 吉村 洋議員―14番。 

〇１４番(吉村 洋君） 今、聞き取りをして取

りまとめをされたということですので、あと、

もってその取りまとめた資料というのを提出し

ていただければと思います。 

 これは、まだ、引き続き、委員会でも審議を

していかなければならない問題と思っておりま

すので、そういうことでお願いをしたいと思い

ます。 

 ③離島航路の確保・維持に向けた取組みにつ

いて。 

 この「ありかわ8号」に端を発して、いわゆ

る旧五島産業汽船が所有していた船というのが、

この「ありかわ8号」では、5年間でエンジンを

2回換装されていると。（発言する者あり）そう

いう短期間でやるのはどうなんだろうかと。

（発言する者あり）ただ、これは、離島の方々

にとっては、リプレイス、リフレッシュ補助金

というのを使うことによって運賃の低廉化にも

つながるということもあるので、全部が悪いと

は言いませんが、余りにも短期間にエンジンが

換装されたということで、そんなエンジンがあ

るんだろうかということが、また単純に疑問に

なってくるわけです。 

 それで、そのエンジンはどこのエンジンです

かと言ったら、最初はどこのエンジンとも答弁

からは出てこなかったわけですが、調べていた

らＭＴＵのエンジンというのがわかったわけで

す。（発言する者あり） 

 ＭＴＵのエンジンというのは、そんなら、そ
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ういう欠陥がひどいようなエンジンなのかなと

思って調べていたら、全国でそのエンジンは約

610台の船に使ってあるということを、たまた

まメーカーからお知らせをいただいた。長崎県

内にも45台あるそうです。その種類は、海上保

安庁、国土交通省、漁業取締船、税関の監視艇、

消防艇、旅客船、警察庁の警備艇と、そういっ

た種類の船に乗っているエンジンで、5年でエ

ンジンを換えなければならないようなエンジン

ではないのではないかということが我々の疑問

点で残っているわけです。（発言する者あり） 

 それともう一つ、これを調べていたら、今度

は佐世保～有川航路というのが同じく廃止に

なったんですが、そこにあった「ひまわり」と

いう高速船があるんですが、これの所在もなか

なかわからないと。 

 時間がなくなったので、時間内に済ませよう

と思いましたが、今後、また委員会の中でもや

らせていただきたいと思いますので、そこら辺

の資料を、部長、きちっとそろえて我々に提示

をしていただくようにお願いをしたいと思いま

すが、いかがですか。（発言する者あり） 

〇議長(溝口芙美雄君） 時間がありませんから、

答えはあとから聞いてください。（発言する者

あり） 

 これより、しばらく休憩いたします。 

 会議は、11時20分から再開いたします。 

― 午前１１時 ３分 休憩 ― 

― 午前１１時２０分 再開 ― 

〇副議長(徳永達也君） 会議を再開いたします。 

 引き続き、一般質問を行います。 

 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君）（拍手）〔登壇〕 皆さん、

こんにちは。 

 改革21、国民民主党の渡辺敏勝でございます。 

 平成15年に県議会議員として初当選して以来、

4期16年間、県議会議員を務めてまいりました

けれども、今期をもって勇退し、本日は、県議

会議員として最後の一般質問をさせていただき

ます。 

 また、本日は、多くの皆さんに傍聴に来てい

ただき、まことにありがとうございます。この

場をかりてお礼を申し上げたいと思います。あ

りがとうございます。 

 さて、私は、平成7年に市議会議員になって

今日まで、議員活動の中で常に心に刻んできた

言葉は、「現状に甘んずることなく、昨日より

今日を良くし、今日より明日を良くすることへ

のあくなき挑戦である」という言葉です。 

 去年と同じことをやっていては何も変わりま

せん。明日を良くすることへのあくなき挑戦す

る気持ちを今後とも持ち続けたいと思いますし、

県職員の皆さんにも、失敗を恐れず、果敢に新

しいことへ挑戦する気持ちを持ち続けていただ

きたいと思います。 

 それでは、本題の質問をさせていただきます。 

 １、知事の基本姿勢について。 

 ①県の海外事務所開設について（香港、シン

ガポール、ベトナムなど） 

 知事の大きな基本方針に、アジアの玄関口と

して、この長崎県を発展させる方針が示されて

おりますけれども、現在、韓国のソウルと中国

の上海の2カ所に県の海外事務所が置かれてお

ります。 

 アジアの窓口として、私は、もっと力を入れ

るべきだと思いますが、県の海外事務所を、具

体的には新規定期航空便が就航しております香

港とか、経済成長が著しいシンガポール、交流

が盛んなベトナム等が考えられますが、県の海
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外事務所の設置について、知事の見解を求めま

す。 

 あとの質問につきましては、対面演壇席より

質問させていただきますので、簡潔明瞭な答弁

をよろしくお願いして、本壇からの質問を終わ

らせていただきます。よろしくお願いいたしま

す。 

〇副議長(徳永達也君） 知事。 

〇知事(中村法道君）〔登壇〕 ご質問にお答え

する前に、ただいま、渡辺議員におかれまして

は、今期限りでご勇退なさるというお話をいた

だきました。 

 議員には長きにわたり県勢の発展のために格

別のご尽力を賜ってまいりましたことに、心か

ら敬意を表し、感謝を申し上げる次第でござい

ます。 

 どうか今後とも、ご健康にご留意のうえ、折

に触れ、県勢の発展に対して変わらぬご指導、

ご鞭撻を賜りますようお願いを申し上げる次第

でございます。 

 それでは、ご質問にお答えをさせていただき

ます。 

 県の海外事務所の設置についてのお尋ねでご

ざいます。 

 人口減少によって国内市場の縮小が見込まれ

る中、海外の活力を取り込み、本県経済の活性

化につなげていくことは大変重要な視点となっ

ております。 

 海外事務所は、誘客促進、輸出拡大などの経

済的な実利の獲得に向け、現地における情報収

集や本県の認知度向上、人脈構築などの役割を

担っているところであります。 

 東南アジアや香港への海外事務所の設置につ

きましては、一定費用もかかりますことから、

事務所機能のあり方も含め、これまでも慎重に

検討してきたところでありますが、ご指摘のよ

うに新たな国際定期航空路線の就航などの環境

変化も生じているところでありますので、引き

続き、設置の必要性を検討してまいりたいと考

えているところであります。 

 以後のお尋ねにつきましては、自席の方から

お答えをさせていただきます。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） 私が先ほど本壇で申し

上げましたとおり、今、ソウルと上海と、それ

ぞれ定期航空路線があるわけですから、シンガ

ポールは別にして、やっぱり香港にね、香港の

定期航路が就航したものですから。 

 香港、シンガポール、ベトナム、いろいろあ

ると思いますけれども、今からアジアに窓口を

広げていくという意味では、十分検討していた

だいて、早めに、他県に先駆けて県外事務所を

設置して、広げていただきたいというふうにお

願いしますので、十分検討を進めていただきた

いと思います。 

 ②長崎港2バース化と母港化（改修、修理）。 

 平成29年に長崎港にクルーズ船が267隻入港

して、その時、キャンセルした船が172隻、平

成30年には220隻が入港して、この時は何と255

隻をキャンセルしております。入港するよりも

多い数をキャンセルしている、それだけ長崎港

の人気は高いということなんです。 

 2バース化について、過日、国土交通大臣も

視察に来ておりますけれども、この2バース化

の事業化の見通しについて、知事の見解を求め

たいと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。 

〇副議長(徳永達也君） 知事。 

〇知事(中村法道君） ご指摘のとおり、長崎港

ではクルーズ船の寄港が急増しているところで
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あり、バース不足により、平均的に考えますと、

申し込みの約4割近くをお断りせざるを得ない

状況であります。地域経済の活性化を図るため

には、松が枝岸壁の2バース化が必要不可欠で

あると考えております。 

 このため私も、昨年10月の全国港湾知事協議

会、あるいは12月の県・市、地元経済界代表の

合同要望に参加をし、国に対して、2バース化

の必要性を強く訴えてきたところであります。 

 そうした中、先月、長崎港を視察されました

石井国土交通大臣からは、「2バース化に対する

地元の熱意を感じ、新規事業化について検討を

進めていく」との前向きなご発言もいただいた

ところであります。 

 県といたしましては、早期事業化に向けて、

引き続き全力を注いでまいりたいと考えている

ところであります。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） 2バース化については、

長崎港の海の玄関口として必ず必要だと思いま

すので、今後とも力強く要望していただきたい

と思っています。 

 それと、客船につきましては、三菱重工長崎

造船所が、今までダイヤモンドプリンセスとか

アイーダとか、大きな実績があります。今、三

菱重工長崎造船所も分社化されまして非常に厳

しい環境が続いております。 

 ただ、客船をつくった実績、技術はあります

から、長崎港を母港化して、客船の修理、ある

いは改修工事を長崎港で行うと、こういうこと

をぜひ長崎県としても後押しできないか、その

辺の見解を求めたいと思います。 

〇副議長(徳永達也君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 三菱重工長崎造船所にお

かれては、海外船社からのニーズ等もあり、ク

ルーズ船のメンテナンス事業への参入を検討さ

れていると私も聞き及んでいるところでありま

す。 

 メンテナンスのために長崎港にクルーズ船が

入港することになってまいりますと、ドック入

りの前後に、長崎港発着のクルーズが生まれて

くることになるものと考えております。クルー

ズ客の県内での宿泊、あるいは周遊観光による

消費の拡大につながってくるものと大きな期待

を寄せているところであります。 

 さらにまた、メンテナンス事業が継続的に行

われるということになってまいりますと、新た

な雇用の創出など地域への貢献も少なからず期

待されるところであります。 

 県といたしましても、三菱重工長崎造船所と

連携しながら、このメンテナンス事業への参入

に当たっての課題を共有しながら、環境を整え

ていけるように、しっかり力を合わせて取り組

んでまいりたいと考えているところであります。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） その辺は、ぜひよろし

くお願いしたいと思います。 

 2、企業振興対策について。 

 （1）日本版ＤＭＯと県版ＤＭＯの進捗状況

について。 

 傍聴に来ている人が、ＤＭＯって何やろうか

と、わからないかもしれませんので、ちょっと

簡単に説明させていただきます。 

 横文字のディステネーション・マネージメン

ト・オーガニゼーションの頭文字をとったＤＭ

Ｏ。従来の観光は、観光地に行って観光するだ

けだったのを、体験型とか、そこにある食べも

のとか、文化行事とか、そういうのを総合的に、

観光を中心にした総合商社という思いで見てい

ただければと思います。 
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 それで、まずは日本版のＤＭＯの進捗状況に

ついて、お伺いしたいと思います。 

 昨年の2月定例会におきまして、私も質問さ

せていただきました。本県におけるＤＭＯ化に

向けた課題と取組について質問しております。 

 その際、答弁の中では、「佐世保観光コンベ

ンション協会が日本版のＤＭＯとして登録され

ておりまして、長崎国際観光コンベンション協

会と島原観光ビューローが、日本版ＤＭＯの候

補法人として登録されている」という答弁が

あっておりますけれども、その後の状況につき

ましてはどのようになっているのか、お尋ねを

したいと思います。 

〇副議長(徳永達也君） 文化観光国際部長。 

〇文化観光国際部長(中﨑謙司君） その後の動

きでございますが、昨年3月末に、長崎市の長

崎国際観光コンベンション協会が日本版ＤＭＯ

に登録されまして、現在は、波佐見町や平戸市

においてもＤＭＯ組織化に向けた検討が進めら

れております。 

 県におきましては、これらの地域が一体と

なって取り組む戦略策定などを支援しているほ

か、ＤＭＯの課題として、専門人材の不足が挙

げられておりますので、県内の関係団体の職員

を対象に、マーケティング人材育成を目的とし

た研修を実施しているところです。 

 今後も、ＤＭＯ法人を核とした魅力ある観光

まちづくりを積極的に支援してまいりたいと考

えております。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） 日本版ＤＭＯの状況に

ついてはわかりました。 

 それでは、県版のＤＭＯの進捗状況について、

お尋ねしたいと思います。 

 私としては、この県域全体をどう回していく

のか、世界遺産もある、日本遺産もある、それ

ぞれの地域の特産品もある県下一円をどう回し

ていくかと、県域をカバーするＤＭＯが必要で

あると考えております。 

 昨年の答弁では、「本県全域を対象に観光

マーケティングを展開する組織については、専

門人材や安定的な財源の確保などが課題となり、

どのようなあり方が有効であるか、ＤＭＯを含

め検討してまいります」という答弁があってお

りますが、その後の状況について、お尋ねいた

します。 

〇副議長(徳永達也君） 文化観光国際部長。 

〇文化観光国際部長(中﨑謙司君） 議員ご指摘

のとおり、本県全域を対象として、データ分析

に基づく的確なマーケティング活動や誘客活動

を展開して多くの観光客を呼び込んで、その経

済効果を広く地域に波及させるためには、県版

ＤＭＯの組織化も有効な手段の一つであると認

識しているところでございます。 

 しかしながら、県全域を所管するＤＭＯの組

織化に当たりましては、「多様な関係者の合意

形成」、「専門人材や安定的な運営財源の確保」

など、いまだ多くの課題がございまして、その

解決には相応の時間と労力が必要になると考え

ております。 

 しかし、一方で、本県観光の現状を踏まえま

すと、宿泊客数の増加を通じた観光消費額の拡

大が喫緊の課題となっておりますので、まずは

市町をはじめ観光、商工、農林水産の県域団体

など多様な関係者による協議の場を設け、それ

ぞれが観光で稼いでいくためにはどのような取

組が求められていくのか、具体的な議論を行う

ことにして、実質的なＤＭＯとしての動きを前

進させたいと考えております。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 
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〇３２番(渡辺敏勝君） 長崎県には県の観光連

盟がありますよね。そこを中心に、核となって

ＤＭＯの総合商社づくりをしながら、県の観光

発展のために取り組んでいただけますように要

望しておきたいと思いますので、よろしくお願

いいたします。 

 （2）日欧ＥＰＡ締結に伴う県産品の売り込

み。 

 日本とヨーロッパのＥＰＡ、経済連携協定が

2月1日に発効されました。ヨーロッパのワイン

などは即時関税がゼロになってくるわけですが、

受け入れだけではなくて、売り込まないといか

んと思っているんですよ、長崎の商品をですね。 

 具体的に、ＥＵ諸国に何を売り込もうとして

いるのか、お尋ねしたいと思います。具体的な

商品名を挙げていただければと思います。 

〇副議長(徳永達也君） 文化観光部政策監。 

〇文化観光国際部政策監(田代秀則君） 県産品

の輸出につきましては、これまでの国際交流の

積み重ねや、地理的な優位性を活かせるアジア

地域を中心に取り組んできたところでございま

す。 

 現在、ＥＵ諸国に対しましては、輸送コスト

の制約がございまして、また、食品衛生管理な

どの基準も厳しく、輸出額はごくわずかにとど

まっている現状でございます。 

 しかしながら、今回のＥＰＡ締結に伴い、

15％という高い関税が撤廃された「冷凍ブリ」

につきましては、これを商機と捉え、ＥＵ諸国

への輸出拡大の可能性を検討するため、現在、

市場調査を実施いたしております。 

 また、「緑茶」におきましては、ドイツを有

望な輸出相手国として、現地の商談会へ出展し、

ニーズの把握やバイヤーの発掘を行ってまいり

ます。 

 このように、現地ニーズがあり、付加価値が

高いなど、優位性が見込まれる品目については、

引き続き、試行と検証を行い、販路開拓につな

がるよう取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） ヨーロッパ方面に、前、

「五島手延うどん」と「島原手延そうめん」を

売り込みに行っていたと思うんですが、その辺

の見通しはどうなんですか。 

〇副議長(徳永達也君） 産業労働部長。 

〇産業労働部長(平田修三君） 「島原手延そう

めん」や「五島手延うどん」につきましては、

生産者の団体とか関係市町、商工会連合会を中

心に、ヨーロッパでのプロモーションを展開し

てまいったところでございます。 

 今年度も実施をしており、現地のレストラン

でのメニュー化などの成果にもつながっており

ます。金額的には大きなものにはなっておりま

せんが、レストラン等のメニュー化につながっ

ているというところでございまして、引き続き

商工団体も取り組んでおります。 

 さらに、このような取組を通じまして、壱岐

市の焼酎とか、あごだしなどの県産品の輸出に

も併せてつながっているというような報告を受

けております。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） 経済連携協定に基づく

関税が撤廃されたわけですので、よりよい商品

を輸出できるように、検討を進めていただきた

いと思います。 

 （3）地理的表示保護制度に伴うＧＩ商品の

承認。 

 地理的表示保護制度は、既に皆さんご存じの

ように、日本の国が、長崎ちゃんぽんとか、五
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島手延うどんとか、島原手延そうめんとか、そ

ういう地名のついた商品をちゃんと保護してや

るという制度で、非常にいい制度だと思ってい

るんですが、今、全国で73件登録されておりま

して、長崎県は、ただ1品だけです。対馬の

「対州そば」が1品だけでありまして、九州の

中でも鹿児島県は5件、熊本県は3件ほど登録さ

れているんです。長崎県で、いろんな地名がつ

いた、「長崎カステラ」とかあると思うんです

けれども、「対馬しいたけ」が、既に登録申請

がされているんですかね。 

 本県の名産品を売っていく、ＧＩ制度の積極

的な取組が必要と思いますが、今登録されてい

る「対州そば」以外の県産品の推進状況はどう

なっているのか、お尋ねをしたいと思います。 

〇副議長(徳永達也君） 農林部長。 

〇農林部長(中村 功君） 本県では、平成7年

に酒類で登録された「壱岐焼酎」、それから、

議員ご指摘の「対州そば」が昨年4月に登録を

されております。 

 それ以外には、「対馬しいたけ」が平成27年

10月に、「長崎からすみ」が平成30年4月に申請

されておりまして、現在、この2品目が国にお

いて審査中でございます。 

 本制度は、地域ブランドの保護と差別化によ

る認知度向上、販売拡大とともに、輸出促進に

おいても有効な手段と考えておりますが、申請

においては、生産者団体の合意形成や品目特性、

概ね25年、その名称で生産されているなどの要

件を満たすことが必要となっております。 

 今後、制度の趣旨や目的に合致した品目につ

いて、国のサポートデスクや市町、関係各課と

連携して、申請要件にかかる課題整理とともに、

産地のご意向を十分踏まえながら協議を進める

など、さらなる登録申請について取り組んでま

いりたいと考えております。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） それでは、今のところ

「対州そば」と「壱岐焼酎」が登録されている

んですね。今後、あと2品目。 

 業界に対して、こういう地名のついたブラン

ド商品の保護は国がちゃんとするんですよとい

うことで、ＴＰＰとか、先ほど言いました欧州

の関税が撤廃になっているんですから、事業者、

業界に対しても強く指導をしていただきたいと

思いますので、よろしくお伝えください。 

 （4）関西方面での販売強化。 

 関東方面では、長崎県産品まつりとか、フェ

アとかされているようでございますが、長崎出

身者が多い関西で、もう少し力を入れていくこ

とによって、九州新幹線で関西方面から客を呼

び込むためにも、関西方面に今から長崎県産品

を打って出なければいけないというふうに思っ

ているんですけれども、関西方面での販売強化

について、どうお考えなのかをお伺いいたしま

す。 

〇副議長(徳永達也君） 文化観光国際部長。 

〇文化観光国際部長(中﨑謙司君） 関西地域は

農水産物の主要な出荷先の一つであり、県大阪

事務所とも連携しながら、ブランド化や販路開

拓に取り組んでいるところでございます。 

 具体的には、百貨店での物産展のほか、スー

パー、ホテルなどで食材等を広く取り扱ってい

ただく「長崎フェア」や、人が多く行き交う大

阪空港や大阪駅等において、県内市町と連携し

た物産・観光ＰＲを実施しております。 

 また、長崎県産品の利用や情報発信をしてい

ただく飲食店等を「長崎県産品応援店」として

70店舗認定しているほか、県人会をはじめ、本

県ゆかりの方には「おおさかニュース」などの
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情報提供も行い、本県の応援団として、ご協力

をいただいているところでございます。 

 これらの取組の結果、関西地域における県産

品の購入率や、フェア実施店舗での県産品売上

額については年々増加傾向にあり、引き続き、

新幹線開業も見据えながら、長崎の物産や観光

の魅力を関西地域においても総合的に発信して

まいりたいと考えております。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） ぜひ、その辺は関西方

面にもですね。関西、名古屋というのは長崎出

身者がかなり多いと思うんですよ、集団就職し

た人たちがですね、含めまして、ぜひよろしく

お願いしたいと思います。 

 3、地球温暖化への対応について。 

 （1）パリ協定2020年始動に伴う県の取り組

み。 

 パリ協定が2020年度に始動されるんですけれ

ども、これに対しまして質問させていただきた

いと思います。 

 昨年もありましたように、温暖化による影響

が一つの要因と思われるゲリラ豪雨が頻繁に発

生をしておりまして、去年の夏に記録的な高温

という異常気象がありました。こういう異常気

象が多く見られるようになっております。 

 世界的な動きとしましては、平成27年11月に

ＣＯＰ21におきまして、新たな法的拘束力のあ

る地球温暖化対策の枠組みでありますパリ協定

が採択をされまして、来年2020年には始動され

ることとなっております。 

 また、私どもの日本では、このパリ協定を平

成28年11月に締結して、2030年までに温室効果

ガスの排出量を2013年に比べまして26％、要す

るに17年間で26％削減する目標を計画に定めて

おります。 

 このパリ協定に基づきまして、長崎県におい

て、具体的にどのような方向で地球温暖化対策

に取り組もうとしているのか、お伺いをいたし

ます。 

〇副議長(徳永達也君） 環境部長。 

〇環境部長(宮崎浩善君） パリ協定は、産業革

命前からの世界の平均気温上昇を2℃より低く

保つことなどを目標として、全ての国に温室効

果ガスの排出削減を義務づけるなど、地球温暖

化対策の新たなステージを切り開くものでござ

います。 

 我が国におきましては、パリ協定を踏まえ、

平成28年度に「地球温暖化対策計画」を策定し、

温室効果ガスの排出削減、吸収等に関する対策

が進められております。 

 本県におきましては、国の対策計画策定に先

立ち、温室効果ガスを2020年度までに1990年度

比で13.4％削減する「地球温暖化対策実行計画」

を平成25年度に策定いたしまして、再生可能エ

ネルギーの導入や省エネルギーの促進、普及・

啓発活動などの取組を進めてきたところでござ

います。 

 また、気候変動による影響を予防、軽減する

水稲の高温耐性品種の導入、普及などの適応策

を平成29年度に策定しました。 

 今後は、引き続き、これまでの取組を進める

とともに、次年度から予定しております県の実

行計画の見直し策定におきまして、国の地球温

暖化対策計画や施策の動向を踏まえた新たな取

組につきましても検討し、推進していくことと

しております。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） 異常気象を少しでも防

止するために、みんなで温室効果ガスの排出量

を削減する努力をしなければいけないと思って
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いるので、県が主体的になって、民間事業者に

はこういう努力をしてください、一般家庭向け

にはこういう努力をしてくださいと、そういう

削減の目標を早く定めていただいて、呼びかけ

て、啓発活動に十分に力を入れていかないと、

26％削減につながらないと思いますので、その

辺の取組は環境部としてしっかり取り組んでい

ただきたいというふうに思っております。 

 （2）教室、職員室へのエアコン設置。 

 昨年夏の猛暑は、これはもう災害だというふ

うに言われましたが、国は、義務教育の教室に

つきましてエアコン設置の方針が示されており

ます。 

 まず1点目にお尋ねしたいのは、小・中学校

の義務教育のエアコンの設置状況が、私が調べ

たところ、長崎県は8.6％で、九州では整備率

が一番低い状況だったんですけれど、小・中学

校に完全にエアコンが設置される見通しを教え

ていただけますか。 

〇副議長(徳永達也君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長(池松誠二君） 市町立小・

中学校の普通教室への設置状況は、現時点では

10.3％になっておりますが、議員ご指摘のとお

り、国の臨時特例交付金が創設をされましたの

で、それらの活用等により、ほぼ100％の設置

に向けて、現在、整備が進められているという

状況でございます。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） 100％には、いつごろ

までになるんですか。 

 それと、教員の職員室はどうなっていますか。 

〇副議長(徳永達也君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長(池松誠二君） まず、職員

室には100％設置をされております。 

 普通教室への設置は、市町それぞれまちまち

なんですが、遅くとも平成32年には100％にな

る見込みでございます。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） 平成32年には、小・中

学校は100％ですね。 

 次に、県立高等学校の教室と職員室の設置状

況について、お尋ねします。 

 今、現在の県立高校の普通教室へのエアコン

の設置率、職員室のエアコンの設置率を教えて

ください。 

〇副議長(徳永達也君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長(池松誠二君） 県立高校に

つきましては、職員室をはじめ保健室、図書室、

パソコン室などの特別教室については、100％

設置をしております。 

 普通教室につきましては、主に夏季休業期間

中の課外授業への対応を目的として、ＰＴＡの

要請に応じて設置許可をしておりまして、設置

率は82.5％となっております。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） 私が一部ＰＴＡの役員

の人からお聞きしたのは、何と教室の82.5％は、

学校が設置しているんじゃなくて、学校は、Ｐ

ＴＡの申請によって許可をして設置している。

高校の教室には、保護者の皆さんの負担でエア

コンが設置されているんですよ。（発言する者

あり）おまけに電気代も徴収しているわけです

よ。これはおかしいんですよ。（発言する者あ

り） 

 小・中学校は完全に学校の負担でするわけで

すから、高校の教室につきましては、やはり県

が負担すべきと思いますけれどもね。エアコン

の設置について、私は、高校もちゃんと学校側

が設置をして電気代も払うという方向でないと

いけないと思いますが、その辺はいかがですか。 
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〇副議長(徳永達也君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長(池松誠二君） 先ほどご答

弁申し上げたとおり、これは平成16年当時、Ｐ

ＴＡからの要請があって、夏季期間中の補習等

に使用するということで設置を許可した経過が

ございまして、その流れで、先ほど申し上げた

とおり、ＰＴＡのご負担によって空調を設置、

回しているという状況でございます。 

 このような形態をとっているのは、本県のほ

かに全国で32県が、同様の方式によって空調を

設置しているということであります。 

 また、議員ご指摘のとおり、小・中学校にお

きましては公費によって設置、運用することに

なるわけですけれども、これは先ほど申し上げ

たとおり、小・中学校の空調の設置につきまし

ては、国の補助制度があること、それから、平

成31年度からは電気代も交付税を措置されるこ

とになっておりまして、国による財政支援があ

るという状況でございますが、県立高校につい

てはそれが全くないということでございます。 

 そういった意味で、県立高校の普通教室に仮

に公費で設置、また維持をするとすれば、年間

約1億8,000万円の財源が必要となることから、

我々としては、まず老朽化した校舎の改築や改

修など優先的に取り組むべき課題があることか

ら、現状では公費による負担は非常に難しいと

いうふうに考えております。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） 予算の関係もあるかも

わかりませんけれども、私が調べたところでは、

県負担の整備方針を決めているのは、神奈川県、

群馬県、茨城県、福岡県、この県は、今までつ

けたのを県として整備しますよという方針が出

されているわけですよ。 

 やっぱり長崎県も、せめてですよ、教育委員

会教育長、今、電気代を払っているのは保護者

ですから、来年度からは、せめて電気代だけで

も県の方で負担してくださいよ。そして、予算

を確保していただいて、順次、普通教室にも県

が設置をする。 

 まず所管替えをしていただいて、保護者の皆

さんに、今までありがとうございますと、エア

コンをつけていただいて。エアコンが故障すれ

ば、修理代も保護者が、今の状況でいけば負担

せんばいかんわけでしょうが。所管替えをして

いただいて、やっぱり電気代は、来年度からは

ぜひ、県として、学校として支払うべきと私は

思います。 

 その後、予算を確保していただいて、エアコ

ンもちゃんと県で設置していくという方向性は

どうなんですか。 

〇副議長(徳永達也君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長(池松誠二君） 今のご提案、

所管替えということでございますが、現在、

リース契約で、例えば10年とか、そういうこと

でエアコンをＰＴＡの方で設置してもらってい

るんですが、議員ご指摘のとおり、仮に所管替

えということになりますと、県の財産になりま

すので、リース契約が切れて更新をするという

ことになると、県が行うことになります。そう

しますと、先ほどご答弁申し上げたとおり、そ

れを10年なら10年で割り戻しますと、電気代も

含めて年間約1億8,000万円が必要になってくる

と。 

 現在の財政状況では、我々としては、エアコ

ンの運営については、申し訳ございませんが、

ＰＴＡの方にお願いをしていたという経緯もあ

る中で、その他の校舎の改修などというところ

に優先的に財源を振り向けていきたいというふ

うに考えているところでございます。 
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〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） 32県以外の県は、ちゃ

んと県で負担しているわけでしょうが、そうい

うことでしょう。32県で、保護者の皆さんが

リースで設置をされているということですけれ

ど、それ以外は全部、県で見ているわけでしょ

うが、そういう方向にならんとですかと私は

言っているんです。その方向性はどうなんです

か。 

〇副議長(徳永達也君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長(池松誠二君） 公費で設置

をしているところも、我々の調査では、今後も

含めて12県がそのような方向といいますか、現

在も運営をしているということでございますが、

先ほどもご答弁申し上げたとおり、方向性とい

うことについてはいろいろ考え方はあると思う

んですが、現時点で、財政的な制約もあって、

そういう方向にいくということをこの場でお約

束することは、なかなか難しいということでご

ざいますので、ご理解をいただきたいと思いま

す。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） 知事、これは予算の関

係があるものですから。 

 これだけの猛暑の夏に、受験前の高校生の保

護者の皆さんが判断をして設置をされたエアコ

ンについては、やはり義務教育と同じように県

がすべきと思いますけれども、その辺の考えは

どうなんですか。 

〇副議長(徳永達也君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 確かに高校になりますと、

夏休みといえども補習があったり、夏の暑い時

期に学校に登校して勉強をするといった環境に

あるものと思っておりまして、そういった中で

保護者の方々のご厚意によって、今のような運

営がなされているものと理解をいたしておりま

す。 

 本当に財政状況で、負担が可能な状況であれ

ば、それは公費負担、直ちに取り組んでいくべ

きだと思っているわけでありますが、ほかにも

32県、同様の取り扱いがありますので、そこは

財政状況等をしっかり見極めながら、ご議論の

趣旨も踏まえて検討をさせていただきたいと考

えております。 

〇副議(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） これ以上、論議を進め

られませんけれども、やはり私としては、ぜひ

前向きに取り組んでいただくことを要望してお

きたいと思います。 

 （3）海面上昇に伴う対策。 

 国連の気候変動に関する報告によりますと、

60年後の2081年には、海面が1.3メートルアッ

プするという新聞報道がありました。 

 コンクリート護岸の耐用年数は50年から60年

ということですけれど、60年後の海面上昇に合

わせまして、今からそういうかさ上げをしてお

く必要があると私は思っているんですが、この

辺の考え方について、どうなんですか。答弁を

求めます。 

〇副議長(徳永達也君） 土木部長。 

〇土木部長(岩見洋一君） 「国連の気候変動に

関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）の特別報告書

原案」において、今世紀末に海面が最大1.3

メートル上昇するおそれがあるとされた旨の報

道は承知しておりますが、現在、最終報告書は

まだ公表されていない状況です。 

 離島・半島を多く有し、海岸線延長が長い本

県といたしましては、地球温暖化に伴う海面上

昇は、重要な関心事項であり、最新の科学的報

告書については、今後も注視していく必要があ
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ると考えております。 

 一方、国においては、昨年11月に、気候変動

適応法に基づく「気候変動適応計画」が閣議決

定され、地方自治体は「地域気候変動適応計画」

の策定に努めることとなっております。 

 国の気候変動適応計画によりますと、海岸に

おける適応策の基本的な考え方として、海象の

モニタリングを行いながら気候変動による影響

の兆候を的確に捉え、背後地の社会経済活動及

び土地利用の中・長期的な動向を勘案して、

ハード・ソフトの施策を最適な組み合わせで、

戦略的かつ順応的に進めることとなっておりま

す。 

 県としましては、最新の知見を踏まえ、現実

的な施策を研究しつつ、適応策を検討してまい

りたいと考えております。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） 海面上昇、だんだん上

がってくることは間違いないわけですので、そ

の辺は十分に国と調整していただいて、対応し

ていただくようによろしくお願いしたいと思い

ます。 

 （4）防災対策。 

 地球温暖化で大規模な自然災害が発生してお

りまして、特に、昨年の西日本豪雨や台風など

で土砂災害や河川の氾濫で甚大な被害があった

ことは、皆さんご存じのとおりだと思いますし、

長崎県も昭和57年に「長崎大水害」を経験して

おりまして、いつ、こういった大災害が襲って

くるか、非常に心配しております。 

 今後、地球温暖化の影響からゲリラ豪雨など

が増えてくると考えると、県民に対して、災害

危険箇所を示したハザードマップ及び避難所等

の情報を早く伝えることが重要だと考えており

ます。 

 ハザードマップにつきましては、まず長崎県

が「土砂災害警戒区域」を設定したうえで、そ

して市町がハザードマップをつくると、こうい

う状況になっておりますけれども、今、長崎県

として、土砂災害警戒区域や河川の浸水想定区

域の県下の指定状況について、お尋ねしたいと

思います。 

〇副議長(徳永達也君） 土木部長。 

〇土木部長(岩見洋一君） 土砂災害警戒区域に

つきましては、平成31年度までに約3万1,500カ

所の調査を完了することとしており、今年度ま

でに約8割の2万5,000カ所を指定する予定であ

ります。 

 また、河川の浸水想定区域図につきましては、

平成33年度までに水位情報周知河川等の27河川

について、想定最大規模の洪水に係る浸水想定

区域図の作成を行うこととしており、今年度ま

でに17河川が完了する予定であります。 

 これらの危険な区域の情報を関係市町に対し

速やかに提供し、市町が避難所等の情報を含む

ハザードマップを作成することを支援してまい

りたいと考えております。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） 早く県が指定してやら

ないとハザードマップもできないわけですから、

市町は、ハザードマップの中に避難所等があり

ますと、そこに対する誘導などをせんばいかん

わけですので、早めに指定をするように、よろ

しくお願いしておきたいと思います。 

 4、県庁舎跡地対策について。 

 （1）第3別館の取扱い。 

 第3別館につきましては、十分に検討する時

間があったはずなんですが、いまだに決まって

おりません。県庁が移転し、既に1年以上が

たっておりますけれども、周辺の商店街も疲弊
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しているわけですので、第3別館につきまして

ももっと早く結論が出るべきだと思っているん

ですが。 

 第3別館は、大正期に建設された建物であり

まして、文明堂本店と並んで長崎らしい建物で

ありますが、この第3別館の取扱いにつきまし

て、決まるのはいつになって、どうしようとし

ているのか、そこのあたりをお尋ねしたいと思

います。 

〇副議長(徳永達也君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） 県庁舎跡地の活

用方策の検討に当たりましては、限られた敷地

の中で3つの主要機能をどのように配置するの

か、また、石垣を保存するのかについて検討す

る必要がありましたため、跡地全体の利用計画

が整理できていない段階で、第3別館の取扱い

について単独では方向性を決めることができな

い状況がございました。 

 今回、3つの主要機能の方向性や石垣の取扱

いについて、考え方を整理いたしまして、今定

例会に「県庁舎跡地の整備方針案」をお示しし

たところでございますので、第3別館の取扱い

の方向性につきましては、この整備方針を決定

した後、策定する予定の基本構想の中で検討し

てまいりたいと考えております。 

 この基本構想につきましては、早ければ、次

の定例会で策定に必要な予算を提案させていた

だきたいと考えておりまして、基本構想の検討

の中で、第3別館につきましても、大正期の建

築物であることを考慮しつつ、耐震性の向上や

今後の活用のための建物の改修など、それから

維持管理の費用負担などを踏まえまして、保存、

活用の可能性を検討してまいりたいと考えてお

ります。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） 今、部長が言いました

ような中身は、1年前にもわかっていたと思う

んですよね。なぜ、検討をもう少し早くされな

かったのか、非常に残念でなりません。 

 私としては、ああいう建物は長崎らしい建物

ですので、何とか保存する方向で活用策を検討

していただければと思っていますので、よろし

くお願いしたいと思います。 

 （2）県警本部跡地。 

 県警本部の跡地につきましては、平成28年か

ら引っ越すというのはわかっていたわけですけ

れども、1,000人規模のホールの駐車場がどう

なってくるのか、ホールをつくるという方向性

は決まりましたので。 

 あとは、漁港港湾事務所、県税事務所が隣の

新別館にきますよね。その駐車場対策とか、こ

の辺の考え方について、県警本部の跡地の活用

策について、どのように現段階で考えているの

か、示してください。 

〇副議長(徳永達也君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） 県警本部跡地は、

県庁舎跡地のように奉行所など歴史的な建造物

が建っていた経過がございませんので、隣接す

る民地との連携も含めて、比較的自由度の高い

検討が可能であると考えております。 

 県庁舎跡地の駐車場も検討が必要となってお

りまして、まずは県庁舎跡地の中での整備を基

本としつつ、それでも不足をする場合には、県

警本部跡地の活用についても検討する必要があ

ると考えております。 

 そのうえで、民間の視点で駐車場も含めた複

合的な活用などについて、基本構想を策定する

中でしっかりと検討してまいりたいと考えてお

ります。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 
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〇３２番(渡辺敏勝君） 県庁の関係も、賑わい

をつくるための交流・おもてなしの空間という

形になっているんですけれど、交通会館に長崎

物産館というのがありますね。宮崎県庁の横に

物産館があるので、宮崎県の物産館は結構にぎ

わっているんですけれども、ああいった物産館

の検討も含めまして、時間がありませんので要

望しておきたいと思っております。 

 5、法律改正に伴う長崎県への影響について。 

 （1）漁業法。 

 漁業法ですが、戦後の昭和24年に、海で漁場

を誰にどう使わせるかを定めた法律でありまし

て、70年ぶりに改正されました。全国2位の約1

万4,000人の漁業従事者を抱える長崎県への影

響について、お尋ねいたします。 

〇副議長(徳永達也君） 水産部長。 

〇水産部長(坂本清一君） 国は、適切な資源管

理と水産業の成長産業化の両立を図るため、昨

年12月14日に改正漁業法を公布いたしました。 

 主な改正点は、新たな資源管理システムの構

築、生産性の向上に資する漁業許可や海面利用

制度の見直し、密漁への罰則の強化などであり、

資源の維持・回復や適正な漁場の利用・管理が

図られ、利用者の利益にもつながることが期待

されます。 

 一方、資源管理対象種の追加や漁業権の優先

順位制度の廃止等につきましては、漁業関係者

から不安の声もありましたが、これまでの国の

説明により、徐々に理解も進んでいるものと考

えております。 

 施行は2年以内とされ、現在、法律運用のた

めの政令や省令の改正の手続が進められており

ますので、県といたしましては、今後とも、情

報の収集に努め、漁業者に過度の負担感が生じ

ないよう国に働きかけてまいります。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） 漁業従事者の8割以上

を占める沿岸漁業、定置網漁業者とか養殖業者

とか、いろいろいるわけですので、こういう人

たちに迷惑をかからないように、今までどおり

の漁業ができるように、ぜひ、国と調整をして

いただきたいと思います。 

 （2）入国管理法改正に伴う外国人労働者対

策。 

 県に約5,400人程度の外国人労働者の皆さん

がいますが、そのうちの半数を占める技能実習

生、約2,500人程度が今、長崎県にいますけれ

ども、入国管理法の改正に伴う外国人労働者対

策について、法改正によって影響はないのかど

うか、その辺について、お尋ねしたいと思いま

す。 

〇副議長(徳永達也君） 産業労働部政策監。 

〇産業労働部政策監(下田芳之君） 本年4月に、

新たな在留資格として「特定技能」が創設され

ますけれども、この制度が現に受け入れている

技能実習生に及ぼす影響は、特段ないと考えて

おります。 

 「技能実習」が開発途上国等では修得が困難

な技能の移転による国際貢献を目的としている

のに対しまして、新たに創設されます「特定技

能」は、特定の産業分野における深刻な人手不

足の対策として、相当程度の知識、または経験

を有した即戦力となる人材の確保を目的として

おり、それぞれの制度で求められる技能などの

レベルが異なっております。 

 また、「技能実習」の対象職種の中には、新

たに創設される「特定技能」の対象となる産業

分野に含まれていないものもございます。 

 なお、現に雇用されている技能実習生につき

ましては、その職種が新たに設けられる「特定
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技能」の対象となる分野であれば、本人の希望

によりまして、3年または5年の技能実習が修了

した後、技能及び日本語能力の試験を免除のう

え、特定技能1号へ移行し、継続して働くこと

が可能となってまいります。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） 現在受け入れている技

能実習生に対する影響はほとんどないというこ

とですけれど、今後増えてくると思います。 

 それで、今回の改正に伴う外国人労働者対策

の一つとして、県では、個人の相談窓口を新た

に設置するようにしておりますね、出島交流会

館にですね。 

 この窓口については、何時から何時までを考

えているのか、そこら辺の答弁を求めます。 

〇副議長(徳永達也君） 文化観光国際部政策監。 

〇文化観光国際部政策監(田代秀則君） 議員ご

指摘の件でございますが、行政、生活全般の情

報提供や相談などに対応する総合相談窓口につ

きましては、地域で生活する外国人の方々が抱

える課題に、専任の相談員のほか、自動翻訳機

や多言語コールセンターを活用し、多言語によ

り対応するようにいたしております。 

 相談対応時間につきましては、基本的には9

時から17時ということで考えておりましたけれ

ども、やはり外国人の皆様方が利用しやすい時

間帯の設定や、休日の対応も含めまして検討し

てまいりたいというふうに考えております。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） 外国人労働者の皆さん

は、仕事が終わってからとか休みにしか相談で

きませんので、その辺は十分に配慮していただ

いて。 

 特に、外国人労働者の皆さんに、ここに相談

窓口があるんですよというお知らせですよ。そ

の伝達の仕方も、確実に外国人労働者の皆さん

にいくようにですね。ここに相談窓口があるん

ですよということをわかるようにしておいてい

ただきたいと思います。 

 6、種子法廃止に伴う県条例の制定について。 

 種子法は、戦後の昭和27年に、米、麦、大豆

を中心に、国が優良な種を生産、普及するため

の法律でありまして、長崎県独自の種子を維持

してまいりました。 

 今、よその県では5県ぐらいが、この種子法

の精神を守るために条例を制定されております

けれども、この種子法について、長崎県として

県条例を制定するのか、しないのか、その辺の

考え方を示してください。 

〇副議長(徳永達也君） 農林部長。 

〇農林部長(中村 功君） 県では、主要農作物

種子法の廃止に伴い、農業団体からの要望を受

けまして、平成30年3月に、「長崎県主要農作物

種子制度基本要綱」を制定し、米、麦及び大豆

の優良で安価な種子の生産供給体制を維持して

いくことといたしております。 

 加えて、関連する予算につきましても、国に

おいて、平成31年度以降も引き続き地方交付税

措置を講ずることとされていることから、県と

しましては、条例の制定は計画しておりません。 

 今後とも、国に対し、地方交付税による予算

措置を継続的に講じるよう要望するとともに、

農業団体等と県が一体となって、優良種子の安

定供給に努めてまいりたいと考えております。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） 農家の皆さんが安心で

きるような種子体制をとっていただきますよう

に、よろしくお願いしたいと思います。 

 7、投票率向上対策について。 

 （1）県議会議員一般選挙。 
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 （2）参議院議員通常選挙。 

 平成27年の県議会議員の一般選挙の投票率は

50.89％、その4年前が57.85％でありました。 

 県議会の一般選挙並びに参議院選挙の投票率

向上対策について、選挙管理委員会の見解を求

めたいと思います。 

〇副議長(徳永達也君） 選挙管理委員会委員長。 

〇選挙管理委員会委員長(永淵勝幸君） 県選挙

管理委員会といたしましては、これまでも、投

票率向上のため、商業施設や大学等、利便性の

高い施設への期日前投票所の設置など投票環境

の向上に努めてまいったところでございます。 

 設置主体であります市町の選管に対しまして、

積極的な検討をお願いしてきたところでありま

す。 

 しかし、4月7日執行予定の県議会議員一般選

挙におきましては、選挙期間の大部分が春休み

であるため、大学、学校への期日前投票所の設

置は、長崎大学1カ所となっております。 

 商業施設等につきましては、これまで設置さ

れた5市6カ所に加え、五島市の長崎県福江港

ターミナルに新たに設置される予定であります。 

 また、投票率の低い若者の世代に対する働き

かけの強化が必要と考え、県内全大学や県内事

業者、約300者を通じまして、新入生や新規採

用者に対し、選挙啓発チラシの配布を今回初め

て行うことといたしております。 

 なお、県内大学生の適切な、また積極的な投

票参加のため、市町の選挙管理委員会等と協力

をして、昨年末に、長崎大学と県立大学シーボ

ルト校において、住民票の異動の周知啓発を実

施したところであります。 

 なお、参議院通常選挙につきましては、7月

の執行の予定で、少しまだ時間がございますの

で、県議会議員選挙の取組結果を踏まえ、詳細

な投票率向上を検討してまいりたいと思ってお

ります。 

 問題は、選挙人名簿の登録に3カ月もかかる

ということでございますので、このことにつき

ましても十分に周知徹底を図っていきたいと

思っております。 

〇副議長(徳永達也君） 渡辺議員―32番。 

〇３２番(渡辺敏勝君） 投票率は、年々低下し

ておりますので、ぜひ、啓発を含めまして、18

歳以上の有権者に対するＰＲをよろしくお願い

したいと思います。 

 以上をもちまして、私の最後の質問を終わら

せていただきます。 

 理事者の皆さん、同僚議員の皆さんに感謝申

し上げまして、そして、今日、傍聴に来ていた

だきました支援者の皆さんに感謝申し上げまし

て、質問を終わります。 

 ありがとうございました。（拍手） 

〇副議長(徳永達也君） 午前中の会議は、これ

にてとどめ、しばらく休憩をいたします。 

 午後は、1時30分から再開いたします。 

― 午後 零時２１分 休憩 ― 

― 午後 １時３２分 再開 ― 

〇副議長(徳永達也君） 会議を再開いたします。 

 午前中に引き続き、一般質問を行います。 

 ごう議員―10番。 

〇１０番(ごうまなみ君）（拍手）〔登壇〕 自由

民主党、長崎市選出のごうまなみでございます。 

 任期最後の一般質問の機会を与えていただき、

まことにありがとうございます。 

 質問に入ります前に、今議会でご引退を決意

されました三好德明議員、下条ふみまさ議員、

吉村庄二議員、渡辺敏勝議員、久野 哲議員、

吉村正寿議員におかれましては、これまで長崎
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県民の幸せのためにお力を尽くしてくださいま

したことに、心から敬意を表します。本当にあ

りがとうございます。お疲れさまでございまし

た。（拍手） 

 それでは、私も任期最後の質問でございます。

1年に1回の大切な時間、4年間のまとめとなる

質問をしたいと思います。一括で質問いたしま

す。 

 1、障がい児の支援について。 

 （1）医療的ケア児の在宅支援について。 

 近年、医療の進歩により、これまで助からな

かった命が救われるようになりました。このこ

とは大変喜ばしいことでありますが、反面、心

身に重い障害が残ってしまい、人工呼吸器を装

着したり、経管栄養や痰の吸引といった医療的

なケアの必要な子どもたちが急激に増えていま

す。 

 厚生労働省によりますと、医療的ケア児は全

国でおよそ2万人、10年前のおよそ2倍近くに上

ります。長崎県内でも、医療的ケア児は、平成

28年10月時点で169名、重症度の高いケア児は

72名と聞いています。 

 そのような中、医療的ケア児が長い期間、Ｎ

ＩＣＵにいられるわけでもなく、在宅で家族と

ともに生活をしていますが、その環境の整備は、

まだまだ十分とは言えず、生活は、ご家族の多

大な負担に支えられている現状があります。 

 24時間の見守りが必要なため、心身の疲労が

大きく、そのケアも必要ですが、介護者が直接

相談できるところもないのが現実です。 

 医療的ケア児の在宅生活には多くの課題があ

り、課題解決のためには、保健、医療、福祉、

保育、教育等の各分野における多職種の連携が

不可欠です。 

 県は、現在策定中の「長崎県障害者基本計画」

において、障害のある子どもに対する支援の充

実を掲げ、医療的ケア児や家族を支えるために

コーディネーターの養成を進めることとしてい

ます。この取組自体は評価をいたしますが、た

だ、受講された方々からは、「子どもたちや家

族の力になりたいとの意欲はあるものの、どの

ように関わっていけばよいのか、悩んでいる」

との話も聞きます。 

 県は、コーディネーターにどのような役割を

求めていくのか、具体的にお聞かせください。 

 また、県や市町が昨年度策定した「障害児福

祉計画」では、平成30年度末までに、医療的ケ

ア児を取り巻く課題を検討するための協議の場

の設置を目標に掲げていますが、その設置状況

と、今後、そこでどのような内容を協議してい

くのか、お聞かせください。 

 （2）医療的ケア児に対する訪問看護師の育

成について。 

 医療的ケアが必要な子どもたちの在宅での支

援では、日頃から子どもたちを支える家族と寄

り添って支援を行うことができる体制が必要で

あり、そのためには医療的ケア児に対応できる

訪問看護師を育成し、在宅支援を行う訪問看護

ステーションを増やしていくことが重要と考え

ます。 

 また、今後、保育や通学の支援を充実させて

いく際にも医療的ケアができる看護師が必要に

なってきます。 

 現在、県内には、およそ100カ所の訪問看護

ステーションが設置され、各地域の在宅医療の

中核としてサービスを提供していますが、医療

的ケア児を見ることができる訪問看護師の数が

少なく、支援体制が整っているとは言えない現

状です。 

 また、訪問看護師には、専門的知識や技術、
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ある程度の実務経験が必要でもあることから、

その人数を確保していくことも、かなりハード

ルが高いのではないかと考えます。 

 県では、訪問看護師の専門研修や質の向上に

向けた研修を県看護協会とともに行ってきたり、

大学病院と連携して研修を行ったりしてこられ

ましたが、医療的ケア児に対応できる訪問看護

ステーションについてはどのようになっている

のか、現状と県の取組について、お聞かせくだ

さい。 

 （3）保育の支援について。 

 医療的ケア児の保育園での受け入れについて

は、医療的ケアを行える看護師や保育士の配置

が必要となることから、県内では、なかなか進

んでおらず、2017年度では5人の受け入れにと

どまっています。 

 国は、2017年度より受け入れ体制構築のため

にモデル事業を開始、長崎県でもモデル事業に

取り組んでほしいと思っていたところ、このた

び、松浦市が手を挙げ、県内ではじめて取り組

むことになりました。 

 松浦市の友田市長は、国、県合わせて4分の3

の補助があり、補助事業化を実現いただいたお

かげだと感謝をされていました。このモデル事

業により、受け入れのガイドラインが作成され、

看護師の配置や保育士の研修などが行われ、こ

れから先の基礎が構築されていきます。 

 実施主体は市町ではありますが、県は、この

モデル事業を今どのように活用し、長崎県の医

療的ケア児の保育を今後どのようにしていくの

か、お伺いをいたします。 

 （4）難聴児の支援について。 

 新生児1,000人のうち1人以上の割合で難聴児

が生まれると言われています。我が国では1年

間におよそ100万人の新生児が誕生しています

ので、毎年およそ1,000人の新生児が難聴を抱

えて生まれることになります。 

 耳からの情報を適切に取り入れることができ

ない難聴の子どもは、コミュニケーションや言

葉の面に遅れが生じる傾向にあると言われてお

り、できるだけ早く治療をはじめたり、子ども

に応じた療育を行うことが必要と伺っておりま

す。 

 現在は、新生児聴覚スクリーニング検査と

いって、難聴を早期に発見し、将来の成長、発

達への影響を小さくするために、生後数日頃に

耳の聞こえの検査を受ける制度があり、難聴の

子どもを早期発見することも可能となったこと

や、より早期に人工内耳の手術が可能となった

ことから、これまで困難とされてきた言葉、音

声言語によるコミュニケーションができる難聴

児が増えてきました。 

 言葉を理解し、話ができるということは、普

通のことのように思いますが、耳から入った言

葉を言葉として理解できなければ、話はできま

せん。子どもが聞こえるのであれば、言葉を雑

音として認識するのではなく、言葉を言葉、音

声言語として認識する療育、全国どこに住んで

いても難聴児が言葉を音声言語として認識し、

会話ができる療育の環境整備が重要と考えてい

ます。 

 本県においては、全ての産科において、新生

児スクリーニング検査を行う体制が整い、県内

の全市町においては、検査に対する補助を行う

とともに、受診の有無及びその結果を把握して

おり、難聴の子どもの早期発見が可能となって

いると伺っています。 

 加えて、難聴の子どもを発見した後の治療や、

子どもに応じた適切な療育により、言葉を音声

言語として認識できる支援が非常に重要だと考
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えております。 

 この人工内耳を装用した難聴の子どもの支援

に向け、本県では厚生労働省の公募事業で採択

された「人工内耳装用難聴児への多職種による

早期介入手法等実態調査」を実施していると聞

いておりますが、この調査の概要、そして、そ

の調査結果をどのように活用したいと考えてい

るのか、お伺いをいたします。 

 2、災害時要配慮者への支援について。 

 （1）障がい者への支援について。 

 今年度は、昨年7月に西日本を中心とした豪

雨災害が、また、大阪や北海道では大きな地震

が発生し、全国的に大規模な自然災害により、

多くの死傷者や家屋の被害などが発生しており、

本県においても、こうした大規模な自然災害発

生に備え、平時から準備を進めておく必要があ

ります。 

 特に、障害者は、災害発生時において、情報

の伝達、避難誘導、避難所での生活サポートに

ついて特別な配慮が必要になるため、その支援

策を検討し、平時から取り組むことについては

大変重要となってまいります。 

 このような考えのもと、私は、平成28年2月

定例会一般質問において、障害者の防災対策に

ついて質問したところですが、再度、取組につ

いての状況をお尋ねいたします。 

 まず、障害者など災害弱者の方々が避難をす

る福祉避難所については、県内市町においても、

指定する施設が増えていると思いますが、県内

の福祉避難所の指定状況は、現在、どうなって

いるのか。 

 また、福祉避難所の指定を増やすために、県

としてどのような取組をされているのか、お尋

ねいたします。 

 障害者といっても、障害の種別ごとの特性が

あり、避難所において、障害の種別ごとに求め

られる支援の内容が異なるところもあるため、

福祉避難所などのハード面の整備と併せてソフ

ト面の支援についても、きめ細かく、しっかり

とした対応を行い、支援の質を向上していく必

要があります。 

 そこで、県内の市町に対し、福祉避難所や一

般避難所において、障害者に配慮した適切な支

援がなされるため、県としてどのような取組を

されているのか、お尋ねいたします。 

 また、広島県の障害者社会参加推進センター

が作成した「防災ガイド」を参考例としてご紹

介し、長崎県においても、このような防災マ

ニュアルの作成をご提案いたしましたが、その

後の状況を併せてお尋ねをいたします。 

 さらに、災害時における障害児の支援も重要

であります。特に、人工呼吸器を装着した医療

的ケア児については、避難時における機器の持

ち運び、電源の確保や避難生活における児童の

サポートなど、さまざまな課題があると思いま

す。 

 医療的ケア児の命を守るため、災害時におけ

る避難支援策については、平時から積極的に検

討と取組を行っていただきたいと思いますが、

県としてどのように取組を進めていくのか、お

尋ねをいたします。 

 （2）赤ちゃん防災プロジェクトについて。 

 災害時には、障害者と同様、避難生活におい

て配慮が必要な母子の健康を守る取組も重要で

あります。 

 日本栄養士会では、昨年11月に「赤ちゃん防

災プロジェクト」を発足し、災害時における乳

幼児の栄養支援や母乳代替食品の備蓄推進など、

被災時の母子支援の充実に向けて取組を進めて

おられます。 
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 母子を含め、災害時に配慮が必要な避難者に

とっては、一般の備蓄物資だけでは十分ではな

く、乳児用ミルクや、アレルギー対応食品など

の備蓄や、それを供給する仕組みが必要となっ

てまいります。 

 特に、お湯が不要ですぐに使用できる母乳の

代わりとなる液体ミルクは、昨年8月に国内に

おける具体的な規格基準が示され、来月には国

内メーカーの商品が販売されます。 

 液体ミルクは、災害時に役立つ新たな物資と

しても活用が期待されているところであり、一

部自治体では、いち早く備蓄を計画していると

ころも出てきております。 

 また、熊本地震の際には、避難所にいる被災

者のきめ細かなニーズに対応するため、県と日

本栄養士会が共同で「特殊栄養食品ステーショ

ン」を設置し、アレルギー対応食品などの物資

の調達や在庫管理、配送調整を行ったとお聞き

しております。 

 さらに、災害時に母子を引き受ける福祉避難

所を新たに設定するなど、他県の自治体では先

進的な取組が行われてきております。 

 本県においても、被災時の母子の支援の充実

強化のため、液体ミルクの備蓄や特殊栄養食品

ステーションの設置、災害時に母子を引き受け

る福祉避難所の拡大について、先進的な事例を

紹介するなど、市町に働きかけ、県内の取組が

進むように県が旗を振っていく必要があると思

いますが、今後、どのように進めていかれるの

か、お尋ねをいたします。 

 3、働きやすい職場づくりについて。 

 （1）Ｎぴかの現状及び課題解決のための取

組について。 

 本県が直面する喫緊の課題の一つは、人口減

少であります。昨年の新卒の県内就職率を見ま

すと、高校生61.9％、大学生42.7％と低く、長

崎市においては、人口流出が全国ワーストワン

という発表もありました。 

 県としては、若者の県内定着対策を強化して

いくために、さまざまな施策を講じておられま

すが、依然として若者の人口流出に歯止めがか

からない現状が続いています。 

 若い世代が就職先を選ぶ時、給料はもちろん

のこと、福利厚生などの働きやすさが大きなポ

イントとなっています。若い世代は結婚への希

望が高く、子どもを持ちたいと思う人も多いう

え、結婚や出産後も仕事を続けたいと思ってい

る女性も増えています。 

 また、若い世代だけでなく、年齢や性別に関

わらず、誰もが働きやすい職場づくりを推進し

ていくことが重要だと考えます。 

 私は、これまで働き方改革として、テレワー

クの推進や、長崎県版くるみん認定を要望して

まいりましたが、その結果、県は、「長崎県誰

もが働きやすい職場づくり実践企業認定制度」、

いわゆるＮぴか認証制度を設け、推進していま

す。 

 しかしながら、Ｎぴかの認証を取得した企業

数は、まだまだ少ないと感じています。今後、

認証企業を増やし、多くの県内企業が働きやす

い職場づくりに取組、人材の県内定着促進につ

なげるという流れをつくっていかなければなり

ません。 

 そこで、Ｎぴかの現状と課題、そして、課題

に対する県の取組について、お聞かせください。 

 （2）女性の仕事と家庭の両立について。 

 人手不足な昨今、現在、長崎県の有効求人倍

率も1.25となり、女性の社会参加は、本当に重

要な問題となっています。 

 しかしながら、家庭で家事、育児などを担っ
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ている女性に対して、夫の職場の理解や夫の協

力がないままに女性の就労を期待しても、家庭

内の労働負担から仕事と家庭の両立は困難と考

え、再就職には結びつかず、企業も職員数が充

足しない現状が続いています。 

 一方、子育て中の男性は、子どもともっと触

れ合いたい、家族の時間を大切にしたいと思い

ながらも、長時間労働であったり、育児休暇な

どが取りにくい職場の雰囲気などから、やむな

く家事や育児を女性に任せている現状もありま

す。 

 また、夫の労働環境や職場風土を知るがゆえ

に、孤独な家事、育児により、心身ともに疲弊

し、再就職したいという思いを先延ばしせざる

を得ない状況にある女性も多いと思われます。 

 国の調査によりますと、夫の家事、育児の従

事時間が増えると、妻の継続就業や第2子以降

が生まれる割合が高くなるという結果が示され

ています。長崎県の調査でも、同様の結果が出

ています。 

 ワーク・ライフ・バランスをしっかりと考え、

男性の働き方を見直し、家庭生活に目を向けて

いただき、女性の就労を促進していくことが、

とても重要と考えます。 

 女性の家事、育児等の負担軽減による活躍の

推進、働きやすい職場環境づくりには経営者の

意識改革が重要で、トップダウンで取り組む必

要があると考えますが、県の見解をお聞かせく

ださい。 

 また、具体的な取組状況や今後の課題と対策

についても、お聞かせください。 

 4、養殖業の振興について。 

 （1）日本一の養殖トラフグの消費拡大の取

組について。 

 本県は、漁業生産量、額ともに、北海道に次

いで全国第2位の水産県であり、養殖業も盛ん

に行われ、マグロやトラフグは本県にとって重

要な魚種であります。 

 しかしながら、先般、トラフグ養殖業者の

方々と意見交換をさせていただいたところ、マ

グロやブリの養殖などに比べ、小規模な経営者

が多いトラフグ養殖においては、近年、餌代が

高騰し、販売価格も年による変化が大きく、経

営は大変厳しい面もあり、経営の継続に不安を

抱えているとの意見が聞かれました。 

 生産過剰の部分もあるかもしれませんが、私

は、県内外へのＰＲが不足していると感じてい

ます。東長崎戸石地区の旅館や飲食店では、漁

協と連携し、トラフグの消費拡大に向けた取組

が行われておりますが、そのイベントで使用す

る量は、極めて限られていますので、県内全域

での取組が必要ではないかと感じています。 

 県内の飲食店において、「くじらあります」

といった看板やのぼりを時折見かけますが、県

内の飲食店にもトラフグを扱っていただくよう

にお願いをし、のぼりの設置をしたり、県内イ

ベントでのＰＲ、学校給食への提供など、主な

産地である鷹島、九十九島、戸石で連携して取

り組むなど、消費者の方々に長崎県のトラフグ

をもっと知っていただき、消費を拡大させるこ

とが漁業所得の安定と産業の維持・継続のため

に大変重要だと考えます。 

 併せて、先日、東京の「日本橋 長崎館」で

トラフグのイベントが開催されましたように、

県外への発信ももっと積極的に行うべきではな

いかと考えます。 

 そこで、日本一の生産量を誇るトラフグのＰ

Ｒや消費拡大について、県としてどう取り組ま

れているのか、お聞かせください。 

 5、観光について。 
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 （1）観光業の人材育成について。 

 長崎県には2つの世界遺産や長崎市の新世界

三大夜景をはじめとする多くの観光の宝があり、

将来はＩＲの開業や新幹線の開通などを控えて

おり、交流人口の拡大が期待されるところです。 

 人口減少など厳しい課題がある長崎県が今後

生き残っていくためには、これらのすぐれた観

光資源を活用し、交流人口を拡大させ、観光産

業を基幹産業化することが必要だと考えます。 

 一方で、宿泊業を中心とする観光業において

は、求職者が少なく、また、定着率も低いなど、

慢性的な人材不足となっており、ホテルのフロ

ントスタッフなど、観光業の第一線で対応され

る人材の確保が課題となっています。 

 また、今後は、長崎市のＭＩＣＥ施設に付随

して建設される外資系ホテルのほか、複数の宿

泊施設の開業も控えていると聞いており、表方

だけではなく、ベッドメーキングなど裏方のス

タッフ、また、その他のホテル全体で働くさま

ざまな職種の人材の確保が難しくなることが想

定されます。 

 さらに、観光産業の活性化のためには、高品

質なサービス提供による観光消費の拡大が必要

でありますが、質の高いサービスを提供できる

高度な観光人材の育成も必要だと考えます。 

 県においては、長崎県の基幹産業として観光

産業の活性化に取り組もうとしていますが、観

光客に第一線で対応される人材の確保や育成に

対して、どのような対策を講じようとしている

のか、お伺いをいたします。 

 6、長崎県歯と口腔の健康づくり推進条例に

ついて。 

 長崎県は、歯、口腔の健康づくりが糖尿病な

どの生活習慣病の対策をはじめ、県民の全身の

健康づくりに果たす役割が大きいということか

ら、全国でもいち早く「長崎県歯・口腔の健康

づくり推進条例」を制定し、県民の健康増進を

推進してまいりました。 

 そのような中、政府の「骨太の方針2018」の

中に、口腔の健康は全身の健康にもつながるこ

とから、生涯を通じた歯科検診の充実、入院患

者や要介護者をはじめとする国民に対する口腔

機能管理の推進など、歯科口腔保健の充実や地

域における医科歯科連携の構築など、「歯科保

健医療の充実に取り組む」と明記され、全ての

国民への口腔機能管理の必要性が示されました。 

 「長崎県歯・口腔の健康づくり推進条例」は、

2010年に施行されています。時代が進むにつれ、

国の考え方も変化をしてまいりました。施行後

の歯科保健の推進状況に鑑み、改正すべき点が

あるのではないかと考えます。 

 骨太の方針にも記載されているように、今、

高齢者のフレイル予防が注目されています。フ

レイルとは虚弱のこと、滑舌の低下や噛めない

食品の増加などの口腔機能の軽度の虚弱をオー

ラルフレイルといいます。オーラルフレイルを

放置すると、口腔機能はさらに低下し、摂食嚥

下障害に陥ったり、誤嚥性肺炎を引き起こした

りします 

 フレイル研究の第一人者である飯島勝矢先生

によりますと、全身のフレイルは口腔の機能低

下からはじまることが示唆されており、口腔機

能を担保することが、フレイル予防の第一歩と

されています。 

 知事が打ち出しました「健康長寿日本一の長

崎県づくり」にするというプロジェクトにおい

て示されている「ながさき３ＭＹチャレンジ」

の内容は、健全な口腔機能を備えていることが

必須の事項でありますが、明確にこの口腔機能

を備えているということが表記をされていませ
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ん。 

 そこで、私は、条例制定からおよそ10年経過

した今、時代の流れに合わせて、また、健康長

寿日本一になるためにも、フレイル予防対策な

どをしっかりと条例に明記していくべきではな

いかと考えていますが、県の見解をお聞かせく

ださい。 

 以上、演壇からの質問を終わらせていただき、

答弁の後、時間がありましたら再質問をさせて

いただきます。よろしくお願いいたします。 

〇副議長(徳永達也君） 知事。 

〇知事(中村法道君）〔登壇〕 ごう議員のご質

問にお答えをいたします。 

 Ｎぴかの現状及び課題解決のための取組につ

いてのお尋ねでございます。 

 Ｎぴかは、誰もが働きやすい職場づくりに積

極的に取り組む県内企業を県が認証する制度で

ありますが、平成28年11月の制度創設以来、製

造業、保険業、医療、福祉事業など、幅広い業

種で58の企業等を認証しております。 

 しかしながら、県内企業における認知度は、

特に、小規模な企業において低くとどまってお

り、「取得メリットが少ない」、「審査基準が厳

しく取得が難しい」等のご意見もいただいてい

るところであります。 

 これまで県内企業の認知度向上のため、専用

ホームページによる情報発信や、経済団体等と

の連携による周知、啓発などに取り組んでまい

りましたが、今後はさらに高校生や大学生等に

対しても、Ｎぴかを就職先企業を選択する際の

参考としてもらえるよう、制度の周知を図って

まいりたいと考えております。 

 Ｎぴか取得企業は、合同企業面談会において

優先的に参加できることとしており、新たにＮ

ぴか企業と大学生等との交流会も実施してまい

りたいと考えているところであり、今後、訪問

活動等を強化し、このようなメリットをお伝え

しながら積極的なＰＲに努めてまいりたいと考

えております。 

 また、企業が申請しやすい環境を整えるため、

昨年8月からＷＥＢ申請システムを導入したと

ころでありますが、これに加えてアドバイザー

派遣による取得支援の充実・強化を図るなど、

Ｎぴかのさらなる取得拡大に向けて積極的に取

り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、企業の働きやすい職場環境づくりにつ

いて、トップダウンで取り組む必要があるが、

県の取組状況はどうかとのお尋ねであります。 

 議員ご指摘のとおり、企業経営者等が自ら率

先して長時間労働の削減などの職場環境改善に

取り組んでいただくとともに、働きやすい職場

風土を醸成していただくことが重要であると考

えております。 

 県では、これまで女性活躍推進法に基づく行

動計画の策定支援や、官民連携組織「ながさき

女性活躍推進会議」と連携し、企業経営者等を

対象とした女性活躍推進に係るセミナー等を開

催してまいりましたが、企業経営者等の意識改

革に加えて、働く方々の行動変革が必要である

と考えております。 

 このため、来年度は、男性の家事、育児等へ

の参画を主眼とした啓発動画制作や、子育て世

帯を対象としたセミナーなどを通して、男性自

身が働き方を見直すことにより、家庭内での家

事等をともに担うことで、女性の負担を軽減し、

女性の活躍につなげてまいりたいと考えている

ところであります。 

 このほかのお尋ねにつきましては、関係部局

長からお答えをさせていただきます。 

〇副議長(徳永達也君） 福祉保健部長。 
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〇福祉保健部長(沢水清明君） 私の方からは、

9項目について、お答えをさせていただきます。 

 まず、障害児の支援について。 

 まず、医療的ケア児と、その家族を支える

コーディネーターにどのような役割を求めてい

くのかとのお尋ねでございます。 

 医療的ケア児が在宅での生活を送られるに当

たっては、24時間の見守りなど、ご家族の心身

の負担も大きく、介護者の体調不良時の対応な

ど、医療的ケア児が抱える課題を解決するため、

ご家族と保健、医療、福祉、教育など、地域に

おける各機関とのつなぎ役として、平成29年度

から医療的ケア児等コーディネーターの養成を

進めているところであります。 

 お尋ねのコーディネーターの具体的な役割と

しては、退院後に在宅生活へ移行する時点から

乳幼児期、学齢期、成人期などの各過程におい

て、医療的ケア児とその家族のニーズに応じた

相談支援及び関係機関との調整を行っていただ

くことを想定しております。 

 今後、市町や入院先の医療機関など、各分野

の関係機関へコーディネーターの役割や連携に

ついて周知を図り、コーディネーターを中心に

医療的ケア児とそのご家族を地域で支える体制

づくりに引き続き取り組んでまいりたいと考え

ております。 

 次に、医療的ケア児を取り巻く課題を検討す

るための協議の場の設置状況と、そこでどのよ

うな内容を協議していくのかとのお尋ねでござ

います。 

 協議の場の設置につきましては、県は、本年

3月末までに設置予定であり、市町につきまし

ては、9市町が設置済み、4市町が3月末までに

設置予定となっており、残る8市町に対しまし

ても、早期設置に向け、情報提供や助言等を

行ってまいりたいと考えております。 

 また、協議内容につきましては、県では、市

町の状況も踏まえ、広域的、専門的な観点から、

受け入れ体制の充実やコーディネーターの養成

などについて協議してまいります。 

 一方、より住民に身近な市町では、医療的ケ

ア児の情報把握、個々のニーズや地域の実情に

応じた支援体制の構築などの協議を想定してお

ります。 

 県と市町の役割分担のもと、相互の連携を図

り、医療的ケア児に対する切れ目ない支援が実

現するように取り組んでまいります。 

 次に、医療的ケア児に対応できる訪問看護ス

テーションの現状と県の取組についてのお尋ね

でございます。 

 県が昨年度実施した調査では、県内の訪問看

護ステーションのうち、医療的ケア児の訪問看

護を行っている施設は、全体の約2割の20施設

にとどまっておりました。 

 このため、県では、医療的ケア児の在宅支援

を充実するため、今年度から看護協会へ委託し、

受講を希望する訪問看護ステーションの看護師

を対象に、実際の訪問看護に同行して人工呼吸

器や胃ろうの管理など実践的な技術を習得する

ための研修を行っているところであります。 

 これまで12名が受講し、新たに3施設が医療

的ケア児の支援ができる訪問看護ステーション

となる予定であり、引き続き、看護師の実地研

修等を通して医療的ケア児に対応できる訪問看

護ステーションを増やし、子どもたちが住み慣

れた地域で療育、療養できる環境を整備してま

いりたいと考えております。 

 次に、人工内耳装用難聴児に対する多職種に

よる早期介入の方法、実態調査の調査概要と、

その調査結果の活用についてのお尋ねでござい
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ます。 

 県におきましては、この調査において、全国

の人工内耳手術を行う医療機関や療育を行う機

関、地方自治体を対象としたアンケート調査を

行うとともに、県外の先進的な医療機関の現地

調査を実施しており、これらの調査結果等をも

とに、人工内耳装用難聴児に対する療育方法等

について課題を検討し、その解決策を提言する

こととしております。 

 調査結果につきましては、今年度中に取りま

とめる予定でございますが、今後、国において

人工内耳装用難聴児に対する支援策検討の基礎

資料として活用されることとなっております。 

 本県におきましても、この調査結果を関係機

関で情報共有し、難聴児に対する適切な療育に

つなげていきたいと考えております。 

 次に、災害時要配慮者への支援についてでご

ざいます。 

 県内の福祉避難所の指定状況はどうなってい

るのか、福祉避難所を増やす取組をどのように

行っているのかとのお尋ねでございますが、福

祉避難所につきましては、平成30年4月1日現在、

全市町で指定されており、その施設数は423施

設となっております。 

 県では、市町担当者会議や個別の市町訪問に

おいて、福祉避難所となり得る施設の例示や指

定が進んでいる他の自治体の紹介、また、直近

の被災地の状況等を説明し、市町に対して福祉

避難所のさらなる指定を要請しており、引き続

き、福祉避難所の確保に努めてまいりたいと考

えております。 

 次に、福祉避難所や一般避難所において、障

害者に配慮した適切な支援がなされるための取

組をどのように行っているのか。また、防災マ

ニュアルの作成に対する県の取組はどうなって

いるのかとのお尋ねでございます。 

 障害者の方々が安心して生活できる避難所の

運営のためには、障害の種別、あるいは程度に

関わりなく、情報伝達や物資が配布されるなど、

適切な支援を行っていただく必要がございます。 

 そのため、県が作成した「障害がある人への

対応のしおり」や、広島県の「防災ガイド」及

び長崎市の「避難支援マニュアル」など、参考

となる先進事例をホームページで紹介するとと

もに、市町等の関係者に周知等を行っておりま

す。 

 なお、障害者に配慮した防災マニュアルの作

成については、市町ごとに、地域の実情に応じ

て作成していただくことが重要と考えておりま

す。 

 このため、県では、市町担当者会議において、

今年度から新たに障害者の特性に配慮したマ

ニュアル作成の留意事項を説明するなど、市町

に対して、さらに積極的な働きかけを行ってい

るところであり、引き続き、市町に対し、作成

を促していきたいと考えております。 

 次に、人工呼吸器を装着した医療的ケア児の

避難支援について、どのように取り組んでいく

のかとのお尋ねでございます。 

 災害時における医療的ケア児の避難支援に当

たっては、個別に避難支援計画を検討すること

が重要であることから、各市町が避難行動支援

者として位置づけることが有効であると考えて

おります。 

 このため、家族や関係者等に働きかけ、医療

支援者名簿に登録していただくとともに、名簿

登録の同意を得たうえで、個別の避難支援計画

を作成していく必要があります。 

 また、人工呼吸器が使用できるよう、自家発

電装置など安定的な電源確保ができる避難場所
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の環境整備も必要となってまいります。 

 県といたしましては、今後、市町の担当者会

議、そして、先ほどご説明いたしました医療的

ケア児を取り巻く課題を検討するための協議の

場などを活用して市町と協議を行ってまいりた

いと考えております。 

 次に、液体ミルクの備蓄と特殊栄養食品ス

テーションの設置、母子を引き受ける福祉避難

所の拡大について、県として、今後どのように

取り組んでいくのかとのお尋ねでございます。 

 液体ミルクの備蓄につきましては、災害時の

乳幼児の母乳代替として有効でありますが、賞

味期限が半年から1年と短く、本県の災害備蓄

の基本方針においても、使用期限が短い等によ

り現物備蓄に向かないものは流通備蓄としてい

ることから、県としては、流通備蓄での対応が

望ましいと考えております。 

 また、アレルギー対応食品などの物資の調達

や在庫管理、配送調整を行う「特殊栄養食品ス

テーション」につきましては、熊本地震でも活

用されたとお聞きしており、避難生活において

配慮が必要な母子等の健康を守る観点から有用

であると考えております。 

 母子専用の避難所につきましては、県内市町

では事例がございませんが、他県の事例では、

乳幼児を抱える母親のストレス解消など、災害

時の母子支援に役立つ取組と伺っております。 

 いずれの取組にいたしましても、災害時の母

子支援対策については、市町や関係団体と協議

が必要でございますので、まずは来月に開催す

る市町地域福祉担当会議の場において協議を

行ってまいりたいと考えております。 

 最後に、「長崎県歯・口腔の健康づくり推進

条例」について、フレイル対策について触れる

ことについての見解のお尋ねでございますけれ

ども、「長崎県歯・口腔の健康づくり推進条例」

は、県民の生涯にわたる歯・口腔の健康づくり

に関する基本理念を定めることなどを目的とし

て、議員発議により平成21年12月に制定され、

翌年6月に施行されてから8年が経過したところ

でございます。 

 この間、平成23年には「歯科口腔保健の推進

に関する法律」が制定され、また、平成29年か

らは歯科保健医療の充実が「経済財政運営と改

革の基本方針」、いわゆる骨太の方針に盛り込

まれるなど、歯と口腔の健康づくりに関しては、

社会情勢の変化も見られます。 

 本県におきましても、昨年度行った長崎県

歯・口腔の健康づくり推進計画「歯なまるスマ

イルプランⅡ」の策定に際しまして、ご指摘の

フレイル対策も含めた成人期の歯科保健対策の

充実など、本県の現状や時代に応じた施策を盛

り込んでいるものと考えております。 

 このため、現時点で条例の見直しは考えてお

りませんが、県歯科医師会とは歯科保健施策の

充実に向け、随時、意見交換を行っているとこ

ろでありまして、条例改正の必要性も含めて、

今後もこの意見交換を継続していきたいと考え

ております。 

〇副議長(徳永達也君） こども政策局長。 

〇こども政策局長(園田俊輔君） 医療的ケア児

保育支援モデル事業を活用し、長崎県の医療的

ケア児の保育を今後どのようにしていくのかと

のお尋ねでございます。 

 保育所等において、医療的ケア児を受け入れ

るに当たっては、人的配置だけでなく、安定・

継続した支援体制を構築するため、保育所と保

護者等との役割分担や、整備すべき書類、記録

様式などを定めたガイドラインの策定が必要と

なります。 
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 このため、県といたしましては、このモデル

事業により、実施主体の松浦市だけでなく、県

下全域で活用できるようなものにしていきたい

と考えており、先進事例の情報収集のほか、松

浦市を含めた県内市町や関係団体との協議の場

を設けるなどの策定支援を行うこととしており

ます。 

 また、この協議の場では、ガイドライン策定

のほか、保育現場における実際の事例などを通

して医療的ケア児の支援のあり方を検討し、情

報の共有化を図りながら、受け入れ可能な市町

や保育所の拡大に努めてまいります。 

〇副議長(徳永達也君） 水産部長。 

〇水産部長(坂本清一君） 養殖トラフグの消費

拡大の取組についてのお尋ねでございます。 

 養殖漁業者の経営安定のためには、県内、県

外に向けた養殖トラフグの消費拡大、販売促進

を図ることが、県としても大変重要と考えてお

ります。 

 県では、県内で生産される養殖トラフグを

「長崎とらふぐ」として県の重点ＰＲ商品の一

つとして位置づけ、首都圏や関西圏でのＰＲ強

化や販路拡大に取り組んでいるほか、漁協や県

漁連等が県内外のフェアや商談会で養殖トラフ

グをＰＲする際の出展支援やチラシなどの販促

グッズの製作等に対して支援を行っております。 

 また、戸石、九十九島、鷹島のトラフグ養殖

産地におきましては、生産者グループが市場

ニーズに対応した魚づくりや販路拡大を実現す

るために、養殖産地育成計画の実践に取り組ん

でおり、県としても、こうした生産者グループ

の取組を支援してまいります。 

 さらに、長崎、佐世保、松浦地区の各魚市場

で開催される「さかなまつり」でのＰＲなどに

ついても検討してまいります。 

〇副議長(徳永達也君） 文化観光国際部長。 

〇文化観光国際部長(中﨑謙司君） 観光業の人

材の確保や育成についてのお尋ねでございます。 

 県では、観光産業のさらなる活性化に向け、

地域資源を活かした付加価値の向上、人材の育

成など、産業としての成長に欠くことのできな

い課題解決に、市町や関係団体と一体となって

取り組んでいくこととしております。 

 観光人材の確保・育成対策につきましては、

平成27年度からホテルスタッフを対象とした

「長崎コンセルジュ事業」により、観光客の

方々のさまざまな要望や相談に応えることや、

本県ならではの価値や魅力を伝えることができ

る観光人材の育成を進めております。 

 また、来年度からは新たに、将来にわたって

観光産業で活躍できる人材の確保を図るため、

高校生を対象として、観光をテーマにした講座

やインターンシップを実施したいと考えており、

明確な職業意識を持って観光産業に就職しても

らうことで定着率の向上にも結びつけてまいり

ます。 

 さらに、県観光連盟においては、「おもてな

し」を含む宿泊施設の品質向上に取り組む事業

者のネットワーク化を予定しておりますので、

これらの宿泊施設の情報も積極的に提供し、観

光人材の確保につなげてまいりたいと考えてお

ります。 

〇副議長(徳永達也君） ごう議員―10番。 

〇１０番(ごうまなみ君） 知事はじめ、関係部

局長のご答弁まことにありがとうございます。 

 時間がまだ17分残っておりますので、少し追

加で質問をさせていただきたいと思います。 

 私、今回の質問は、4年間の総まとめという

形で構成しましたところ、どうしても、私が一

番のライフワークとしております障害者施策が
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中心となりました。しかしながら、私は、長崎

県は、今後、本当に人口減少に対応していく中

で、この長崎にたくさんの方に住んでいただく

ためには、弱者にやさしいまちであることが非

常に重要ではないかと考えておりますので、そ

の観点からも障害者の施策について質問させて

いただいております。 

 今回、医療的ケア児の在宅の支援について、

いろいろと項目を上げてご答弁いただきました

が、医療的ケア児の在宅支援、本当に人数が10

年前から2倍に増えておりますよね。その増え

ているスピードに対して支援の準備が全く整っ

ていないというのが私の実感でございます。 

 今年度、訪問看護ステーションが3つほど増

えるということで、これは非常に評価をしたい

んですが、それと併せて医療的ケア児が、基本、

かかりつけの病院というのが長崎の大学病院で

あったり、大村の医療センターであったりとい

う大きな病院で、自宅からかなり離れている地

域であるということが多いです。 

 そういった意味では、在宅の小児を診ること

ができる訪問診療、訪問の小児科のドクターが

必要だと考えておりますけれども、現状として

は、ご高齢の方を在宅で診るドクターは多いん

ですが、小児科で診れる方がまだまだ少ないと

いう現実があるので、このあたりを県が今後ど

う考えているのかということをまずお聞かせく

ださい。 

〇副議長(徳永達也君） 福祉保健部部長。 

〇福祉保健部長(沢水清明君） 県といたしまし

ては、来年度から新たに県医師会へ委託を行い、

小児の診療経験が少ない訪問診療医と小児科医

の連携体制を構築するための研修会、あるいは

医療的ケア児に対する診療方法の実技研修を実

施することにより、在宅の医療的ケア児に対応

できる医師を育成していくということで予定し

ているところでございます。 

 併せて、地域の実態に応じた医療体制の整備

を進めるために、県内の医療的ケア児の実態調

査も実施したいと考えております。 

〇副議長(徳永達也君） ごう議員―10番。 

〇１０番(ごうまなみ君） ぜひ、一日も早く研

修をスタートしていただいて、小児を在宅で診

れるドクターを増やしてほしいと思います。 

 今、部長がおっしゃったように、実態の把握

が非常に重要だと思っています。医療的ケアと

一口で言っても、その子、その子の症状があり

ますので、その細かな情報をしっかりと収集し

ていただいて、それに対応できるような仕組み

というものを一日も早くおつくりいただきたい

と思っておりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 次に、要配慮者への支援についてということ

で、私は、平成28年2月定例会の中でも一般質

問で取り上げさせていただきました。 

 今、福祉避難所が423件ありますということ

で、全市町に設置されているという答弁をいた

だいたところですが、この中で、福祉避難所に

保育園や幼稚園を指定されているところがあり

ますでしょうか。 

〇副議長(徳永達也君） 福祉保健部長。 

〇福祉保健部長(沢水清明君） 申し訳ございま

せん。その詳細については、今、把握しており

ませんので、改めてまた委員会の時にでもご説

明をさせていただきたいと思います。 

〇副議長(徳永達也君） ごう議員―10番。 

〇１０番(ごうまなみ君） すみません。そのあ

たり、私が通告しておりませんでしたので、委

員会の際に聞かせていただきます。 

 なぜ、保育園、幼稚園と言ったかと申します
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と、母子避難所につながるのに一番適切なとこ

ろではないかと思っております。ご老人の、ご

高齢者の施設でありますと、そこに入所されて

いる方々が第一優先になりますので、そこに支

援が必要な方々が来られても、どうしても人的

なこととかで、スペースが足りなかったりとい

うことも聞いておりますので、保育園や幼稚園

が母子避難所に指定されますと、さらに使いや

すくなるのではないかと思っております。 

 もう一点、液体ミルクの備蓄ということを今

回私は取り上げさせていただきましたが、液体

ミルクが国内でも商品化できて来年から流通さ

れると思います。この液体ミルクは、これまで

も、熊本の震災の時にも活用されました。しか

しながら、一方で、届いたんだけれども、よく

わからないから使わなかったという事例の報告

もありました。これは非常にもったいないこと

だと思っております。私は、ぜひ、流通備蓄で

はなくて、きちんと購入をして保管をしてほし

いと思っております。 

 しかしながら、先ほどのご答弁では、賞味期

限が6カ月から1年であるために、それができな

いから流通備蓄へということで言われたんです

が、ただ、液体ミルクを見たことも、触ったこ

とも、飲んだこともない人が、いきなり福祉避

難所でそれを提供されても、なかなか活用方法

がわからないというか、躊躇される方も多いと

思うんですね。 

 であるならば、例えば、大阪の箕面市などが

やっているように、公立の保育所に備蓄品とし

て置いておいて、賞味期限の前にそれを何らか

の形で活用するという方法、ローリングストッ

クという方法ですね、この方法をとられていま

す。 

 また、東京の文京区におきましては、乳児健

診、4カ月健診の際に健診を受けられた方に賞

味期限が切れる前に提供をして活用を一旦して

もらう、お試しをしてもらうというような仕組

みをつくっておられます。 

 ですので、防災の時の備蓄ではあるんですが、

この液体ミルクの活用というのは、今後、女性

が社会参加をしていくうえで非常に役立つもの

だと思っておりますし、子育て中のお母さんた

ちにアンケートをとると、8割の方々が「使用

してみたい」というご意見をお持ちです。 

 であるならば、こういったローリングストッ

クという方法をとられて、危機管理の部門と、

それから、母子保健のものと両方でうまく回し

ていく仕組みをつくっていただくと、より活用

されると思うんですけれども、このあたりにつ

いてのご見解をお聞かせください。 

〇副議長(徳永達也君） 福祉保健部長。 

〇福祉保健部長(沢水清明君） ただいま、議員

からご紹介がありましたけれども、他県での事

例、これは我々が把握しているところでは、基

礎自治体、県ではなくて、例えば市や区役所と

か、そういったところで実施されているという

ことを承知しております。そしてまた、液体ミ

ルクが重要だということも認識しております。 

 ただ、県における備蓄につきましては、先ほ

どお話しましたように、賞味期限が短い、更新

のサイクルが短い。その後の未利用品の商品の

利活用について課題がありまして、県としては、

現物備蓄よりも流通備蓄で対応する方がいいの

ではないかという考えを持っています。 

 ただ一方で、市町においては、先ほど議員か

らもご説明がありましたけれども、未利用商品

については、市町が運営する保育所等で活用が

考えられますことから、これについては必要性

が県以上にあるのではないかと考えておりまし
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て、今後、開催予定の国の説明会で、その情報

なども提供しながら市町と協議をしてまいりた

いと考えております。 

〇副議長(徳永達也君） ごう議員―10番。 

〇１０番(ごうまなみ君） 今の段階では、流通

備蓄の方が適しているというお答えでありまし

たけれども、液体ミルクの普及を考える際には、

まだまだ検討の余地があるかと思いますので、

県として旗を振っていただくことも基礎自治体

の取組につながっていくと思いますので、ご検

討をよろしくお願いしたいと思います。 

〇副議長(徳永達也君） 福祉保健部長。 

〇福祉保健部長(沢水清明君） すみません。先

ほど、福祉避難所に幼稚園とか保育所がどう

なっているかというお尋ねの時に、あとで答え

ると言ったんですけれども、資料でまとめた分

でいきますと、児童福祉施設という括りの中で

整理をしておりまして、現在の状況におきまし

ては、そこが指定されている事実はないという

ことでございます。 

〇副議長(徳永達也君） ごう議員―10番。 

〇１０番(ごうまなみ君） ありがとうございま

す。であるならば、今後、そういう児童福祉施

設も福祉避難所に入れていただくこともご検討

いただければと思います。 

 次に、障害者の災害時の支援の件ですけれど

も、私が平成28年2月にご意見申し上げ、そし

て、マニュアルをつくって県で発信すべきでは

ないかということに対しては、先ほどのご答弁

でもありましたように、ホームページ等で紹介

をしてくださったり、また、各市町へのご紹介

をしてくださったりということで、実際に平成

29年には長崎市が障害種別ごとのマニュアルを

つくってくれたりということで前進しているこ

とは、とても評価しますし、感謝をいたしたい

と思います。 

 昨年5月に長崎県の総合防災訓練が行われま

して、この時も私は危機管理課の方にご提案申

し上げ、ご協力をいただいたおかげで障害のあ

る方、当事者の方が県の総合防災訓練に実際に

参加をすることができました。このことは全国

的にも非常に先進的だということで各メディア

にも取り上げていただきまして、はじめて参加

された車椅子ユーザーの方ですとか、精神障害

の方々とかも、「今まで自分たちはこういうこ

とに参加したことがなかったから、参加をして

みて、やはり自分たちも何を自分たちでやらな

ければいけないかということがよくわかった」

というようなご意見もいただいております。 

 その際に、新聞とかテレビでも私は拝見しま

したが、知事も車椅子の方を実際に「ＪＩＮＲ

ＩＫＩ」という補助器具を使って運ぶというこ

とをなさっておられました。 

 これは通告しておりませんでしたけれども、

知事、その時の防災訓練ではじめて障害者の方

が参加されて、実際に知事が運搬されたことの

感想と、今後の防災訓練などのあり方について

何かご意見があれば聞かせていただきたいと思

います。 

〇副議長(徳永達也君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 県におきましても、さま

ざまな事態を想定して総合的な防災訓練に繰り

返し取り組んでいるところでありますけれども、

やはり一番大きな課題となってまいりますのが、

要支援者の方々にいかに安全で迅速に避難をし

ていただくかということであろうと考えており

ます。 

 あの諫早での総合防災訓練の際、私もはじめ

てけん引する、引っ張ることによって車椅子が

簡単に動かせるということを実感したわけであ
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りますけれども、さまざまな、そういう方々へ

の配慮の一環として、どういった資器材等の準

備、そういった面での体制づくりが必要になっ

てくるか、十分考えておかなければいけないと

改めて実感したところであります。 

〇副議長(徳永達也君） ごう議員―10番。 

〇１０番(ごうまなみ君） ありがとうございま

す。実際に知事が体験をしていただいてわかっ

たことがたくさんあると思いますので、あの経

験を今後の要支援者の防災の活動に反映させて

いただきたいと思っております。 

 障害がある方々は、ある意味、ご自分の命を

諦めていらっしゃるところもあるんですね。車

椅子だから逃げられないんじゃないか。だから、

自分は置いてでも家族は逃げなさいとおっしゃ

る方もいらっしゃいます。しかしながら、家族

はそういうわけにもいかないから、私たちもと

いうことで、家族全員で命を諦めている現実が

ありますので、それを一つでも解決していきた

いと思っておりますので、ご協力のほど、よろ

しくお願いしたいと思います。 

 次に、「長崎県歯・口腔の健康推進条例」に

ついてでございますが、「8020」の中で実際に

もうやっていることもあるし、明記もしている

というご意見でございました。 

 しかしながら、実際、神奈川県ですとか新潟

県は条例を改正しております。この改正してい

る中に、しっかりとオーラルフレイル対策の推

進ですとか、歯科と医科との連携についてだと

か、もう一点、新潟県が改正している文章の中

に、これは私も入れるべきだと思っているんで

すけれども、児童虐待とか高齢者虐待の早期発

見に資する歯科医療機関との連携、それから、

関係者の資質向上という文言が明記されており

ます。 

 今、保育園とかで口の中を健診で見ると、そ

の子が虐待を受けているかどうかということも

わかると言われておりますので、やはり幼児の

虐待の場面では歯科との連携というのは非常に

重要だと考えておりますので、これは要望にと

どめさせていただきますが、ぜひこういった文

言を入れてほしいと思います。 

 それから、もう一点、本県が健康長寿日本一

になるんだということを知事が明言されました

ので、それを実現するためにも、もう一歩進ん

だ条例をつくっていく必要があるのではないか

と思っておりますので、ぜひとも、その部分を

ご検討いただきたいと思いますので、よろしく

お願いいたします。 

 最後に、私、一点、ご提案をさせていただき

たいことがございます。 

 これは議長、副議長にご了解を得ましたので、

このマークをご提示させていただこうと思いま

す。（パネル掲示） 

 ピンク色の星型のマーク、これは東京大学の

学生さんたちがつくりました「エンパワープロ

ジェクト」というもののシンボルマークです。

「エンパワープロジェクト」というのは何かと

いいますと、これまでは、例えば内部疾患があ

る人、病気の人、マタニティの方が、自分たち

がマークを付けて助けてください、支援をして

くださいということで、アピールをするための

マークでした。 

 しかしながら、この「エンパワープロジェク

ト」のマークは、支援者側のマークです。「私

は協力します」ということを明言するマークな

んですね。これを東京大学の学生さんが発案さ

れて、何か人の役に立ちたいんだよ、困った人

の役に立ちたいんだけれども、でも、なかなか

勇気も出ないしという方々が、これを付けたら
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勇気を出して手助けしますよと言えるんじゃな

いかということで発案されました。これは発想

の転換で非常にすばらしい活動だなと私は思っ

ております。 

 この東京大学の学生さんは、国連にも呼ばれ

てスピーチをしております。国連でも、これは

全世界的に、こういった思いやりの心を表記す

るようなマークであるので推進していくべきで

はないかということで取り上げられています。 

 このマークは、要配慮者の支援の場面でも非

常に役立つと私は思いますし、また、もう一方

で、観光の面でも役立つと思うんですね。これ

から交流人口を増やしていく中で、このマーク

を付けた人を見たら、「何かわからないことが

あったら聞いてくださいね」ということで、お

助けマークになりますので、長崎は人もとても

やさしいし、思いやり活動とか、おもてなし運

動とかをやっている地域でございますので、ぜ

ひこういったものも自治体初として取り組んで

いただけないかと思っておりますので、知事、

ご検討のほど、よろしくお願いしたいと思いま

す。知事、お願いします。 

〇副議長(徳永達也君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 十分検討をさせていただ

きたいと思います。 

〇副議長(徳永達也君） ごう議員―10番。 

〇１０番(ごうまなみ君） 以上で、私の一般質

問を終わります。 

 ありがとうございました。（拍手） 

〇副議長(徳永達也君） これより、しばらく休

憩いたします。 

 会議は、14時45分から再開いたします。 

― 午後 ２時３３分 休憩 ― 

― 午後 ２時４６分 再開 ― 

〇議長(溝口芙美雄君） 会議を再開いたします。 

 引き続き、一般質問を行います。 

 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君）（拍手）〔登壇〕 佐世保

市・北松浦郡選挙区選出、改革21の久野 哲で

ございます。 

 本日は、私、議員最後としての一般質問の機

会をいただき、しかも、最後のトリをいただき

ました。大変ありがとうございます。（拍手） 

 今日まで、議長をはじめとして、各議員の皆

様方には、公私ともに大変お世話になりました。 

 また、知事をはじめとして、理事者の皆様方、

さらには、議会事務局の皆様方にも何かとお世

話になってきたわけでございますけれども、こ

の場をおかりいたしまして、心から厚く御礼を

申し上げたいと存じます。 

 また、本日は、後援会の皆様方にも、遠いと

ころをこうして私の傍聴においでいただきまし

た。心から感謝を申し上げます。本当にありが

とうございます。 

 今日まで、各分野におきまして、12年間、い

ろいろとご質問をさせていただきましたけれど

も、今日は重複する点もございます。今回、宮

内議員も、それからまた，吉村 洋議員も、県

北行政に関する質疑がございましたけれども、

一部ダブる点がございますけれども、県北の大

変重要な課題であるというようなことでご認識

をいただき、そして、知事並びに関係部局長の

明快なご答弁を心からお願いを申し上げておき

たいと思います。 

 それでは、早速でございますけれども、質問

に入らせていただきます。 

 1、石木ダム建設促進について。 

 ①一定の方向性について。 

 まずは、何といっても石木ダムの建設問題に
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ついてでございますけれども、石木ダムの建設

事業費は、総事業費285億円という、水源不足

に悩む佐世保市にとっては、市制100年の大計

というぐらいの大きな事業であると思っており

ます。 

 県と佐世保市の共同事業として、昭和50年度

に事業採択されて以来、47年から48年、いわゆ

る半世紀近くになろうといたしているところで

すけれども、いまだに結論が出ていない。 

 では、なぜ、それほどまでに石木ダムにこだ

わるのかということになるわけでございますけ

れども、その理由は2つあると思います。 

 まず1つは、佐世保市においては、平成6年、

最大43時間の断水となるなど、9カ月近くに及

ぶ大渇水でございました。市民生活に多大な影

響を及ぼし、その後も平成17年、あるいはまた

平成19年の減圧給水など、2年に一度ぐらいの

渇水の危機にございました。 

 それから、もう1点は、石木ダム建設予定地

の下流になります川棚川周辺の民家においては、

昭和23年以降、4回にわたる川棚川の洪水で、

床下・床上浸水で延べ3,300戸という甚大な被

害を受けているわけでございます。 

 このように、治水、利水両面から見ても、石

木ダム建設は必要不可欠であり、住民の安心・

安全に関わる大事業であるというふうに思いま

す。 

 また、司法の面から見ても、昨年の7月9日、

事業に反対する地権者の皆様方から、国を被告

として提訴した石木ダム事業認定取消訴訟の第

一審判決においても、住民の生命と安全に直結

する、この点を裁判官が重視され、石木ダム事

業の費用と効果を分析したうえで、この事業の

必要性と公益性が司法のもとで認められたわけ

でございます。 

 そこで、お尋ねをいたしますけれども、中村

県政任期中に一定の方向性を出したいと言われ

ておりますが、このことは、いずれにしても英

断をする時期にきているというふうにお考えな

のか、知事の見解をお伺いいたします。 

 以降の質問につきましては、対面演壇席より

質問をさせていただきます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君）〔登壇〕 久野議員におか

れましては、今期限りでご勇退なさるというお

話を伺いました。長きにわたり県勢の発展のた

めにご尽力を賜ってまいりましたことに、心か

ら敬意を表し、感謝を申し上げる次第でござい

ます。 

 どうか今後とも、ご健康にご留意をいただき、

折に触れ県政に対するご指導、ご鞭撻を賜りま

すよう、お願いを申し上げる次第でございます。 

 それでは、お尋ねにお答えをさせていただき

ます。 

 石木ダムの建設事業に関して、一定の方向性

を任期中に出したいと考えているのかとのお尋

ねでございます。 

 石木ダムにつきましては、現在、県収用委員

会において、土地収用法に基づく裁決に向けた

手続が進められている段階であります。 

 今後の判断に当たっては、その時々の情勢、

収用手続や事業の進捗状況等を踏まえ、その判

断の時期も含めて、総合的かつ慎重に判断して

まいりたいと考えているところであります。 

 以後のお尋ねにつきましては、自席の方から

お答えをさせていただきます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君） 今、知事の方からご答

弁がございましたけれども、先ほど私の方から

も申し上げましたように、計画から半世紀近く
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たっている。推進者、あるいはまた反対者の皆

さん方、このまま続くとすれば、お互いが不幸

であると、私はそのように思います。今日まで

歴代の知事が決断をできなかったわけでござい

ますけれども、中村知事在任中、ぜひともひと

つ最終決断を強くお願いを申し上げておきたい

と思います。 

 ②ダム本体工事予算。 

 今回、新年度の予算が決定したところでござ

いますけれども、そこで、石木ダム建設への関

連事業費も、はじめてダム本体工事の費用とし

て19億1,800万円が計上されているわけでござ

います。前年比より10億円以上の増額となった

わけでございます。このことは、本体工事に着

手する事前準備であるというふうに受け止めて

いいのかどうか、この点について、お尋ねをい

たします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 土木部長。 

〇土木部長(岩見洋一君） 石木ダムの平成31年

度の当初予算は、工事費や測量・設計、環境調

査等の予算を計上しております。具体的には、

平成34年度末の事業完成に向け、付替県道工事

の進捗を図るとともに、ダム本体工事の一部に

着手するための掘削等を行うこととしておりま

す。 

〇議長(溝口芙美雄君） 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君） わかりました。 

 ③総事業費の消化率と進捗状況。 

 ダム建設事業費が285億円でございますけれ

ども、今回の司法判決を受けて、県として粛々

と工事をやっていくというようなことがござい

ますけれども、今日現在で、いわゆる総事業費

の何％ぐらいが消化できているのか。 

 また、現在までの工事の進捗状況、これも含

めてぜひお聞かせをいただきたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 土木部長。 

〇土木部長(岩見洋一君） 事業全体の進捗につ

きましては、予算執行ベースで、総事業費285

億円のうち、本年度末時点において約154億円、

率にして約54％となる見込みです。 

 付替県道工事につきましては、昨年度末まで

に起点部の約480メートルの現道拡幅工事を完

成させ、その後、付替区間の約840メートルに

ついて、切り土、盛り土工事や橋梁下部工など、

切れ目なく着実に工事を実施しているところで

す。 

 工事現場では、事業に反対される地権者の

方々による妨害行為が依然として続いておりま

すが、安全確保に努めながら、事業の進捗に最

大限努力しているところであります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君） わかりました。 

 ④異常気象の顕在化に伴うダムの必要性。 

 今日現在、過去に例のないような異常気象に

よる自然災害の多発さ、あるいは生態系の異常

など、いよいよ地球温暖化のリスクは鮮明に

なってきたなというふうに思うわけでございま

すけれども、いつ、どこで、どのような災害が

発生をするかわからないというのが、今日の異

常気象の顕在化による自然災害ではないかなと

思います。 

 毎年のように台風や集中豪雨による大洪水が

発生をいたしておるわけでございますけれども、

異常気象ということになれば、どうしても大雨

や集中豪雨による大洪水に視線が集まるわけで

ございますけれども、実際は、大洪水があれば、

逆に大渇水もあるというふうな状況ではないか

なと私は思うわけでございます。 

このような観点からも、治水だけではなく、い

わゆる利水面でも、石木ダムの必要性がさらに
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大きくなるのではないかなと私は考えていると

ころでございます。 

県として、この点、どのように思われている

のか、お聞かせいただきたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 土木部長。 

〇土木部長(岩見洋一君） 地球温暖化に伴う気

候変動により、集中豪雨が頻発する一方、無降

水日数も増加していることから、渇水のリスク

も高まることが懸念されており、今年度も全国

の国が管理している5河川において取水制限が

実施されております。 

 また、これまでたびたび渇水の危機に見舞わ

れてきた佐世保市においては、昨年の夏も雨が

少なく、8月に「渇水対策本部」が設置され、

現在も一部のダムの貯水率の回復が見込めない

ため、対策本部が継続中であり、市民に節水の

呼びかけがなされております。 

 このように、佐世保市の慢性的な水源不足を

解消するためには、石木ダムは必要不可欠な事

業であると考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君） わかりました。 

 この石木ダムにつきましては、最後に一言だ

け、また申し上げておきたいと思いますけれど

も、石木ダムは、大洪水、そして大渇水、この

両面から言っても、先ほど申し上げましたよう

に、必要不可欠なダムであるというふうに私は

思いますので、再度、一日も早い完成をぜひお

願い申し上げておきたいと思います。 

 2、統合型リゾート施設（ＩＲ）誘致につい

て。 

 ①本県の新たな誘致作戦について。 

 昨年の7月、ＩＲ整備法が成立して、全国で3

カ所、そして地方で1カ所ということが決まっ

たわけでございますけれども、2カ所は恐らく

中央に、残る1カ所は地方にということではな

いかと思います。 

 本県と佐世保市としては、経済効果または地

域活性化に期待をし、ハウステンボスに誘致を

していこうというようなことで、現在、誘致活

動を進めておるわけでございます。 

 そこで、お尋ねをいたしますが、ＩＲ誘致に

ついては、本県、あるいはまた佐世保市だけで

はなく、西九州経済界が中心となり、研究会を

設立されております。 

 その中で、経済波及効果額2,514億円、そし

て、雇用誘発数が1万1,000人、これは7～8年前

のいわゆる西九州経済界の研究会が設立時点の

試算だと思うんですけれども、今日現在の試算

で変化があるのかないのか。あるいはまた、県

独自の試算はできているのかどうか、この点に

ついてお答えをいただきたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） ＩＲ導入による

経済波及効果につきましては、長崎県と佐世保

市が共同で設置をしております「ＩＲ推進協議

会」が、昨年4月の「長崎ＩＲ基本構想有識者

会議」の取りまとめの中で試算しております。 

 この試算は、ＩＲ整備法成立前のものではあ

りますけれども、事業者からの提案等をもとに、

建設投資額として約2,000億円、年間集客延べ

人数として約740万人を見込みますとともに、

九州圏内の経済波及効果は、ＩＲの運営による

ものが毎年約2,600億円、雇用創出効果が約2万

2,000人、建設投資によるものが建設期間中の

累計で約3,700億円、雇用創出効果が約3万

8,000人としております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君） わかりました。 

 それから、もう1点ですけれども、本年度以
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降は、国内各地でカジノ誘致が、いわゆる本格

化をしてくると思います。 

 本県として、当初予算が1億2,000万円、これ

は各専門分野の皆さん方のノウハウ等をもとに

計上されていると思うわけでございますけれど

も、ハウステンボスにどのような地域活性化に

向けた新たな誘致作戦を進めていこうとなされ

ているのか、この点について、お伺いをいたし

ます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） ＩＲ整備法にお

きましては、ＩＲ区域は、全国で3カ所を上限

とすることが定められておりまして、議員ご指

摘のとおり、各地で誘致の検討が本格化してお

ります。 

 このような中、ＩＲ実現に向けた課題であり

ます「交通アクセスの強化」、「弊害防止」、「地

域理解の促進」、「ＩＲ事業者等との関係強化」

などについて、県と佐世保市が強力に連携をい

たしまして、民間の専門的知見も活かしながら、

解決を図るための10の方策の素案を今般策定し

たところでございます。 

 本県や九州は、古くから海外との交流の窓口

として発展してきた歴史でありますとか、東ア

ジアとの深い歴史がありまして、さらにＩＲ候

補地であるハウステンボス地域は、年間270万

人を超える集客がありますことから、相乗効果

によりまして他の地域より魅力ある施設が整備

されて、雇用の創出や地域経済の活性化が図ら

れるものと考えております。 

 ＩＲは、民間が設置運営するものであり、そ

の実現には事業者等との関係強化が重要であり

ますことから、トップセールスのほか、地元企

業のＩＲへの関心を高めるための民間フォーラ

ム、セミナー、取引マッチングイベント等の開

催を支援いたしまして、ＩＲ事業者等による本

県への投資意欲を喚起し、競争を促進すること

で、公正・公平な公募、選定に向けた準備を進

めて、第一弾での区域認定を目指してまいりた

いと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君） ただ、私が1～2点心配

するのが、やはり本県に誘致をすべきか、ある

いは否かについては、マスコミの調査で見てみ

ますと、誘致については、「どちらでもよい」

とか、あるいはまた、「わからない」とか、そ

ういうふうな状況の中で、45.5％の方が、逆に

言えば、このＩＲの誘致については、余りわ

かっておられないのかなというふうに思います。

このように、県民に対する説明不足が、大変心

配と私は思っているところでございます。 

 このような大型事業というのは、県民の理解

が得らなければ、国として選定をするわけです

から、国としてもうまくいかないのではないか

なと思うわけでございますが、この点、県民に

対する機運の醸成をどのように図っていこうと

なされているのか。この点についてもお聞かせ

をいただきたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） ＩＲの推進に当

たりましては、県民の皆様にＩＲへのご理解を

深めていただくことが大変重要であると認識を

いたしております。 

 そのため、平成29年10月のＩＲ推進室設置以

来、県民の皆様への広報に力を入れて取り組ん

でおります。 

 これまで、離島を含む県内各地での県民セミ

ナーを10回、大学や経済団体主催のセミナー等

への職員派遣による講演を22回実施し、延べ

1,800人近くの方にご参加をいただいたほか、
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年間を通じた全世帯広報誌への掲載や、コンビ

ニ等へのパンフレット、ポスターの設置などの

広報活動を行っております。 

 なお、県民セミナー参加者へのアンケートで

は、「ＩＲとは何か理解できた」、「概ね理解で

きた」との回答が、合わせて99％、「本県への

ＩＲ誘致に賛成」、「どちらかといえば賛成」と

の回答が92％となっておりました。 

 また、昨年11月に公表されました県政世論調

査において、県がＩＲ導入を進めていることを

「よく知っている」、「多少は知っている」との

回答が58.9％であった一方で、「全く知らない」

との回答が36.9％となっておりまして、この結

果を真摯に受け止めているところでございます。 

このようなことから、県民に届く広報手段につ

いて、さらに研究をしながら、今後とも、さま

ざまな機会を通じて、きめ細かな広報活動を

行ってまいりたいと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君） やはり国が指定をする

以上は、県民も一緒になって、こうしてやって

いるんだということを見せていただきたいなと

思っておりますので、この点をぜひひとつお願

いしておきたいと思います。 

 ②ギャンブル依存症対策について。 

 もう1点心配なのは、やはりギャンブル依存

症でございます。 

 国の有識者会議が協議会の私的諮問機関とし

て設置され、これは8名の委員の構成であらゆ

る角度で協議をなされているわけでございます

けれども、県として、このギャンブル依存症対

策をどのように捉えて、どのように解消をして

いこうとされているのか、お伺いをいたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） 国の有識者会議

の取りまとめを受けまして、ＩＲ整備法では、

マイナンバーカードによる厳格な本人確認や、

入場回数制限、本人、家族からの申告によりま

す利用制限措置の事業者への義務づけなど、Ｉ

Ｒに起因する依存症防止に向けた重層的、多段

階的な対策が定められているところであります

けれども、地域としてもＩＲ導入に向けて、

ギャンブル依存症対策をあらかじめ講じること

が大変重要であると考えております。 

 本県におきましては、昨年7月の「ギャンブ

ル等依存症対策基本法」の公布を受けまして、

既存のギャンブル等による依存症の発症、進行、

再発の各段階に応じた対策を、総合的かつ計画

的に講じるための「ギャンブル等依存症対策推

進計画」の策定に向けた準備を進めているとこ

ろでございます。 

 また、ＩＲ整備法は、カジノ施設の設置、運

営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために

必要な施策を策定し、実施する責務を国と地方

自治体に課しておりますことから、ＩＲが実現

した場合のカジノ行為に係る依存症対策につき

ましても、県として、国が講じる依存症対策と

連携をしながら、教育、啓発、相談体制の充実、

専門家との連携など適切な対策を講じ、また、

ＩＲ事業者に求める相談窓口の設置などの対策

と併せまして、依存症の発生を最少化するよう、

万全を期してまいりたいと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君） 本県においては、なか

なか人口減少に歯止めがかからない、あるいは

また、県民所得も低迷しているというような状

況にございます。このような状況下において、

このＩＲ誘致については、経済効果にしても、

雇用創出にしても、あるいはまた地域の活性化、

このことを勘案する時には、一つの大きなチャ
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ンスであると私は思います。このチャンスをど

うぞひとつ見逃すことのないように、各機関と

十分な連携を図りながら、誘致活動に全力を挙

げていただくよう、この件につきましては強く

要望しておきたいと思います。 

3、九州新幹線西九州ルートとＪＲ佐世保線

の輸送改善について。 

①将来に禍根を残さないフル規格方式で。 

 これも吉村 洋議員と重複しますけれども、

あえて質問をさせていただきたいと思います。 

 フリーゲージトレインが断念されて、ミニ新

幹線なのか、あるいはまたフル規格なのか、二

者択一で選択されるわけでございますけれども、

投資効果、収支改善効果、そして時間短縮効果

等々を考える時、やはり全線フル規格による整

備を強く希望するものでございます。 

 私が申し上げたいのは、大事業をやる以上は、

それなりの事業費がかかるわけでございますが、

やる以上は、その事業が無駄でなく、そして将

来に禍根を残さない、このことを視野に入れ、

徹底的な国への働きかけ、そして、佐賀県側と

の打開策を見出していただきたいと思います。

国はもちろんのこと、まずは佐賀県との協力の

可能性や今後の具体的な取組について、どうい

う状況なのか、お伺いをいたしたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 九州新幹線西九州ルート

につきましては、これまでもお答えを申し上げ

てまいりましたように、私どもといたしまして

は、フル規格での整備が最善の選択肢であり、

新鳥栖―武雄温泉間の整備方式を早急に決定す

る必要があると考えているところであります。 

 そういったことから、私も佐賀県の山口知事

と意見を交わし、国においては、責任ある立場

として具体的な整備の方向性を示していただく

必要があるということについては、意見が一致

したところであり、併せて、今後も情報交換を

密にしていくということを確認したところであ

ります。 

 しかしながら、一方で、佐賀県としては、フ

ル規格かミニ新幹線かを選ぶ状況ではなく、自

ら何かを発案する環境にはないとのことであり、

そういったことからすると、現時点で両県がと

もに政府・与党に働きかけていくというのは難

しい状況にあると考えております。 

 このため、本県としては、この間、与党ＰＴ

検討委員会の山本委員長や、国並びに政府・与

党関係者と面会をし、山口知事との会談の内容

をお伝えするとともに、早急に西九州ルートの

整備の方向性を示していただくよう求めてきた

ところであります。 

 今後は、今議会における意見書の可決等も踏

まえ、本県選出国会議員の皆様、県議会の皆様、

あるいは経済界の皆様方のご協力もいただきな

がら、政府・与党に対して、この整備方式の早

期決定について強く要請をしてまいりたいと考

えているところであります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君） 先ほども申し上げまし

たように、投資効果とか収支改善効果とか、そ

れから時間短縮効果等を考えたら、やはりやる

以上はフル規格だというふうに思います。 

 先ほどから話しておりますように、佐賀県の

問題が一番気になるわけでございまして、徹底

的にこれは佐賀県との本当にいい話し合いのも

とで、国と徹底的に話し合いをしていただきた

いなと。そして、求めるものは、我が長崎県と

してはフル規格であるということをぜひひとつ

お願いを申し上げておきたいと思います。 

 とにかく九州新幹線西九州ルートにつきまし
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ては、予定どおり、2022年開業をぜひひとつ要

望をお願い申し上げておきたいと思います。 

 ②ＪＲ佐世保線の輸送改善「白いかもめ」乗

入れについて。 

 さて、ここで、私から強く申し上げたいのは、

ＪＲ佐世保線の輸送改善でございます。 

これも先にお話がございました。これは1978

年、40年前になりますけれども、放射線漏れを

起こした、いわゆる原子力船「むつ」の修理の

受け入れ先がなく、当時の久保勘一知事、ある

いは佐世保市においては、当時の辻 一三佐世

保市長が、どこも引き受け手がないということ

で佐世保にもってくる。そして、佐世保重工で

修理をしたことがございます。このことが、

「むつ念書」として新幹線の着工に至ったとい

う経過があるわけでございます。 

 しかし、その後、県北地域につきましては、

コース的にも、費用対効果からも、新幹線の

ルートとして厳しい、難しい、そういうことに

なりまして、これは外れたわけでございます。 

 じゃ、「むつ」のあの念書、受け入れという

か、「むつ念書」の受け入れは一体何だったの

かなというふうに私はいつも思うわけでありま

す。 

 40年過ぎても昔と変わらない佐世保線であり

ますが、九州新幹線西九州ルートが開業となれ

ば、少なくとも佐世保の輸送改善で「むつ」の

見返りがあってもいいのではないかなと思いま

す。 

 知事は、この件について、今後、ＪＲ佐世保

線をどのように改善していこうとお考えなのか、

お伺いをいたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 知事。 

〇知事(中村法道君） 九州新幹線西九州ルート

の整備につきましては、佐世保港での原子力船

「むつ」の修理受け入れ、新幹線の「佐世保寄

りルート」から「短絡ルート」への変更など、

県北地域の皆様方の苦渋の決断とご理解による

ものであると認識をいたしております。 

 そのようなことから、県においては、平成4

年11月に「九州新幹線等の整備に関する基本的

考え方」をお示しし、それに基づいて佐世保市

やＪＲ九州とも連携しながら、佐世保線の輸送

改善に向けて取り組んできたところであります。 

 現在、佐世保線の高速化について、平成29年

度の深度化調査をもとに、ＪＲ九州の協力をい

ただき、線路のロングレール化や基盤強化、振

り子型車両の導入可能性など、現地調査を行い

ながら、佐世保市やＪＲ九州とともに実務的に

議論を進めているところであります。 

 県北地域の皆様方にとって、佐世保線は、住

民の方々の通勤や通学などの生活路線であると

同時に、佐世保市と福岡都市圏とを結ぶ重要な

幹線路線でありますことから、引き続き、その

輸送改善に向けて、関係者の皆様方と協力しな

がら取り組んでまいりたいと考えているところ

であります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君） 今後もいろいろとお話

があると思いますけれども、ぜひひとつ、「む

つ念書」も頭の中に入れ込んでやっていただけ

ればなというふうに思っております。 

 それから、長崎本線を走っております「特急

白いかもめ」でございますけれども、新幹線が

開業となれば、この「白いかもめ」が余剰にな

るというような話も聞くわけでございます。こ

れも先ほどお話がございました。新たな期待が

佐世保としても出てきているわけでございます。 

 この「白いかもめ」型は、現在の佐世保を

通っている「特急みどり」と違って、振り子型
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車両ということですね。カーブに合わせて車体

が傾く構造になっているということでございま

すから、今の「みどり」と違って、この「白い

かもめ」は、スピードを落とさずにカーブを曲

がれるというような構造になっているわけでご

ざいます。 

 もし、佐世保線に「特急白いかもめ」が入る

とするならば、これまた何らかの時間短縮にな

るなと私どもは思うわけでございます。 

 長崎県の副都市でありますＪＲ佐世保線のイ

メージアップにも、ぜひひとつこの振り子型車

両の乗り入れを心からお願いを申し上げたいと

思いますけれども、これまた県の見解をお聞か

せいただきたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） ＪＲ九州が保有

いたしております振り子型車両につきましては、

議員ご指摘のとおり、例えば、長崎本線を運行

しております「白いかもめ」などがございます。

この車両は、線路曲線の速度向上が図られるた

め、時間短縮効果が期待されるものであります。 

 佐世保線の輸送改善につきましては、平成29

年度に高速化に係る深度化調査を行っておりま

して、振り子型車両を佐世保線に導入した場合

において、一定の効果が認められているところ

でございます。 

 ＪＲ九州の今後の振り子型車両の運用につき

ましては、2022年度に予定されております九州

新幹線西九州ルートの開業を捉えて、対面乗り

換え方式に係る博多―武雄温泉間のリレー特急

や、博多―肥前鹿島間の特急の運行等における

ダイヤ設定の中で検討がされることと伺ってお

ります。 

 県といたしましては、西九州ルートの開業時

における振り子型車両の運用の検討に当たりま

して、佐世保線への導入可能性について、ＪＲ

九州とも実務的な協議を現在行っているところ

でございます。 

〇議長(溝口芙美雄君） 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君） 「白いかもめ」の余剰

が出るのではないかということを言われており

ますけれども、余剰が出るんですか、そこあた

りはどうですか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） 現在、博多から

長崎まで運行されております「白いかもめ」で

ございますので、これがリレー特急という形で

博多―武雄温泉間で運行されるということです

ので、そこで一定の余剰が出てくるものと我々

は認識をいたしております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君） わかりました。ぜひひ

とつお力を佐世保の方にかしていただければと

思います。 

 それから、もう1点、気になることがござい

ます。 

 もし、新幹線がフル規格になった場合、武雄

温泉から新鳥栖間は、並行在来線が実は生じる

わけですね。ここで、もし経営分離ということ

になりますと、ＪＲ佐世保線に影響が出るとい

うふうなことが言われておりますが、この点に

ついて、県としてどのように捉えておられるの

か、お尋ねをいたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 企画振興部長。 

〇企画振興部長(柿本敏晶君） 九州新幹線西九

州ルートのうち、新鳥栖―武雄温泉間に係る並

行在来線の問題につきましては、現時点におい

て整備方式が定まっておりませんので、そう

いった中でＪＲ九州では検討がされていない状

況でございます。 
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 知事からも、先にご答弁をさせていただいた

ように、県といたしましては、ＪＲ佐世保線は、

県北地域の通勤、通学など、住民生活を支える

路線でありますとともに、福岡都市圏とを結ぶ

重要な幹線鉄道でありますことから、引き続き、

維持、確保されるべきものと考えております。 

 県におきましては、これまで与党ＰＴ検討委

員会の山本委員長をはじめ、ＪＲ九州に対しま

しても、機会を捉えて並行在来線について経営

分離されることのないよう、働きかけていると

ころでございます。 

 また、並行在来線の問題が生じる新鳥栖―武

雄温泉間は、佐賀県内の区間でもありますこと

から、佐賀県とも認識の共有を図りながら、引

き続きしっかりと対応してまいりたいと考えて

おります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君） これ以上、ＪＲ佐世保

線が減便とか、あるいはまたスピードダウンと

か、そういうふうな悪影響が出ないように、ぜ

ひひとつ、これはよろしくご対応をお願い申し

上げておきたいと思います。 

4、未来ある子ども達の健全育成について。 

 子どもたちが集団で登下校をしている姿を見

る時に、私は、頑張れというようなエールを送

りたい気持ちになるわけでございます。しかし、

半面、先生、あるいは生徒間同士がいじめもな

くうまくいっているんだろうか、部活も仲よく

できているんだろうか、あるいはまた、家庭内

では千葉県の小学4年生のあの女の子は親から

の暴力で死亡するという大変痛ましい事件が起

きたわけでございますが、親子のこういうとこ

ろもうまくいっているんだろうかというふうな

ことを、つい、余計なことかもしれませんけれ

ども、そのようなことを実は思う時がございま

す。 

①佐世保事件後の教育環境の現状について。 

 そこで思い出すのが、佐世保においては、平

成16年の6月に小学生同士、さらには、その10

年後の平成26年7月には高校生同士の殺傷事件

という考えられないような痛ましい殺人事件が

発生したのは、皆様方もまだ記憶に新しいと思

います。 

 あのような大変痛ましい事件が現実に起きた

わけでございますから、もう一度ここで過去を

見つめ直す、このことも大変重要なことではな

かろうかなと思います。 

 そこで、お尋ねいたしますけれども、県教育

委員会を中心に、あらゆる角度から検証をし、

命の大切さを第一義に、心のケア、他人への思

いやり、豊かな心を育む教育に取り組んでこら

れたことというふうに思います。 

 未来ある子どもたちの教育環境の現状につい

て、まずはお聞かせいただきたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長(池松誠二君） 県教育委員

会では、佐世保市内女子高校生の逮捕事案を受

け、児童生徒一人ひとりに対し、命を大切にす

る心を育むための取組を見直してきました。 

 現在、道徳教育におきましては、全ての教育

活動を通して、自分の生き方を見つめたり、他

者とよりよく生きていくための基盤を養ったり

しております。特に、「長崎っ子の心を見つめ

る教育週間」では、かけがえのない命を尊重す

る心情を育む取組や、地域外部人材を積極的に

活用した授業、地域のボランティア活動や将来

への志について語り合う機会等も設定しており

ます。 

 今後も、命の大切さを重要視しながら、学校、

家庭、地域が連携して、児童生徒の豊かな心の
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育成に努めてまいりたいと考えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君） わかりました。 

 このようなことから、教育の一環としてもあ

ります道徳教育は、大変重要な科目の一つだと

思いますけれども、充実した道徳教育は現在ど

うなのかなというのがちょっと気になるんです

が、お答えいただけますか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長(池松誠二君） 小学校にお

きましては、道徳が教科化、いわゆる教科に指

定をされまして、その中で、ただ道徳の教科書

を読むだけではなくて、やはり子どもたちが自

主的にどう生きるべきかというようなことを話

し合ったりすることによって道徳性を身につけ

ようというような教育に変わっております。 

 そういった意味では、先生方も、新しい道徳

について始まったばかりですので、いろんな悩

みがあるところなんですけれども、本県におき

ましては、この教科化の前から、道徳教育につ

いては、独自の副読本等を活用して教育の充実

に努めてきたところでありますので、教科化に

なったことをまた契機として、子どもたちとと

もに先生方も一層学んでいくというような、そ

ういう新しい道徳教育の形をつくりあげていき

たいと考えているところです。 

〇議長(溝口芙美雄君） 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君） わかりました。 

 ②「ココロねっこ」運動の定着率について。 

県民運動としての「ココロねっこ運動」、こ

れは県下全域の定着率をどのように評価されて

いるのかなと思うんですけれども、お聞かせい

ただきたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） こども政策局長。 

〇こども政策局長(園田俊輔君） 「ココロねっ

こ運動」につきましては、平成23年に実施いた

しました県民アンケート調査では、約8割が認

識しており、一定の周知は図られているところ

ですが、運動を定着させるためには、地域や家

庭における運動の実践者を増やしていくことが

何よりも重要であると考えております。 

 このため、県では、挨拶、声かけなどの具体

的な取組を「ココロねっこ１０」として掲げて、

行政、地域の青少年育成団体、教育機関、企業

等で構成する「長崎県青少年育成県民会議」や

市町民会議を推進母体として、運動の啓発活動

を担う指導員や推進員を各地域に配置し、運動

の趣旨に賛同し、実践していただく団体、企業

等の登録を推進してまいりました。 

 また、指導員が巡回説明を年間約200カ所で

開催するとともに、推進員が各小学校区などで

あいさつ運動を展開するなど、地域に根差した

活動を行っております。 

 現在、指導員は100名、推進員は490名を数え、

運動登録数は、平成22年度末から平成29年度末

までに1,912増加して5,509となるなど、運動実

践者の数は確実に増えており、定着が図られて

きているものと考えております。 

 今後とも、県民会議や市町民会議と一体と

なって、県民総ぐるみで運動の定着促進に努め

てまいります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君） ありがとうございまし

た。 

 私が思うのは、挨拶ができる子は、やっばり

明るい顔をしています。明るく挨拶ができる子

に悪いことはできない、そのように私は思うわ

けでございますけれども、まずは家庭内から親

子の朝の挨拶、それからまた、外においての挨

拶、徹底した挨拶運動をぜひひとつ展開してほ
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しいと、このことを強く要望しておきたいと思

います。 

 ③教職員の喫煙について。 

 今日現在、学校内での喫煙はどのような取り

決めになっているのか、現状をお聞かせいただ

きたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長(池松誠二君） 学校現場で

の喫煙の状況でございますけれども、平成29年

度、いわゆる学校敷地内において全面的に禁煙

措置を講じております公立学校等は、全国では

93.4％となっておりますが、本県におきまして

は、県立学校では100％、市町村立学校等では

44.9％で、計51.5％という状況になっておりま

す。 

〇議長(溝口芙美雄君） 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君） 校内での喫煙が禁止を

されている学校があるとすれば、やっぱり愛煙

家の皆さん方は、校門を一歩出てたばこを吸う

ということになると思うんですけれども、この

姿を生徒たちが見て、どのように思うのかなと

思います。 

 それこそ、マナー的にも、見た目にも非常に

悪い。やはり周囲に迷惑をかけないように、ま

た、本人たちのストレスの解消の一環としても、

校内の一角に正規の喫煙ルームを設置すること

ができないのかどうか、お尋ねしたいと思いま

す。 

〇議長(溝口芙美雄君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長(池松誠二君） このたび改

正されました健康増進法におきましては、改正

の趣旨の一つとして、受動喫煙による健康影響

が大きい子どもなどを特に配慮することとなっ

ておりまして、学校におきましては、屋内は禁

煙、屋外についても原則禁煙とされております。 

 ただし、屋外で受動喫煙を防止するために必

要な措置がとられた場所に喫煙場所を設置する

ことができることとなっております。 

 本県の県立学校におきましては、先ほど申し

上げたとおり、平成17年度から全ての学校で敷

地内を全面禁煙としており、児童生徒に対する

受動喫煙防止の必要性及び現在の取組が定着し

ていることから、今後も継続を考えております。 

 なお、小中学校の敷地内禁煙につきましては、

市町教育委員会、または校長の判断に委ねられ

ておりますので、改正法の内容などを市町教育

委員会に対し説明し、今後の対応を示していた

だくよう、現在、お願いをしているところであ

ります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君） 今、教職員の愛煙家の

皆さん方は、校内喫煙禁止ということになれば、

逆に私はストレスがたまるんじゃないかなと、

そのことによって子どもたちに悪影響が出ない

かなというようなことを半面心配をするわけで

ありますけれども、教育委員会教育長、これは

私の考えすぎでしょうか。どうでしょうか。 

〇議長(溝口芙美雄君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長(池松誠二君） 本県の教職

員、これは県立学校の健康診断の受診の時の

データですが、喫煙者の割合というのは15％程

度でございます。多いという判断なのかどうか

ですが、これは厚生労働省の国民健康栄養調査、

平成29年度の分ですが、これでは17.7％となっ

ておりますので、ほぼ平均並みという感じだと

思います。 

 おっしゃるとおり、先生方、日常の学校の中

で子どもたちの指導とか、いろんな対応の中で

ストレスがたまることもあろうかと思いますが、

やはり子どもたちの健康ということを第一義的
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に考えることについては、教員の使命として先

生方も自覚をされておると思います。また、た

ばこを吸うなりしてストレスを解消していただ

いているでしょうし、やはり先生方が元気に教

育活動をやっていただくことが子どもにとって

もプラスになると思いますので、その辺は学校

の中でいろんな対応を考えていただければと考

えております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君） わかりました。ありが

とうございました。 

5、県民所得向上対策について。 

 本県の雇用、所得環境を見た時に、昨年の9

月現在の有効求人倍率1.27倍ですね。5カ月連

続で1.2倍台を推移いたしているところでござ

います。しかし、一人当たりの県民所得は依然

として低迷をしている。今後、いかに県民所得

向上につなげていくか、これも本県の大きな課

題の一つではないかなと思います。 

①基幹産業（4部局）の県民所得増加に向け

た対策について。 

 各分野総合的に推進をしていくというような

ことでございますけれども、特に、本県の基幹

産業であります製造業、農業、水産業、サービ

ス業、観光業、この5つの分野が実は基幹産業

というようなことになっているわけでございま

すけれども、この5分野ごとに県民所得の増加

額を目標として設定されていると思います。 

 具体的にどのような対策を講じて成果を上げ

ていくのか。また、雇用の安定、県民所得の向

上につなげていこうとお考えなのか、時間がご

ざいませんけれども、各部局、お聞かせいただ

きたいと思います。 

〇議長(溝口芙美雄君） 産業労働部長。 

〇産業労働部長(平田修三君） 県民所得向上対

策につきましては、効果が見込まれる事業など

を主な事業として整理して各分野で取り組んで

おります。 

 平成31年度の主な事業について、製造業等の

分野では14事業、事業費は約28億4,000万円、

並びにサービス産業の分野で10事業、事業費は

約3億円となっております。 

 平成28年度から5年間の県民所得の増加目標

を、製造業等では319億円、サービス産業で140

億円としておりますので、単年度では製造業等

で概ね64億円、サービス産業では概ね28億円を

目標としております。 

 産業労働部におきましては、造船・プラント

や半導体に加えまして、造船関連産業で培われ

ました技術や人材を活かし、今後、成長が見込

まれます海洋、ロボット、ＩｏＴ、航空機関連

において、企業間連携を伴う事業拡大や生産性

向上による付加価値向上、サプライチェーンの

充実・強化などに取り組んでまいります。 

 また、サービス産業についても、成長が見込

まれるヘルスケア及び観光関連分野における新

サービスの創出や付加価値向上に向け、複数の

事業者が連携して実施する取組について、計画

策定から事業化までの伴奏型支援を行ってまい

ります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 農林部長。 

〇農林部長(中村 功君） 農林分野においては、

主な事業として整理したものが18事業、事業費

約17億円としております。 

 県民所得向上対策における平成31年度の目標

額は、平成28年度から5年間の増加目標を53億

円としておりますので、単年度で概ね11億円を

目標としております。 

 農林部としては、平成37年の畜産産出額600

億円の達成を目指した牛舎整備や肥育素牛、高
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能力繁殖雌牛の導入による増頭対策、ＩＣＴを

活用した分娩間隔の短縮や長崎型新肥育技術の

普及によるコスト縮減対策に加え、長崎和牛生

産者登録制度の創設とＰＲの強化による販売対

策を図るほか、スマート農業の導入拡大や青果

物、畜産物に加え、新たに花や茶の輸出拡大な

どに取り組むことで、担い手の経営規模の拡大

と生産性、単価の向上を推進していくこととい

たしております。 

〇議長(溝口芙美雄君） 水産部長。 

〇水産部長(坂本清一君） 水産分野において、

主な事業として12事業、事業費は約4億8,000万

円であります。 

 水産分野における県民所得の増加目標を平成

28年度から5カ年間で25億円としておりますの

で、単年度で概ね5億円を目標としているとこ

ろであります。 

 水産部といたしましては、経営指導、支援体

制の強化と支援対象の重点化による漁業所得の

向上や、優良経営体の育成、養殖業の成長産業

化と水産物の輸出拡大、新規就業者の確保・育

成などの事業に特に力を入れて推進してまいり

たいと考えています。 

〇議長(溝口芙美雄君） 文化観光国際部長。 

〇文化観光国際部長(中﨑謙司君） 最後に、観

光業分野について、お答えいたします。 

 平成31年度の主な事業として整理したものは

18事業、事業費で約5億5,000万円となっており

ます。 

 また、平成28年度から5年間の増加目標を491

億円としておりますので、単年度では概ね98億

円となります。 

 この目標の達成に向けまして、新たに宿泊事

業者が関連産業と連携して付加価値向上を目指

す取組をソフト・ハード両面から支援すること

で、観光産業の活性化を図るとともに、「長崎

と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」の登録

効果を持続的なものとしていくためのガイドの

育成や周遊対策に引き続き力を注ぐなど、観光

業分野における県民所得のさらなる向上に努め

てまいります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君） それぞれお答えをいた

だきました。我が長崎県の基幹産業のこの5分

野は、特に、力を入れてリーダーシップを図っ

ていただきたいと思うところでございます。 

 その中でも、特に、私が気になるのが製造業

関係についてでございます。造船がいろいろと

浮き沈みもあるわけでございますけれども、造

船が厳しくなれば、海洋の問題、エネルギーの

方に力をもっていこう、あるいはまた、ロボッ

ト、ＩｏＴの方に力をもっていこう、あるいは

また航空機の力をもっていこうというようなこ

とであるわけでございます。 

 こういうことで雇用数を見ても、若干少ない

なということを私はいつも思います。今年

3,800名、5年後で6,023名、10年過ぎて1万四百

七十何名というようなことで、雇用の予定が提

示されているわけでございます。しかし、造船

業みたいな多くの雇用はなかなか望めないので

はないかなというふうな気がいたしてなりませ

ん。 

 私が一点だけ思うのは、造船業界というのは、

受注の関係、為替の動向等々もございますけれ

ども、同時にまた好不況の波が高い業種という

造船業の一つのあれがあります。しかし、我が

長崎県は、三菱重工、佐世保重工、大島造船、

そして、多くの中級あるいは小さい企業の造船

所があるわけで、いわゆる長崎県は造船県であ

るというふうに私は思っているところでござい
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ます。 

 造船所というのは、本体だけでは船はできな

い。そこにはやっぱり港内で働く関連企業の皆

さん方、そして、造船所の近隣には加工会社の

皆さん方、そして、そこにはいろんなものを納

入する納入業者の皆さん方が、多くの皆さん方

がいてはじめて船ができるわけですね。（発言

する者あり）つまり、多くの雇用を生むという

ことなのであります。同時に、このことが、造

船が活況になれば地域の活性化、これは全然違

う。これにつながるのが造船業ではないかなと

思っているわけでございますけれども、この造

船県をひとつ活かせる対応策をぜひお願いして

おきたいと思っているところでございます。 

 この件について、これは私の要望でございま

す。造船業に対する支援を何とかしてくれとい

うふうな要望でございますけれども、何かコメ

ントがあればお願いします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 産業労働部長。 

〇産業労働部長(平田修三君） 議員ご指摘のと

おり、造船業は本県の極めて重要な基幹産業で

ございます。 

 ただ、現在、国際的な船価の低迷など、受注

環境は極めて厳しい状況にあるという中で、生

産性の向上でありますとか、再編、統合であり

ますとか、事業内容の見直し等々、企業も生き

残りに必死になっておられます。 

 その中で、船種の選別でありますとか、ある

いは連続建造体制づくりでありますとか、懸命

な努力をされておりますので、私ども県といた

しましても、その経営環境の整備につきまして

は、市町とともにできる限りの支援に取り組ん

でまいりたいと考えております。 

 併せまして、とりわけ重要なのは、先ほど議

員もおっしゃられましたように、地元の中小・

小規模企業者によりますサプライチェーンでご

ざいまして、このサプライチェーンを維持・強

化していくことが、今後の基幹産業として生き

残っていくためにも大変重要だと思っておりま

す。この方々の技術開発でありますとか、販路

拡大等に向けた支援を行うことで、サプライ

チェーンの強化をするということでもって造船

産業関係の強化も図ってまいりたいと考えてお

ります。 

〇議長(溝口芙美雄君） 久野議員―20番。 

〇２０番(久野 哲君） ありがとうございまし

た。我が長崎県は、造船県ということも頭に置

きながら、ぜひひとついろんなご支援、ご指導

をお願い申し上げておきたいと思います。 

 もう時間もございませんので、最後に一言だ

け言わせていただきたいと思います。 

 我が長崎県は、先ほどから申し上げますよう

に、人口減少になかなか歯止めがかからない状

況にございます。しかし、平成27年には「明治

日本の産業革命遺産」、そして、昨年6月には

「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」

が世界遺産登録をしたわけでございまして、ま

さに観光立県になったのかなというふうに私は

思います。 

 これから大いに期待できる本県でございます

が、ただ、私が一番心配しておるのは、今日の

異常気象でございます。災害によって人的被害

のない県土の強靱な災害対策に対応できるよう、

豊かな長崎県の郷土づくりに邁進されますよう

に心からお願いを申し上げまして、私の最後の

質問とさせていただきます。 

ありがとうございました。（拍手） 

〇議長(溝口芙美雄君） 以上で、県政一般に対

する質問を終了いたします。 

 先に上程いたしました第1号議案乃至第71号
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議案につきましては、お手元の議案付託表のと

おり、それぞれの委員会に付託いたします。 

 次に、第1号請願「国に対し『2019年10月か

らの消費税率10％への引き上げ中止を求める意

見書』の提出を求める請願書」外1件が提出さ

れておりますので、これを一括して上程いたし

ます。 

 ただいま上程いたしました請願につきまして

は、お手元の請願付託表のとおり、総務委員会

及び文教厚生委員会に付託いたします。 

 次に、各委員会は、お手元の日程表のとおり、

それぞれ開催されますようお願いいたします。 

 以上で、本日の会議を終了いたします。 

 明日より3月14日までは、委員会開催等のた

め、本会議は休会、3月15日は、定刻より本会

議を開きます。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

 お疲れさまでした。 

― 午後 ３時４９分 散会 ― 
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平成３１年３月１５日（金曜日） 

出 席 議 員（４５名） 
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１８番 深 堀   浩 君

１９番 山 田 朋 子 君

２０番 久 野   哲 君

２１番 山 本 啓 介 君

２２番 前 田 哲 也 君

２３番 外 間 雅 広 君

２４番 下 条ふみまさ 君

２５番 大久保 潔 重 君

２６番 中 島 浩 介 君
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３３番 吉 村 庄 二 君

３４番 瀬 川 光 之 君

３５番 坂 本 智 徳 君

３６番 橋 村 松太郎 君

３７番 徳 永 達 也 君

３８番 中 島 ● 義 君

３９番 中 山   功 君

４０番 野 本 三 雄 君

４１番 小 林 克 敏 君

４２番 田 中 愛 国 君

４３番 三 好 德 明 君

４４番 八 江 利 春 君

４５番 宮 内 雪 夫 君

４６番 溝 口 芙美雄 君

説明のため出席した者 

知 事 中 村 法 道 君

副 知 事 上 田 裕 司 君

副 知 事 平 田   研 君

統 轄 監 濱 田 厚 史 君

総 務 部 長 古 川 敬 三 君

県 民 生 活 部 長 木 村 伸次郎 君

環 境 部 長 宮 﨑 浩 善 君

福 祉 保 健 部 長 沢 水 清 明 君

企 画 振 興 部 長 柿 本 敏 晶 君

文化観光国際部長 中 﨑 謙 司 君

土 木 部 長 岩 見 洋 一 君

農 林 部 長 中 村   功 君

水 産 部 長 坂 本 清 一 君

産 業 労 働 部 長 平 田 修 三 君

危 機 管 理 監 豊 永 孝 文 君

福 祉 保 健 部

こども政策局長
園 田 俊 輔 君

会 計 管 理 者 野 嶋 克 哉 君

交 通 局 長 太 田 彰 幸 君

企画振興部政策監 廣 田 義 美 君
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文化観光国際部政策監 田 代 秀 則 君

産業労働部政策監 下 田 芳 之 君

教 育 委 員 会 

教 育 長 
池 松 誠 二 君

選挙管理委員会委員長 永 淵 勝 幸 君

代 表 監 査 委 員 濵 本 磨毅穂 君

人事委員会委員長 水 上 正 博 君

公安委員会委員 片 岡 瑠美子 君

警 察 本 部 長 國 枝 治 男 君

監 査 事 務 局 長 辻   亮 二 君

人事委員会事務局長 

(労働委員会事務局長併任) 
寺 田 勝 嘉 君

教 育 次 長 本 田 道 明 君

財 政 課 長 古 謝 玄 太 君

秘 書 課 長 伊 達 良 弘 君

警察本部総務課長 杉 町   孝 君

選挙管理委員会書記長 井 手 美都子 君

議会事務局職員出席者 

局 長 木 下   忠 君

総 務 課 長 高 見   浩 君

議 事 課 長 篠 原 みゆき 君

政 務 調 査 課 長 太 田 勝 也 君

議 事 課 長 補 佐 増 田 武 志 君

議 事 課 係 長 梶 谷   利 君

議事課主任主事 天 雨 千代子 君

― 午前１０時 ０分 開議 ― 

〇議長(溝口芙美雄君） 皆さん、おはようござ

います。 

ただいまから、本日の会議を開きます。 

この際、知事並びに警察本部長より、新任の

幹部職員の紹介をいたしたい旨、申し出があっ

ておりますので、これを受けることにいたしま

す―知事。 

〇知事(中村法道君） 本日付で発令いたしまし

た幹部職員をご紹介いたします。 

 危機管理監 荒木 秀君でございます。（拍手） 

どうぞよろしくお願いいたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 警察本部長。 

〇警察本部長(國枝治男君） 本日付で発令があ

りました警察本部の幹部職員をご紹介いたしま

す。 

 刑事部長 羽田敏雄君。（拍手）警備部長 豊

永孝文君。（拍手）首席監察官 福山康博君。

（拍手） 

 以上でございます。 

どうぞよろしくお願いいたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） これより、さきに各委

員会に付託して審査をお願いいたしておりまし

た案件について、審議することにいたします。 

まず、総務委員長の報告を求めます。 

 大場委員長―11番。 

〇総務委員長(大場博文君）（拍手）〔登壇〕 お

はようございます。 

総務委員会の審査の結果並びに経過の概要に

ついて、ご報告いたします。 

 本委員会に付託されました議案は、第17号議

案「長崎県手数料条例の一部を改正する条例」

のうち関係部分ほか7件及び請願1件であります。 

 慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、いずれも異議なく、原案のとおり可決

すべきものと決定されました。 

 また、第1号請願「国に対し『2019年10月か

らの消費税率10％への引き上げ中止を求める意

見書』の提出を求める請願書」につきましては、

起立採決の結果、不採択とすべきものと決定さ

れました。 

 以下、本委員会で論議がありました主な事項

について、ご報告いたします。 

 まず、第20号議案「警察本部の組織に関する
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条例の一部を改正する条例」に関し、今回、地

域警察及び生活安全警察の機能強化という目的

で「地域部」を新設することとしているが、具

体的な設置理由はどのようなものか。また、人

員体制はどのように考えているのかとの質問に

対し、昨年、他県において交番襲撃事件が相次

いで発生し、交番等の機能強化を図る必要があ

ることから、従来の生活安全部から地域警察部

門を分離し、企画立案機能、指揮・指導体制等

を強化するため、「地域警察に関すること」等

を所掌事務とする「地域部」を新設した。 

 なお、人員体制については、地域課・通信指

令課・自動車警ら隊の3所属で150人規模を考え

ているとの答弁がありました。 

 次に、第18号議案「職員の勤務時間、休暇等

に関する条例の一部を改正する条例」に関し、

この条例改正は、職員の時間外勤務の上限を設

定するためのものとあるが、原則以外で他律的

業務の比重の高い部署に勤務する職員又は臨時

的な特別の事情のある業務に従事する職員とあ

るが、具体的にはどこを想定しているのかとの

質問に対し、他律的業務等については、本県の

場合、議会本会議、委員会対応業務、秘書業務、

住民事業対応、外部関係者との折衝・交渉、予

算決算、人事関係業務等を想定しているとの答

弁がありました。 

 次に、議案外の所管事項で論議がありました

主なものについて、ご報告いたします。 

 文化観光国際部の所管事項について、宿泊税

に関し、本県における宿泊税導入の検討状況は

どのようになっているのかとの質問に対し、宿

泊税については、現在、長崎市と佐世保市にお

いて検討が進んでいるが、県内の宿泊者数は市

町によって偏りが大きいため、現時点では県税

として導入することは考えていないとの答弁が

ありました。 

 これに対し、観光は裾野が広い産業であり、

一つの市町の宿泊者が周辺市町とも関連するた

め、県で一律に徴収する手法も考えられるので

はないのかとの質問に対し、宿泊税については、

徴収する宿泊事業者や実際に支払う観光客の反

応等も踏まえたうえで、市町とも議論してまい

りたいとの答弁がありました。 

 次に、企画振興部関係の所管事項について、

九州新幹線西九州ルートの事業費増額に関し、

武雄温泉～長崎間の事業費増額について、県の

実質的な負担はどの程度になると見込んでいる

のか。また、県は、今後どのように対応する考

えであるのかとの質問に対し、県の実質的負担

については、地方負担の軽減措置として、貸付

料が充当されることから、これまでの実績をも

とに仮定すると141億円となる。 

 県としては、新鳥栖～武雄温泉間の整備方針

が定まらない中、負担を求められることは本意

ではないが、一方で、武雄温泉～長崎間の工事

の進捗に影響がないよう対応する必要があると

の答弁がありました。 

 これに対し、地方負担の軽減措置については、

一定、評価はするものの、県の負担は決して少

なくない。 

 事業費増額について、国へ回答するに当たっ

ては、新鳥栖～武雄温泉間の整備のあり方を早

急に示すよう、意見を付したうえで、2022年度

までの新幹線開業に影響が生じることがないよ

う対応すべきであるとの意見がありました。 

 次に、国境離島地域における若年層の動向に

関し、「有人国境離島法」が施行され2年が経過

したが、国境離島地域への移住者の状況におい

て、若年層の動向はどのようになっているのか

との質問に対し、国境離島地域5市町の平成30
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年4月から12月の移住者は345名であり、昨年度

の1.7倍のペースで増加している。うち20～30

歳代の移住者が188名と全体の半数を占めてい

るとの答弁がありました。 

 これに対し、国境離島新法が施行されて2年

間でこれだけの成果が出ている。今後も官民挙

げて、もっと若者が移住しやすくなるように積

極的に取り組んでもらいたいとの意見がありま

した。 

 以上のほか、一、観光の振興について、一、

ＪＲ佐世保線の輸送改善について、一、県庁舎

の跡地活用について、一、救急自動車の緊急走

行時におけるＥＴＣレーンの利用についてなど、

総務行政全般にわたり活発な論議が交わされま

したが、その詳細については、この際、省略さ

せていただきます。 

 以上で、総務委員会の報告といたします。 

 議員各位のご賛同をいただきますよう、よろ

しくお願いいたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） この際、念のため申し

上げます。 

 本委員会と文教厚生委員会及び環境生活委員

会に分割して付託いたしておりました第17号議

案「長崎県手数料条例の一部を改正する条例」

につきましては、環境生活委員長の報告終了後

に、本委員会と文教厚生委員会に分割して付託

いたしておりました第18号議案「職員の勤務時

間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例」

につきましては、文教厚生委員長の報告終了後

に、一括して審議することにいたします。 

お諮りいたします。 

各案件は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することにご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

〇議長(溝口芙美雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、直ちに採決いたします。 

まず、第19号議案「長崎県行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人

情報の提供に関する条例の一部を改正する条例」

について、採決いたします。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第19号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、第21号議案「武道館条例の一部を改正

する条例」について、採決いたします。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第21号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、第1号請願「国に対し『2019年10月か

らの消費税率10％への引き上げ中止を求める意

見書』の提出を求める請願書」について、採決

いたします。 

本請願は、委員長報告のとおり不採択とする

ことに賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第1号請願は、不採択とすることに

決定されました。 

 次に、その他の議案について、一括して採決

いたします。 

各議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
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〇議長(溝口芙美雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、議案は、それぞれ原案のとおり可決

されました。 

 次に、文教厚生委員長の報告を求めます。 

 近藤委員長―7番。 

〇文教厚生委員長(近藤智昭君）（拍手）〔登

壇〕 おはようございます。 

文教厚生委員会の審査の結果並びに経過の概

要について、ご報告いたします。 

 本委員会に付託されました案件は、第17号議

案「長崎県手数料条例の一部を改正する条例」

のうち関係部分のほか14件及び請願1件であり

ます。 

 慎重に審査いたしました結果、第17号議案の

うち関係部分、第22号議案、第27号議案、第30

号議案及び第31号議案につきましては、起立採

決の結果、原案のとおり可決すべきものと決定

されました。 

その他の議案につきましては、いずれも異議

なく、原案のとおり可決すべきものと決定され

ました。 

 また、第2号請願「放課後児童クラブの質の

確保を求める意見書提出に関する請願書」につ

きましては、異議なく、原案のとおり採択すべ

きものと決定されました。 

 なお、第2号請願の採択に伴い、本委員会と

して、別途、「放課後児童クラブの質の確保を

求める意見書」提出方の動議を提出しておりま

すので、よろしくお願いいたします。 

 以下、本委員会で論議のありました主な事項

について、ご報告申し上げます。 

 まず、第33号議案の「長崎県立長崎図書館の

講堂の使用に関する条例を廃止する条例」につ

いて、解体される講堂は、これまで県民に利用

されてきたが、新たに整備される郷土資料セン

ターでは研修室等が設置されるのかとの質問に

対し、平成33年度までに整備予定の郷土資料セ

ンターは、郷土資料の収集・提供の拠点として

主催講座等を開催するなど、情報を発信してい

く必要があるため、一定の集会・研修スペース

を整備したいと考えているとの答弁がありまし

た。 

 次に、各部局の議案外の所管事項で論議のあ

りました主な事項について、ご報告申し上げま

す。 

まず、総務部関係について、私立高校に通う

男子生徒の自死事案について、新聞報道による

と、第三者委員会の報告書では、いじめが認定

されたにもかかわらず、学校側が受け入れてい

ないとのことである。このことについて、県と

して、どのような対応を行っているのかとの質

問に対し、私立学校に対して指導監督を行う立

場にある所轄庁として、いじめ防止対策推進法

やいじめの重大事態の調査に関するガイドライ

ンに基づき、適切な対応を行うよう指導してき

たところである。第三者委員会の報告書に対し、

対応が示されない状態が長く続くことは適切で

はなく、対応について早急に検討し、遺族に説

明のうえ、県に報告書を提出するよう、引き続

き指導、助言を行いたいとの答弁がありました。 

 次に、教育委員会関係について、「第四次長

崎県子ども読書活動推進計画の策定」に関し、

民間ボランティアが年々増加しているにもかか

わらず、ボランティア向けの講演会や研修会が

あまり活発に実施されていない状況をどのよう

に考えるかとの質問に対し、ボランティア団体

の規模が小さく、自主的に研修会を開催するま

でに至っていないことが、要因の一つであると

考えている。このため、県教育委員会主催の研

修会を今後5年間で全市町において実施できる
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よう考えており、来年度から予算化を図ったと

ころであるとの答弁がありました。 

 次に、福祉保健部関係について、福祉事務所

に配置されるケースワーカーについて、長崎市

では配置人員数が国の標準数を下回っているが、

県は市に対して、どのような指導を行っている

のかとの質問に対し、県は、毎年度、各市の福

祉事務所の監査を実施しており、これまでの監

査を通じて、長崎市に対して、不足するケース

ワーカーの配置について指導を行ってきたとこ

ろであるとの答弁がありました。 

 これに対し、一人のケースワーカーが担当す

る保護世帯数が増加し、支援業務が手薄になる

ことが考えられる。今後も市に対し、しっかり

指導を行っていただきたいとの答弁がありまし

た。 

 次に、こども政策局関係について、婚活支援

に関し、来年度から新たに実施する企業間交流

事業について、目標等は設定されているのか。

また、具体的にどのような交流を想定されてい

るのかとの質問に対し、登録グループ数につい

て、男女各150組を合計した300組を目標に設定

している。各市町とも連携し、食事会以外にも、

魅力あるスポットの散策や農業収穫体験等、地

域資源の活用も図りながら、多くの方に交流し

ていただけるよう工夫して取り組んでいきたい

との答弁がありました。 

以上のほか、一、長崎県立大学の県内就職促

進について、一、教職員住宅における県の方針

について、一、部活動指導員について、一、健

康長寿日本一の長崎県づくりについて、一、乳

幼児医療費についてなど、教育及び福祉保健行

政全般にわたり熱心な論議が交わされましたが、

その詳細については、この際、省略させていた

だきます。 

 以上で、文教厚生委員会の報告といたします。 

 議員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） この際、念のため申し

上げます。 

 本委員会と農水経済委員会に分割して付託い

たしておりました第25号議案「長崎県の事務処

理の特例に関する条例の一部を改正する条例」

につきましては、農水経済委員長の報告終了後

に、一括して審議することにいたします。 

 お諮りいたします。 

本委員会と総務委員会に分割して付託いたし

ておりました第18号議案を含め、各案件は、質

疑・討論を省略し、直ちに採決することにご異

議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

〇議長(溝口芙美雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、直ちに採決いたします。 

まず、第22号議案「長崎県こども・女性・障

害者支援センター設置条例の一部を改正する条

例」について、採決いたします。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第22号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、第27号議案「長崎県立児童福祉施設条

例の一部を改正する条例」について、採決いた

します。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第27号議案は、原案のとおり可決さ
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れました。 

次に、第30号議案「県立高等学校等条例の一

部を改正する条例」について、採決いたします。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第30号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、第31号議案「市町村立学校県費負担教

職員定数条例及び県立学校職員定数条例の一部

を改正する条例」について、採決いたします。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第31号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、その他の案件について、一括して採決

いたします。 

各案件は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

〇議長(溝口芙美雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、議案は、それぞれ原案のとおり可決

され、請願は採択されました。 

次に、環境生活委員長の報告を求めます。 

里脇委員長―6番。 

〇環境生活委員長(里脇清隆君）（拍手）〔登

壇〕 環境生活委員会の審査の結果並びに経過

の概要について、ご報告いたします。 

 本委員会で審査いたしました案件は、第17号

議案「長崎県手数料条例の一部を改正する条例」

のうち関係部分ほか8件であります。 

 各議案を慎重に審査いたしました結果、いず

れも異議なく、原案のとおり可決すべきものと

決定されました。 

 以下、本委員会で論議がありました主な事項

について、ご報告いたします。 

 まず、第36号議案「雲仙公園使用条例の一部

を改正する条例」に関し、雲仙公園内の県有地

の源泉及び土地使用の現状はどのようになって

いるかとの質問に対し、源泉として使用してい

るところは9件、土地については、ホテル・旅

館、電柱、駐車場などの使用を許可している。 

 今回の条例改正は、消費税率の改定に伴うも

のであるが、土地使用料において改定の対象と

なるのは、このうち一般財団法人自然公園財団

が駐車場として使用しているところのみとなっ

ているとの答弁がありました。 

 次に、議案外の所管事務一般で論議がありま

した主な事項について、ご報告いたします。 

 まず、土木部の所管事項について、2月9日に、

石井国土交通大臣が松が枝国際埠頭を視察され

た一連の状況を県はどのように受け止めている

かとの質問に対し、2バース化への地元の熱意

を感じ、新規事業化について検討したいとの発

言をいただき、良かったと思っている。 

 ただし、来年度の予算については、国で検討

中であるため、最終的な新規事業化については、

現時点では決定されていない状況である。 

 県としては、2バース化の早期事業化に向け

て、気を抜くことなく引き続き国へ要望してい

きたいと考えているとの答弁がありました。 

 これに関連し、松が枝国際埠頭背後地のまち

づくりの検討状況についてはいかがか。また、

路面電車の松が枝への延伸計画について、実現

に向けた課題をどのように考えているかとの質

問に対し、まちづくりについては、県市の関係

部局による検討会議や作業部会において議論を
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重ね、当地区の開発コンセプトと導入機能を整

理したうえで、地権者、地元自治会、長崎の経

済界等に説明し、意見聴取をしているところで

あり、今後これらの意見を反映しながら、構想

の取りまとめを行うこととしている。 

 また、路面電車の延伸計画については、運行

事業者の長崎電気軌道と数回にわたり意見交換

を行っており、課題としては、安定した需要の

確保や、施設整備及び維持管理の費用負担、既

存路線の運行との調整などが考えられるが、こ

れらを一つひとつ考察しながら事業者と協議を

重ね、実現の可能性を探っていきたいとの答弁

がありました。 

次に、環境部の所管事項について、長崎県環

境教育等行動計画の策定に関し、地球温暖化対

策推進事業費の概要に記載のある「スマート

ムーブ」についても計画に盛り込むべきではな

いかとの質問に対し、スマートムーブとは、最

近、環境省などで使われている言葉であるが、

内容的には、従前から行っているノ―マイカー

運動やエコドライブも含め、エコカーを購入し

たり、公共交通機関を使うなど、エコに配慮し

た移動手段を選ぶ行動のことである。 

来年度から、ながさき環境県民会議を中心に

取り組むこととしており、環境教育等行動計画

にも記述を追加したいとの答弁がありました。 

次に、県民生活部の所管事項について、「長

崎県犯罪被害者等支援条例」に関し、条例制定

により、どのような効果が考えられるかとの質

問に対し、被害者に対する二次被害がどういう

ものであるかを明確にするとともに、県民に対

する周知や、行政職員に対する研修等を繰り返

すことにより、被害者の置かれている現状の理

解や二次被害に対する配慮が大きく変わってい

くものと考えている。 

また、被害者にとって、雇用の安定も課題で

あり、素案に「事業者の責務」を設けているが、

これは、犯罪被害者等基本法にはない規定であ

り、事業主及び事業所において、犯罪被害者等

である従業員に対する二次被害への配慮、通院

や刑事手続等における休暇取得への配慮、人と

接する仕事から事務処理勤務への配置換えをす

るなど、勤務環境の改善などが期待できると考

えているとの答弁がありました。 

これに関連して、条例制定に向けて、今後、

その周知と実効性のある運用が必要になるが、

市町への条例制定の徹底と、事業者及び県民へ

の周知徹底のための具体的な取組について、ど

のように考えているかとの質問に対して、条例

制定に向けた市町の動向については、壱岐市が、

本年3月、市議会に条例案を上程しており、そ

のほか長崎市、島原市、南島原市、対馬市の4

市では、市議会で条例制定に関する一般質問が

あっている。 

今後も、市町と連携して協議会を定期的に開

催したり、県や市町の窓口職員への研修会など

を通して、二次被害防止やワンストップ窓口に

ついての理解を深めていくことにより、被害者

支援の充実に向けた支援の輪が広がっていくも

のと考えている。 

また、県民や事業者への周知については、条

例制定後に各種イベントや講演会等を開催し、

事業者に対しては、事業者団体等を通じて被害

者支援に対する理解をいただきたいと考えてい

るとの答弁がありました。 

また、別途、本委員会から、「食品ロス削減

に向けてのさらなる取り組みについて」の意見

書提出方の動議を提出しておりますので、併せ

てよろしくお願いいたします。 

 以上のほか、一、海砂採取限度量について、
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一、環境と経済の好循環の基本的考え方につい

て、一、動物の殺処分数の削減について、一、

安全・安心日本一の県づくりについて、一、平

成30年度交通事業会計の収支見込みについて、

一、貸切事業についてなど、環境生活行政全般

にわたり活発な論議が交わされましたが、その

詳細については、この際、省略させていただき

ます。 

 以上で、環境生活委員会の報告といたします。 

 議員各位のご賛同をいただきますよう、よろ

しくお願いいたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） お諮りいたします。 

本委員会と総務委員会及び文教厚生委員会に

分割して付託いたしておりました第17号議案を

含め、各議案は、質疑・討論を省略し、直ちに

採決することにご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

〇議長(溝口芙美雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、直ちに採決いたします。 

 まず、第17号議案「長崎県手数料条例の一部

を改正する条例」について、採決いたします。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第17号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、第35号議案「長崎県環境保健研究セン

ター条例の一部を改正する条例」について、採

決いたします。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第35号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、第36号議案「雲仙公園使用条例の一部

を改正する条例」について、採決いたします。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第36号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、第37号議案「長崎県立都市公園条例の

一部を改正する条例」について、採決いたしま

す。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第37号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、第38号議案「長崎県営港湾ターミナル

ビル条例等の一部を改正する条例」について、

採決いたします。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第38号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、第39号議案「長崎県流水占用料等徴収

条例の一部を改正する条例」について、採決い

たします。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第39号議案は、原案のとおり可決さ
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れました。 

次に、第40号議案「長崎県建築関係手数料条

例の一部を改正する条例」について、採決いた

します。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第40号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、その他の議案について、一括して採決

いたします。 

各議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

〇議長(溝口芙美雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、議案は、それぞれ原案のとおり可決

されました。 

次に、農水経済委員長の報告を求めます。 

 山口委員長―12番。 

〇農水経済委員長(山口経正君）（拍手）〔登

壇〕 農水経済委員会の審査の結果並びに経過

の概要について、ご報告いたします。 

 本委員会に付託されました案件は、第25号議

案「長崎県の事務処理の特例に関する条例の一

部を改正する条例」のうち関係部分のほか11件

であります。 

 慎重に審査いたしました結果、議案について

は、異議なく、原案のとおり可決すべきものと

決定されました。 

 以下、本委員会で論議がありました主な事項

について、ご報告申し上げます。 

 まず、第43号議案「長崎県技能会館条例の一

部を改正する条例」に関し、廃止される佐世保

技能会館に、現在、入居団体はいるのか。また、

廃止する理由はどのようなことかとの質問に対

し、入居団体に関しては、廃止に向け説明を行

い、既に別の場所に移転済みである。 

 廃止理由は、技能関係者の利用率の低迷、施

設の老朽化等が進み、維持管理費に多額の経費

が見込まれることなどが挙げられるとの答弁が

ありました。 

 次に、第55号議案「直轄特定漁港漁場整備事

業に対する県の負担について」に関し、負担金

の基準について、漁港漁場整備法では、事業に

要する経費の25％であるが、「後進地域の開発

に関する公共事業に係る国の負担割合の特例に

関する法律」の適用により、本県の平成31年度

事業の基準は13％に軽減されるとのことだが、

どのような事業が対象となるのかとの質問に対

し、漁場整備については、国直轄事業が、漁港

整備については、県営事業が対象となるとの答

弁がありました。 

 次に、議案外の所管事務一般で論議がありま

した主な事項について、ご報告いたします。 

 まず、産業労働部関係について、海洋エネル

ギー関連産業の創出に関し、海洋エネルギーを

含む、再生可能エネルギーに対する取組はどの

ようになっているのかとの質問に対し、長崎県

再生可能エネルギー導入促進ビジョンを策定し、

2030年度に再生可能エネルギーの出力を1,360

メガワットにする目標を立て、取り組んでいる。 

 県では、来年度、地元とも協議をしながら、

洋上風力発電の導入を促進するエリアと環境を

保全するエリアを、あらかじめ明確に設定する

ゾーニング事業を実施し、県下海域において海

洋エネルギー導入が図られるように進めていき

たいとの答弁がありました。 

 また、これに関連して、造船業における横の

連携や新産業の創出等、県は、産業労働部のみ
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ならず部局横断的に、民間も含めた協議の場を

構築することに取り組むべきと考えるが、どう

かとの質問に対し、様々な分野が連携すること

で、新たな可能性を生み出すことが大変重要と

考えるので、十分に留意をしながら対応してい

きたいとの答弁がありました。 

 次に、水産部関係について、外国人材受け入

れに関する水産部の取組状況はどのようになっ

ているのか。また、水産業界の人手不足につい

ては、全体を把握しているかとの質問に対し、

昨年12月以降、水産庁に職員を派遣し情報収集

に努めるほか、本年2月には、水産業界と関係

市による連絡会議を設置し、国に先駆けて、制

度の説明や特定技能の活用についての意見交換

会を実施している。 

 また、県内の主な129経営体に聞き取りを

行った結果、8割が人手不足で、そのうち6割の

経営体が外国人材の受け入れも検討したいとの

ことだった。 

 なお、この調査では297人が不足となってい

るとの答弁がありました。 

 次に、農林部関係について、農業サービス事

業体（株式会社エヌ）の設立に関し、今後、株

式会社エヌで受け入れて、農業現場へ派遣する

外国人材に対して、相談体制の整備等が必要と

考えるが、どのように取り組んでいるのかとの

質問に対し、派遣が始まる5月からは、生活面

を含めた相談窓口を農業経営課に設置し、7月

以降は県全体として設置されるワンストップ相

談窓口において対応する予定である。 

 また、外国人材は、段階的に300人を受け入

れることとしているため、最初に受け入れた地

域での課題を整理し、その対応を検討して他の

地域に反映させていくことで、受入体制を整備

したいとの答弁がありました。 

 また、諫早湾干拓事業に関し、営農開始から

10年が経過したが、営農の状況はどうなってい

るのか。また、排水対策工事が行われているが、

その状況はどうかとの質問に対し、平成28年度

の耕地利用率は、干拓農地が168％であり、県

内平均の88％や全国平均の90％よりも高い実績

となった。経営状況については、75％の経営体

が黒字となっている。 

 また、暗渠排水工事は、今年度からの3年計

画で23.5ヘクタールが完了しており、来年度も、

できる限り前倒しで取り組む予定である。施工

後、排水が良好になったとのことで、一定の効

果が出ていると考えられるとの答弁がありまし

た。 

 以上のほか、一、高校生の県内就職促進につ

いて、一、地場製造業の育成について、一、長

崎魚市場整備事業の進捗状況について、一、水

産政策の改革について、一、畜産におけるＩＣ

Ｔの活用について、一、獣医師の確保について

など、農水経済行政全般にわたり熱心な論議が

交わされましたが、その詳細については、この

際、省略させていただきます。 

 以上で、農水経済委員会の報告といたします。 

 議員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） お諮りいたします。 

本委員会と文教厚生委員会に分割して付託い

たしておりました第25号議案を含め、各議案は、

質疑・討論を省略し、直ちに採決することにご

異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

〇議長(溝口芙美雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、直ちに採決いたします。 

 まず、第41号議案「長崎県工業技術センター

条例及び長崎県窯業技術センター条例の一部を
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改正する条例」について、採決いたします。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第41号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、第42号議案「長崎県ビジネス支援プラ

ザ条例等の一部を改正する条例」について、採

決いたします。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第42号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、第43号議案「長崎県技能会館条例の一

部を改正する条例」について、採決いたします。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第43号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、第44号議案「長崎県立職業能力開発校

条例の一部を改正する条例」について、採決い

たします。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第44号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、第45号議案「長崎県地方卸売市場長崎

魚市場条例の一部を改正する条例」について、

採決いたします。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第45号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、第46号議案「長崎県漁港管理条例の一

部を改正する条例」について、採決いたします。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第46号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、第47号議案「長崎県農林技術開発セン

ター手数料条例の一部を改正する条例」につい

て、採決いたします。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第47号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、その他の議案について、一括して採決

いたします。 

各議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

〇議長(溝口芙美雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、議案は、それぞれ原案のとおり可決

されました。 

 次に、予算決算委員長の報告を求めます。 

 髙比良委員長―30番。 

〇予算決算委員長(髙比良 元君）（拍手）〔登
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壇〕 予算決算委員会の審査の結果並びに経過

の概要について、ご報告いたします。 

 本委員会に付託された案件は、第1号議案

「平成31年度長崎県一般会計予算」ほか30件で

あります。 

 慎重に審査いたしました結果、第1号議案、

第12号議案、第14号議案、第15号議案、第16号

議案及び第57号議案につきましては、起立採決

の結果、原案のとおり、可決すべきものと決定

されました。 

 また、その他の議案につきましては、いずれ

も異議なく、原案のとおり、可決すべきものと

決定されました。 

 以下、本委員会で論議のありました主な事項

について、ご報告いたします。 

 まず、3月4日に開催いたしました総括質疑に

おいては、平成31年当初予算についてをはじめ、

人口減少対策について、移住促進対策事業につ

いて、新幹線の予算について、ＩＲ予算につい

てなど、多岐にわたり活発な論議が交わされま

した。 

 次に、総務分科会では、企画振興部関係の調

査計画費に関し、特定複合観光施設（ＩＲ）に

ついて、開業時期はいつごろを見込んでいるの

かとの質問に対し、国においては、2020年代半

ばごろとしているが、万博開催が決定した大阪

府・大阪市は、万博の前年である2024年開業を

目指すとしており、また和歌山県も同様として

いるため、本県としても、大阪府・大阪市、和

歌山県に遅れることなく2024年開業を見据え、

準備を進めていくこととしているとの答弁があ

りました。 

 これに関連し、区域認定を獲得するための事

業者の公募・選定のスケジュールはどうなって

いるのかとの質問に対し、平成31年度に公募・

選定作業に着手し、2020年度中に選定したいと

考えているとの答弁がありました。 

 次に、文教厚生分科会では、福祉保健部関係

の健康長寿日本一の長崎県づくり推進事業費に

ついて、今年度の事業効果に対し、今後は具体

的にどのような取組を進めていくのかとの質問

に対し、今年度は、県民運動を展開していくた

めの基盤づくりとして、県民会議の設置やサ

ポートメンバー等の登録制度を創設したところ

である。 

 今後は、県民自らが主体的に健康づくりを実

践していただくことが重要であると考えており、

携帯端末を活用した取組や、優良事例に対する

表彰制度の創設等の取組を進めることとしてい

るとの答弁がありました。 

 次に、環境生活分科会では、第16号議案「平

成31年度長崎県交通事業会計予算」に関し、全

国相互利用カード導入に係る国庫補助金につい

て、2億5,375万2,000円が計上されているが、

どのような内容であるのかとの質問に対し、現

在、運用している長崎スマートカードについて

は、車載機器の老朽化や一部製造中止という状

況があり、長崎県バス協会において、次期ＩＣ

カードの検討・協議を数年前から始め、その協

議の結果、利用者の利便性や運用実績などを勘

案し、平成29年5月に全国相互利用カード「ニ

モカ」の導入を決定したところである。 

 本事業については、全体事業費の3分の1を国

から、県及び関係市町から12分の1ずつをご支

援していただく計画で、平成31年度中に運用開

始できるよう、鋭意、協議・調整を進めている

ところであるとの答弁がありました。 

 次に、農水経済分科会では、水産部関係の漁

業許可・海面利用調整事業費に関し、新たな漁

業許可の創出や、許可の有効活用等により、漁
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業の多角化を促進するための経費とのことだが、

具体的な目標はあるのかとの質問に対し、具体

的な件数の目標は定めていないが、漁業就業者

が減少し、一部の漁業許可に残り枠があるので、

その有効活用のため、許可を必要とする者の

マッチングを進めている。 

 平成29年度は、11件の新規許可、4件の許可

方針の見直し等を行い、平成30年度は4件の新

規許可、6件の許可方針の見直し等を行ったと

の答弁がありました。 

 これに対し、今後とも漁業許可の有効活用を

進めてほしいとの意見がありました。 

 以上のほか、予算全般に関し、熱心な論議が

交わされましたが、その詳細については、この

際、省略させていただきます。 

 以上で、予算決算委員会の報告といたします。 

 議員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） これより、第1号議案

「平成31年度長崎県一般会計予算」について、

質疑・討論に入ります。 

 堀江議員―16番。 

〇１６番(堀江ひとみ君）〔登壇〕 日本共産党

の堀江ひとみです。 

 ただいま、議題となりました第1号議案「平

成31年度長崎県一般会計予算」については、乳

幼児医療費助成事業、長崎市高島町の岸壁補修

工事など、県民の願いに応えた予算については、

当然のこととして賛成です。しかし、以下の理

由を申し上げ、反対いたします。 

 1、消費税増税を前提とした予算であること

です。 

10月から、消費税が10％になることを前提と

して、今議会23条例を改正し、1,230万8,000円

の増収、県民負担を見込んでいます。 

消費税率10％への引き上げは、県民の暮らし

や中小業者の営業、地域経済に深刻な打撃とな

ります。消費税10％に反対の立場から、増税を

前提とした予算は認められません。 

2、長崎県の財政が極めて厳しい中で、不要

不急の大型事業は見直さない予算だからです。 

長崎新幹線事業関連187億5,396万円。 

フリーゲージトレインも実用化の見通しがな

いまま進めてきました。今度は、フル規格、実

現の見通しのないまま、予算だけは確保するや

り方は、県民の合意は得られません。長崎新幹

線計画の凍結を求めます。 

石木ダム事業19億1,787万円。 

反対地権者を排除した後のダム周辺をどのよ

うに整備するか。 

水源地域指定を、既に国に求め、新年度は本

体工事を進める予算となっています。行政代執

行の選択肢の一つになります。「ふるさとに住

み続けたいだけ」という県民の家と土地を取り

上げて、ダムをつくる必要はありません。石木

ダム建設中止を求めます。 

特定複合観光施設（ＩＲ）導入推進事業1億

8,391万円。 

カジノ推進のために、担当室を「課」に組織

化再編し、新年度だけでなく、2020年度の予算

も盛り込みました。「刑法が禁じた賭博を特別

に認める地域として長崎県を認めてください」

と、区域認定申請の諸準備に一層拍車をかけま

す。カジノに頼る観光施策、経済活性化策は同

意できません。 

3、県民の暮らしや福祉、教育に予算を使っ

てください。 

公立小中学校の普通教室にエアコンの設置が

進んでいます。長崎県は1円も出しません。県

立高校では保護者が設置して、日常のエアコン
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電気代も保護者が負担します。保護者の電気代

負担は1億8,000万円と推測されています。一方

で、離島などの小規模県立高校は、そうした体

制が整わず、猛暑の中、高校生はエアコンのな

い教室で授業を受けています。 

知事、長崎県のどこに住んでも、せめて県立

高校に学ぶ生徒が、エアコンのある教室で学べ

るようにしてください。 

長崎県は、予算を出さないだけでなく、予算

の使い方も県民に冷たい県政です。 

生活福祉資金貸付事業。 

経済的に厳しい家計の生徒が、長崎県社会福

祉協議会から借り受ける奨学金です。 

国の要綱では、20年と定められた償還期間を、

長崎県社会福祉協議会は、わざわざ10年と勝手

に定めて貸し付けています。そのため、毎月の

返済額が高額となり、医学部などに進学したい

という子どもたちの夢は叶いません。 

知事、長崎県社会福祉協議会の貸付事務要綱

を見直して、長崎県の子どもたちの「勉強した

い」、「進学したい」、その夢を実現させてくだ

さい。 

新幹線や石木ダムより、暮らしや福祉の充実

を求めて、反対討論といたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 山本由夫議員―13番。 

〇１３番(山本由夫君）（拍手）〔登壇〕 おはよ

うございます。 

自由民主党・県民会議の山本由夫でございま

す。 

 会派を代表いたしまして、第1号議案「平成

31年度長崎県一般会計予算」について、賛成の

立場で意見を申し述べ、議員各位のご賛同を賜

りたいと存じます。 

 来年度は、「長崎県総合計画チャレンジ2020」

の4年目、さらに「まち・ひと・しごと創生総

合戦略」の最終年であることから、当初予算に

おいては、事業の効率性や有効性などの観点か

ら、各事業を改めて検証し、一層の選択と集中

を図ることなどを基本方針としています。 

また、国の経済対策に対応した平成30年度2

月補正予算と一体的な予算として編成をされ、

国の「防災・減災、国土強靭化のための3カ年

緊急対策」による公共事業費の増額など、平成

30年度から平成31年度にかけて、対策を切れ目

なく実施するとの意気込みが示されていて、期

待できる予算となっています。 

県議会においても、経済対策補正予算につい

ては、他の議案に先行して可決したところであ

り、県におかれては、少しでも早く、その効果

を県民の皆様にお示しできるよう、早期の予算

執行に努めていただきたいと思います。 

さて、当初予算の内容を見ますと、人口減少

対策を本県の最重要課題として位置づけ、「人

に生きがいを」、「産業に活力を」、「暮らしに潤

いを」という3つの基本姿勢に基づき、部局横

断的に施策が展開をされています。 

人口減少対策については、昨年、新設された

統轄監を中心に4つのテーマで重点プロジェク

トを取りまとめ、社会減対策としては、雇用の

場の確保と若者の県内定着対策や移住促進対策、

また、自然減対策としては、結婚、出産、子育

て支援、さらに人口減少社会においても、地域

活力を維持していくための集落維持活性化対策

について、市・町や関係機関などと一体となっ

て強力に推進するとされています。 

また、人口減少対策のほかにも、県民所得の

向上、離島地域の振興、健康長寿日本一に向け

た施策の強化、人材の育成、外国人材の積極的

な活用、自然災害防止対策など、本県が抱える

課題解決に必要な施策を計上するとともに、県
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勢発展のために必要不可欠な事業である九州新

幹線西九州ルートの建設工事をはじめ、石木ダ

ム建設事業、統合型リゾート（ＩＲ）誘致対策

などについても、しっかり予算化がされていま

す。 

一方で、本県の財政状況は、依然として大変

厳しいことから、国の有利な財源措置の活用や

財政構造改革のための総点検を含め、財政健全

化に向けた行財政改革の取り組みをさらに強化

した結果、基金取り崩し額が昨年度の予算編成

時よりも、わずかながら圧縮をされるなど、基

金取り崩しに依存しない安定的な財政運営に向

けた努力も伺えます。 

このように今回の予算は、知事自らも、「次

の世代につなぐ地域活力の再生に向けた予算」

と名づけられましたが、人口減少をはじめとす

る本県の構造的な課題に正面から向きあい、県

民の皆様の思いや夢を形にしたいという知事の

強い思いと決意が込められた積極的かつ、きめ

細かな予算と評価をしており、私は賛意を表明

するものであります。 

知事におかれましては、これらの施策を一刻

も早く県民の皆様に届けていただき、県民の誰

もが具体的な成果を実感できるよう、これまで

以上のご尽力を期待いたします。 

以上、第1号議案について賛成意見を申し述

べ、議員各位のご賛同を賜りますようお願いい

たしまして、賛成の討論とさせていただきます。 

 ご清聴ありがとうございました。（拍手） 

〇議長(溝口芙美雄君） 質疑・討論をとどめて、

採決いたします。 

 本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第1号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

 お諮りいたします。 

各議案は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することにご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

〇議長(溝口芙美雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、直ちに採決いたします。 

まず、第12号議案「平成31年度長崎県流域下

水道特別会計予算」について、採決いたします。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第12号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、第14号議案「平成31年度長崎県国民健

康保険特別会計予算」について、採決いたしま

す。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第14号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、第15号議案「平成31年度長崎県港湾整

備事業会計予算」について、採決いたします。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第15号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、第16号議案「平成31年度長崎県交通事

業会計予算」について、採決いたします。 
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本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第16号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、第57号議案「平成30年度長崎県一般会

計補正予算（第5号）」について、採決いたしま

す。 

本議案は、委員長報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

〇議長(溝口芙美雄君） 起立多数。 

 よって、第57号議案は、原案のとおり可決さ

れました。 

次に、その他の議案について、一括して採決

いたします。 

各議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

〇議長(溝口芙美雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、議案は、それぞれ原案のとおり可決

されました。 

次に、お手元に配付いたしております「動議

件名一覧表」のとおり、各委員会から、政府・

国会あて、意見書提出の動議が提出されており

ますので、これを一括して議題といたします。 

 お諮りいたします。 

各動議は、直ちに採決することにご異議あり

ませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

〇議長(溝口芙美雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、直ちに採決いたします。 

 各動議は、可決することにご異議ありません

か 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

〇議長(溝口芙美雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、動議は、それぞれ可決されました。 

 次に、各委員会から議会閉会中の付託事件と

して、お手元の一覧表のとおり申し出があって

おりますので、これを許可することにご異議あ

りませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

〇議長(溝口芙美雄君） ご異議なしと認めます。 

 よって、そのとおり決定されました。 

 以上をもちまして、本定例会に付議されまし

た案件の審議は終了いたしました。 

 この際、知事より、ご挨拶があります―知事。 

〇知事(中村法道君）〔登壇〕 2月定例県議会の

閉会に当たり、一言ご挨拶を申し上げます。 

 初めに、去る2月24日、天皇、皇后両陛下の

ご臨席を仰ぎ、政府主催による「天皇陛下御在

位三十年記念式典」が、めでたく挙行されまし

た。 

天皇陛下におかれましては、日本国の象徴と

して、絶えず、国民の幸せと国家の繁栄、そし

て世界の平和を願われ、災害被災者へのご慰問

や戦没者へのご慰霊、諸外国との国際交流、障

害者へのご支援などにお心を注がれ、常に国民

に寄り添ってこられました。 

特に、本県には、平成2年の「第41回全国植

樹祭」へのご臨場、平成3年の「雲仙・普賢岳

噴火」に伴う被災地のお見舞い、平成7年の

「戦後50年慰霊の旅」と雲仙復興状況のご視察、

平成14年の「第22回全国豊かな海づくり大会」

へのご臨席、平成26年の「第69回国民体育大会

『長崎がんばらんば国体』」へのご臨場と、こ

の間、6回もの行幸啓を賜っております。 

天皇、皇后両陛下の本県に対する格別のご恩

情に、改めて、感謝を申し上げ、ここに謹んで、
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県民の皆様とともに慶賀の意を表する次第であ

ります。 

 さて、このたびの議会は、去る2月20日から

本日までの24日間にわたり開かれましたが、議

員の皆様方には、本会議及び委員会を通して終

始熱心にご審議いただくとともに、それぞれ適

正なご決定を賜り、厚くお礼申し上げます。 

 この際、議会中の主な動きについて、ご報告

申し上げます。 

 九州新幹線西九州ルートの整備促進。 

 去る3月7日、与党整備新幹線建設推進プロ

ジェクトチーム「九州新幹線（西九州ルート）

検討委員会」が開催され、国土交通省から西九

州ルートの整備方式について、フル規格及びミ

ニ新幹線の比較検討結果等の説明がなされたと

ころであります。 

今後、与党ＰＴ西九州ルート検討委員会にお

いては、その説明内容を踏まえて、ＪＲ九州や

長崎県、佐賀県から意見を聴取したうえで、西

九州ルートの整備のあり方に関する議論を行い、

意見が集約される予定であることから、しっか

りと本県の考えをお伝えし、フル規格による整

備の早期実現を訴えてまいります。 

県としては、引き続き、本県選出国会議員や

県議会の皆様など、ご協力をいただきながら、

政府・与党に対し、西九州ルートの整備方式の

早期決定について、強く要請してまいりたいと

考えております。 

 企業誘致の推進。 

 去る3月1日、平成18年に長崎市に立地した

ビーウィズ株式会社が、新たにシステム開発を

行うデジタル開発拠点を開設することを決定さ

れました。 

 同社は、企業からコールセンター業務を受託

する企業であり、2023年4月に新規拠点を既存

の長崎事業所内に開設し、5年間で最大50名を

雇用する予定とされております。 

 また、3月8日には、昨年12月に長崎市への立

地が決定しておりました株式会社シーエーシー

と立地協定を締結いたしました。 

 同社は、企業から人事関連業務を受託する企

業であり、今年7月から事業を開始し、5年間で

100名の雇用を予定されております。 

 今後とも、地元自治体や関係機関と連携を図

りながら、企業誘致の推進に努めてまいります。 

このほか、会期中、皆様からお寄せいただき

ました数々の貴重なご意見、ご提言などについ

ては、今後の県政に積極的に反映させてまいり

たいと存じます。 

さて、今議会は、議員皆様の任期最後の定例

会でありますが、今日まで県勢発展のために多

大なご尽力を賜りましたことに対し、厚く、お

礼を申し上げます。 

特に、今期限りでご勇退される議員の皆様に

は、重ねて感謝の意を表しますとともに、今後

とも、ご健勝にて、ご活躍いただき、県政に対

しまして一層のご支援、ご指導を賜りますよう、

お願い申し上げます。 

来る4月の統一地方選挙に出馬される皆様に

おかれましては、これからご多忙のことと存じ

ますが、くれぐれも、ご自愛のうえ、ご健闘い

ただきますよう心からお祈り申し上げます。 

最後になりますが、報道関係の方々には、会

期中、終始、県議会の広報について、ご協力を

賜り、ありがとうございました。 

この機会に、お礼を申し上げまして、閉会の

ご挨拶といたします。 

〇議長(溝口芙美雄君） 平成31年2月定例会の

閉会に当たりまして、一言ご挨拶を申し上げま

す。 
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 今議会は、現任期最後の定例会でございまし

たが、ここに滞りなく閉会の運びとなりました。 

 皆様方には、長期間にわたり、ご精励を賜り、

厚く御礼を申し上げます。 

顧みますと、平成27年4月に、私たちが県民

の皆様から負託を受け、県政に参画をして以来、

はや4年の歳月が過ぎようとしておりますが、

まことに感慨深いものがございます。 

この任期中、県政におきましては、永年の懸

案でありました新県庁舎への移転を果たすとと

もに、県民の悲願でありました「明治日本の産

業革命遺産」及び「長崎と天草地方の潜伏キリ

シタン関連遺産」の2つの世界文化遺産が登録

されましたことは、まことに慶びにたえないと

ころであります。 

さらに、全国各地から多数の方々にご参加い

ただき、県民総参加の温かいおもてなしに支え

られました「全国健康福祉祭ながさき大会『ね

んりんピック長崎2016』」の開催等々、県勢の

発展を図るべく数多くの諸施策が着々と推進さ

れました。 

また、議員提案の政策条例として、「長崎県

産酒による乾杯の推進に関する条例」を制定す

るとともに、県議会初めての取り組みとして、

ベトナム社会主義共和国クァンナム省人民評議

会との間で「友好交流に関する同意書」を締結

するなど、活発な議会活動を行い、二元代表制

の一翼を担う議会としての役割を果たしてまい

りました。 

一方、九州新幹線西九州ルートの整備につき

ましては、与党整備新幹線建設推進プロジェク

トチームにおいて、整備のあり方について検討

されており、今後とも、政府・与党の動きを注

視し、関係自治体等と連携を図りながら、全線

フル規格による整備実現に向け、国に対して強

く求めてまいりますとともに、今定例会におい

ても活発な議論が交わされました人口減少問題

等につきましても、引き続き、議会、理事者一

体となって取り組んでまいりたいと存じます。 

さて、今期限りでご勇退になられる議員の皆

様におかれましては、在任中、県政の各方面に

わたって数多くの業績を残されましたことに対

しまして、深甚なる敬意を表する次第でござい

ます。 

くれぐれも、健康にご留意いただき、今後と

も、県勢発展のために、いろいろな分野で、ご

尽力いただきますようお願い申し上げます。 

また、知事はじめ、理事者各位並びに報道機

関の皆様には、任期中、私どもに対しまして、

種々ご配慮を賜りましたことを、この機会をお

かりいたしまして、厚くお礼を申し上げます。 

さて、県議選も目前に迫ってまいりましたが、

皆様方には、それぞれ全力を尽くされて、再び

県民の負託を得て、県政に参画されますことを

祈念申し上げる次第でございます。 

最後に、私事で恐縮でございますが、昨年3

月に就任以来、今日まで、議長の重責を務めさ

せていただきましたことは、ひとえに皆様方の

多大なるご支援、ご協力のたまものでございま

す。衷心より、感謝申し上げます。 

以上、はなはだ簡単ではございますが、閉会

のご挨拶といたします。 

これをもちまして、平成31年2月定例会を閉

会いたします。 

皆さん、お疲れさまでした。 

ありがとうございました。 

― 午前１１時１６分 閉会 ― 
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る
活
用
が
期
待
さ
れ
る
。
 

よ
っ

て
、

県
に

対
し

て
、

下
記

の
事

項
に

つ
い

て
、

積
極

的
か

つ
真

摯
に

取
り

組
ま

れ

る
よ
う
、
強
く
要
望
す
る
も
の
で
あ
る
。
 

 

記
 

 １
 
離
島
・
半
島
地
域
振
興
対
策
に
つ
い
て
 

（
１

）
離

島
・

半
島

地
域

に
お

い
て

重
要

な
役

割
を

果
た

し
て

き
た

一
次

産
業

を
今

後
も

維
持

・
発

展
さ

せ
て

い
く

た
め

に
、

各
地

域
の

特
産

品
の

ブ
ラ

ン
ド

化
や

、
そ

れ
ぞ

れ
の
特
色
を
生
か
し
た
産
地
づ
く
り
に
努
め
る
こ
と
。
 

（
２

）
企

業
誘

致
、

移
住

及
び

若
者

定
着

に
関

す
る

そ
れ

ぞ
れ

の
情

報
を

庁
内

担
当

部
局

間
で

共
有

す
る

と
と

も
に

、
よ

り
大

き
な

相
乗

効
果

を
生

み
出

す
よ

う
、

関
係

施
策

を
連
携
し
て
推
進
す
る
こ
と
。
 

平
成
３
１
年
２
月
定
例
会

１
　

委
員

会
等

提
出

区
　
分

提
出
先

件
　
　
　
　
　
名

提
　
出
　
者

可
　

否
掲

載
ペ

ー
ジ

意
見
書

知
　
事

離
島
・
半
島
地
域
の
振
興
対
策
に
つ
い
て

離
島

・
半

島
地

域
振

興
特

別
委

員
会

可
決

付
録

　
　

　
1
ペ

ー
ジ

意
見
書

知
　
事

長
崎
県
の
観
光
振
興
の
促
進
に
つ
い
て

観
光

振
興

等
対

策
特

別
委

員
会

可
決

付
録

　
　

　
2
ペ

ー
ジ

意
見
書

知
　
事

総
合
交
通
対
策
に
つ
い
て

総
合

交
通

対
策

特
別

委
員

会
可

決
付

録

　
　

　
3
ペ

ー
ジ

意
見
書

知
　
事

九
州
新
幹
線
西
九
州
ル
ー
ト
の
整
備
促
進

に
つ
い
て

九
州

新
幹

線
西

九
州

ル
ー

ト
整

備
特

別
委

員
会

可
決

付
録

　
　

　
4
ペ

ー
ジ

２
　

そ
の

他

件
　
　
　
　
　
名

提
　
出
　
者

可
　

否
掲

載
ペ

ー
ジ

賀
詞

議
長

可
決

付
録

　
　

　
7
ペ

ー
ジ

動
　

議
　

件
　

名
　

一
　

覧
　

表
（

参
考

）

区
　
分

賀
詞
奉
呈
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動
 
 
 
 
 
 
 
議

 

 
 
 
 
 
 
提
 
 
 
出
 
 
 
者
 
 
 
 
 
観
光
振
興
等
対
策
特
別
委
員
会
 

 
 
 
 
 
 
提
 
出
 
年
 
月
 
日
 
 
 
 
 
平
成
３
１
年
２
月
２
０
日
 

種
 
 
類
 

 
意

見
書

 

件
 
 
名
 

長
崎
県
の
観
光
振
興
の
促
進
に
つ
い
て
 

要
 
 
旨
 

 世
界
全
体
の
国
際
観
光
客
数
は
近
年
増
加
し
続
け
、
２
０
３
０
年
に
は
１
８
億
人
に
な

る
と
予
測
さ
れ
て
い
る
。
わ
が
国
の
観
光
立
国
に
向
け
た
取
組
も
成
果
が
現
れ
つ
つ
あ
り
、

２
０
１
８
年
に
は
訪
日
客
数
が
３
，
０
０
０
万
人
を
超
え
、
過
去
最
高
を
記
録
し
た
。
 

一
方
で
、
訪
日
客
の
多
く
は
大
都
市
圏
及
び
特
定
有
名
観
光
地
等
に
集
中
し
て
い
る
。

今
後
、
観
光
の
特
定
地
域
へ
の
偏
り
を
是
正
す
べ
く
地
域
分
散
型
を
推
進
し
、
併
せ
て
交

流
人
口
の
拡
大
を
図
り
、
全
国
各
地
に
訪
日
客
増
加
の
効
果
を
波
及
さ
せ
て
い
く
こ
と
が
、

地
方
創
生
の
観
点
か
ら
も
重
要
で
あ
る
。
 

本
県
に
お
い
て
は
、
豊
富
な
観
光
資
源
を
十
分
に
活
用
し
つ
つ
、
ラ
グ
ビ
ー
ワ
ー
ル
ド

カ
ッ
プ
２
０
１
９
や
女
子
ハ
ン
ド
ボ
ー
ル
世
界
選
手
権
大
会
、
東
京
２
０
２
０
オ
リ
ン
ピ

ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
を
は
じ
め
と
す
る
大
規
模
イ
ベ
ン
ト
の
開
催
を
好
機
と
し
て
捉

え
、
ゴ
ー
ル
デ
ン
ル
ー
ト
か
ら
の
積
極
的
な
誘
客
を
図
り
、
基
幹
産
業
で
あ
る
観
光
業
の

成
長
に
繋
げ
る
こ
と
が
出
来
れ
ば
、
県
内
経
済
の
発
展
の
基
盤
を
築
く
こ
と
が
可
能
と
な

る
。
 

よ
っ
て
、
県
に
対
し
て
、
成
長
し
続
け
る
世
界
の
観
光
市
場
を
取
り
込
み
、
「
観
光
県

長
崎
」
の
更
な
る
ブ
ラ
ン
ド
の
確
立
に
向
け
た
取
組
を
拡
充
す
る
と
と
も
に
、
次
の
事
項

に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
じ
る
よ
う
強
く
要
望
す
る
も
の
で
あ
る
。
 

 

記
 

 １
 
観
光
振
興
に
つ
い
て
 

２
０
１
５
年
の
「
明
治
日
本
の
産
業
革
命
遺
産
」
の
世
界
文
化
遺
産
登
録
に
続
き
、

２
０
１
８
年
７
月
に
「
長
崎
と
天
草
地
方
の
潜
伏
キ
リ
シ
タ
ン
関
連
遺
産
」
が
世
界
文

化
遺
産
に
登
録
さ
れ
、
こ
れ
を
機
に
多
く
の
観
光
客
が
本
県
を
訪
れ
て
い
る
。
年
齢
や

身
体
の
不
自
由
さ
に
関
係
な
く
、
よ
り
多
く
の
方
に
本
県
の
歴
史
や
文
化
、
食
の
魅
力

を
体
験
し
て
い
た
だ
き
、
リ
ピ
ー
タ
ー
の
創
出
に
繋
が
る
よ
う
に
下
記
の
対
策
に
努
め

る
こ
と
。
 

 ○
高
齢
者
や
障
害
者
等
を
含
め
、
よ
り
多
く
の
方
が
世
界
文
化
遺
産
を
訪
れ
る
こ
と

が
可
能
と
な
る
よ
う
な
バ
リ
ア
フ
リ
ー
対
策
 

 ２
 
国
際
戦
略
（
東
南
ア
ジ
ア
）
に
つ
い
て
 

効
果
的
な
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
・
ア
ウ
ト
バ
ウ
ン
ド
促
進
の
た
め
に
は
、
各
国
の
消
費
者

の
嗜
好
や
市
場
の
特
性
を
踏
ま
え
た
戦
略
が
重
要
で
あ
る
。
特
に
経
済
成
長
が
著
し
い

ア
ジ
ア
諸
国
へ
の
戦
略
に
つ
い
て
確
認
す
る
と
と
も
に
、
ア
ジ
ア
諸
国
の
経
済
成
長
の

効
果
を
取
り
込
む
た
め
に
体
制
の
整
備
に
注
力
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
下
記
の
対
策
に

努
め
る
こ
と
。
 

 
 

○
個
人
旅
行
客
等
の
誘
致
拡
大
の
た
め
の
推
進
体
制
の
整
備
 

 （
３

）
企

業
誘

致
に

際
し

て
は

、
都

市
部

の
企

業
の

サ
テ

ラ
イ

ト
オ

フ
ィ

ス
等

の
誘

致
を

推
進
す
る
こ
と
。
 

（
４

）
人

材
確

保
が

難
し

い
離

島
・

半
島

地
域

の
医

療
・

介
護

分
野

で
こ

そ
Ｉ

Ｔ
化

が
重

要
で
あ
る
こ
と
を
認
識
し
、
各
事
業
者
へ
の
導
入
支
援
等
の
取
組
を
進
め
る
こ
と
。

（
５

）
し

ま
の

看
護

師
確

保
対

策
と

し
て

各
看

護
学

校
へ

看
護

情
報

誌
を

配
布

し
て

い
る

と
こ

ろ
で

あ
る

が
、

高
等

学
校

等
に

も
配

布
す

る
な

ど
、

看
護

師
を

志
す

学
生

が
増

え
る
よ
う
な
取
組
に
も
努
め
る
こ
と
。
 

（
６

）
本

県
の

代
表

的
な

温
泉

地
で

あ
る

雲
仙

・
小

浜
は

、
平

成
２

８
年

の
熊

本
地

震
以

降
、

他
県

の
温

泉
地

と
比

べ
集

客
の

回
復

が
遅

れ
て

い
る

。
別

府
や

由
布

院
等

、
同

じ
九

州
で

あ
り

な
が

ら
現

に
回

復
し

、
好

調
な

温
泉

地
を

分
析

す
る

と
と

も
に

、
観

光
県

「
長

崎
」

で
あ

る
こ

と
を

認
識

し
た

う
え

で
、

観
光

関
係

者
と

連
携

し
て

集
客

回
復

に
全

力
を

尽
く

す
こ

と
。

ま
た

、
一

般
社

団
法

人
島

原
半

島
観

光
連

盟
が

実
施

し
て

い
る

旅
行

者
ア

ン
ケ

ー
ト

の
調

査
結

果
を

分
析

し
、

今
後

の
半

島
地

域
の

観
光

振
興
策
に
反
映
さ
せ
る
こ
と
。
 

（
７

）
離

島
航

路
に

お
い

て
、

観
光

客
の

延
泊

費
用

を
補

償
す

る
欠

航
補

償
制

度
が

今
年

度
導

入
さ

れ
、

旅
行

者
の

安
心

感
に

寄
与

し
て

い
る

と
こ

ろ
で

あ
る

が
、

こ
れ

を
一

過
性

と
す

る
こ

と
な

く
、

来
年

度
以

降
も

継
続

し
て

実
施

さ
れ

る
よ

う
予

算
確

保
及

び
Ｐ
Ｒ
等
に
最
大
限
努
め
る
こ
と
。
 

 ２
 
有
人
国
境
離
島
法
対
策
に
つ
い
て
 

（
１

）
雇

用
機

会
拡

充
事

業
に

つ
い

て
は

、
若

者
の

島
外

流
出

の
抑

制
に

効
果

的
な

新
規

高
校

卒
業

者
の

雇
用

に
も

つ
な

が
る

よ
う

必
要

な
対

策
を

講
じ

る
こ

と
。

ま
た

、
島

外
、

特
に

県
外

か
ら

の
事

業
者

を
さ

ら
に

引
き

込
む

た
め

、
情

報
収

集
や

掘
り

起
こ

し
、
各
市
町
と
の
情
報
共
有
等
に
努
め
る
こ
と
。
 

（
２

）
地

域
商

社
の

ス
ト

ッ
ク

機
能

を
持

つ
本

土
の

物
流

拠
点

整
備

に
つ

い
て

は
、

各
地

域
商

社
や

専
門

業
者

の
意

見
を

取
り

入
れ

、
ス

ピ
ー

ド
感

を
持

っ
て

、
機

能
的

な
仕

組
み
づ
く
り
に
努
め
る
こ
と
。
 

（
３

）
各

地
域

商
社

の
組

織
体

制
に

つ
い

て
は

、
人

材
の

育
成

及
び

民
間

人
材

の
活

用
が

重
要

で
あ

る
た

め
、

県
に

お
い

て
も

積
極

的
に

支
援

す
る

こ
と

。
ま

た
、

地
域

商
社

の
販

路
拡

大
に

つ
い

て
も

、
各

地
域

商
社

に
ま

た
が

る
横

断
的

な
分

野
を

中
心

に
、

県
も
主
体
性
を
持
っ
て
取
り
組
む
こ
と
。
 

（
４
）
本
県
観
光
の
大
き
な
特
徴
の
１
つ
で
あ
る
修
学
旅
行
が
「
し
ま
旅
滞
在
促
進
事
業
」

の
対

象
と

な
っ

た
と

こ
ろ

で
あ

る
が

、
修

学
旅

行
客

の
増

加
に

つ
な

が
る

よ
う

関
係

市
町
と
連
携
し
て
施
策
を
立
案
し
、
制
度
拡
充
に
向
け
て
国
へ
要
望
を
行
う
こ
と
。

（
５

）
航

路
・

航
空

路
の

運
賃

低
廉

化
に

関
し

て
は

、
市

町
等

の
意

見
も

取
り

入
れ

な
が

ら
、
準
住
民
の
適
用
範
囲
の
拡
大
等
に
つ
い
て
国
へ
要
望
を
行
う
こ
と
。
 

 な
お
、
文
案
の
作
成
及
び
提
出
の
諸
手
続
に
つ
い
て
は
、
議
長
に
一
任
す
る
。
 

 

提
 出

 先
 

知
 
事
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提
 

 
 

出
 

 
 

者
 

 
 

 
 

総
合

交
通

対
策

特
別

委
員

会
 

 
 

 
 

 
 

提
 

出
 

年
 

月
 

日
 

 
 

 
 

平
成

３
１

年
２

月
２

０
日

 

種
 

 
類

 
 

意
見

書
 

件
 

 
名

 
総

合
交

通
対

策
に

つ
い

て
 

要
 

 
旨

 

 地
域

公
共

交
通

は
、

ま
ち

づ
く

り
や

観
光

、
健

康
、

福
祉

な
ど

様
々

な
分

野
に

効
果

を

及
ぼ

す
も

の
で

あ
り

、
地

域
の

存
続

・
活

性
化

の
た

め
に

は
移

動
手

段
の

確
保

が
必

要
不

可
欠

で
あ

る
。

 

し
か

し
な

が
ら

、
全

国
的

に
人

口
減

少
・

少
子

高
齢

化
が

進
む

中
、

公
共

交
通

利
用

者

も
地

方
部

を
中

心
に

減
少

し
て

お
り

、
日

々
の

暮
ら

し
を

支
え

る
鉄

道
や

バ
ス

路
線

、
航

路
、

航
空

路
な

ど
を

維
持

す
る

こ
と

が
困

難
な

状
況

と
な

っ
て

い
る

。
 

ま
た

、
高

齢
ド

ラ
イ

バ
ー

に
よ

る
相

次
ぐ

重
大

交
通

事
故

の
発

生
や

改
正

道
路

交
通

法

の
施

行
を

背
景

に
、

運
転

免
許

返
納

者
へ

の
地

域
公

共
交

通
の

確
保

等
、

社
会

全
体

で
高

齢
者

の
生

活
を

支
え

る
体

制
の

整
備

が
求

め
ら

れ
る

と
と

も
に

、
公

共
交

通
空

白
地

域
の

住
民

や
高

齢
者

等
交

通
弱

者
の

外
出

の
機

会
を

増
や

し
、

生
き

が
い

や
健

康
づ

く
り

に
つ

な
げ

る
た

め
、

移
動

手
段

の
確

保
は

重
要

な
課

題
で

あ
る

。
 

離
島

を
多

く
有

す
る

本
県

で
は

、
全

国
を

上
回

る
ス

ピ
ー

ド
で

人
口

減
少

が
進

ん
で

お

り
、

離
島

住
民

の
大

切
な

移
動

手
段

を
維

持
し

、
有

人
国

境
離

島
法

を
活

用
し

た
交

流
人

口
の

拡
大

を
図

る
た

め
に

も
、

離
島

航
路

・
航

空
路

を
維

持
・

拡
充

す
る

必
要

が
あ

る
。

併
せ

て
、

半
島

地
域

に
お

け
る

鉄
道

や
バ

ス
路

線
、

航
路

に
つ

い
て

も
、

住
民

生
活

や
交

流
の

活
性

化
の

た
め

、
地

域
と

連
携

し
て

支
え

て
い

か
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

こ
の

よ
う

な
中

、
昨

年
１

０
月

に
起

き
た

株
式

会
社

五
島

産
業

汽
船

の
突

然
の

全
航

路

運
休

に
つ

い
て

は
、

離
島

住
民

や
観

光
客

等
の

移
動

に
多

大
な

影
響

を
与

え
、

離
島

航
路

を
維

持
す

る
重

要
性

に
つ

い
て

改
め

て
認

識
さ

せ
ら

れ
た

と
こ

ろ
で

あ
る

。
 

さ
ら

に
、「

長
崎

と
天

草
地

方
の

潜
伏

キ
リ

シ
タ

ン
関

連
遺

産
」
の

世
界

文
化

遺
産

登
録

等
に

よ
る

国
内

外
か

ら
の

観
光

客
の

増
加

や
九

州
新

幹
線

西
九

州
ル

ー
ト

の
開

業
を

控

え
、

主
要

な
空

港
・

港
・

駅
か

ら
の

２
次

交
通

を
整

備
・

改
善

し
て

い
く

こ
と

も
重

要
で

あ
る

。
 

よ
っ

て
、

県
に

対
し

て
、

下
記

の
事

項
に

つ
い

て
、

積
極

的
か

つ
真

摯
に

取
り

組
ま

れ

る
よ

う
、

強
く

要
望

す
る

も
の

で
あ

る
。

 

 

記
 

 １
 

離
島

地
域

航
路

・
航

空
路

対
策

に
つ

い
て

 

（
１

）
国

や
関

係
航

空
会

社
で

構
成

さ
れ

る
「

地
域

航
空

の
担

い
手

の
あ

り
方

に
係

る
実

務
者

協
議

会
」

の
検

討
結

果
な

ど
を

踏
ま

え
な

が
ら

、
持

続
可

能
な

地
域

航
空

の
実

現
に

向
け

て
、
オ

リ
エ

ン
タ

ル
エ

ア
ブ

リ
ッ

ジ
（

Ｏ
Ｒ

Ｃ
）
と

十
分

な
連

携
の

も
と

、

機
材

の
更

新
等

を
推

進
す

る
こ

と
。

 

  
 

○
県

産
品

の
輸

出
を

専
門

的
に

扱
う

推
進

体
制

の
整

備
 

 
 

○
県

内
企

業
の

海
外

展
開

に
お

け
る

、
ジ

ェ
ト

ロ
等

の
輸

出
促

進
関

係
団

体
と

の
協

力
体

制
の

整
備

 

 

３
 

Ｉ
Ｒ

対
策

に
つ

い
て

 

統
合

型
リ

ゾ
ー

ト
（

Ｉ
Ｒ

）
は

、
観

光
及

び
地

域
経

済
の

振
興

に
大

き
く

寄
与

し
、

雇
用

の
創

出
も

見
込

ま
れ

る
。

本
県

に
と

っ
て

は
、

Ｉ
Ｒ

誘
致

は
千

載
一

遇
の

好
機

で

あ
る

た
め

、
県

内
は

も
と

よ
り

九
州

地
区

の
気

運
を

よ
り

一
層

高
め

、
全

力
で

取
り

組

む
必

要
が

あ
る

。
一

方
で

、
カ

ジ
ノ

施
設

が
地

域
住

民
に

不
安

を
も

た
ら

さ
な

い
よ

う

に
綿

密
な

計
画

性
を

持
っ

て
取

り
組

む
こ

と
が

求
め

ら
れ

る
。
こ

の
こ

と
を

踏
ま

え
て

、

本
県

の
Ｉ

Ｒ
区

域
認

定
に

向
け

て
下

記
の

対
策

に
努

め
る

こ
と

。
 

 

○
ギ

ャ
ン

ブ
ル

依
存

症
対

策
 

 
 

○
Ｉ

Ｒ
誘

致
に

向
け

て
の

県
組

織
の

推
進

体
制

の
強

化
 

 

 ４
 

長
崎

空
港

対
策

に
つ

い
て

 

 
 

近
年

Ｌ
Ｃ

Ｃ
の

参
入

に
よ

り
訪

日
客

の
増

大
や

国
内

観
光

が
拡

大
し

て
い

る
。

観
光

振
興

に
と

っ
て

長
崎

空
港

の
担

う
役

割
は

大
き

く
、

国
内

線
は

も
と

よ
り

、
国

際
線

も

新
規

路
線

の
拡

充
を

図
り

交
流

人
口

を
増

や
す

こ
と

が
望

ま
れ

て
い

る
。

そ
の

た
め

に

は
、

利
用

者
・

航
空

事
業

者
両

者
の

利
便

性
や

効
率

性
を

高
め

る
必

要
が

あ
る

た
め

下

記
の

対
策

に
努

め
る

こ
と

。
 

 

○
国

内
航

空
路

線
に

お
け

る
他

の
２

４
時

間
空

港
と

の
相

互
運

航
に

よ
る

空
港

運
用

 
 

 
時

間
の

延
長

 

 

な
お

、
文

案
の

作
成

及
び

提
出

の
諸

手
続

に
つ

い
て

は
、

議
長

に
一

任
す

る
。

 

  

提
 
出

 
先

 
知

 
事
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動
 
 
 
 
 
 
 
議

 

 
 
 
 
 
 
提
 
 
 
出
 
 
 
者
 
 
 
 
 
九
州
新
幹
線
西
九
州
ル
ー
ト
整
備
特
別
委
員
会
 

 
 
 
 
 
 
提
 
出
 
年
 
月
 
日
 
 
 
 
 
平
成
３
１
年
２
月
２
０
日
 

種
 
 
類
 

 
意

見
書

 

件
 
 
名
 

九
州
新
幹
線
西
九
州
ル
ー
ト
の
整
備
促
進
に
つ
い
て
 

要
 
 
旨
 

 九
州
新
幹
線
西
九
州
ル
ー
ト
は
、
西
九
州
地
域
の
産
業
振
興
や
交
流
人
口
の
拡
大
等
に

つ
な
が
る
、
重
要
な
交
通
基
盤
で
あ
り
、
関
西
圏
・
中
国
圏
と
の
連
携
に
よ
る
社
会
経
済

の
発
展
に
寄
与
す
る
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
沿
線
地
域
で
は
、
官
民
が
一
体
と
な
っ
て
新

幹
線
の
効
果
を
最
大
限
に
発
揮
で
き
る
よ
う
、
ソ
フ
ト
・
ハ
ー
ド
両
面
か
ら
新
幹
線
を
活

用
し
た
魅
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り
に
懸
命
に
取
り
組
ん
で
い
る
。
 

こ
の
西
九
州
ル
ー
ト
に
つ
い
て
は
、
フ
リ
ー
ゲ
ー
ジ
ト
レ
イ
ン
(Ｆ

Ｇ
Ｔ
)が

山
陽
新
幹

線
へ
乗
り
入
れ
る
と
い
う
前
提
で
あ
っ
た
が
、
与
党
整
備
新
幹
線
建
設
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
チ
ー
ム
「
九
州
新
幹
線
（
西
九
州
ル
ー
ト
）
検
討
委
員
会
」
に
お
い
て
、
高
速
化
の
進

む
山
陽
新
幹
線
へ
の
乗
り
入
れ
は
困
難
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
西
九
州
ル
ー
ト
へ
の
導
入
は

断
念
せ
ざ
る
を
得
な
い
と
さ
れ
て
い
る
。
 

今
後
の
整
備
の
あ
り
方
に
つ
い
て
、
同
検
討
委
員
会
に
お
い
て
、
フ
ル
規
格
又
は
ミ
ニ

新
幹
線
の
い
ず
れ
か
を
選
択
す
る
と
さ
れ
て
い
る
が
、
ミ
ニ
新
幹
線
に
つ
い
て
は
、
工
事

期
間
中
に
輸
送
力
が
低
下
す
る
こ
と
や
輸
送
障
害
の
発
生
に
よ
り
ダ
イ
ヤ
の
安
定
性
が
劣

る
こ
と
な
ど
の
課
題
が
あ
る
。
 

一
方
、
フ
ル
規
格
に
つ
い
て
は
、
国
土
交
通
省
が
平
成
３
０
年
３
月
に
示
し
た
試
算
結

果
で
高
い
整
備
効
果
が
示
さ
れ
、
本
県
と
し
て
も
こ
の
結
果
を
高
く
評
価
し
て
お
り
、
フ

ル
規
格
に
よ
り
整
備
す
る
こ
と
こ
そ
西
九
州
地
域
の
発
展
に
最
も
寄
与
す
る
こ
と
を
あ
ら

た
め
て
確
認
し
て
い
る
。
 

よ
っ
て
、
県
に
対
し
て
、
西
九
州
ル
ー
ト
の
全
線
フ
ル
規
格
に
よ
る
整
備
を
実
現
す
る

た
め
、
下
記
の
事
項
に
つ
い
て
政
府
・
与
党
等
へ
強
く
働
き
か
け
る
よ
う
求
め
る
も
の
で

あ
る
。
 

 

記
 

 

１
 
国
の
責
任
に
お
い
て
早
急
に
議
論
を
進
め
、
整
備
の
あ
り
方
に
つ
い
て
は
、
課
題
の

 
残
る
ミ
ニ
新
幹
線
で
は
な
く
、
投
資
効
果
・
収
支
改
善
効
果
・
時
間
短
縮
効
果
が
最
も

高
い
、
フ
ル
規
格
に
よ
る
整
備
方
針
を
早
期
に
決
定
す
る
こ
と
。
 

併
せ
て
、
西
九
州
ル
ー
ト
へ
の
直
通
運
行
も
視
野
に
入
れ
た
Ｊ
Ｒ
佐
世
保
線
の
輸
送

 
改
善
に
向
け
た
支
援
の
充
実
を
図
る
こ
と
。
 

 

２
 
整
備
新
幹
線
建
設
に
伴
う
地
方
公
共
団
体
の
建
設
費
負
担
に
つ
い
て
は
、
国
が
開
発

 
を
進
め
て
き
た
Ｆ
Ｇ
Ｔ
の
導
入
が
困
難
に
な
っ
た
と
い
う
特
殊
事
情
も
考
慮
し
、
国
の

 
責
任
に
お
い
て
地
方
負
担
の
軽
減
に
向
け
て
抜
本
的
な
対
策
を
講
じ
る
こ
と
。
 

 （
２
）
離
島
航
路
の
維
持
・
確
保
の
た
め
、
船
舶
の
円
滑
な
更
新
が
で
き
る
よ
う
取
り
組

む
と
と
も
に
、
国
・
市
町
・
事
業
者
と
連
携
を
密
に
し
て
安
定
的
な
運
航
を
図
り
、

利
便
性
の
向
上
に
努
め
る
こ
と
。
ま
た
、
安
定
的
な
運
航
を
図
る
た
め
の
手
法
と
し

て
、
共
同
運
航
に
つ
い
て
も
研
究
・
検
討
を
行
う
こ
と
。
 

（
３
）
離
島
地
域
の
交
流
人
口
を
増
加
さ
せ
る
観
点
か
ら
、
未
利
用
空
港
を
含
め
た
離
島

空
港
の
利
用
促
進
を
図
る
こ
と
。
 

 ２
 
地
域
・
２
次
交
通
対
策
に
つ
い
て
 

（
１
）
交
通
系
Ｉ
Ｃ
カ
ー
ド
に
つ
い
て
は
、
利
用
者
に
と
っ
て
利
便
性
が
高
ま
る
よ
う
交

通
事
業
者
と
連
携
し
て
取
り
組
む
こ
と
。
 

（
２
）
地
域
公
共
交
通
の
維
持
の
た
め
、
市
町
の
状
況
の
把
握
に
努
め
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

バ
ス
や
乗
り
合
い
・
デ
マ
ン
ド
タ
ク
シ
ー
な
ど
多
様
な
交
通
手
段
の
展
開
を
推
進
す

る
こ
と
。
 

（
３
）
路
線
バ
ス
事
業
等
に
か
か
る
運
転
士
確
保
が
難
し
い
中
、
地
域
交
通
維
持
に
向
け

て
、
人
材
確
保
対
策
を
推
進
す
る
こ
と
。
 

（
４
）
地
域
鉄
道
に
つ
い
て
は
、
地
域
住
民
及
び
地
域
活
性
化
の
た
め
の
大
切
な
交
通
手

段
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
引
き
続
き
施
設
整
備
等
に
係
る
支
援
を
図
る
こ
と
。
 

（
５
）
県
営
交
通
事
業
に
つ
い
て
、
地
域
住
民
の
利
便
性
が
高
ま
る
よ
う
、
市
町
や
民
間

交
通
事
業
者
等
と
連
携
・
協
力
し
な
が
ら
交
通
施
策
を
推
進
す
る
こ
と
。
 

（
６
）
九
州
新
幹
線
西
九
州
ル
ー
ト
の
整
備
に
あ
た
っ
て
は
、
県
民
に
新
幹
線
の
整
備
効

果
に
対
す
る
理
解
の
促
進
が
図
ら
れ
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。
ま
た
、
新
幹
線
駅
か
ら

魅
力
あ
る
資
源
を
有
す
る
県
内
各
地
へ
の
２
次
交
通
を
整
備
・
改
善
し
、
新
幹
線
の

開
業
効
果
を
高
め
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。
 

（
７
）
「
長
崎
と
天
草
地
方
の
潜
伏
キ
リ
シ
タ
ン
関
連
遺
産
」
の
世
界
文
化
遺
産
登
録
に
よ

る
国
内
外
の
観
光
客
の
増
加
に
対
応
す
る
た
め
、
長
崎
県
内
と
天
草
間
の
交
通
ア
ク

セ
ス
に
つ
い
て
、
国
・
市
町
・
事
業
者
と
連
携
し
た
対
応
に
努
め
る
こ
と
。
 

 ３
 
医
療
・
福
祉
・
高
齢
者
等
交
通
弱
者
対
策
に
つ
い
て
 

（
１
）
介
護
サ
ー
ビ
ス
に
お
け
る
移
送
対
策
に
つ
い
て
、
市
町
と
連
携
を
図
り
な
が
ら
、

地
域
で
の
充
実
が
図
ら
れ
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。
 

（
２
）
高
齢
者
や
障
害
者
等
が
安
心
し
て
生
活
で
き
る
よ
う
、
市
町
や
事
業
者
等
と
連
携

し
て
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
の
現
状
把
握
に
努
め
、
交
通
環
境
の
整
備
を
図
る
こ
と
。
 

（
３
）
運
転
免
許
自
主
返
納
高
齢
者
等
に
つ
い
て
、
各
地
域
の
特
性
・
実
情
に
応
じ
、
公

共
交
通
利
用
等
の
支
援
策
が
講
じ
ら
れ
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。
 

 

な
お
、
文
案
の
作
成
及
び
提
出
の
諸
手
続
に
つ
い
て
は
、
議
長
に
一
任
す
る
。
 

 

提
 
出
 
先
 

知
 
事
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議
 
案

 
番

 
号

件
名

第
1
号

議
案

平
成

３
１

年
度

長
崎

県
一

般
会

計
予

算
　

　
　

　
※

質
疑

・
討

論
あ

り

第
2
号

議
案

平
成

３
１

年
度

長
崎

県
母

子
父

子
寡

婦
福

祉
資

金
特

別
会

計
予

算

第
3
号

議
案

平
成

３
１

年
度

長
崎

県
農

業
改

良
資

金
特

別
会

計
予

算

第
4
号

議
案

平
成

３
１

年
度

長
崎

県
林

業
改

善
資

金
特

別
会

計
予

算

第
5
号

議
案

平
成

３
１

年
度

長
崎

県
県

営
林

特
別

会
計

予
算

第
6
号

議
案

平
成

３
１

年
度

長
崎

県
沿

岸
漁

業
改

善
資

金
特

別
会

計
予

算

第
7
号

議
案

平
成

３
１

年
度

長
崎

県
小

規
模

企
業

者
等

設
備

導
入

資
金

特
別

会
計

予
算

第
8
号

議
案

平
成

３
１

年
度

長
崎

県
用

地
特

別
会

計
予

算

第
9
号

議
案

平
成

３
１

年
度

長
崎

県
庁

用
管

理
特

別
会

計
予

算

第
1
0
号

議
案

平
成

３
１

年
度

長
崎

県
長

崎
魚

市
場

特
別

会
計

予
算

第
1
1
号

議
案

平
成

３
１

年
度

長
崎

県
港

湾
施

設
整

備
特

別
会

計
予

算

第
1
2
号

議
案

平
成

３
１

年
度

長
崎

県
流

域
下

水
道

特
別

会
計

予
算

第
1
3
号

議
案

平
成

３
１

年
度

長
崎

県
公

債
管

理
特

別
会

計
予

算

第
1
4
号

議
案

平
成

３
１

年
度

長
崎

県
国

民
健

康
保

険
特

別
会

計
予

算

第
1
5
号

議
案

平
成

３
１

年
度

長
崎

県
港

湾
整

備
事

業
会

計
予

算

第
1
6
号

議
案

平
成

３
１

年
度

長
崎

県
交

通
事

業
会

計
予

算

第
1
7
号

議
案

長
崎

県
手

数
料

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

第
1
8
号

議
案

職
員

の
勤

務
時

間
、

休
暇

等
に

関
す

る
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

第
1
9
号

議
案

長
崎

県
行

政
手

続
に

お
け

る
特

定
の

個
人

を
識

別
す

る
た

め
の

番
号

の
利

用
等

に
関

す
る

法
律

に
基

づ
く

個
人

番
号

の
利

用
及

び
特

定
個

人
情

報
の

提
供

に
関

す
る

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

第
2
0
号

議
案

警
察

本
部

の
組

織
に

関
す

る
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

第
2
1
号

議
案

武
道

館
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

第
2
2
号

議
案

長
崎

県
こ

ど
も

・
女

性
・

障
害

者
支

援
セ

ン
タ

ー
設

置
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

第
2
3
号

議
案

長
崎

県
地

域
医

療
再

生
臨

時
特

例
基

金
条

例
を

廃
止

す
る

条
例

第
2
4
号

議
案

長
崎

県
看

護
職

員
修

学
資

金
貸

与
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

第
2
5
号

議
案

長
崎

県
の

事
務

処
理

の
特

例
に

関
す

る
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

第
2
6
号

議
案

長
崎

県
国

民
健

康
保

険
財

政
安

定
化

基
金

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

平
成

３
１

年
２

月
定

例
会

上
　

程
　

議
　

案
　

件
　

名
　

表
 ３

 
建

設
中

の
武

雄
温

泉
～

長
崎

間
の

建
設

費
の

増
額

に
つ

い
て

は
、

厳
し

い
財

政
状

況

 
の

中
、

過
度

の
追

加
負

担
が

生
じ

な
い

よ
う

コ
ス

ト
縮

減
や

十
分

な
財

政
措

置
を

講
じ

る
こ

と
。

 

 な
お

、
文

案
の

作
成

及
び

提
出

の
諸

手
続

に
つ

い
て

は
、

議
長

に
一

任
す

る
。

 

  

提
 
出

 
先

 
知

 
事
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第
5
7
号

議
案

平
成

３
０

年
度

長
崎

県
一

般
会

計
補

正
予

算
（

第
5
号

）

第
5
8
号

議
案

平
成

３
０

年
度

長
崎

県
農

業
改

良
資

金
特

別
会

計
補

正
予

算
（

第
1
号

）

第
5
9
号

議
案

平
成

３
０

年
度

長
崎

県
林

業
改

善
資

金
特

別
会

計
補

正
予

算
（

第
1
号

）

第
6
0
号

議
案

平
成

３
０

年
度

長
崎

県
県

営
林

特
別

会
計

補
正

予
算

（
第

2
号

）

第
6
1
号

議
案

平
成

３
０

年
度

長
崎

県
沿

岸
漁

業
改

善
資

金
特

別
会

計
補

正
予

算
（

第
1
号

）

第
6
2
号

議
案

平
成

３
０

年
度

長
崎

県
小

規
模

企
業

者
等

設
備

導
入

資
金

特
別

会
計

補
正

予
算

（
第

1
号

）

第
6
3
号

議
案

平
成

３
０

年
度

長
崎

県
用

地
特

別
会

計
補

正
予

算
（

第
1
号

）

第
6
4
号

議
案

平
成

３
０

年
度

長
崎

県
庁

用
管

理
特

別
会

計
補

正
予

算
（

第
1
号

）

第
6
5
号

議
案

平
成

３
０

年
度

長
崎

県
長

崎
魚

市
場

特
別

会
計

補
正

予
算

（
第

1
号

）

第
6
6
号

議
案

平
成

３
０

年
度

長
崎

県
港

湾
施

設
整

備
特

別
会

計
補

正
予

算
（

第
２

号
）

第
6
7
号

議
案

平
成

３
０

年
度

長
崎

県
流

域
下

水
道

特
別

会
計

補
正

予
算

（
第

3
号

）

第
6
8
号

議
案

平
成

３
０

年
度

長
崎

県
公

債
管

理
特

別
会

計
補

正
予

算
（

第
1
号

）

第
6
9
号

議
案

平
成

３
０

年
度

長
崎

県
国

民
健

康
保

険
特

別
会

計
補

正
予

算
（

第
2
号

）

第
7
0
号

議
案

平
成

３
０

年
度

長
崎

県
港

湾
整

備
事

業
会

計
補

正
予

算
（

第
3
号

）

第
7
1
号

議
案

平
成

３
０

年
度

長
崎

県
交

通
事

業
会

計
補

正
予

算
（

第
2
号

）

第
7
2
号

議
案

平
成

３
０

年
度

長
崎

県
一

般
会

計
補

正
予

算
（

第
6
号

）
　

　
　

　
　

※
2
/
2
1
可

決

第
7
3
号

議
案

平
成

３
０

年
度

長
崎

県
県

営
林

特
別

会
計

補
正

予
算

（
第

3
号

）
　

※
2
/
2
1
可

決

第
7
4
号

議
案

平
成

３
０

年
度

長
崎

県
流

域
下

水
道

特
別

会
計

補
正

予
算

（
第

4
号

）
　

　
※

2
/
2
1
可

決

第
2
7
号

議
案

長
崎

県
立

児
童

福
祉

施
設

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

第
2
8
号

議
案

長
崎

県
児

童
福

祉
施

設
の

設
備

及
び

運
営

の
基

準
に

関
す

る
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

第
2
9
号

議
案

長
崎

県
少

年
保

護
育

成
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

第
3
0
号

議
案

県
立

高
等

学
校

等
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

第
3
1
号

議
案

市
町

村
立

学
校

県
費

負
担

教
職

員
定

数
条

例
及

び
県

立
学

校
職

員
定

数
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

第
3
2
号

議
案

学
校

職
員

の
特

殊
勤

務
手

当
に

関
す

る
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

第
3
3
号

議
案

長
崎

県
立

長
崎

図
書

館
の

講
堂

の
使

用
に

関
す

る
条

例
を

廃
止

す
る

条
例

第
3
4
号

議
案

長
崎

県
立

上
五

島
海

洋
青

少
年

の
家

条
例

を
廃

止
す

る
条

例

第
3
5
号

議
案

長
崎

県
環

境
保

健
研

究
セ

ン
タ

ー
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

第
3
6
号

議
案

雲
仙

公
園

使
用

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

第
3
7
号

議
案

長
崎

県
立

都
市

公
園

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

第
3
8
号

議
案

長
崎

県
営

港
湾

タ
ー

ミ
ナ

ル
ビ

ル
条

例
等

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

第
3
9
号

議
案

長
崎

県
流

水
占

用
料

等
徴

収
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

第
4
0
号

議
案

長
崎

県
建

築
関

係
手

数
料

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

第
4
1
号

議
案

長
崎

県
工

業
技

術
セ

ン
タ

ー
条

例
及

び
長

崎
県

窯
業

技
術

セ
ン

タ
ー

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

第
4
2
号

議
案

長
崎

県
ビ

ジ
ネ

ス
支

援
プ

ラ
ザ

条
例

等
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

第
4
3
号

議
案

長
崎

県
技

能
会

館
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

第
4
4
号

議
案

長
崎

県
立

職
業

能
力

開
発

校
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

第
4
5
号

議
案

長
崎

県
地

方
卸

売
市

場
長

崎
魚

市
場

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

第
4
6
号

議
案

長
崎

県
漁

港
管

理
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

第
4
7
号

議
案

長
崎

県
農

林
技

術
開

発
セ

ン
タ

ー
手

数
料

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

第
4
8
号

議
案

長
崎

県
畜

産
関

係
手

数
料

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

第
4
9
号

議
案

長
崎

県
県

民
の

森
条

例
の

一
部

を
改

正
す

る
条

例

第
5
0
号

議
案

包
括

外
部

監
査

契
約

の
締

結
に

つ
い

て

第
5
1
号

議
案

和
解

及
び

損
害

賠
償

の
額

の
決

定
に

つ
い

て

第
5
2
号

議
案

和
解

及
び

損
害

賠
償

の
額

の
決

定
に

つ
い

て

第
5
3
号

議
案

契
約

の
締

結
に

つ
い

て

第
5
4
号

議
案

契
約

の
締

結
の

一
部

変
更

に
つ

い
て

第
5
5
号

議
案

直
轄

特
定

漁
港

漁
場

整
備

事
業

に
対

す
る

県
の

負
担

に
つ

い
て

第
5
6
号

議
案

県
が

行
な

う
建

設
事

業
に

対
す

る
市

町
村

負
担

金
の

徴
収

に
つ

い
て

の
一

部
変

更
に

つ
い

て
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平
成

３
１
年

２
月

定
例

会

委
員
会
名

請
願
番
号

件
　
　
　
　
　
名

提
　
　
出
　
　
者

紹
介
議
員

総
　
　
務

委
 
員
 
会

第
１
号

国
に
対
し
「
2
1
0
9
年
1
0
月
か
ら
の
消

費
税
率
1
0
％
へ
の
引
き
上
げ
中
止
を

求
め
る
意
見
書
」
の
提
出
を
求
め
る

請
願
書

1
0
月
消
費
税
1
0
％
ス
ト
ッ
プ
！
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
長
崎
・
準
備
会

　
山
下
　
優
子

堀
江
ひ
と
み

文
教
厚
生

委
 
員
 
会

第
２
号

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
質
の
確
保
を

求
め
る
意
見
書
提
出
に
関
す
る
請
願

書

長
崎
県
学
童
保
育
連
絡
協
議
会

会
長
　
小
山
　
浩

西
川
　
克
己

前
田
　
哲
也

（
計
　
２
件
）

請
　
　
願
　
　
付
　
　
託
　
　
表

    

賀

  

詞

 

（ 案 ）

 

 

天 皇 陛 下 に お か せ ら れ ま し て は

 

本 年

 

御 即 位 三 十 年 を お 迎 え に な ら れ

 

誠 に 慶 賀 に た え な い と こ ろ で あ り ま す

 

こ こ に 長 崎 県 議 会 は

 

県 民 を 代 表 し て

 

天 皇 皇 后 両 陛 下 の 益 々 の ご 健 勝 を

 

お 祈 り す る と と も に

 

謹 ん で お 祝 い を 申 し 上 げ ま す

 

 

    

平 成 三 十 一 年 二 月 二 十 八 日

 

                

長 崎 県 議 会
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平
成
３
１
年
２
月
定
例
会

１
　
委
員
会
等
提
出

区
　
分

提
出
先

件
　
　
　
　
　
名

提
　
出
　
者

可
　

否
掲

載
ペ

ー
ジ

意
見

書
政

　
府

国
　

会
放

課
後

児
童

ク
ラ

ブ
の

質
の

確
保

に
つ

い
て

文
教

厚
生

委
員

会
可

決
付

録

　
　

 
 
9
ペ

ー
ジ

意
見

書
政

　
府

国
　

会

食
品

ロ
ス

削
減

に
向

け
て

の
さ

ら
な

る
取

り
組

み
に

つ
い

て
環

境
生

活
委

員
会

可
決

付
録

　
　

 
 
9
ペ

ー
ジ

動
　

議
　

件
　

名
　

一
　

覧
　

表
（

参
考

）

平
成

３
１

年
２

月
定

例
会

月
日

曜
日

開
会

時
刻

3
月

4
日

月
１

０
：

０
０

予
算

決
算

委
員

会
（

総
括

質
疑

）
議

場

総
務

委
員

会
委

員
会

室
１

文
教

厚
生

委
員

会
委

員
会

室
２

環
境

生
活

委
員

会
委

員
会

室
３

農
水

経
済

委
員

会
委

員
会

室
４

総
務

委
員

会
委

員
会

室
１

文
教

厚
生

委
員

会
委

員
会

室
２

環
境

生
活

委
員

会
委

員
会

室
３

農
水

経
済

委
員

会
委

員
会

室
４

総
務

委
員

会
委

員
会

室
１

文
教

厚
生

委
員

会
委

員
会

室
２

環
境

生
活

委
員

会
委

員
会

室
３

農
水

経
済

委
員

会
委

員
会

室
４

総
務

委
員

会
委

員
会

室
１

文
教

厚
生

委
員

会
委

員
会

室
２

環
境

生
活

委
員

会
委

員
会

室
３

農
水

経
済

委
員

会
委

員
会

室
４

総
務

委
員

会
委

員
会

室
１

文
教

厚
生

委
員

会
委

員
会

室
２

環
境

生
活

委
員

会
委

員
会

室
３

農
水

経
済

委
員

会
委

員
会

室
４

3
月

1
3
日

水
１

１
：

０
０

予
算

決
算

委
員

会
（

分
科

会
長

報
告

、
採

決
）

議
場

委
員

会
名

場
所

委
員

会
開

催
日

程
表

3
月

8
日

１
０

：
０

０

3
月

7
日

木
１

０
：

０
０

金
１

０
：

０
０

月
１

０
：

０
０

3
月

5
日

火
１

０
：

０
０

3
月

6
日

水

3
月

1
1
日

(
予

備
日

)
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動
 

 
 

 
 

 
 

議
 

 
 

 
 

 
 

提
 

 
 

出
 

 
 

者
 

 
 

 
 

環
 
境

 
生

 
活

 
委

 
員

 
会

 

 
 

 
 

 
 

提
 

出
 

年
 

月
 

日
 

 
 

 
 

平
成

３
１

年
 

３
月

 
６

日
 

種
 

 
類

 
 

意
見

書
 

件
 

 
名

 
 

食
品

ロ
ス

削
減

に
向

け
て

の
さ

ら
な

る
取

り
組

み
に

つ
い

て
 

要
 

 
旨

 

  
ま

だ
食

べ
る

こ
と

が
で

き
る

食
品

が
、

生
産

、
製

造
、

販
売

、
消

費
の

各
段

階
で

廃
棄

さ
れ

て
い

る
、

い
わ

ゆ
る

食
品

ロ
ス

の
削

減
は

、
今

や
我

が
国

に
お

い
て

喫
緊

の
課

題
と

言
え

る
。

国
内

で
発

生
す

る
食

品
ロ

ス
の

量
は

年
間

６
４

６
万

ト
ン

（
２

０
１

５
年

度
）

と
推

計
さ

れ
て

お
り

、
こ

れ
は

国
連

の
世

界
食

糧
計

画
（

Ｗ
Ｆ

Ｐ
）

が
発

展
途

上
国

に
食

糧
を

援
助

す
る

量
の

約
２

倍
に

上
る

。
政

府
は

、
国

連
の

「
持

続
可

能
な

開
発

目
標

（
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
）
」
に

沿
い

、
家

庭
で

の
食

品
ロ

ス
の

量
を

２
０

３
０

年
度

ま
で

に
半

減
さ

せ
る

こ

と
を

目
指

し
て

い
る

が
、

事
業

者
を

含
め

国
民

各
層

の
食

品
ロ

ス
に

対
す

る
取

り
組

み
や

意
識

啓
発

が
必

要
不

可
欠

で
あ

る
。

 

 
食

品
ロ

ス
を

削
減

し
て

い
く

た
め

に
は

、
国

民
一

人
一

人
が

各
々

の
立

場
に

お
い

て
主

体
的

に
こ

の
課

題
に

取
り

組
み

、
社

会
全

体
と

し
て

対
応

し
て

い
く

よ
う

、
食

べ
物

を
無

駄
に

し
な

い
意

識
の

醸
成

と
そ

の
定

着
を

図
っ

て
い

く
こ

と
が

重
要

で
あ

る
。

 

 
ま

た
、
ま

だ
食

べ
る

こ
と

が
出

来
る

食
品

に
つ

い
て

は
、
廃

棄
す

る
こ

と
な

く
、
貧

困
、

災
害

等
に

よ
り

必
要

な
食

べ
物

を
十

分
に

入
手

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
人

に
提

供
す

る
な

ど
、

で
き

る
だ

け
食

品
と

し
て

活
用

し
て

い
く

こ
と

が
重

要
で

あ
る

。
 

 
よ

っ
て

国
に

対
し

て
、

国
、

地
方

公
共

団
体

、
事

業
者

、
消

費
者

等
が

一
体

と
な

っ
て

食
品

ロ
ス

削
減

に
向

け
て

の
取

り
組

み
を

進
め

る
た

め
、

下
記

の
事

項
に

つ
い

て
真

摯
に

取
り

組
む

こ
と

を
強

く
求

め
る

も
の

で
あ

る
。

 

 

記
 

 １
 

国
、

地
方

公
共

団
体

、
事

業
者

、
消

費
者

等
の

多
様

な
主

体
が

連
携

し
、

食
品

ロ
ス

 
の

削
減

を
総

合
的

に
推

進
す

る
た

め
、

法
律

の
制

定
を

含
め

た
よ

り
一

層
の

取
り

組
み

 
を

実
施

す
る

こ
と

。
 

 ２
 

商
慣

習
の

見
直

し
等

に
よ

る
食

品
事

業
者

の
廃

棄
抑

制
や

消
費

者
へ

の
普

及
･
啓

発
、

 
学

校
等

に
お

け
る

食
育

・
環

境
教

育
の

実
施

な
ど

、
食

品
ロ

ス
削

減
に

向
け

て
の

国
民

 
運

動
を

こ
れ

ま
で

以
上

に
強

化
す

る
こ

と
。

 

 ３
 

賞
味

期
限

内
の

未
利

用
食

品
や

備
蓄

品
等

を
必

要
と

す
る

人
に

届
け

る
フ

ー
ド

バ
ン

 
ク

な
ど

の
取

り
組

み
を

さ
ら

に
支

援
す

る
こ

と
。

 

  
な

お
、

文
案

の
作

成
並

び
に

提
出

の
諸

手
続

き
に

つ
い

て
は

、
議

長
に

一
任

す
る

。
 

提
 
出

 
先

 
 

政
 

府
 

・
 

国
 

会
 

 

動
 
 
 
 
 
 
 
議

 

 
 
 
 
 
 
提
 
 
 
出
 
 
 
者
 
 
 
 
 
文

教
厚

生
委

員
会
 

 
 
 
 
 
 
提
 
出
 
年
 
月
 
日
 
 
 
 
 
平
成
３
１
年
 
３
月
 
７
日
 

種
 
 
類
 

 
意

見
書

 

件
 
 
名
 

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
質
の
確
保
に
つ
い
て
 

要
 
 
旨
 

 放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ

で
は

、
就

労
等

に
よ

り
保

護
者

が
昼

間
家

庭
に

い
な

い
子

ど
も

を

対
象

と
し

て
、

放
課

後
等

に
学

校
の

余
裕

教
室

等
や

専
用

施
設

等
で

適
切

な
遊

び
や

生
活

の
場

を
提

供
す

る
こ

と
に

よ
り

、
安

全
安

心
な

環
境

の
下

、
そ

の
健

全
な

育
成

を
図

っ
て

い
る
。
 

女
性

の
就

労
拡

大
等

に
伴

い
、

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ

の
利

用
児

童
数

は
年

々
増

え
続

け

て
お

り
、

子
ど

も
が

安
全

に
安

心
し

て
放

課
後

を
過

ご
せ

る
放

課
後

児
童

ク
ラ

ブ
の

ニ
ー

ズ
は

ま
す

ま
す

高
ま

っ
て

お
り

、
そ

の
目

的
・

役
割

を
果

た
す

た
め

に
は

、
放

課
後

児
童

ク
ラ

ブ
の

質
の

確
保

が
求

め
ら

れ
、

放
課

後
児

童
支

援
員

に
つ

い
て

は
研

修
等

に
よ

る
資

質
の
向
上
が
必
要
不
可
欠
で
あ
る
。
 

そ
の

た
め

、
国

が
策

定
し

た
「

放
課

後
児

童
健

全
育

成
事

業
の

設
備

及
び

運
営

に
関

す

る
基

準
」

に
基

づ
き

市
町

村
が

条
例

を
定

め
る

際
、

職
員

の
配

置
基

準
に

つ
い

て
は

従
う

べ
き
基
準
と
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
 

今
般

、
従

う
べ

き
基

準
を

参
酌

化
す

る
と

い
う

閣
議

決
定

が
な

さ
れ

た
と

こ
ろ

で
あ

る

が
、

も
し

職
員

配
置

基
準

が
緩

和
さ

れ
れ

ば
、

場
合

に
よ

っ
て

は
、

資
格

を
有

し
な

い
者

が
1
人
で
多
く
の
児
童
を
受
け
持
つ
と
い
う
状
態
が
生
じ
、
子
ど
も
の
安
全
安
心
が
保
障

さ
れ
な
い
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
。
 

よ
っ
て
、
国
に
対
し
て
、
「
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基

準
」

の
従

う
べ

き
基

準
を

参
酌

化
し

て
も

、
市

町
村

が
質

の
確

保
を

担
保

す
る

よ
う

、
都

道
府

県
は

安
全

・
安

心
が

確
保

で
き

な
い

体
制

は
認

め
な

い
よ

う
働

き
か

け
を

行
う

こ
と

を
強
く
求
め
る
も
の
で
あ
る
。
 

 

な
お
、
文
案
の
作
成
及
び
提
出
の
諸
手
続
に
つ
い
て
は
、
議
長
に
一
任
す
る
。
 

 

提
 
出
 
先
 

政
 
府
 
・
 
国
 
会
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№
２
 

委
員

会
名

 
付

託
事

件
 

環
境

生
活

 
 

○
委
員
会
、
現
地
調
査
及
び
要
望
活
動

 
 
 
・
県
民
生
活
に
関
す
る
施
策
の
企
画
及
び
総
合
調
整
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

 
・
県
民
と
の
協
働
推
進
等
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
人
権
・
同
和
問
題
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
男
女
共
同
参
画
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
交
通
安
全
の
企
画
、
交
通
安
全
運
動
等
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
統
計
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
生
活
衛
生
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
食
の
安
全
・
安
心
及
び
消
費
者
行
政
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
環
境
に
関
す
る
施
策
の
企
画
及
び
総
合
調
整
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

 
・
環
境
保
全
等
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
生
活
排
水
対
策
及
び
水
資
源
政
策
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
廃
棄
物
対
策
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
自
然
環
境
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
道
路
及
び
河
川
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
ま
ち
づ
く
り
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
土
砂
災
害
対
策
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

 
・
住
宅
及
び
建
築
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
  

  
・
県
土
地
開
発
公
社
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
県
住
宅
供
給
公
社
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
県
道
路
公
社
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
港
湾
、
空
港
そ
の
他
土
木
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

 
 
 
 
 
 
 
・
県
営
交
通
事
業
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

農
水

経
済

 
○
委
員
会
、
現
地
調
査
及
び
要
望
活
動

 
  

  
 ・

産
業
の
振
興
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
労
働
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
産
業
技
術
の
振
興
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

・
水
産
業
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
漁
業
取
締
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
漁
港
漁
場
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 

  
・
農
業
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

 
 
 
 
 
 
 
・
林
業
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

予
算

決
算

 
○
委
員
会
、
要
望
活
動

 
・
一
般
会
計
、
特
別
会
計
及
び
企
業
会
計
予
算
等
に
つ
い
て

 
議

会
運

営
 

○
委
員
会
、
現
地
調
査
及
び
要
望
活
動

 
  

  
 ・

議
会
の
運
営
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
議
会
の
会
議
規
則
、
委
員
会
に
関
す
る
条
例
等
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
議
長
の
諮
問
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

離
島
・
半
島
地
域
振
興

 
特

別
 

○
委
員
会
、
現
地
調
査
及
び
要
望
活
動

 
  

  
・
離
島
・
半
島
地
域
振
興
対
策
 

 
 
 
・
有
人
国
境
離
島
法
対
策
 

観
光

振
興

等
対

策
 

特
別

 
○
委
員
会
、
現
地
調
査
及
び
要
望
活
動

 
  

  
 ・

観
光
振
興
対
策

・
国
際
戦
略
（
東
南
ア
ジ
ア
）

・
Ｉ
Ｒ
対
策

 
 
 
・
長
崎
空
港
対
策
 

総
合

交
通

対
策

 
特

別
 

○
委
員
会
、
現
地
調
査
及
び
要
望
活
動

 
  
 
・
離
島
地
域
航
路
・
航
空
路
対
策

・
地
域
・
２
次
交
通
対
策

・
医
療
・
福
祉
・
高
齢
者
等
交
通
弱
者
対
策

九
州

新
幹

線
 

西
九

州
ル

ー
ト

整
備

 
特

 
 

 
 

 
 

別
 

○
委
員
会
、
現
地
調
査
及
び
要
望
活
動

 
  
 
 
・
九
州
新
幹
線
西
九
州
ル
ー
ト
整
備
対
策

 

平
成
３
１
年
２
月
定
例
会
議
会
閉
会
中

 委
員
会
付
託
申
出
一
覧
表

 
№
１
 

委
員

会
名

 
付

託
事

件
 

総
務

 
○
委
員
会
、
現
地
調
査
及
び
要
望
活
動

 
 
 
・
危
機
管
理
、
防
災
、
消
防
、
危
険
物
の
規
制
等
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
職
員
の
人
事
、
勤
務
条
件
、
給
与
、
福
利
厚
生
等
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
行
政
改
革
、
情
報
公
開
等
県
の
行
政
一
般
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
県
の
予
算
、
財
政
、
県
税
そ
の
他
の
財
務
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

 
 
 
 
・
政
策
評
価
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
公
有
財
産
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

 
 
 
 
・
秘
書
、
広
報
及
び
広
聴
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
地
域
・
行
政
情
報
化
そ
の
他
他
部
の
主
管
に
属
し
な
い
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
重
要
施
策
の
企
画
及
び
総
合
調
整
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
離
島
・
半
島
及
び
地
域
の
振
興
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

 
 
 
 
・
ス
ポ
ー
ツ
振
興
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
県
内
市
町
の
行
政
、
財
政
、
選
挙
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
土
地
対
策
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

・
交
通
運
輸
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

 
・
県
庁
舎
の
跡
地
活
用
に
関
す
る
こ
と
 

 
 
 
・
文
化
振
興
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

 
・
世
界
遺
産
登
録
の
推
進
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

 
・
観
光
振
興
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

 
 
 
 
・
物
産
流
通
振
興
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

 
 
 
 
・
国
際
関
連
施
策
の
推
進
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

 
・
出
納
及
び
物
品
調
達
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
議
会
事
務
局
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
監
査
事
務
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
人
事
委
員
会
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
労
働
委
員
会
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
警
察
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
交
通
安
全
、
防
犯
対
策
の
推
進
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
公
安
委
員
会
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

 

文
教

厚
生

 
○
委
員
会
、
現
地
調
査
及
び
要
望
活
動

 
  

  
  
・
私
立
学
校
及
び
県
立
大
学
（
公
立
大
学
法
人
）
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
福
祉
保
健
行
政
の
企
画
及
び
総
合
調
整
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
社
会
福
祉
法
人
及
び
社
会
福
祉
施
設
等
の
指
導
監
査
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
医
療
政
策
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
医
療
人
材
の
確
保
等
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
薬
務
行
政
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
国
民
健
康
保
険
等
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
高
齢
者
施
策
の
推
進
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
障
害
者
施
策
の
推
進
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
原
爆
被
爆
者
対
策
等
の
推
進
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

 
 
 
・
子
ど
も
に
関
す
る
総
合
的
な
施
策
及
び
調
整
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

・
教
育
委
員
会
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

 
・
教
職
員
の
定
数
、
勤
務
条
件
及
び
福
利
厚
生
等
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
県
立
学
校
の
施
設
及
び
設
備
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
義
務
教
育
及
び
高
校
教
育
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
 
 
・
特
別
支
援
教
育
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

・
生
涯
学
習
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

  
  
 
・
学
芸
文
化
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

 
・
保
健
体
育
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

 
・
競
技
力
の
向
上
に
関
す
る
こ
と

 


